
平成２１年第２回（６月）坂城町議会定例会会期日程 

平成２１年６月８日 

日次 月  日 曜日 開議時刻 内         容 

１  ６月 ８日 月 午前10時 
○本会議 ・町長招集あいさつ 

・議案上程 

２  ６月 ９日 火  ○休 会（一般質問通告午前１１時まで） 

３  ６月１０日 水  ○休 会 

４  ６月１１日 木  ○休 会 

５  ６月１２日 金  ○休 会 

６  ６月１３日 土  ○休 会 

７  ６月１４日 日  ○休 会 

８  ６月１５日 月 午前10時 ○本会議 ・一般質問 

９  ６月１６日 火 午前10時 ○本会議 ・一般質問 

１０  ６月１７日 水 午前10時 
○本会議 ・一般質問 

○委員会（総務産業、社会文教） 

１１  ６月１８日 木  ○休 会 

１２  ６月１９日 金 午前10時 
○本会議 ・補正予算案等質疑 

討論 採決 

 



付議事件及び審議結果 

６月８日上程 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて ６月 ８日 適任 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて ６月 ８日 適任 

報告第 ２号 町長の専決処分事項の報告について ６月 ８日 同意 

議案第２６号 坂城町教育委員会委員の任命について ６月 ８日 同意 

議案第２７号 平成２１年度まちづくり交付金事業坂城町食

育・学校給食センター建設工事請負契約の締

結について 

 

 

６月 ８日 可決 

議案第２８号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第１

号）について 

 

６月１９日 可決 

議案第２９号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正

予算（第１号）について 

 

６月１９日 可決 

 

６月１９日上程 

発委第 ４号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国

土交通省地方出先機関の存続を求める意見書

について 

 

 

６月１９日 可決 
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平成２１年第２回坂城町議会定例会会議録 
 

１．招集年月日   平成２１年６月８日 

２．招集の場所   坂城町議会議場 

３．開   会   ６月８日 午前１０時００分 

４．応 招 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

５．不応招議員   なし 

６．出 席 議 員   １４名 

７．欠 席 議 員   なし 

８．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

９．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 
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10．議事日程 

第 １ 会議録署名議員の指名について 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 町長招集あいさつ 

第 ４ 諸報告 

第 ５ 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ６ 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ７ 報告第 ２号 町長の専決処分事項の報告について 

第 ８ 議案第２６号 坂城町教育委員会委員の任命について 

第 ９ 議案第２７号 平成２１年度まちづくり交付金事業坂城町食育・学校給

食センター建設工事請負契約の締結について 

第１０ 議案第２８号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第１号）につい

て 

第１１ 議案第２９号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１

号）について 

11．本日の会議に付した事件 

10．議事日程のとおり 

12．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。 

 定足数に達しておりますので、これより平成２１年第２回坂城町議会定例会を開

会いたします。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届出がなされており、これを許可してあ

ります。 

 ただちに本日の会議を開きます。 

 地方自治法第１２１条の規定により、出席を求めた者は理事者を初め各課等の長

であります。 

 本日の議事日程はお手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「会議録署名議員の指名について」 

議長（春日君） 会議規則第１２０条の規定により、１０番 池田博武君、１１番 
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円尾美津子さん、１２番 柳沢昌雄君を会議録署名議員に指名いたします。 
 
 

◎日程第２「会期の決定について」 

議長（春日君） お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、本日から６月１９日までの１２日間といたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、本定例会の会期は、本日から６月１９日までの１２日間とすることに決

定いたしました。 

 なお、一般質問の通告は９日午前１１時までといたします。質問時間は答弁を含

め１人１時間以内とし、発言順位は抽選で行いますのでご承知願います。 
 
 

◎日程第３「町長招集あいさつ」 

議長（春日君） 町長から招集のあいさつがあります。 

町長（中沢君） 本日ここに平成２１年６月議会定例会を招集いたしましたところ、

議員各位におかれましては、公私とも多忙の中、全員のご出席を賜り、まことにあ

りがとうございます。 

 ５月に開催された臨時会において、議会の新しい体制が決まり、初めての定例会

でございます。町と議会が互いにその役割を尊重し、「自律するまち 坂城町」のた

めに議員各位のご活躍を改めて期待申し上げるところでございます。 

 初夏を迎え、各ご家庭の庭も色鮮やかな花が咲き誇る季節となりました。「さかき

千曲川バラ公園」では拡張工事も完成し、約１万平方メートルに２５０種２千本の

バラ園となりました。５月３０日から６月１４日までの「第４回さかきばら祭り」

も開催中でございます。初日、２日目の来場者は約４千人を数え、昨日までに約２

万３千人でございます。昨日は、その１日で駐車場利用者が１，８００台と予想を

はるかに上回る状況でございまして、谷川沿いにも何台か連なるということで、幾

つかの課題も残されました。 

 一方、その期待の大きさも感ずるところでございます。彩りを楽しみ、香りに癒

され、穏やかな時間をそこで過ごしていただく交流の場として、今後とも坂城町を

知っていただく機会になればと夢を膨らませているところでございます。 
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 ５日、６日に開催しました「第１８回全国ばら制定都市会議（ばらサミット）」に

は、加盟しているうちの１１団体の代表が全国から坂城町に集い、“ばらによるまち

づくり”の事例発表や課題の検討、記念植樹も行われました。当町も住民のボラン

ティア活動やオーナー企業等の協力などの取り組みについて、全国にいろいろと発

信いたしました。 

 また、中心市街地コミュニティセンターでは「全国押し花絵展」が開催され、全

国から応募された押し花絵、約２５０点が展示され、町を初め関係団体による優秀

作品の表彰など「ばらいっぱいのまちづくり」をさらに進める交流の場ともなった

わけでございます。 

 多くの皆さんのご協力により「第１８回全国ばら制定都市会議（ばらサミット）」

が成功裏に無事開催が終わったところでございますが、関係者のご労苦に心から感

謝申し上げるとともに、今後の「ばらいっぱいのまちづくり」にいろいろと有益な

ことが互いに話され、今後の糧にしてまいりたいと考えております。 

 ところで、昨今の経済状況でございますが、与謝野経済財政担当相は、５月の月

例経済報告の中で「景気は厳しい状況にあるものの、このところ悪化のテンポが緩

やかになっている」と語られ、輸出や生産の減少が下げ止まりつつあり、急激な景

気悪化に歯止めがかかっているという認識を示されたところでもございます。 

 町商工会やテクノセンターの役員の皆さん等、いろいろお話をお聞きする中でも

「依然として厳しい状態にあるものの、下げ止まったのではないか」との見方をさ

れる方も出てまいりました。楽観はできませんが、それが現実になってほしいと期

待するところでございます。 

 町内の６２企業で既に活用されております「中小企業緊急雇用安定助成金」等の

交付企業に対しまして、県の制度資金として６月１日から来年３月末までの間、１

千万円という限度はございますが、雇用の維持を図る中小企業に「経営健全化支援

資金」が創設されました。商工会や金融機関等と周知に努めてまいります。 

 また、財団法人さかきテクノセンターでは、２０年度に引き続き、経済産業省の

企業立地促進等事業費、いわゆる人材養成支援の補助事業や、あるいはテクノハー

ト事業協同組合では組合企業の人材確保や従業員の雇用安定施策を支援するため、

中小企業労働力確保法に基づきまして、中小企業人材確保推進事業を導入し、企業

への支援に取り組んでいるところでございます。 

 国におきましては、平成２１年度補正予算が５月２９日に成立し、経済危機対策
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として地域活性化・経済危機対策臨時交付金と公共投資臨時交付金の制度が創設さ

れました。 

 経済危機対策臨時交付金につきましては、地球温暖化対策、少子高齢化社会への

対応、安全・安心の実現やその将来に向けた事業への対応として、現段階での当町

への交付金は約１億３千万円の枠が予定されております。 

 公共投資臨時交付金につきましては、地域における公共投資が円滑に行われるた

めに対応するもので、公共事業等の追加に伴う地方の負担が大幅に軽減されること

になります。 

 現在、国、県からの情報を得ながら、取り組むべき選択作業を行っているところ

でございます。公共投資臨時交付金につきましては、事業費約４億円の下水道事業

の見通しがついたことから、本議会に補正予算として上程いたしました。経済危機

対策臨時交付金につきましても、準備作業が整い次第、事業化を進めてまいります。 

 次に、農業関係ですが、５月１７日に任期満了になりました農業委員選挙につき

ましては、５月８日の告示をし、定数１１人に対し、同数の立候補者があり、無投

票となりました。議会、農協及び土地改良区推薦による選任委員も決定し、臨時総

会において小宮山
こ み や ま

和衛
か ず え

会長を選出し、新体制でスタートいたしました。ご活躍を期

待申し上げます。 

 松くい虫に係る空中防除につきましては、当町では昭和６０年から実施してまい

りましたが、６月３日に開催した「松くい虫防除対策協議会」の意向を踏まえ、今

年度は諸般の事情を考慮して、ひとまず凍結することとし、よりよき方向を検討し

てまいります。 

 次に、土地基盤整備の関係ですが、幹線道路の整備状況につきましては、南条地

区のＡ０１号線では南条小学校東側の山留め擁壁工事をしております。中之条の旧

貞明保育園周辺の坂都１号線におきましても、歩道を主にした工事を実施しており

ます。 

 まちづくり交付金事業につきましては、進めておりました坂城駅南側進入路につ

きまして「緊急経済対策」の関係で下水道工事にあわせて上水道も布設されるとい

うことになり、繰越事業になりましたが、関係地権者の皆さんのご協力をいただき、

工事が完成したところでございます。 

 県道の整備事業につきましては、まず力石バイパスは、平成２２年３月供用開始

に向け、鋭意努力いただいております。上室賀坂城停車場線田町工区につきまして
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は、整備も大分進んでまいりました。町が整備した南側進入路との一体的な早期利

用を期待しております。上五明工区につきましては、現在、用地の交渉の段階でご

ざいます。関係者の皆さんのご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 新国道上田篠ノ井間、上田坂城バイパス４．９㎞のうち残りの半過トンネルを含

めた２．３㎞につきましては、来年３月に供用開始の予定でございます。鼠橋以北

の延伸につきましては、一部航空測量を実施していただいております。引き続き、

事業化に向けて国に要望してまいります。 

 公共下水道事業につきましては、昨年度、中之条地区と月見区で工事を実施いた

しました。本年度は引き続き、中之条、月見区、そして網掛地区の面的整備を実施

してまいります。 

 昨年来、国等に南条地区への幹線管渠の延長をお願いしたところでございますが、

このたび国の補正予算により事業費の目途が立ちましたので、今議会に補正予算を

上程しております。中之条芝原踏切から谷川をくぐり、南条塚田踏切までの幹線管

渠工事を予定しております。この難しい区間の工事により、早期の下水道普及が一

層図られるものと期待しております。 

 さて、新型インフルエンザにつきましては、兵庫県や神戸市が安全宣言をする中

で、６月４日現在、１６都府県で累計４０１人の感染が確認されております。町で

は４月３０日に対策本部を設置し、県等関係機関との連携を図り、情報収集、町民

への情報伝達を中心に感染予防対策の周知と相談窓口を開設いたしております。町

内の開業医の皆さんとの懇談会も開催し、対策等については、さらに検討してまい

ります。 

 町民の健康づくりにつきましては、健康診査、各種がん検診、予防接種等さまざ

まな事業を展開しております。昨年の医療制度改革により、特に生活習慣病の改善

を図るとした特定健康診査を各保険者に義務づけた制度が始まりました。４０歳か

ら７４歳の国民健康保険加入者を対象にして実施いたしました特定健診の受診率は

４２．８％で、目標の３５％を上回りました。平成２４年度までには６５％の達成

に向けて取り組んでまいります。 

 また、地域における子育ての支援、母性や乳幼児の健康確保、増進等々、次世代

の社会を担う子供たちが健やかに生まれ、育つ社会の形成を願いまして、平成２２

年度から２６年度までの次世代育成支援行動計画の後期計画を策定してまいります。 

 国民健康保険税でございますが、後期高齢者医療制度が創設され、一般被保険者
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が大幅に増加し、医療費も増加しております。事業運営上、実に厳しい状態にはご

ざいますが、過日、国保運営協議会を開催し、今年度の税率を据え置くこととさせ

ていただきました。特定健診、保健指導の実施率向上を通じ、医療費の抑制に努め

てまいりたいと存じます。 

 ６月は環境月間でございます。各区等におきまして環境美化、清掃活動が精力的

に行われております。町でも４月に大勢の皆さんの参加をいただき、「千曲川クリー

ンキャンペーン」に引き続き、５月３１日、あいにく雨でございましたが、町内主

要道路におきまして「ごみゼロ運動」を展開いたしました。美しい自然環境を守り

「人や自然にやさしいまちづくり」を進めるために、さらなる「ごみ減量化」に取

り組んでまいります。 

 住宅用火災警報器の設置につきましては、今月１日から新築住宅だけでなく既存

住宅におきましても設置が義務づけられました。町内では今年３人の尊い命をなく

してもおります。犠牲者を一人でも減らすために、消防組合、消防団等と連携を図

り、予防活動に力を込めてまいります。 

 次に、教育関係でございます。安全・安心な教育環境づくりの一助といたしまし

て耐震対策に取り組み、昨年度には村上小学校体育館の耐震補強、改修工事を完成

しております。今年度は繰越事業といたしまして、南条・村上小学校の校舎耐震診

断に着手いたします。既に診断が済んでおります坂城小学校校舎の耐震工事に着手

できるよう、準備を進めているところでございます。 

 食育・学校給食センター建設につきましては、請負契約の締結につきまして議会

に上程し、来年２月末の完成を目指し、対応しているところでもございます。さら

に環境教育啓発対策として、太陽光発電システムも国へ直接いろいろ要請したとこ

ろ、特別に受容いただけることにもなりましたので、その方向で準備を進めてまい

ります。 

 ６月２日「坂城高等学校の発展を願う懇話会」を開催いたしました。坂城高校側

から将来に向けての基本的な考えをお聞きしながら、町としましても地域高校に期

待する将来像を提案し、支援してまいりたいと考えております。 

 坂木宿ふるさと歴史館で５月６日まで開催いたしました「古雛まつり」につきま

しては、町内外から１，２００人の来館者がございました。時代背景や郷土の文化

への興味が改めて喚起されたところでございます。「ふれあい大学」「公民館講座」

等、文化スポーツ活動につきましても鋭意努力してまいります。 
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 以上、町を取り巻く経済状況、町政の動向を中心に申し上げましたが、今議会に

審議をお願いいたします案件は、人権擁護委員の同意に係る人事案件２件、専決処

分事項１件、教育委員の任命に係る人事案件１件、建築工事請負契約の締結１件、

一般会計・特別会計補正予算２件でございます。よろしくご審議の上ご決定いただ

きますようお願い申し上げまして、招集のごあいさつといたします。 
 
 

◎日程第４「諸報告について」 

議長（春日君） 町長から地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成

２０年度坂城町一般会計予算に係る繰越明許費、繰越計算書の報告がありました。 

 次に、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、坂城町土地開発公社財団

法人さかきテクノセンターにかかわる平成２１年３月３１日現在の経営状況報告書

の提出がありました。また、監査委員から例月現金出納検査報告書が提出されてお

ります。それぞれお手元に配付のとおりであります。 

 次に、陳情について申し上げます。 

 本日までに受理した陳情は、お手元に配付のとおりであります。所管の常任委員

会に審査を付託いたしましたので、報告いたします。 
 
 

議長（春日君） 日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」

から日程第９「議案第２７号 平成２１年度まちづくり交付金事業坂城町食育・学

校給食センター建設工事請負契約の締結について」までの５件を一括議題とし、議

決の運びまでいたします。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 朗読が終わりました。 

 提案理由の説明を求めます。 

町長（中沢君） 日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」

提案説明を申し上げます。 

 本年９月３０日をもちまして３年間の任期が満了となります宮嵜
みやざき

憲子
の り こ

さんに人権

擁護委員として引き続きご苦労いただきたく、法務大臣へ推薦するに当たって議会

の意見を求めるものでございます。 

 宮嵜さんは稲荷山養護園で作業療養士として勤務された後、町内の保育園で保育
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士として長年勤務されました。更埴少年友の会会員としてもご活躍されるとともに、

平成１８年１０月から人権擁護委員として活躍されております。人格、識見高く、

地域の信望も厚く、職務を公正に行うにふさわしい方ということでもございます。 

 次に、同じく人権擁護委員でございますが、本年９月３０日をもちまして３年間

の任期満了となります大井宏子さんにかわり、関口
せきぐち

文昭
ふみあき

氏を人権擁護委員としてご

苦労いただきたく、法務大臣へ推薦するに当たり、議会の意見を求めるものでござ

います。 

 関口氏は信州大学教育学部を卒業後、県内の小中学校で教諭として活躍され、千

曲市立の八幡小学校などで校長を歴任されました。退職後は地元月見区において平

成２０年に区長としてご活躍もいただいております。人格、識見高く、地域の信望

も厚く、職務を公正に行える人ということで推薦申し上げる次第でございます。 

 「専決第８号 坂城町一般職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例」

でございますが、本案は人事院勧告に基づき、一般職の平成２１年６月支給分の期

末・勤勉手当に関する特別措置として暫定的に引き下げるための改正と、町議会議

員及び常勤特別職の平成２１年６月支給額の期末手当を暫定的に引き下げる改正を

いたすものでございます。 

 主な改正でございますが、一般職員の期末・勤勉手当の合計が現行の２．１５カ

月から１．９５カ月へ０．２カ月の引き下げ、町議会議員及び常勤特別職の期末手

当を現行の１．６から１．４５へ０．１５カ月引き下げるものでございます。 

 「議案第２６号 坂城町教育委員会委員の任命について」でございます。 

 本案は、６月３０日をもって長谷川
は せ が わ

臣
しん

委員の任期が満了することになりますが、

引き続き、教育文化に関する識見が高く、経験豊富で地域の信望も厚い同氏を再任

いたしたく、議会の同意をお願いするものでございます。 

 任期は平成２１年７月１日から平成２５年６月３０日までの４年間でございます。 

 次に「議案第２７号 平成２１年度まちづくり交付金事業坂城町食育・学校給食

センター建設工事請負契約の締結について」でございます。 

 坂城町の未来を担う児童生徒に安全な学校給食を提供すること、衛生管理の徹底

した施設整備を図ることが大事でございます。 

 施設内容でございますが、鉄骨造り２階建ての建物で、１階には処理室、調理室、

洗浄室、事務室等があり、特に調理室は水はねのないドライシステムを導入いたす

ものでございます。また、２階には研修会議室、試作調理室、見学ホール及び調理
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員の厚生関係の施設となっております。児童生徒及び子育て世代に食の大切さを伝

える施設としても活用するということ、町民の健康づくりや地産地消推進にもつな

がるような施設にしてまいりたいと考えております。延べ床面積は１，３９９．７９

㎡、請負金額は４億６，５１５万円でございます。契約の相手方は、飯島・住建建

設共同企業体でございます。 

 なお、工期は平成２２年２月２６日でございます。 

 以上よろしくご審議を賜り、適切なご決定をいただきますよう、お願い申し上げ

ます。 

議長（春日君） 提案理由の説明が終わりました。 

 議案調査のため、暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１０時３６分～再開 午前１０時５２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

◎日程第５「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）適任」 
 
 

◎日程第６「人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）適任」 
 
 

◎日程第７「報告第２号 町長の専決処分事項の報告について」 

「専決第８号 坂城町一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正

する条例について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ちょっと２件ほど確認というか、説明を求めるものであります。 

 どういうことかといいますと、実は去る５月２０日に開きました臨時議会におき

まして、私どもの開会通知に議題としてこの案件があったわけでございますが、当

日、私もうっかりしておりまして、その確認をしなかったんですけれども、私ども

の通知、告示にも議案として載っていたようでございますけれども、それを議案と

するということになっていながら、当日何らこれについて説明もなければ議案とし

て上がっていなかったんですけれども、それの理由について、どうしてそういう対

応をされたのか、また、なぜ私どもに諮らなかったのか、その辺の説明をお願いし

ます。 
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総務課長（宮下君） ５月２０日の臨時会におきまして、当初この議案につきまして

提案するということで予定をしておりましたが、１９日の夜になりまして、国会議

員の中で、国会議員につきましては２割減というような意見が出てきて、衆参の議

員さんの方がそういった形で意見がまとまるようなお話が出てまいりました。 

 それを受けまして、今回の条例改正につきまして、臨時会を開かれるのが坂城町

が県内でも一番最初という予定でございまして、ここで議決をいただいた後で周辺

市町村なり県等でそういった動きがあった場合につきましては、またこれについて

かけなければならないという状況が生まれるのではないかということを懸念しまし

て、当日、朝ですけれども、急遽この議案を出すのを中止させていただいたという

ことであります。最終的に議案としてお出ししなかったものですから、臨時会にお

きましては特段の説明はいたしませんでした。 

１番（田中君） 国のそういう情報を受けて、まだ町は早く議会を開いたということ

でしなかったと、取り下げたというんですけれども、その旨をどうして議会におい

て議員に、本日提案をしていたんだけれども、こういう理由で、ただいま申し上げ

たような理由で今回は議案として取り下げるというような説明をなぜしなかったか、

その辺をお聞かせいただきたいと思いますし、特別職については、だから国会の２

割ということですけれども、私どもは特別職の関係は、さっき０．１５ということ

で１５％ぐらいになるんですか。それは国会の引き下げに準じているということで

よろしいんですか。ちょっとその説明。２点。 

総務課長（宮下君） 臨時会におきましては、議会の始まる前に議会運営委員会がご

ざいまして、議会運営委員会におきましては、先ほど私、説明しませんでしたとい

うふうに言ったのは、この議場においては説明をいたしませんでしたが、議会運営

委員会に、こういった理由で本日提案はいたしませんということでご説明をさせて

いただきました。 

 それと議員さんにつきまして国と連結しているのかということでは、人事院勧告

自体は議員さんと特に、それに連結して人事院勧告があるというものではございま

せんで、それにつきましては、周辺自治体との関連を見ながら、どういうような状

況でということの中で、国と同じといいますか、特別職と同じ０．１５カ月という

ことの削減を今回、暫定的な処理という形でさせていただきました。職員の関係が

０．２カ月ということで、大体１０％の削減というものでございます。 

１番（田中君） そうすると、その削減率についてですけれども、結局、新聞等では
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一般職の方が０．２カ月というようなこと、国も県もみんな人事院勧告に基づいて

やられているという報道があったんですけれども、特別職については０．１５カ月

というのは、ただいまの説明だと近隣との動向を見たということで、近隣もみんな

そういう形に、横並びになっているかどうか、ちょっと説明をお願いします。 

総務課長（宮下君） 県下８０市町村、長野県も同じ率でございます。 

４番（大森君） 若干質問いたしますけれども、期末手当、それから勤勉手当等につ

いての利率の変更ということで、職員に対して支給額が減るということであるわけ

ですけれども、ひとつは仕事量が減っているわけではなくて、かえって増えている

んじゃないかというぐらいの仕事量だと思うわけですね。人勧との関係もあるわけ

ですけれども、これについて職員の皆さんとの関係はどのようなお話し合いがあっ

たのかということについて、ひとつお尋ねしたいと思います。 

総務課長（宮下君） 人事院が国に対しまして勧告いたしましたのが５月１日という

ことでございます。県人事委員会が県議会及び知事に対しまして、この勧告、報告

をしたのは５月１１日、月曜日でございました。町では５月１１日、理事者会にお

いて検討いたしまして、職員組合にも協議を申し入れました。先ほどの質問にもあ

ったんですけれども、５月臨時会において提案をしたいという中で理解を求め、組

合の方は５月１３日に早朝の職場集会を開き、意見集約をされて同意をいただいた

という状況の中で今回の提案になっております。もちろん前向きの姿勢の中でどう

ぞということはあり得ない話なんですけれども、今の経済状況等鑑みる中では、今

回の勧告につきましては、いたし方ないという考え方でお話をさせていただいてお

ります。 

４番（大森君） それでは、これを減額になった総額はどのぐらいになるんでしょう

か。 

総務課長（宮下君） 一般職、常勤的特別職、議会議員の皆さん、全部合わせまして

１，０７０万円ほどの影響額になります。 

４番（大森君） この使い道であるわけですが、ただ一般会計に入れてそれぞれに振

り分ける等、やり方はいろいろあると思うわけですが、特別に職員、そして特別職

が、逆に言えば拠出するという意味合いもあるわけですから、やはり何らかの事業

にきちっとわかるような形でぜひ使ってほしいというふうに思うわけです。例えば、

子供の医療費が全県から見ても非常に遅れているというふうに思うわけですが、こ

れを小学校３年生まで引き上げるとか、そういう原資にする、こういうような姿勢
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を私は求めたいと思うわけですが、これについての方向性はいかがでしょうか。 

町長（中沢君） 町で実施する施策は、すべてが大事な施策でございます。そういっ

た削減されたものには町の町政の発展の一助に使ってまいります。以上です。 

１１番（円尾さん） １点お聞きいたします。 

 ただいまの説明の中では、一般職と特別職という形で出されていましたけれども、

臨時職員の方への影響はどうなっていますでしょうか、お尋ねします。 

総務課長（宮下君） 臨時職員の方で長くお勤めいただいている方につきましては、

こういった期末手当の分も、若干ではありますけれども、お出ししている部分がご

ざいます。そういった皆様方につきましても、こういった時期の痛みという中で、

まことに申しわけないんですけれども、若干の影響を出していただいて、金額の大

小ありますけれども、影響が出てくるということでございます。 

１１番（円尾さん） 臨時の方は、それぞれに正職と違って保証も少ないわけですし、

お給料も少ないわけです。特に人勧そのものというのは臨時職員が対象にはならな

いだろうと思うんですけれども、その辺のところを、どういう判断にされたのか。

そして、この臨時職員の方が何名ぐらい対象になって、じゃあ、臨時職員の方の総

額というのはどういうふうに出てくるのか、その辺のところもお知らせいただきた

いと思います。 

総務課長（宮下君） 臨時の方の期末手当というのは、特に条例で定められていると

かというものではございません。その都度その都度、町の判断をもらう中で、今回

はこれで支払っていいのかというようなことでお出ししています。基本的には内規

どおりに支払っていいですかということで伺いを出すわけですけれども、今回、例

えば５年以上の方ですと、１．５カ月分という形で出ているわけですけれども、そ

ういった皆様につきましては、申しわけないんですけれども、５％、それから３％、

２％という形で、１月分以下の方につきましては、今回、影響を出さないような状

況の中で対応させていただきました。今回は日本中の経済の動向が影響があって厳

しい条項ということで人事院勧告が異例の速さで出てきたという状況でございます。

人事院制度が行われて初めての体験であるかというふうに思いますけれども、そう

いった中では影響される方につきましては、全部で２２名の方に影響がございまし

て、金額的にいいますと、１５万６千円ほどの影響額ということでございます。 

１１番（円尾さん） こういう形で大変な経済の中ですから、皆さんもいたし方ない

という形での了承だろうと思うんですけれども、やはり臨時の職員の方には、それ
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なりにきちんと説明をしていくべきだろうと思うんですよね。人勧の中で対象には

なっていないんですから、その中であえてこういうことをするということは、やは

り納得できるような説明をぜひしていただきたいと思います。金額的にはそんなに

多くはないわけですから。ということは、結局お給料が多くないということを示し

ているんですけれども。だから、そういう中です。 

 それから先ほどトータルで１，０７０万円ですよと、これはどれも大切な事業だ

から、どれかに振り分けていきますよというのが町長の答弁でしたけれども、やは

りこれだけのお金を拠出していく形をとったときに、何らかの形で事業としてこう

いうところへ使われますよ、ああいうところへ使われますよということが、難しい

とは思いますけれども、出てくれば、それなりに削減された方も、ああ、そうかと

いう形で納得ができるんじゃないかと思うんですよ。ただ財調へ入れていくとか、

一般財源の中でやっていくというのではなくて、何とか形の見えるものにぜひして

いただきたいと思いますが、その辺について、もう１度答弁を求めたいと思います。 

総務課長（宮下君） 対象者一人一人にということで、私ども、対象になります方一

人一人にご説明に上がってご理解をいただくような対応をとってまいりたいという

ふうに考えております。対象の方には一人一人伺ってご説明をさせていただいてお

ります。 

町長（中沢君） 今回のこういった対応の根源は、経済情勢が極めて大変で、企業が

死ぬか生きるかの狭間を歩いている企業もあるわけでございます。あるいはまた、

少子化対策、いろいろございます。より有効に全体の面で対応してまいりたいと、

こんなふうに考えています。 

議長（春日君） これにて質疑を終結いたします。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）承認」 
 
 

議長（春日君） ここで暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０９分 再開 午前１１時１０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

◎日程第８「議案第２６号 坂城町教育委員会委員の任命について」 

 「質疑、討論なく（原案賛成、挙手全員により）同意」 
 
 

議長（春日君） ここで暫時休憩いたします。 



 －１５－ 

（休憩 午前１１時１１分 再開 午前１１時１２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 ここで長谷川臣君から発言を求められておりますので、許可いたします。 

教育長（長谷川君） 貴重なお時間をちょうだいいたしまして、あいさつ申し上げる

機会を与えていただきまして、ありがとうございます。 

 ただいま町長の提案を議員の皆様方にお認めをいただきまして、７月１日より引

き続き坂城町教育委員会委員としての重責を担わせていただくことになりました。 

 現在の社会は学校教育においても、社会教育においても解決の難しいたくさんの

問題を抱えておりまして、混迷の時代であるかなと思っております。このような状

況の中で、さまざまな課題の解決を図りながら学校教育を支え、社会教育を進めて

いくのが教育委員会の課題であると、こんなふうに認識しております。 

 そんな中で、もとより浅学非才でありまして、力もございませんけれども、どの

くらい解決ができるかということはわかりませんが、それぞれの課題と真摯に向き

合って全力で取り組んでいく覚悟だけは十分持っておるというつもりでございます。

つきましては、議員の皆様、そして町長さんを初め役場の皆様方、町民の皆さん方

のご理解とご指導ご鞭撻、そしてお力添えを心よりお願いを申し上げまして、あい

さつとさせていただきます。よろしくお願いいたします。 
 
 

◎日程第９「議案第２７号 平成２１年度まちづくり交付金事業坂城町食育・学校

給食センター建設工事請負契約の締結について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ３点ほど、ちょっとお伺いいたします。 

 まず、いつも聞いているわけでございますが、今回、ジョイントの住建さんが町

内企業ということでございますが、今回の指名の中に何組というか、何社というか、

ジョイントの場合、何組で、そのうち町内の企業が何社入っていたかということを、

まず１点、お聞かせいただきます。 

 それから、あわせて今回の落札額が設計額ですか、いわゆる入札率が額で何％な

のかを聞かせていただきます。 

 それからもうひとつ、今回、入札の中に、これだけ経済が疲弊して仕事がなくな

っている中でございますので、町内の企業さんに、できるだけ町内の事業ですから、

小規模的な事業をやっていただけるような、そういう面で県などでも入札の改革と
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いうか、改正的な取り組みをしているんですけれども、地域のふだんの地域まちづ

くりや地域の、いわゆる貢献度的なものを踏まえて、何か総合入札的な、そういう

検討をされたのかどうか。あわせて請負者が町内のさらに下請的な部分的に出す場

合に、町内の企業の活用について町として指導というか、要請というか、要望とい

うか、そういうことができるのかどうか、以上４点について説明をお願いします。 

教育次長（塚田君） 今回の入札につきまして、町内企業の何社かというご質問でご

ざいますけれども、今回の食育・学校給食センターの建設につきましては、事業の

規模、また特別な技術を要する事業内容、そういうものを考慮して、受注業者につ

いては相当の体制、経験等が必要となるという判断で、町内業者単独ではちょっと

施工については困難ではないかという考え方が基本としております。 

 しかしながら、今ご案内のお話のとおり、やはり地元業者の育成、受注機会の確

保、こういうことを求めていくということの中で検討いたしまして、町内業者も入

れながら企業体を構成していくという方法をとっております。 

 そこで今回の建設工事におきましては、建設に対して要求される技術、こういう

ものを持ち合わせながら、経験がある町内業者が一応代表者となりまして、町内業

者を構成員とする共同企業体により対応していきたいという考え方が基本でありま

す。 

 それから、町が発注する建設工事についてですが、町に指名業者選定委員会、選

定基準というものがありまして、設計総額１億円以上の工事については、町に基準

があるわけですが、その基準に当てはめますと、３社が該当するということで、町

内にある営業所ということであります。 

 しかしながら、財務規則において競争入札をしていく上においては５社以上の指

名が原則であるということから、構成員を町の業者、もう少し幅を広げて考えたわ

けです。実際にはＡＢＣというランクがあるんですが、その中でＢまで、点数的に

はちょっと控えさせていただきますが、Ｂまで入れると５社ということになるんで

すが、先ほどの育成等も含めましてＣランクまで含め８社。ですから、営業所があ

るのが４社、町内単独業者が４社ということで、町内の構成員を決めさせていただ

いたわけです。 

 そんなことで町内業者の構成員を記名していただいて、あとそれ以上の技術、経

験を持っている業者を代表者として共同企業体を組んでいただくようにという体制

をとって進めてまいったわけです。 
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 それから、入札率の関係については、予算に対しては、おおむね約９割の状況で

入札がなされたという状況になっております。ちょっと細かい資料、手持ちにあり

ませんが。設計額に対しては……、ちょっとお待ちください。設計額に対しまして

は、約７割弱ということでございます。以上でございます。 

企画政策課長（片桐君） 総合入札制度についてのご質問にお答えを申し上げます。 

 近年いろいろ経済状況、県の入札状況等々制度的にも変わってはきております。

それは十分承知はしておりますが、まだまだ坂城町において、すぐ総合入札制度に

というような今、体制にありません。 

 ただ、担当係においては県の制度等検討しながら、いずれそういった体制にも持

っていかなければいけないのかなというようなことで、それぞれ調査をしたり検討

を進めておるという状況であります。 

教育次長（塚田君） 今の共同企業体単独で、共同企業体２社でやるわけではありま

せんで、その契約といいますか、そういう中に、やはり町内業者育成のために多く

の技術を持った企業を参画してくれろというふうにお話が入れてありますので、そ

ういう中では大勢の企業さん、どういう形で利用させていただくかは請け負った業

者の方になるわけですが、そういう項目も入っておりますので、対応させていただ

く状況になっております。以上です。 

１番（田中君） 入札が７割を切っているということですか。そういうことでいいん

ですか。設計額に対して。ちょっとあまりにも低過ぎるんじゃないかと思うんで、

ちょっともう１度その説明を。正確なところをできるだけお願いしたいと思います。 

 それから、公共事業が国全体、ここへ来てちょっと景気対策でちょっと増えてい

るようですけれども、長年、公共事業費がどんどん減っているという中で、地域の

そういう関係、建設関係関連の事業所さん、特に町内は、ご承知のとおり大分減っ

ているわけでございます。私、心配するのは、後日、一般質問でもやりたいと思っ

ているんですけれども、災害等、あるいは長雨とか豪雨とか集中豪雨とか、そうい

うようなのが来たときに、すぐ現場へ出動していただいて防災措置を献身的に取り

組んでいただく地元の企業さんを確保するということも総合的なまちづくりの中で

大事なことじゃないかと思いますが、ただいま企画政策課長の答弁で、おいおい検

討していくということでございますので、そういう面でも前向きに、そうかといっ

て限られた町の税金でございますので、やはり合理的に効率的な執行をしていくの

は当然でございますけれども、そういう町内企業の育成という面を図るということ
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で取り組みをお願いしたいと思います。 

 それから、町内企業の下請活用について、できるだけ契約企業が町内の企業へ下

請等出せるような応援をされることを要望します。その辺で、それは制約・制限が

あるわけですけれども、４億６，５００万円という建築費というのは、町内、今年

の最大の事業でございますので、できるだけ町内に還元できるような、そういう取

り組みをお願いしたいと思います。 

 それでは、その設計、入札率をもう１度お願いして。予定した入札率はどのくら

いかも、わかればあわせてお願いします。 

教育次長（塚田君） 設計額に対して落札額がどのくらいかということで、ちょっと

先ほど私、総事業費の方をちょっと頭に入っていた数字を勘違いしておりましたの

で、今新しい数字が届いたというか、確認したところ、設計額に対する契約額は

７５％ということであります。 

 それから、ただいまの質問の金額については、それはマル秘情報になっておりま

すので、お答えできませんので、よろしくお願いいたします。 

議長（春日君） それでは、ほかのものは要望で結構ですか。 

７番（安島さん） 先ほどの町長のごあいさつの中で、太陽光発電導入が国の補助を

受けて決まったということで解釈しましたけれども、そういうことでよろしいんで

しょうか。 

教育次長（塚田君） 町長の方で先ほど食育・学校給食センター太陽光パネルの設置

ですね、当初、検討させていただいて金額的なもの、予算的なものでちょっと検討

を見送った経過があるんですが、今回、国の安全・安心な学校づくり交付金という

事業があります。その中で町長初め総務課長、担当者の方で直接国の方へ対応した

中で採択になるという状況になっております。ですから、今回、太陽光パネルを設

置していきたいというふうに考えております。以上です。 

７番（安島さん） それでは、太陽光発電導入に係る経費はどれくらいで、補助率は

どうなるのか、お尋ねいたします。 

教育次長（塚田君） 国の方でお願いしてある概算の設計でいきますと、３，４００

万円が総事業費になります。その中で安全・安心な学校づくり交付金が２分の１、

その補助裏ということで、地域活性化公共投資臨時交付金ということで、おおむね

２分の１予定されております。ただ、これはおおむねほぼ２分の１ということなの

で、自主財源が多少あるかどうかということは、ちょっとまだはっきりしない部分
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があるんですが、安全・安心学校づくり交付金事業をいただいて対応してできてい

かれるということでございます。以上です。 

議長（春日君） ほかにございますか。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

議長（春日君） 日程第１０「議案第２８号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算

（第１号）について」から日程第１１「議案第２９号 平成２１年度坂城町下水道

事業特別会計補正予算（第１号）について」までの２件を一括議題とし、提案理由

の説明までを行います。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 提案理由の説明を求めます。 

町長（中沢君） 議案第２８号「平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第１号）に

ついて」提案理由を説明いたします。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，５６６万円を追加し、歳入

歳出予算の総額を６０億９，４４６万円とするものであります。 

 歳入の主なものでございますが、安全・安心な学校づくり交付金の国庫支出金

３７３万９千円、地域発元気づくり支援金等の県支出金が２７３万円、コミュニ

ティ助成の諸収入で２５０万円、財政調整基金などからの繰り入れで２，６４２万

１千円をそれぞれ増額するものでございます。 

 歳出でございますが、下水道事業特別会計繰出金で２千万円、共済組合への追加

費用で５８０万円、商工業振興補助金で３２０万１千円、陣太鼓補助に係る補助金

で２５０万円を増額するものでございます。 

 次に、議案第２９号「平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１

号）について」説明いたします。 

 本案は、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４億円を追加し、歳入歳出予算

の総額を１１億７，４００万１千円といたすものでございます。 

 歳入でございますが、下水道事業費国庫補助金が２億円、一般会計繰入金で２千

万円、下水道事業債で１億８千万円をそれぞれ増額するものでございます。 

 次に歳出でございますが、公共下水道事業費の工事請負費で３億１千万円、委託

費で７，７００万円、補償補てん及び賠償金で１千万円、需用費で１８１万２千円、
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賃金で１１８万８千円増額するものでございます。以上よろしくご審議を賜り、ご

決定賜りますようお願い申し上げます。 

議長（春日君） 提案理由の説明が終わりました。 

 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 明日９日から６月１４日までの６日間は議案調査等のため休会にいたしたいと思

います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、明日９日から６月１４日までの６日間は議案調査等のため休会とするこ

とに決定いたしました。 

 次回は６月１５日、午前１０時より会議を開き、一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午前１１時３６分） 
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６月１５日本会議再開（第２日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

（１）町民の命を守る危機管理体制についてほか      大 森 茂 彦 議員 

（２）消防についてほか                 塚 田 忠 議員 

（３）林業振興と松くい虫対策についてほか        柳 沢 昌 雄 議員 

（４）子育て支援についてほか              入 日 時 子 議員 

（５）経済危機による小中学生等への影響と町の対応に 

ついてほか                    田 中 邦 義 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 なお、会議に入る前に本日から３日間、カメラ等の使用の届け出がなされており、

これを許可してあります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「一般質問」 

議長（春日君） 質問者はお手元に配付しましたとおり、１１名であります。質問時

間は答弁を含めて１人１時間以内でありますので、理事者等は通告されている案件

について簡明に答弁されるようお願いいたします。なお、通告者もこれには格段の

ご協力をお願いいたします。 

 それでは順番によりまして、最初に４番 大森茂彦君の質問を許します。 

４番（大森君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、一般質問を行

います。 

 １．町民の命を守る危機管理体制について 

 イ．消防体制について 

 火事現場への救急車の出動についてお尋ねいたします。 

 今年になって２月２５日の夜、３月１９日の深夜、４月１９日昼間、こういう３

件の火災がありました。これらの火災で３人の方がお亡くなりになりました。亡く
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なりました方々に対してご冥福をお祈りいたします。 

 これらいずれの火災も民家または店舗兼住宅でありました。建物の中に家の人が

いると思われる状況の中で、この３件とも救急車が火事現場に待機していませんで

した。なぜ救急車が待機していなかったのか、お尋ねいたします。 

 そして管内のほかの消防署との連携で応援はできなかったのでしょうか。これも

ご答弁願います。 

 消防の広域化について。 

 今、県下２本部体制で消防の広域化が進められております。東北信７つの消防本

部を一本化するというものですけれども、広い枠組で消防力は大丈夫なのか心配で

あります。国の整備指針では、火災発生から６分半以内で消火活動を実施しなけれ

ばならないと規定しております。火災は初期消火が重要であります。とりわけ人員

の不足は深刻です。現在の坂城消防署の体制でも、救急車が出動しているときには

同時に火災の発生があった場合、消防ポンプ車を出動するだけの人員が足りません。

今必要なのは、広域化よりも消防力不足を改善することが焦眉の課題ではないでし

ょうか。答弁を求めます。 

 消防設備、機器の交換、整備について。 

 消火栓の新機種への交換、消防設備の点検や整備など、どのようになされている

のかお尋ねいたします。 

 消火活動現場への一般者の立ち入りの規制についてお尋ねいたします。 

 火災現場で消防隊員や消防団の消火活動中に一般の人がすぐ近くまで立ち入って

おり、消防隊員と接触したり、ホースをまたいだりして消火活動の妨げになるケー

スをよく見かけます。消火活動がスムーズに行えるようにすることと、二次災害を

防ぐためにも地域住民の協力も得て一般の人の立ち入り規制を行った方がいいので

はないかと思いますが、どのような対応をされるのか答弁を求めます。 

 火災警報器の助成について。 

 建物火災による死者数の約９割が住宅火災で発生し、そのうち７割は逃げ遅れに

よると言われております。先ほどの３件の火災では、高齢者や体の不自由な方たち

が犠牲になっておられます。これらの火災で火災警報器が近所に知らせていれば、

万が一命だけは助かったのではという思いもあります。とても残念でなりません。

住宅火災では、いわゆる弱者の方が犠牲になります。今度のように続けて犠牲者を

出したこともあり、高齢者世帯や障害者世帯への火災警報器の助成はどうしてもや
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っていく必要があるのではないでしょうか。どう対応されるのか、お尋ねいたしま

す。 

 ロ．高齢者社会における地域づくりについて 

 火災や災害から命を守る地域づくりについてであります。 

 今日、老人クラブの維持ができなくなった区も出てきております。その結果、地

域の高齢者のつながりも弱くなってきているように思われます。こういう状況だか

らこそ火災や災害に強い地域づくりのために自主防災の発揮がどうしても必要とな

ってまいります。町は高齢化社会の地域づくりをどう築いていこうとしているのか、

地域力をどうつけていくのか、お尋ねいたします。 

 プライバシーを守った人命救助を。 

 緊急時の対応は日常のあいさつや近所の助け合いがあってこそ実行できるわけで

すが、万が一のときに地域の力をかりるためにも、町は人命救助にかかわる必要な

情報、例えば歩行の困難な人、高齢者のひとり住まいの人などについて、区の責任

者であります区長に、この程度の情報の提供が必要ではないかと思いますが、いか

がでしょうか、お尋ねいたします。 

 以上で第１項目、第１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 大森議員の質問にお答えしてまいります。 

 町民の命を守る危機管理体制について、消防体制等についてのご質問でございま

す。 

 今年に入りまして町内で火災が多発しており、残念ながら３人の尊い命が亡くな

ったわけでございます。心からご冥福をお祈りするとともに、犠牲者を一人でも減

らすために、また、安心・安全なまちづくりをさらに推進するため、消防組合、消

防団等の関係機関と十分連絡を図り、消防活動を徹底させてまいりたいと考えてお

るところでもございます。 

 消防の広域化でございますが、国において多様化する災害に対応するため、市町

村消防の体制整備の確立を図るということ、自主的な市町村の消防の広域化を推進

するために消防組織法の一部改正が平成１８年６月に行われました。そして同年７

月には、消防庁長官から管轄人口、おおむね３０万人以上の規模として、平成２４

年までの広域を目標とする消防広域化に関する基本方針が示されたところでござい

ます。 

 これを受けまして、県では平成２０年１月に長野県消防広域化推進計画を策定し
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ました。現在、県内には管轄人口４０万人を超える消防署が２つございます。そこ

を中核として広域化を進めるということが効果的であり、大規模災害時の危険分散

の観点からも有効でもございます。また、交通網や医療体制等も考慮し、東北信と

中南信の２ブロック制を基本としているわけでございますが、長野市が主張する４

ブロック制などの他の枠組もいろいろございまして、これからの計画の中で検討さ

れているところでございます。 

 東北信ブロックでは、千曲坂城消防本部を含めて７つの消防本部がございまして、

そこから職員を派遣し、平成２０年４月に東北信地域消防広域化推進事務局、そし

て１０月には消防広域化研究協議会が設立されたところでございます。この研究協

議会は、東北信地域の市町村と消防本部を設置する広域連合、一部組合で構成され

ておりまして、委員には３２名の全市町村長が参加しているところでございます。 

 消防の広域化は、現行の消防署の数を減らすということでなくて、消防力を総合

的に形状強化するもので、住民サービスの向上、行財政運営の効率化、基盤強化を

図るものとされております。消防本部の管理部門や指令業務の統合により、緊急救

助隊員等の増強、専任化を図り、また災害等の初期体制の強化、管轄区域の適正化

による到着時間の短縮、救急予防業務の高度化、専門化などを実現させる、より強

力な消防体制の確立を目指すものでございます。 

 現在、研究会においては、運営方式、職員の処遇、勤務体制の一元化など基本的

な事項について検討、協議がなされております。一番の課題は、３２市町村長がい

かなる枠組を選択するかということでございまして、１０月予定の協議会総会にお

いて、その方向がいろいろと決められてくるのではなかろうかと思うところでもご

ざいます。 

 私といたしましては、東北信と中南信の２ブロック制を具体化すること、要する

に坂城の場合には、上田広域、長野広域のエリアの中核にございますので、その機

能を十分享受したいと、こんなふうに考えているところでもございます。 

 次に、高齢化社会における地域づくりでございますが、高齢化がますます進行し、

高齢化の豊かで活力に満ちた生活を営むという社会を構築していかなければならな

いと存ずるところでございます。行政としましても、きめ細かな介護サービスの提

供、保健医療の充実、生きがいづくりの推進等地域における総合的な高齢者福祉づ

くりに努めてきたところでもございます。また、都市化や核家族化が進んでおりま

して、住民の生活圏や行動範囲の拡大によりまして、コミュニティにおける人間関
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係が希薄化されているということを懸念もしております。 

 当町では自治区を単位とした生涯学習や公民館活動、地域活動を通じてコミュニ

ティの意識の醸成にいろいろ取り組んでいるところでもございます。また、高齢者

はもとより区民が一緒になって活動する事業に取り組む自治区が増えていることも

事実でございます。高齢者から子供まで、ともに汗を流しながら地域の公園整備や

花壇の手入れを行ったり、区民の交流を深める数々のイベント、そして地域の伝統

行事等、世代を超えた住民の交流が進んでいることは本当にありがたいと、こんな

ふうに思っております。 

 さらに地域の自主防災会の立ち上げ、住民同士が互いに生命や財産を守る自主的

な組織づくりを進めたり、災害時住民助け合いマップを作成しているところもござ

います。住民同士のコミュニティの形成をこれまで以上に強化していくことが大事

だと考えております。今後ともこの地域の自主的な取り組みに対しましては、地域

づくり活動支援事業をより積極的に取り入れ、支援してまいりたいと考えておると

ころでございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からはイの消防体制についてお答えをいたします。 

 最初に、救急車の出動に関するご質問でございますけれども、千曲坂城消防組合

では、坂城町の建物火災の場合に、坂城署１隊、戸倉上山田署２隊、合わせて３つ

の消防隊が出動をいたします。本部員など日勤者が在庁しております平日勤務時間

内であれば、行方不明者または負傷者の発生情報によりまして救急車を同時に出動

させております。休日あるいは夜間につきましては、消防隊が事実を確認した場合

について、第２出動隊としまして更埴署から救急車を出動させているという状況で

ございます。誰かがいない、あるいはけが人がいるようだというような情報の中で

は、どうしても招集車が参集してからの対応にならざるを得ないという現状がござ

います。 

 当町におきます２月、３月、４月の住宅火災の際でございますけれども、休日の

体制の日でございました。火災が休日、夜間の発生ということでありまして、休日

体制の日でございました。特に４月の火災では、第２出動隊であります更埴署の救

急車も別件で救急出動中であったということがございます。そんなことで同時に配

車ということができなかったということがございます。 

 消防本部の体制につきましては、現在、更埴署、戸倉上山田署、坂城署と３署ご

ざいますけれども、現体制の中で最大限の取り組みをしております。ご理解をいた
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だきたいと存じます。 

 続きまして、消火栓でございますけれども、坂城町には現在、消火栓が３６８基

設置をされております。消火栓の新機種につきましては、取水弁が地中に設けられ

ている副弁式のもの、凍結を防止する急速自動地下配水弁のついているもの、それ

から、消火栓の方向口が３６０度回転する回転放水口等がございます。現在、町が

新規で設置をする消火栓につきましては、こういった新しい機種のものを導入をい

たしております。 

 消火栓の設置につきましては、毎年、各区の方から消防関係施設の設置要望書と

いうことで提出をいただいております。毎年、要望としますと、５～６カ所の新設

あるいは交換の要望がございます。しかしながら、消火栓の新設には高額な負担金

を要するわけでございます。下水道工事なんかに伴う消火栓の敷設替えによる県営

水道への負担金というようなものも発生をしており、こういったことも考慮する中

での設置ということになります。設置条件にも制約があります。町といたしまして

は、計画的な設置、交換に努めている次第でございます。 

 次に、防火水槽、消火栓の点検管理でございますけれども、これは消防署、消防

団、町が連携をして行っております。特に坂城消防署では毎月、地区ごとに水利点

検を行っております。消防団でも定期的な水利点検活動を実施いたしております。

点検報告等により不備があったものにつきましては、町で随時修繕工事を行い、消

防設備としての機能を確保しているという状況でございます。今後も設置に係る諸

条件、重要度等を勘案をいたしまして、計画的な消防水利の設置を進め、関係機関

と連携をしまして水利の維持管理に努めてまいりたいというふうに考えております。 

 次に、消火作業中の一般者の立ち入り規制でございますけれども、本部づけとな

っておりますラッパ分団が火災現場での立ち入り禁止区域を設定をいたしておりま

す。また、警察署、町安全協会、交通指導員の皆さんと連携をして、現場周辺の交

通整理も行っております。立ち入り禁止区域の設定に当たりましては、火災現場に

おいて消防署や警察署に協議をして決めております。立ち入り禁止というふうに書

いた黄色いテープ、これによって境界線を引いておりますけれども、議員さんご指

摘のとおり、火災現場での一般の方の立ち入り禁止区域内に進入してくるケースな

んかも見受けられております。被害者を心配する気持ちはわかるわけですけれども、

大変危険でありますし、消火作業中の妨げにもなりますので、警察等と連携をしな

がら立ち入り禁止区域の確保を徹底してまいりたいというふうに考えております。 
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 高齢者世帯、障害者世帯への火災報知器の助成でありますけれども、ご案内のと

おり、住宅用の火災警報器の設置につきましては、平成１６年６月の消防法の改正

によりまして設置が義務づけられ、新築の住宅については既に１８年６月１日から、

既存住宅につきましても５月３１日までということで設置が義務づけられたわけで

ございます。火災報知器の設置については義務設置ということでありまして、設置

期限も既に経過をしております。こういったことで一般的な補助金というものは考

えておりませんけれども、住宅火災による死者の半数以上が６５歳以上の高齢者で

あるということで、障害者の方を含めて火災警報器の設置啓発、あるいは設置のお

手伝い、こういったことについて消防署、消防団、婦人消防隊、協力して引き続き

啓発に努めてまいりたいというふうに考えております。 

福祉健康課長（中村さん） 老人クラブ数、組織率につきましてお答えいたします。 

 老人クラブ数は町内２７区のうち約半数の１３区で組織されており、会員数は

１，５２７名となっております。平成２１年４月１日現在、おおむね加入対象と考

えられる６０歳以上の方が５，６４６名おりますので、加入率は２７％になります。

代表となる坂城町老人クラブ連合会の事務局は、町の社会福祉協議会でございます。

町では各地区老人クラブ及び老人クラブ連合会へ活動に対しまして補助金を交付し

て支援を行っているところでもございます。高齢者の方々は活動自体が幅広くなっ

てきております。個々の活動が活発であり、就業率も高いため、その多忙さゆえに、

あえて老人クラブに加入して一緒に活動していくことが難しくなってきている現状

があろうかと思われます。いずれにいたしましても、老人クラブは自主的な団体で

ありますので、さまざまな活動を行いながら地域と連携し、仲間と一緒になり、生

きがいのある活動を展開し、地域に寄与され、ますますご活躍されることを願って

おります。 

 次に、町の持っている情報のうち人命救助に必要な情報は区長に持たせたらどう

かということでございますが、災害等の発生時には、高齢者、障害者等の要援護者

に対する安否確認や状況把握が迅速に行われなければならないところであり、また

要援護者の避難支援する際には、隣近所に住んでいる住民の皆様の相互の支え合い

による協力が不可欠であると認識しているところでございます。要援護者の方の避

難については、早期の災害情報の提供と援護の必要な住民状況の把握とともに地域

住民の皆様の相互の支え合いによる協力が必要であり、あわせて安全な場所へ避難

が重要でございます。支援者が要援護者の方の情報を共有するという点では、町が
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把握している要援護者個人の情報を地域の支援者に開示しなければならないという

大変難しい問題がございます。また、災害時におきましては、福祉担当課だけでは

なく、防災担当課、消防団、社会福祉協議会、民生児童委員協議会等関係部局との

連携も必要であります。人命が第一という観点から多くの課題がございますが、今

後検討してまいりたいと考えております。 

４番（大森君） それでは、２回目の質問を行います。 

 まず、消防体制で火事現場への救急車の出動ということであるわけですけれども、

今の答弁の中では、参集された関係者、それでどうするかと対応するということで

あるわけですけれども、火災警報器のところでも言いましたが、建物火災は９割が

人が亡くなると、死者の約９割が住宅火災で発生しているんだということであるわ

けですね。ですから、やはりこれは集まることなく、すぐ体制がとれるということ

をぜひ進めていくということが必要ではないかというふうに思うわけです。 

 それで消防ポンプ車は４人で出動するということと救急車は３人で出動というこ

とですが、消防の規則では消防ポンプ車は５人と国の方では決めているわけですね。

それすら人数を少なくして今の坂城消防署は体制をとっているということでありま

す。そして特に手薄になる夜間や土日、こういうところについて何らかの対応をし

ていくと、町民の命をどうやって守っていくかということについて、まず先に考え

ていってもらいたいというふうに思うわけであります。この体制について今後どう

いうふうにされていくのか、町長に答弁を求めます。 

町長（中沢君） 議員さんも千曲坂城消防本部の議員をされているわけでございます。

自治体として、より効率的にということで千曲市と坂城町で千曲坂城消防組合を設

立していると。互いに相互に連絡し合い、そしてまた、より有効な方法ということ

でもあるわけでございます。加えて現在、広域の問題が、先ほどお話しましたよう

に出ているわけでございます。さらにまた縦の系列といたしましては、消防署ある

いは消防本部というふうなつながりもあり、また地域の防災活動も大変重要になっ

てきているわけでございます。それらを有機的に連動させるということとともに、

その主体的な役割は、千曲坂城消防本部の指揮下のもとにいろいろ進めてまいりた

いと考えております。以上でございます。 

４番（大森君） 広域化あるいは一部事務組合ということで対応がなかなか難しいと

いうお話であるわけですけれども、そもそも地方自治体とすれば町民の命と安全を

守るというのが第一であります。それについても当然、千曲市でもそういう基本的
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な観点はお持ちでありましょうから、やはりそれは管理者ということでよく打ち合

わせをし、より町民の命を守っていくということを今後進めていくということをぜ

ひやっていく必要があるというふうに思います。 

 時間もありませんので次へ進みますけれども、あわせて消防の広域化についてで

ありますけれども、これについても、より広域化にして大災害の指揮系統をきちっ

と行えるようにするということであるわけですが、日ごろは、やはり特に火事、救

急なんですよね。１台、２台の消防自動車あるいは救急車ということであります。

まず基本的にそこがどうするかと。日常的なそういう出動について、やはりきちっ

と考えていくということで、これもあわせて町長の答弁を求めたいと思いますけれ

ども。 

町長（中沢君） 消防体制ということは自治体、市町村の大事な仕事でございます。

責任ある仕事でございます。そういうことを、より専門的に、広域的に進めるとい

うことで千曲坂城消防組合があるわけでもございます。町における消防団を中心に

した防災体制とあわせて、何よりも千曲坂城消防本部が、より広域的な中で専門的

に緊急に対応できることを強く求めてまいりたいなと、こんなふうにも思っており

ます。 

 加えまして坂城の場合には、上田地域と長野地域の中間点にあるわけでございま

す。大事のような場合、あるいは時には石油タンクの火災等々のような場合には、

より専門的な消火体制が必要でございますので、常に上田広域等の連絡を密にして

対応してまいりたい、そうしているところでもございます。以上でございます。 

４番（大森君） 今、町長のお話の答弁のように、今後きちっと進めていっていただ

きたいというふうに思います。 

 消防の設備や機器の関係で消火栓が今３種類あるという答弁でありました。私も

ちょっと調べたんですが、ひとつは町営時代の消火栓、そしてもうひとつは、その

後弁なんかを交換するということで、そのまま使っていると。今はピカトップとい

うんですか、赤い電灯のつくような、そういうものがあるということなんですが、

町営時代に使った消火栓の弁を交換したそのものは、バルブをあけると常時下へ水

を流す形になっているということで、実際には圧が若干落ちるんではないかという

ようなことも指摘されております。 

 それとあわせて、この間、立町での出火の場合には、同じ配水管から消火栓を開

いたと。何本も開いたということで、県水の方も若干それは圧あるいは水量が下が
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ったんじゃないかというようなことが言われております。それで県水では、その点

についての対応をするというふうにあります。こういう点も、やはり県水との関係

もあわせて、これを教訓に町内の張りめぐらせております消火栓について点検をし

ていくということもぜひやっていってほしいというふうに思うわけですが、その点

について課長の答弁を求めます。 

住民環境課長（塩澤君） 消火栓の新設、消火栓等に係る関係につきまして、先ほど

ご答弁申し上げまして、現在新しいタイプのもの、３種類ほどございますというこ

とで、交換等する場合に、そういった新しいものに交換をしておるということであ

りますけれども、ただいまご質問の中でありましたピカトップという消火栓の頭が

夜間光っているということで、そういったものも当町、設置をいたしております。

まだ数は少ないですけれども、そういったものも導入をしているということであり

ます。 

 そういった中で圧の問題ということで、これはご質問にもございますように、県

水との関係があるわけですけれども、消防団等において通常点検等をする中で圧の

ちょっと足りないところですとか、そういったところも通常の点検あるいは訓練等

をする中でわかってまいりますので、そういったところを重点的に県水の方ともま

た協議をする中で、できるだけ消防の水利として、消火栓として十分な役割・役目

を果たすような、そういった圧が十分保てるような、そういうところも考慮する中

で県水ともまた協議をしてまいりたいというふうに考えております。 

４番（大森君） それらの県水と協議をぜひ進めていっていただきたいと要望してお

きます。 

 次に消火活動の一般者の立ち入り規制、ラッパ分団が規制の担当されているとい

うことですが、隊員だけではやはり少ないと思うんですよね。多くの方が心配され

て集まってきているということで、やはり地元の自主防災会あるいは区の役員の皆

さんにも協力をお願いして、こういう立ち入り規制について協力してもらうという

ような申し入れもぜひやっていっていただきたいというふうに思います。要望とし

てお願いしておきます。 

 あと火災警報器の助成についてですが、入れる期日は過ぎているということです

が、火災警報器が高齢者やあるいはひとり暮らしの高齢者の方々に設置されている

かどうか、その辺の確認はどういうふうになっているんでしょうか。それは担当者

で答弁願いたいと思います。 
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住民環境課長（塩澤君） 火災報知器の設置についての確認ということで、特に高齢

者世帯等の設置状況というご質問でございますけれども、全戸で設置義務があると

いう中で、これは全世帯調べるということは非常に困難なことでございます。消防

署の方では、抽出で、どの程度設置がされているかというようなことをアンケート

等防火座談会ですとか、そういったところでアンケート調査等によりまして、ある

程度状況をつかんでいるところですけれども、まだまだ非常に設置状況がよろしく

ないということでございます。高齢者等のお宅につきまして、どの程度設置されて

いるかというのは、ちょっと私ども数字はつかんでおりませんけれども、いずれに

しましても５月３１日で設置期限が来ているということではあるんですが、引き続

き住宅火災に非常に効果のある火災報知器の設置については、あらゆる機会を通じ

て広報等してまいりたいというふうに考えております。 

４番（大森君） これが設置するようにと決められて結構年月がたっているわけです

けれども、いろいろな町の会議の中でいろいろな話があっても、実際には高齢者に

対して、先ほど町民全体というお話ですけれども、私が質問しているのは高齢者世

帯と高齢者のひとり暮らしです。これをつかんでいる担当者はどなたですか。民生

委員さんだというふうに思うわけですね。この方々は月１回ぐらいは家庭訪問をさ

れていると思うんです。こういう方々に設置についてアドバイス、そして指導する

ということは町からは提起されたんでしょうか。担当者の答弁を求めます。 

住民環境課長（塩澤君） ただいま民生委員会等にそういった設置に向けての指導等、

消防担当課として、そういった要望等をしているかということでございますけれど

も、直接民生委員さん等にお話をするというようなことはしておりません。町とす

れば防火座談会ですとか、あるいは消防訓練、各分団の訓練等の際に最大限の広報

を行ってきているということであります。 

 それから、婦人消防で消防署と一緒に高齢者等のお宅を暮れ、１２月ぐらいかと

思うんですが、ある程度消防署と一緒に回りまして、そういった設置、火災警報器

の設置等指導をしているという、そういったことはございます。 

 それから、ひとり暮らし老人世帯ですが、これは現在、安心電話がついていると

いうことで、町内１８０世帯ほど設置がされているということで、ここには熱感知

式のものがセットされているということで、台所なんかに熱感知式の報知器がセッ

トされておるというようなことで、そういったもので、ひとり暮らし老人のお宅等

では対応をしているということでございます。 
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４番（大森君） 火災警報器は１０年でそのものを取り替えるということになってい

るわけですけれども、１０年経過したものについては電池の交換をしてでも使って

はいけないというふうになっているということであるわけですね。ですから、１０

年ももつわけですから、やはり町の補助をきちっと出して、高齢者世帯、既に購入

した方に対しては一定の額を補助してあげる、こういう形でひとり住まいや高齢者

の方の犠牲を少なくするということをぜひ進めてほしいというふうに思います。そ

の点について、町長、どんなお考えでしょうか。答弁を求めます。 

町長（中沢君） しょせん消防法の改正によりまして全戸に住宅用の火災警報器をつ

けるということを国が定めたわけでございます。そういう中で国が一部でも助成の

道を開いておりますと、啓発するということにおいても、こういう補助金もあるだ

から、ぜひということができるわけでございます。全国的な話として、そういった

面では、国はまず対応すべきことだなと思っておりますし、既に３１日で過ぎてお

るわけでございます。町として、それを助成するということは現在考えておりませ

ん。 

４番（大森君） 助成をしないということでありますので、町長のスタンスはいつも

そういう形だなということは再確認できたというふうに思います。 

 災害に強いまちづくりということ、こういうものを取り組んでいる自治体があり

ます。救急安心カードというものなどが行われて運動が今広がりつつあるというこ

とで、こういうものとか、救急隊が入っても、どこにあるかわかるように冷蔵庫な

どに置いてあると、そういうような地域や、あるいは自治体もあるわけですね。こ

ういうのも参考にしながら、プライバシーの保護ということはあるわけですけれど

も、ご本人がここまでは公にしてもいいよという自分で記入していただいてやって

いくと、そういうような状況も今後ぜひつくっていっていただきたいというふうに

思います。要望としてお願いしておきます。 

 ちょっと時間もなくなってまいりましたので、次の点について入るわけですが、

通学路の安全確保について質問いたします。 

 坂城小学校の通学路の安全確保でありますけれども、ひとつは水上通りで、名称

はないんですが、どこからどこまでとちょっと長いものですから、水上のあそこの

通りなんですが、建物が取り壊されまして大変な危険な状態と。そして町の方でも

ロープなど張って一応危険箇所ということを、危険な状態にならないようにという

ことで一応ロープを張ってあるわけですが、車を運転している方なども非常に怖が
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っていらっしゃるということがありますので、早急な対応をお願いするわけですが、

現在どういうふうに対応されているか、お尋ねいたします。 

 また坂城高校前の三叉路について、産業道路の坂高前というのは朝のラッシュが、

非常に通勤ラッシュで車が多くなるわけですが、また御所沢へ入る車の方にも会社

の駐車場があるので結構通ることになります。そのためラッシュ時に産業道路をと

める可能性もあるかなというふうに思うわけですが、その辺のところも考え合わせ

て、どんな対応をされていくのか、歩道としてつくるには、どういうふうに道路を

改良すればいいのかということまで考えた対応を今後やっていく必要があると思い

ますが、それについての見解を求めます。 

 また、今、県道が田町のところで拡幅されているわけですが、両交差点、お店の

名前ですが、寿し田さん前と小田切商店さんの前が道路が広くなります。これらの

交差点について今後、子供たちの安全あるいは車の安全をどのように計画されてい

るのか、町の考えを求めます。 

 次に、グリーンロードの採用について提案いたします。 

 特に道路の狭い箇所では歩道もつけられないということで、グリーンのペンキで

歩行者優先ということでグリーンゾーンをつくっていただきたい。これはほかの小

学校でも他の町村でもやっているところがあるというふうに聞いております。また、

千曲警察署へも問い合わせましたが、それも可能ということでありますけれども、

やはりそういうものを採用して子供たちの登下校の安全をぜひ確保していく、この

ような対応についてどうされるのか答弁を求めます。 

建設課長（村田君） 私から２の通学路の安全確保についてのイ、通学路の安全確保

について順次お答えをいたします。 

 まず最初に、水上通りの関係についてでございますが、水上通りの状況につきま

しては、質問にもございましたとおり、建物取り壊し後の道路面と宅地の面に高低

差がございまして、通行者に対する危険性はご指摘のとおりでございます。用地に

ついては民地になるわけでございまして、応急的に仮の防護柵を路肩に設置をさせ

ていただいて転落防止を図っているところでございます。敷地に面している道路も

カーブであり、交差点にもなっているというようなことから、用地的にお願いがで

きれば車両のすれ違い場所も兼ねて一部拡幅を含めた工事が望ましいと考えており

ます。今後、地権者様の後利用計画をお聞きする中で調整を図りながらご協力をお

願いしてまいりたいと考えております。 
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 続きまして、坂城高校前三叉路の横断歩道の関係でございますが、議員さんのお

話にもございましたとおり、横断歩道を設置するに当たって産業道路に車が連なる

状況が確かにございます。横断歩道を設置するに当たっては、前後に歩行者が待っ

ていられるスペースが必要なこと、それから既存の横断歩道との間隔等設置要件に

当てはまることが条件となるわけでございます。 

 ご質問の三叉路の横断歩道の設置については、現状のままでは横断歩道の設置は

なかなか難しいと考えるところでございますが、今後スペースの確保、歩行者が待

っていられる、そういった場所を必要になる対応について千曲警察署を通じて公安

委員会と協議をしてまいります。 

 続きまして、県道拡幅に伴う田町東交差点と小田切商店様前の安全確保について

お答えを申し上げます。 

 県道上室賀坂城停線の田町工区道路事業につきましては、地権者を初め関係の皆

様のご協力によりまして県事業として平成１８年度から事業が着手され、工事が進

められてきております。これから用地買収にご協力をお願いする方を初め関係され

る皆様には引き続きご協力をお願いするとともに、早期完成に向けて県に促進をお

願いしてまいりたいと考えております。田町東交差点については、県道拡幅工事が

完成された段階では信号機が設置される見込みでございます。小田切商店様前につ

きましては、現在、信号機の設置予定はないそうでございます。現在、小田切商店

様の前につきましては、これまでに引き続き、一時停止の規制により安全確保を図

っていくことになろうかと存じます。 

 また、提案いただきましたグリーンベルトの設置はということでございますが、

これにつきましては、今後、道路幅員に対するグリーンベルトの幅の設定や施工方

法、実施費用、他の実例も参考に検討してまいりたいと考えております。それぞれ

可能な部分の早期対応を図り、通学路の安全確保を図ってまいりたいと考えており

ますので、よろしくお願いをいたします。以上です。 

議長（春日君） 時間が少なくなりましたので、時間の範囲内でお願いいたします。 

４番（大森君） それぞれご答弁をいただきました。時間もありませんので短時間で

すけれども、やはり千曲署で確認しましたら、田町東の交差点信号機設置はないと

いうふうに言っておりましたけれども、要望は聞いていると。だけども１８号バイ

パスの関係で幾つか設置するので、それはちょっと可能性はないというような、国

からの補助が出ないというようなお話をしておりました。もう１度つめていただき
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たいというふうに思います。以上で一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０１分～再開 午前１１時１２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、３番 塚田忠君の質問を許します。 

３番（塚田君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従いま

して一般質問を行います。 

 今年になってから町内の火災発生が重なり、その火災で尊い命を失う死亡犠牲者

が続けて３件も発生しております。 

 １．消防について 

 イ．住宅用火災報知器の設置義務化について 

 先ほど大森議員と重複しますが、よろしくお願いいたします。 

 今年の６月までに住宅用火災報知器の設置が義務化されたわけですが、２人家族

の我が家でも音声の出る方式の報知器を３台取りつけました。取りつけ終了時に電

気屋さんが作動テストをし、その様子を見ましたが、大分大きな音量ではありまし

たが、家の外部まで聞こえるというほどの音ではありませんでした。若干耳の不自

由な方にはその効果のほどに疑問を感じました。うちでは火事を出さないからとか、

一応設置義務だから安いものでもつけておけという家庭が多いのではないかと思い

ます。規則だからということで広報等町民に設置を呼びかけられましたが、普及率

はどの程度か、設置状況調査をしたのでしょうか。また、その結果が出ているよう

でしたらお聞きしたいと思います。 

 また、設置を忘れたというような家庭もあろうかと思いますが、そのようなお宅

には設置指導はできるのか。あまり強制力のない規則のようですが、今後の対応を

お聞きいたします。 

 また、火災報知器自体の機能についてお伺いいたします。 

 今年のように火災死亡事故多発で感じることは、犠牲者はすべて足の不自由な方

でした。たとえ火災報知機が作動していても、当然のことながら自力で避難するこ

とができません。最近の住宅は家のつくりがしっかりしていて、家の内部のことが

極力外に漏れない構造になっており、外へ助けを求めることができません。そこで

火災報知器の作動と同時に屋外に知らせるための連動装置があった方が有効と感じ

ます。最近は個人情報だ、侵犯を恐れるあまり、行政といえども個人の家庭内の状
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況に立ち入ることもはばかれるご時世で、隣の家のこともわからない状態ですが、

いざ有事の際、寝たきりのような自力では動けない人を助け出すこともできません。

そこで生命救護のために寝たきり老人、足の不自由な人等が福祉課ではある程度把

握しているはずと思われますので、地域の自主防災会と分団ぐらいには情報を共有

化しておく必要があると思われます。お答えをいただきたいと思います。 

 ロ．消防コミュニティセンターについて 

 最近、特に消防団員になり手がなく、構成員確保には各分団が大変苦労しておる

状況です。２年ほど前の３月ごろの話ですが、私の知り合いから長男が専門学校を

卒業したが、いまだに就職先がないとのことで、どこか紹介してもらいたいという

相談がありました。そして、おやじの話の中で「せがれは就職はまだ決まらないの

に、○○分団への入団が決まった」と言って笑っていました。そんな彼も今では町

外の企業に勤めています。消防団では一応２６５名の団員を確保しているようです

が、団員それぞれが自分の仕事のかたわらボランティアであり、大変であります。

そのような団員が自由にきままに集まり、コミュニケーションのとれる場所である

ことで団員確保にもつながるはずですが、消防コミュニティセンターの建設が第３

分団（町横尾、入横尾）だけがまだ取り残されておりますが、どのようになってい

るのか、建設計画に対する進捗状況をお聞きいたします。 

 ハ．火の見櫓について 

 町内には２７カ所の火の見櫓があるようですが、最近の火災で半鐘の音を聞いた

ことがありません。火の見とは火災の発見、報知のために設けた櫓、半鐘をつるす

ということですが、時代の変化で火災の発見については、あのような危険な高い櫓

の上で見張りをしなくても発見者が電話で１１９番すればよし、半鐘もたたかなく

てもスピーカーで流せばすぐに報知できます。このように役目の終わった感じの火

の見が町内２７カ所あるのですが、地域のシンボル的な目印でもあり、役目を果た

していないからといって撤去ということも難しい。今後町ではどのような保存、維

持管理をしていくか、お伺いいたします。以上１回目の質問を終わります。 

住民環境課長（塩澤君） 消防についてのご質問に順次ご答弁申し上げます。 

 最初に、住宅用火災警報器の設置義務化についてでございます。 

 ご案内のとおり、先月、５月３１日までにすべての住宅に設置が義務づけられた

ということでございます。そういった中でご質問の設置状況調査はするのか、ある

いはまた、その結果はということでございますけれども、全戸調査ということによ
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り完全に設置状況を把握することは大変困難でございます。何らかの方法で推計を

せざるを得ないということでございます。千曲坂城消防組合では各種講習会、それ

から防火座談会などの際にアンケート調査を行っております。９５０世帯のうちア

ンケート調査を行いました９５０世帯のうち設置済みが２５４世帯ということで、

これで見ますと普及率が２６．７％という数字になろうかと思います。また、消防

庁でもサンプル調査ではありますけれども、今年３月末の調査ということで、全国

で５４．９％、長野県では２４．８％という推計の普及率を算出いたしております。 

 設置義務がということでありますが、罰則規定もこれについてはないということ

でございます。５月末の普及率については、３月の末よりも当然数字は上がってい

るかとは思いますけれども、５月末の数字については、今のところ不明でございま

す。しかしながら、引き続き町及び消防組合では、先ほども申し上げましたが、各

種講習会、イベントの際、あるいは有線放送、広報紙等によりまして広報活動を引

き続き行ってまいりたいというふうに考えております。消防団では既に地元区と連

携をしまして実施している分団もございます。警報器の購入斡旋を引き続き行って

まいるということ、それから町婦人消防隊でも消防署と連携をしまして、ひとり暮

らし老人等の防火点検の際に設置指導を行っております。 

 それから、警報を屋外に知らせる連動装置ということでございますけれども、現

在、一般的に設置されております警報器は、その部屋のみで単独で火災を知らせる

タイプと、それから１カ所の部屋の異常があった場合に、それを他の部屋の警報器

でも知らせる連動タイプというものがございます。この連動タイプの警報器を屋外

の雨水なんかの影響のないところへ設置をいたしますと、外にも知らせることがで

きるということでございます。また、メーカーによりましては、警報器と連動して

火災発生を屋外にブザーとランプで知らせる警報ランプ付ブザーというような商品

も市販されておりますので、こういったものも外部に知らせる手段としては有効か

なというふうに思うわけであります。 

 いずれにいたしましても、未設置の住宅につきましては、それぞれのご家庭の事

情といいますか、状況に合ったものを早急に設置をしていただくことが重要ではな

いかというふうに考えるところです。 

 それから、寝たきり等の要援護者に係る情報の共有化ということでございますけ

れども、有事の際には、寝たきりの方、あるいは足の不自由な方など避難する場合

に隣近所に住んでいる住民の皆さんの相互の助け合いによる協力というものが不可
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欠でございます。個人情報の開示に当たりましては、プライバシーの保護の観点か

らいろいろな課題がございます。人命救助ということが第一ということは言うまで

もありませんけれども、要援護者の皆さんの情報の取り扱いにつきましては、担当

課とも検討してまいりたいというふうに考えております。 

 次に、ロの消防コミュニティセンターについてでございます。 

 いわゆる消防団詰所として近年、計画的に整備を進めてきております。そういっ

た中で、長年の要望でありました村上地区の備蓄倉庫と併設する形で、また地元の

協力を得る中、昨年、第１０分団詰所が完成をしまして災害時に急速に活動できる

防災拠点ということで完成をいたしたところであります。 

 ご質問の第３分団の活動拠点となる消防の詰所の整備でありますけれども、昨年

１２月には関係の区長さん方から連名で第３分団詰所の早期建設についてというこ

とで陳情書をいただいたところでございます。その後、進捗状況でありますけれど

も、詰所の建設に向けまして建設予定地の選定作業を行っておるということでござ

います。第３分団は管轄区域としまして入横尾区、泉区、町横尾区と広範囲を管轄

をしております。各地区のバランス等を考慮をいたしますと、この３区の真ん中に

位置する泉区あたりに建設することが地域の消防体制の中では効果的ではないかと

いうふうに考えております。ご案内のとおり、町の財政状況については大変厳しい

状況にあるわけですけれども、町所有の土地等も勘案する中で、今年度中には建設

用地を選定していきたいというふうに考えております。 

 次に、ハの火の見櫓についてでございます。 

 現在、坂城町内には火の見櫓が２７カ所ありまして、消防団の全分団が管轄をす

るエリア内に設置をされております。多くが昭和３０年代に建設をされたものでご

ざいます。火の見櫓の利用、あるいは役割につきましては、毎月の消防の日あるい

は火災予防週間の際に打鐘をしております。それから、火災等の際の打鐘というこ

とがありますが、先ほどご質問にもありましたように、いわゆる早鐘というものは

最近ほとんど聞かれなくはなってきているのが事実であります。そのほか消防用の

ホースの乾燥ということ、あるいは町の有線放送の屋外スピーカーを設置している

というようなことがございます。いずれにしても地域の防災運動の象徴的存在があ

ろうかというふうに存じます。 

 火の見櫓の管理については、各分団がそれぞれ管轄する区域内の火の見櫓を消防

の日等において利用をしておりますけれども、維持管理については、町が行ってお
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ります。ご質問にもありましたように、火の見櫓については老朽化が目立ってきて

おりまして、あまり利用されていないのかなというようなものもあろうかと思いま

す。安全性、経費の面等からも、その保存管理につきましては、消防団、地元区、

それから土地所有者等と検討する中で研究をしてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

３番（塚田君） お答えをいただきましたが、２５％程度ということは本当に、４分

の１設置ですが、報知器の。ちょっと少ない感じもするんですが、何とかもっと進

めていくよう啓発をお願いしたいと思いますが。それで今、外へランプ付とか鳴る

やつがあると。坂城町では、つけた方がいらっしゃるのかどうか、もしよかったら、

後で結構です、お聞きしたいと思います。 

 コミュニティセンターの建設は今年度中には何とかということで理解できました。

いまだに火の見で打鐘は、消防の日、１日、１５日というときには打鐘していると

いうお話ですが、今日は１５日のはずだけど、朝、耳が悪いのか、私の耳には届か

なかったんですが、それに利用されているということは本当にあれですが……。 

 それから、日ごろは自宅近くの火の見しかわからず、しかもじっくり眺めたこと

もないので、今回質問するに当たりまして町内各地の火の見はどのようになってい

るか、町内すべての火の見を見てまいりました。特に気のついたことを２～３点申

し上げますと、最近では全然使われた形跡がない火の見櫓が数基ありましたが、議

長、分団の名前出してもよろしいですかね。 

議長（春日君） 差し支えないと思います。 

３番（塚田君） 第６分団ですが、北日名、上手集会所というところの火の見につき

ましては、火の見櫓ではなくて、太さ１００㎜ほどのパイプで長さ４ｍ、パイプ状

の柱の中間まで下から２本の細いので、その上を三角に平らをつくって踊り場です

か、その上にさびた半鐘をつるして、またそこに屋根もなく、打鐘するハンマーも

見当たらなかったです。それでパイプの頂上からはホースの干せる金具はついてい

たものの塗装がはがれており、すぐに倒れる状態ではありませんが、地元と相談し

てメンテナンスをするか、撤去するか、早急な判断が必要と思われました。 

 次に第９分団、小網公民館わきに設置されているものですが、立派な高さのある

火の見櫓です。しかしながら塗装もはげ、錆止めまではげかけております。こちら

も早急なメンテナンスが必要と感じました。半鐘は櫓の下から３分の１程度の高さ

のところにつけ替えてあり、屋根もなく、立派な半鐘であるものの、かなりさびて
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いました。頂上の見張り台にはカラスか何かの巣がつくってありました。このよう

な火の見は手入れをして半鐘をもとの下に戻し、カラスには立ち退いてもらって保

存を考えられないかと思った次第であります。 

 次に第８分団、日名沢消防庫横の火の見には、これは塗装が大分ひどい状態では

げておりまして、当然ハンマーも見当たらなかったです。利用形跡は全くありませ

んでした。 

 それから、金井の第２分団、地蔵わきの火の見はコミュニティセンターのそばへ

移転してほしいというような話が地元の人から出ていました。 

 次に第１１分団、旧上平公民館のそばですが、利用したのはいないのですが、櫓

の構造はすごくすぐれており、接合部分はボルトでなくてリベット仕上げになって

おり、立派な櫓でした。 

 すべての櫓で感じたことは、頂上の屋根の塗装が急速に必要な状態になっており

ます。櫓の構造上やむを得ないことではありますが、すべて梯子が垂直に近い状態

であります。いざ有事の際に急いで梯子を上って半鐘を鳴らすことは危険が伴い、

困難です。このような危険な垂直に近い梯子を上らずに地上でリモートコントロー

ルでスピーカーを鳴らしたり、半鐘をたたいたり、操作すれば火の見櫓から信号を

発信することができます。テクノの町坂城です。簡単にできるのではないかと思わ

れるので、お聞きいたします。 

 それから、ホースを干すのに使っておられるということですが、今のホースは特

殊加工により水さえ抜いておれば無理に干さなくてもいいというような、できるこ

とだったら、これもリモートコントロールで下からホースを持ち上げるような構造

を考えれば団員の負担は少なくなると思います。 

 次に、初期消火の目的、消防団員にご苦労をしていただいておりますが、各分団

とも新入団員の減少のため、分団長の任期が終わっても退職できずに分団に残り、

勤めていただいておる状況ですが、また、団員の数合わせのため町外の遠くへ勤務

される人まで出初式要員として入団しております。どのような割合か、把握してお

られたら、通告にありませんが、お答えいただきたいと思います。 

 また数年前に女性団員が２人加わり、今後の団員確保に期待しておりましたが、

その後、女性入団状況はどのようになっているか、お聞きしたい。以上で２回目の

質問を終わります。 

住民環境課長（塩澤君） ２回目のご質問にお答えをいたします。 
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 最初に、住宅用火災報知器の普及率が低いということでございます。 

 先ほどご答弁申し上げましたが、３月末の数字で内容的にもサンプル調査、抽出

調査ということであります。これ以降５月までの間にかなり設置が進んでいるかと

は思いますけれども、まだまだ１００％というまでは当然いっておりませんので、

引き続き機会をとらえて設置に向けての広報等してまいりたいというふうに考えて

おります。 

 それから、外に知らせるという、そういったことも重要だという中で、そういっ

たものの把握ですが、これもそれぞれのご家庭でどういったものをつけておられる

かということまでちょっと把握はできませんけれども、それぞれのご家庭の状況に

応じて、そういった外に知らせるものもつけていただけば、これまた非常に有効で

あるというふうに考えておりますので、そういったものもあわせて広報等行ってま

いりたいというふうに考えるところです。 

 それから、６月１５日、今日ですが、消防の日ということで、各分団では半鐘の

打鐘を行っております。私は中之条ですけれども、７時に鳴っておりました。分団

によって最近ちょっとそういった面で統一がされてないのかなということもござい

ます。また分団長会等で消防の日の打鐘についての徹底を図ってまいりたいという

ふうに考えております。これは火災予防啓発ということで、朝７時、それから夜８

時、毎月１日と１５日なんですが、火災予防啓発ということで、あの鐘の音を聞く

と皆さん火災予防ということで自分の心にも響いてくるんじゃないかと思うんです

けれども、ぜひ徹底をしてまいりたいというふうに考えるところです。 

 それから、火の見櫓の関係について、何点かさびが目立っている、あるいは屋根

の塗装が必要だというようなことでご指摘がございましたけれども、消防団の再編

ということで、再編によりまして分団の数が現在１１分団プラスラッパ分団という

ことで、ラッパも含めますと１２分団という体制になっておりますけれども、そう

いったときに若干使われなくなってきている火の見等もあるというのは事実でござ

います。５つほどご指摘がありましたけれども、さびの目立つもの、あるいは屋根

に塗装が必要だというようなものがあるということで、私ども町としましても早急

に現地等を確認をする中で、できるだけ塗装等によりまして必要なものについては

修繕等してまいりたいというふうに考えております。地元区あるいは消防団等と相

談する中で対応をしていきたいというふうに考えております。 

 それから、梯子が垂直になっておるというようなことで大変危険だというような
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ことでお話もありましたけれども、構造上火の見櫓の構造上いたし方ないかないう

ふうには思うわけですけれども、いずれにしましても打鐘等で火の見に上る消防団

員あるいはホースを干すということで、火の見に上る消防団員、注意をいただく中

で進めてもらうということでございます。 

 それから、女性団員２名ということで坂城町消防団員おるわけですが、これは現

在のところ２名ということで変わりはございません。 

３番（塚田君） わかりました。いまだに火の見櫓を使うということですが、課長、

打ち方、このごろ入横尾へ行ったら懐かしい、これを見つけたんですが、打ち方の

指導はしているんでしょうか。半鐘のたたき方、信号の出し方。これらも使うわけ

ですが、聞いていると聞き苦しいような打鐘方法があるわけですが、テンポについ

て、もし課長、わかったらお答えいただきたいと思います。 

住民環境課長（塩澤君） 火の見の打鐘ですけれども、１点・３点あるいは１点・４

点というようなことで、消防団員を招集する際あるいは火災予防週間中の広報的な

打鐘という、そういった１点・３点、１点・４点、その辺が常時使われておるとい

うふうに聞いております。それでそういった打ち方の指導というものは私どもでは

特にはしておりませんけれども、各分団において、それぞれ先輩から引き継いでお

るものというふうに認識していますけれども、はっきり１点・３点なり、１点・４

点なりそれぞれの目的に応じた打ち方、こういったものを徹底するように幹部会等

でまた徹底を図っていきたいというふうに考えております。 

３番（塚田君） これから指導していくと。１点・４点、１点・３点ということはわ

かるけれども、打つ間隔ですね。今までうちの方で演習のときに演習というか、火

災訓練のときとか鳴ったっきり、あとずっとしばらく待って、また鳴り出したなん

ていうような状況、各地で聞こえているんですが、近火のときにはカンカンと鳴ら

すわけです。それで１点・３点、防火週間のときには１点・４点でやるね。カーン

と。そのカーンのやつ、多分これは下のサイレンの秒数を見ていると思うんだけど、

間隔。古い字で学校で習ったことのない字なんだけど、３秒やって２秒あけてと、

鐘のたたきに変えているような気がするんですが、この辺の指導もひとつお願いし

たいと思います。サイレンのやつと勘違いして打っているような。以上消防につい

ては終わらせていただきます。 

 次に、ばら祭りについてお伺いいたします。 

 第４回ばら祭りが５月３０日から６月１４日まで行われたわけですが、実行委員
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の皆さん、関係する職員の皆さん、また薔薇人のメンバーの方々のお力により大変

好評のうちに幕を閉じました。今回あまりマスコミに取り上げてもらえなかったが、

中間で全国ばらサミットが行われたせいか、客足も伸び、狭い駐車場のおかげで車

誘導スタッフは大変苦労しておりました。私自身も薔薇人のメンバーとして３日間

お手伝いをさせていただきました。入園客の話では、伊那、安曇野、軽井沢等のほ

か県外ナンバーの車も大分ありました。安くなった高速道路のおかげかと思います。

人口１万６千人のこの町に来客数は３万人以上は来たのではないかと感じました。 

 しかしながら、このように多くのお客さんが見えても坂城町へ落としてくれた経

済効果は大した額ではないのではないかと感じます。パンフレットで湯さん館、鉄

の展示館はＰＲしたが、入場割引でお客さんへ対するただのサービスに過ぎません。

これだけの多くのお客さんが来園されるとなれば、秋の開花時期にも合わせて秋の

ばら祭りを実施して、ばらの町としてでなく、日本一うまい果物を並べてイベント

広場で坂城特産のねずみ大根、りんご等農産物の販売で産業振興に一役買えるので

はないかと考えますが、町のお考えをお聞きしたいと思います。 

町長（中沢君） 塚田議員のご質問にお答えしてまいります。 

 第４回ばら祭りを中心にしての問題提起でございます。 

 ご承知のとおり、坂城町は合併３０周年記念として昭和６０年町のシンボル町花

としてばらを制定いたしました。工業の発展とばらに寄せる潤いあるまちづくりと

いうことで依頼を託したところでもございます。私は常々四方が緑の山々に囲まれ

ていると、そこに流れる千曲川のほとりにばらいっぱいの公園ができたらどんなに

か人々の心を和ませ、テクノの町に新たなる千曲川の原風景が創造されるであろう

と、こんなことを多くの皆さんと語り合ってきたところでもございます。 

 そんな思いが通じてか、国土交通省を初め関係機関等のご支援をいただき、平成

１２年には千曲川大望橋沿いにばら植栽の公園基盤が出来上がり、１３年にはウォ

ーキングステーション、１４年には基幹施設として、さかき千曲川バラ公園の開園

にこぎ着けた次第でございます。１８年には親水広場、そして今年になりましては、

３００㎡を拡張し、全体で１万㎡、２５０種、２千株のばらが鮮やかな彩り、芳醇

な香りが競演するような公園に成長したところでもございます。さらに国道１８号

バイパス街道、学校におけるふるさと学習、地域家庭のばらづくりといったものが

大きな広がりを見せております。これはばらのまちづくりに対する町民のすばらし

い情熱でもございまして、管理運営、技術指導面を担っていただいておりますボラ
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ンティア１００余名の薔薇人の会の皆さん、あるいはまた企業団体オーナー２０数

社の皆さん、そして何よりも町民が私たちの町はばらの町だという、そういった誇

りを持ちながら頑張っていただいているということでもあろうかなと、こんなふう

に思っております。 

 期間中は職員も多くを動員いたしまして、こういうイベントに参加することによ

ってまちづくりの関心をより高めるということでも努力したところでございます。

塚田議員におかれましても、薔薇人の会員として精力的に常に頑張っていただいて

いるということには感謝申し上げるところでもございます。 

 さて、５月３０日から６月１４日までの１６日間、第４回坂城ばら祭りが開かれ

たわけでございます。期間中その時間内といいますか、そういったところで来園さ

れた方は４万人を超えていると。そして車両では１万２千台ということで大きな盛

況を見たところでもございます。あわせてイベント広場におきましては、特産品等

の販売、その店舗は前年の９軒から１９軒にと大幅に増え、また郵便局の記念切手

あるいはばらオーナー企業によるハイブリッド車の展示なども新たな試みとしてお

目見えしたところでもございます。期間中の６月５日、６日に第１８回制定都市会

議ばらサミットがあわせて開かれ、また全国の押し花展の絵展も開催されたという

ことで、町内外に大きく発信する機会ともなったわけでございます。サミットの参

加自治体からは町民の皆様の心温まる歓迎ということ、そしてまた、すばらしい記

念碑、あるいは会議で中学生や小学生の皆さんの合唱、演奏、公演での薔薇人の皆

さんの諸々の指導などまちづくりに寄せる情熱、こういったものに深く感銘したと

いうことのお言葉もいただいたところでもございます。 

 ところで、秋のばら祭りに開催というお話でございます。 

 以前に薔薇人の役員の会でいろいろ検討した経過もございます。秋のばらは春と

違ってひとつの風情はございますが、十分咲き誇るというものでもございませんの

で、春のイメージで来園された方々の期待をそぐのではないかという懸念も感じさ

せたということ、さらに秋は農作業の最盛期ということでもございますので、見送

った経過もございます。現段階では春のばら祭りにより工夫を凝らし、町民の皆さ

んが誇れるイベントに充実させていきたいと考えております。以上でございます。 

建設課長（村田君） 私からもばら祭りについてイの秋の祭りの実施はについてご答

弁させていただきます。 

 さかき千曲川バラ公園の秋のばらの開花は、８月中旬の剪定を実施してから３５
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日から４０日ほどで開花をいたします。早いものは９月２０日ごろから花を見るこ

とができ、霜がおりるまで長期間咲き続けるわけでございます。 

 しかしながら、気温の高い季節は剪定から開花までの期間が短いため、春と比べ

て幹が短く、花は小さ目となり、気温が低くなると花の色や葉の色は濃く、美しい

わけでありますが、開花までの期間が長くなり、春のように一斉に花が咲くことが

なく、最盛期とか見頃の時期とかの設定が難しくなるわけでございます。またウォ

ーキングステーションに植えられているばらにつきましては、一期咲きのものが多

く、秋には花を見ることができません。さかき千曲川バラ公園の愛好家の中にはば

らの花を静かに鑑賞するために、ばら祭り期間中を避け、秋の開花を楽しみにして

いる方がいることも事実でございます。 

 秋のばら祭りの実施にあわせて町の特産品の販売というお話もございましたが、

ぶどうは９月中旬、りんごは１０月から１１月、ねずみ大根は１１月中旬と収穫の

時期がそれぞれずれておりまして、全部がそろう時期はばらの花も終わってしまう

というような状況もあるわけでございます。また、ほかでも秋の収穫祭などイベン

トが多く開催される時期となるわけでございます。 

 いずれにいたしましても、大変難しい課題とは存じますが、今後開かれるばら祭

り実行委員会の反省の中で意見集約を図ってまいりたいと存じます。以上でござい

ます。 

３番（塚田君） それぞればら祭りでお答えいただいたんですが、秋は花持ちももの

すごくいいもんで、農産物の販売にも適した時期じゃないと言われたが、それだけ

言われちゃえばもう次のあれがないわけですが、もうちょっとあれだけのお客が来

るんだから坂城町に金を落としてもらうことも考えてもいいんじゃないかと思いま

すが、今後の課題にしていただければと思います。以上で今回の一般質問を終わら

せていただきます。 

議長（春日君） ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩いたします。 

（休憩 午後１２時０３分～再開 午後１時３０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１２番 柳沢昌雄君の質問を許します。 

１２番（柳沢君） 議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従いまして一

般質問をいたします。 

 今や世界的金融危機は日本経済に大きなダメージを与え、依然として明るい見通
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しが見えない状況下でありますが、それぞれ英知を駆使し、懸命に努力をされてお

り、経済の一日も早く良好な方向に立ち直ることを願うものであります。また、そ

のような景況下ではありますが、当町の町花であるばらの全国ばらサミットが過日

行われ、この一大イベントが成功裏に行われましたことを評価し、喜びを分かち合

いたいと思います。 

 質問に入ります。 

 １．林業振興と松くい虫対策について 

 松くい虫対策は、当町は東西を山に囲まれており、その森林は町の総面積の

６７％を占めております。その森林が与える影響は、経済的価値を有するだけでな

く、防災、水源の涵養、環境保全、景観等潤いのある緑により心を和ませていると

ともに、自然教育など地域社会にとって文化的価値を多く持っていることは周知の

ことであります。 

 しかし、森林の中でも常緑樹と言われている松が今、絶滅の危機にあると言われ

ています。それは著しい勢いで蔓延拡散している松くい虫の被害であります。当町

もその被害防止の対策に懸命に取り組まれておりますが、依然として被害の減少に

結びつくような状況が顕著にあらわれていないように感じられます。林業振興から

も常緑樹である松の保護対策について、どのような対応策を考えておられるのか、

お伺いいたします。 

 ロ．空中散布中止について 

 当町の東西の森林と隣接している上田市が、松くい虫対策で今まで続けてきた農

薬の空中散布を健康被害の恐れがあるとして市民の団体より中止の申し入れがあり、

市は健康への影響の調査を行ったり、住民を交えて論議されたり、昨年は２カ所で

測定した散布後の空気中の濃度も農林水産省や環境省の安全基準において行い、安

全基準も大きく下回っていたということでありますが、市民の健康が優先というこ

とで平成８年から続けてきた農薬の空中散布を本年度は中止する決定をしたと報じ

られ、また他方、青木村も中止したということであります。当町も昭和６０年から

実施してきた松くい虫対策の空中散布は本年度中止を決定したということでありま

す。中止に踏み切った基本的理由についてお伺いいたすわけであります。 

 ハ．近隣自治体との対応策は 

 放置すればたちまち広範に被害を及ぼす松くい虫は１町だけで防止できるもので

はないことは当初から現在に至るまでの被害防止策の実施経験からも十分その認識
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を得ておられることは申し上げるまでもありませんが、しかし、その対応の如何に

よっては当町の森林に及ぼす被害影響は甚大になると思います。それには独自対策

ももちろんのことでありますが、ただ中止しましただけではなく、中止した近隣市

町村の自治体の責任ある対応策こそ重要課題であると思います。それにかわる対策

を早期にしなければならないと思いますが、被害防止対策で近隣自治体と連携によ

る防止策を考えておられるのか、この点についてご所見をお伺いいたします。 

 ニ．松くい虫防除対策協議会の対応策は 

 当町は、去る６月３日、栁澤副町長を議長として松くい虫防除対策会議が開かれ、

本年度の松くい虫対策の農薬空中散布を中止することが決定されました。町は本年

度当初予算にも被害の大きい苅屋原地区、上平地区の被害予防対策費として特別防

除、すなわち空中散布を２５haと伐倒駆除１千㎥を計画されておりますが、空中散

布が中止ということであります。防除にも時期があると言われています。それを怠

れば被害の増幅ともなり得ると思います。協議会において、今後、実効性ある代替

策がどのように示され、また対策の具体的工程計画がどのように行われていくのか

お伺いいたします。 

副町長（栁澤君） 柳沢議員さんのご質問、１として、林業振興と松くい虫対策につ

いて、私からイとロについてお答えいたします。 

 まず、イの松くい虫防除対策はについてでございます。 

 森林につきましては、温室効果ガスの吸収源を初め土砂災害防止、景観、森林浴

など幾つかの公益的な機能を持っている一方、材木価格の低迷が長きにわたって続

いておりますことから、所有者の関心も薄れ、手入れの行き届かない森林が増えて

きております。このため国、県においても重点事業として林業振興を図っている

ところでございます。坂城町の森林は、ご案内のように総面積の６７％に当たる

３，５８１haとなっておりますが、そのうち９７７haがアカマツ林で、しかも急傾

斜地に多く分布し、しかも成熟に達した間伐手遅れの林が多い状況となっておりま

す。松くい虫被害につきましては、昭和６０年に始めて確認されて以来、一時鎮静

化したものの、その後増加傾向が続いております。このため本町におきましては、

松くい虫被害対策に毎年２，５００万円から３千万円の予算を配分しまして、重点

事業として伐倒駆除、空中薬剤散布等を実施し、被害防止を図ってきたところでご

ざいます。 

 次に、ロの空中散布中止についてお答えいたします。 
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 空中散布につきましては、周辺の自然環境や生活環境などに配慮するとともに、

地域住民の要望に基づいて公益的機能の高い苅屋原地区及び上平地区の松林２５ha

において昭和６０年から昨年まで実施してまいりました。空中散布に関しては、全

国的にさまざまな意見がある中、平成１６年度に当時の田中知事が平成２０年度に

空中散布全廃と、そういう方針を打ち出しました。しかし、当町では継続を要望し、

実施してきたところでございます。このような中、上小地方におきましては、健康

被害の訴えが出てまいりまして、そして新聞報道にもありましたように、５月に上

田市が中止の方針を打ち出し、青木村も同様の決定をしたところでございます。 

 当町につきましても上田市の方針が出されて以来いろいろ熟考を重ねてまいりま

した。６月３日に開催しました坂城町松くい虫防除対策会議におきましては、近隣

の様子などについても説明する中でいろいろなご意見もございましたが、本年度に

ついては空中防除について凍結し、伐倒駆除を中心に対応すると。その一方で、来

年度以降に向けて県や近隣町村と連携しながら、どんな方向があるか、いろいろと

検討していきたいと、そういうようなご審議内容をいただいた次第でございます。

以上です。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは林業振興と松くい虫対策についてのハとニについ

て順次ご答弁させていただきます。 

 松くい虫防除対策につきましては、その被害が自治体の境界を超えて広範囲に広

がるということで、一定の広域での対応が必要と考えているところでございます。

しかし、先ほどの副町長の答弁にもございましたけれども、田中県政時代に県が空

中散布廃止の方針を打ち出しまして代替策を積極的に検討していたころに比べます

と、対策の中心は個々の市町村ということで、県はそれを支援するというような形

にトーンダウンしてきているところでございます。今年度、上小地区自治体が空中

散布を中止し、当町も凍結をした結果、東北信では隣接の千曲市が実施するという

だけとなっております。それぞれの自治体の財政状況が厳しい中、対策がそれぞれ

の市町村任せということでは、対応にも差が生じて効果的な対策というと、なかな

か難しいところもあると考えているところでございます。県との関係ということに

なりますと、現在、地方事務所単位に松くい虫防除対策協議会が設置されてござい

まして、そういう中で、やはり県がリーダーシップをとって広域的な松くい虫対策

を進めていただきたいというようなことで行政機構審議会にも報告されているとい

うふうにお聞きしております。 
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 今回、町の松くい虫防除対策会議で空中散布を凍結する結論に至ったわけでござ

いますけれども、その経過の中で各委員さんから空中防除にかわる代替策の導入を

強く求められたわけですけれども、県と連携しながら効果的な対策を検討していく

ということを申し上げてご理解をいただいたということでございます。これを機に

県の役割発揮をさらに要請をするとともに、ご質問にございましたように、近隣自

治体と連携というか、情報交換を進め、本当にそういった関係の中で対策等が進め

ていければと考えているところでございます。 

 次のニの質問でございます。松くい虫防除対策協議会の対応策はということでご

ざいますが、内容については先ほども触れさせていただきましたけれども、６月

３日に開催されました２１年度松くい虫防除対策会議におきまして、空中防除を当

面１年間凍結するという結論を得たところでございます。今後会議の中で出されま

した代替につきまして、県を初め森林組合、対象の区の皆さんのご協力をいただく

中で検討し、来年度の対策会議に向けて方向性を出していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 議員さんも申されましたけれども、松くい虫の防除対策というのは時期があると

いうことの中で、これは先般の宮島議員さんのご質問の中でもお答えしたわけです

けれども、６月中旬ぐらいまでに実施するということが非常に効果があるというよ

うなことでございます。本対策会議も３日に開催したところでありまして、この時

期をずらしての空中防除というものについては、現在では非常に効果的にはこの時

期にやらなければということの中で中止を決定したという経過もございます。 

 そんなこともございまして、年度内というか、後の会議をどうかというご質問も

あったかと思いますけれども、これについては会議という形の中では、よほど年度

途中で方針が変更になるような事態がない限りは開かないと。ただ、そういった方

針が明らかに変更になるというような事態が出てきたときには会議を開催していろ

いろ意見等をお聞きする中で対応していきたいと考えてございます。 

 そんなこともございまして、伐倒駆除というようなことがこれからの中心になろ

うというふうに思います。私どもの今年度予算については６月末をひとつの工期と

いたしまして、発注はしてあるわけでございますけれども、空中防除にかかる費用

等また補正予算等お願いする中で地道に対応していきたいと考えておりますので、

ご理解をいただきたいと思います。以上でございます。 

１２番（柳沢君） 松くい虫対策について、いろいろお考えはあるわけなんですけれ
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ども、農薬の空中散布は最初、水田地帯に行い始めたりしたわけなんですけれども、

当時、小中学生の生徒が登校時間帯ごろに散布が行われ、生徒たちは健康の影響が

出たというような経過もあったわけです。山間地帯の松くい虫の防除がこれからど

のように行われていくかという中では、中止ということですけれども、これは健康

被害を考えた場合には、たしかいろいろな角度からそれをしていかなきゃいけない

ということですけれども、中止に至ったという経過、何か町の方へ住民の方から被

害が出たとかというようなお話があったのか、その辺についてお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） お答えいたします。 

 隣接の上田市等に対しましては、上田市の母親の皆さんとで子供の未来と健康を

考える会という会が中心となって空中散布を控えるようにというようなことで、市

はもちろん県等への要望活動を進めてきたところでございます。 

 隣接の私どもの町につきましても、ここに入っておられる方はいらっしゃるとい

うことでございますけれども、直接町に苦情ということではなくて、隣接の上田市

でこういうことの中で健康に被害があるということで、町についても、そこら辺を

新たに考えていただきたいというようなお申し出はいただいてございます。 

 ただ、これは松くい虫の空中防除に直接絡んでということではなくて、上田市の

空中防除に対してというような、そういう意味合いで私どもにそういうお申し出を

いただいたということでございます。県等とのいろいろなやりとり等、あるいは近

隣市町との情報交換をする中で、私どもも今回についてはそういう直接の苦情とい

うことではございませんけれども、やはり健康被害に佐久総合病院等で因果関係と

いうことの中で否定できないというような判断を示されていることもございまして、

町としてもそんな判断の中で中止というような決定をさせていただいたというよう

なことでございます。以上でございます。 

１２番（柳沢君） 町の方へ直接町が健康でどうだということで言われたわけではな

く、上田市のということなんですけれども、そこで隣の上田市や青木村の決定に考

慮したと報道がされたわけですけれども、上田市から中止について何か話があった

かどうか、その辺についてお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） 今回の上田市さんが中止を決定した過程の中で、議員さん

のご質問にもございましたように、私どもは近隣市町として県市等と連携を持ちな

がら情報交換を進めておったわけでございます。そういう中で上田市の対応等も方

向性等いろいろお聞きする中で情報等を得ていたというような状況でございます。
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ですから、上田市等の内容については、その都度私どもが向こうから話があったの

かどうかというよりも、私どもがお聞きしたりお伝えいただいたりと、そういうよ

うなキャッチボールの中で情報を得ていたというふうにご理解いただきたいと思い

ます。以上でございます。 

１２番（柳沢君） やはり伐倒駆除とか燻蒸処理というのは、これは森林にとっては

最終的な処理段階であって、それ以前に保全、保護、これをしていかなきゃいけな

いというのが、我々のこの森林の恩恵を受けている住民からはそのような考えをす

るわけなんですけれども、そこで予定をしているところの苅屋原区とか、また上平

地区、この地域の皆さんたちはどのようにお考えになっているのか。場合によって

は、この地域にお住まいの方たちが土砂崩落とか治山治水に影響していく面もある

わけなんです。この辺について、ただ町が中止しましたということではなくて、お

話し合いを持たれてきたのかどうか、その辺についてお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） お答えいたします。 

 ご案内のとおり、空中散布につきましては苅屋原区と上平区というようなことで

ございます。地元からは、区長さん等とのお話の中で地元とすれば山の上じゃなく

て、もっとすそ野の方までやってほしいんだというようなお話もいただいたと、こ

ういうことも事実でございます。そういう中で、今回の中止というようなことの中

で、当然、地元の区長さんも対策会議のメンバーに入ってございますし、事前にお

話もさせていただいたという経過もございます。 

 そういう中で、今言った、特に苅屋原地区につきましては大変急峻なところでご

ざいます。松の立ち枯れ等なかなか処理するといっても非常に難しいところでござ

います。そういう中で治山というものについて土砂崩れ、がけ崩れというのが起き

ないように県等へのそういった措置の働きかけもしていきたいというお話もさせて

いただいてございます。 

 上平地区につきましても、非常に標高の高い部分でやはり急峻なところもござい

ます。砂防等については重々注意するように、やはり違う施策を入れながら、やは

り安全というものについても考えていきたいということで、そんな対応も県と連携

しながら進めていきたいというお話をしてご理解をいただいたというような状況で

ございます。以上であります。 

１２番（柳沢君） それでは予定地域の皆さん方の理解をいただいたというふうに理

解してもよろしいでしょうか。そういうふうに私は受けとめます。 
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 そこで、これから対策をしていくには大変だとは思いますけれども、今まで防除

してきた中で、坂城町だけやっていったってなかなか大変だと。上田市にも防除を

やっていかなければということで、今まで上田市の方へも防除方法について協力を

求めていくというようなことがあったわけですけれども、今回、坂城町の方から上

田市に対してどのように対応策を求めていくのかどうか。その辺についてお伺いい

たします。 

産業振興課長（宮﨑君） 上田市に対してどのような対応策を求めていくかというよ

うなご質問でございますけれども、上田市についても青木村さんにつきましても、

やはりそれぞれの自治体の判断の中で決定したことでありますので、よその自治体

ということの中でどうしろ、こうしろというのはなかなか言いづらい部分だという

ふうに考えるところでございます。 

 ただし、上田市については健康被害等の因果関係についての調査を、新聞報道の

中では佐久総合病院等へお願いしているというような情報もございますので、やは

りそういうものの情報等についてはいただけるような形でお話をさせていきたい。

情報の共有化というものは図っていければというふうに考えているところでござい

ます。以上であります。 

１２番（柳沢君） 上田市が中止したと、だから私たちの方、当町としては、どうい

うようなことで中止に至ったか、または中止しなければならないかという立証をし

ないで、上田市は先ほど申し上げたとおり２回もの検査をしたと。厚生労働省の関

係とか環境省の関係のきちっとしたデータのもとにやったが、それよりも下回って

いたということであったというように実証されてきたわけです。 

 ただ、私たちの町の方では中止はいたしましたというだけでいいのかどうか。や

はりこれこれこういうような状況である、また、あった。だからこそ中止をせざる

を得なかったというようなものがあったのかどうか。これから対策を立てて防除し

ていかなきゃいけないという中にも大事な問題だと思います。この理由結果をきち

っとさせていかなければ、理由があって結果が出るんだと、こういうような面から

いって、どのようなお考えがあるのかお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） お答えいたします。 

 柳沢議員さんのおっしゃられることはごもっともな話でございます。因果関係と

いう部分もあるわけでございますが、今私どもがやっている空中散布につきまして

は、上田市は２地点について検証したということで、大気１㎥中の濃度が１０マイ



 －５４－

クログラム以下というところなんだけれども、上田市は０．０５マイクログラムと

いうような、そういう結論であったと。それで費用は６０万円ぐらいかかったとい

うふうにはお聞きしているわけでございますけれども、そういう範囲の検査でした

ら私どももできるとは思うんですけれども、今回の健康被害との因果関係を証明す

るという調査になりますと、ちょっと簡単にはいかないのかなというようなことで

ございます。 

 健康被害を訴えられている皆さんというのは、直接的なことというよりも、例え

ば大気の対流だとか、そういうところでスポット的に落ちることもあるよというよ

うな主張もされているわけでございまして、それらのすべて立証するという部分に

なりますと、正直申し上げて県でもなかなか対応できなかった部分もあるというふ

うに考えているわけでございまして、この小さい私どものような町がそれを立証す

るという能力にはちょっと欠けちゃうかなというような感じではおります。 

 ただ、そういう情報だけは集めて業務の一助にしていければというふうに私は考

えておるところでございます。これから中止ということの中で県等でもいろいろ考

えてはいただいているようでございますけれども、それらについても、どういうよ

うな形での因果関係が立証できるのか、そこら辺について上田市、というよりはむ

しろ県等との、そういうお話というのも踏まえて対応できればというふうに考えて

おりますので、ご理解をいただきたいと思います。以上であります。 

１２番（柳沢君） いろいろご答弁いただきました。郷土を愛し、その郷土の中に山

あり川あり谷あり、いろいろの郷土の思いは多くあると思います。その一番なのは

私は森林だと思います。この山の静けさ、心穏やかになる、これが郷土にある、こ

れが一番大事なことではないかと思います。対策本部をつくっていただいて、それ

の協議を一生懸命やっていただいているわけですけれども、なお一層のご尽力を賜

りますよう私の方から求めまして、この問題は皆さん方が今後ともご努力を願いま

す。 

 ２．新型インフルエンザ対策について 

 イ．新型インフルエンザ防止と認識は 

 当初、鳥インフルエンザの流行を予測に防止策を講じてきましたけれども、メキ

シコで発生の豚インフルエンザという新型インフルエンザは、患者確認された国は

既に７０カ国を突破したということであります。各国がその防止策に悩まされてい

る実情であります。政府も当初、水際防止作戦として渡航者を対象にし、厳重な防
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止対策をされてきましたが、しかし懸命な努力も裏目に５月中旬、厚生労働省は国

内で渡航歴のない人が新型インフルエンザに感染していることを確認したと発表し

ました。以後国内においては２０都道府県以上で感染者は６００人に迫っていると

報じられています。ついに去る１３日、県内でハワイ帰りの女性の感染者が確認さ

れたということであります。現状での感染の推移は、終息は見えず、予断はできな

い状況であります。 

 世界各国に感染拡大している新型インフルエンザに世界保健機構（ＷＨＯ）は６

月１１日、ついに新型インフルエンザの警戒水準、フェーズの変更の是非を検討し、

警戒水準を広域流行を意味するパンデミックを最高の６に引き上げを宣言してきま

した。この感染症が広範囲に急速に人から人へ感染して世界的大流行を意味するも

のであります。これが大流行となれば、社会経済に大きな影響が、影響されること

は懸念されているわけであります。政府も国民の不安感を起こさないよう配慮もあ

り、新型インフルエンザは弱毒性であるとされ、冷静な対応を求められているよう

であります。 

 しかし、私は、これらの報道状況を踏まえての考えで、感染力が強いこのインフ

ルエンザは決してあなどることはできないと思います。楽観は最も重大な危機を誘

因するからであります。当町において感染拡大となれば大きな影響が生じることは

明らかであります。どのようなご認識で防止対応されていかれるのか、ご所見をお

伺いいたします。 

 ロ．保育園・小中学校での対応は 

 新型インフルエンザは若年層が比較的感染度が高いと言われていますが、確たる

要因は立証されているものではありませんが、免疫力の問題もあるのではないかと

言われてもいます。しかし、老齢者は罹患しないという、また、これ、保証はあり

ません。保育園等の子供は日常集団生活の中で常に園内においての接触が無造作に

頻繁に行われているので、発症者が出れば、たちまち感染は拡散されていきます。

幼児期の子供たちは自己意思表現の伝達が大人へ伝えるまでの時間、判断、これが

遅れるため、時には大変な事態にもなりかねません。それだけに繊細な気配りが付

加されますが、どのような対応をされていかれるのか、それについてお伺いいたし

ます。 

 また小中学校においても同様、学校という集団施設の場であり、飛沫感染とか接

触感染の媒体的環境であるので、その防止対応策についても、どのようにされてい
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かれるのか、その点についてもお伺いを申し上げます。 

 ハ．公共施設での対応策は 

 感染が最も受けやすく、拡散の場は、公共施設に大衆が多く集うときだと思いま

す。その施設利用の如何によっては多くの感染被害が出ることも予測されます。施

設管理面において、事態の推移によっては常時の計画変更とか町民団体の施設利用

等が行われますが、これらが安心して利用できる対応も必要と思いますが、どのよ

うな対応策を講じられていかれるのかお伺いいたします。 

 また、振興公社（湯さん館）のような多くの利用者が無防備状態での状況で感染

者の利用もあり得ると思いますが、どのような防止策を考えておられるのか、これ

についてもお伺いいたします。 

 ニ．対策本部機能について 

 町は去る４月、町民に対し、新型インフルエンザの知識の普及と予防啓発を図る

ため、町長を本部長として坂城町新型インフルエンザ対策行動計画を設定したとい

うことであります。形の見えない敵への対応策であり、綿密な計画のもとに行われ

ていくことこそ機能が発揮されるものと思います。この場合、町民の頼りは医療機

関と行政であります。頼る行政が住民の願望が手際よく早期対応していくことを求

めているわけであります。その場合の対応如何によっては尊い人命の危機さえあり

ます。これに陥らないようにしていかなければならないと思います。職員といえど

も生身であります。自身が感染している場合もあります。担当課以外でも全職員が

対応できるような全員連携して対応できるような対応認識を持ち、事態発生に備え

ての体系で最小限に防止することが町民が安心できる対策と言えると思いますが、

ご所見をお伺いいたします。 

町長（中沢君） 柳沢昌雄議員さんの質問にお答えいたします。 

 新型インフルエンザ対策についてでございます。 

 ４月２３日に豚インフルエンザの感染がアメリカで報告され、その後メキシコを

初めとする世界各国で感染が急速に広まり、世界保健機関では新型インフルエンザ

の発症宣言を行い、流行に備えるよう呼びかけを強化してまいっているところでも

ございます。お話にもございましたように、日本国内におきましても５月１６日に

神戸で感染が確認されて以降、各地で感染が拡大しております。テレビ、新聞の報

道でいろいろと報道されておりますので、ご承知のところでもございます。県下に

おきましても、６月１３日、飯田市の日本人女性が新型インフルエンザに感染した
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ということが確認されているわけでございます。 

 一般的には、やや落ちつきつつあるという感もございますが、オーストラリアな

ど冬期にさしかかった南半球を含む多数の国に感染が拡大していることにより、６

月１１日、世界保健機関では世界的大流行を意味する警戒水準フェーズ６を宣言い

たしたところでもございます。警戒水準引き上げにより、国、県の対応は特に変更

ということではないようで、従前の対応を進めていくということでもございます。 

 行政機関としては、感染拡大や混乱防止に向けまして、まず正確な情報を収集し、

住民に速やかに伝えることが重要であるわけでございます。電話相談を受ける、保

健所とともども各医療機関との連携を図ってまいりたいと、こんなふうに考えてい

るところでもございます。国、県の行動計画を受けまして、昨年度より行動計画も

私どもも策定し、各課の対応マニュアルを策定をし、進めているところでもござい

ます。 

 今回の新型インフルエンザの発生時には、国、県の対策本部の設置を受けまして、

４月３０日、町対策本部を設置いたしました。有線放送、広報等を通じ、発熱電話

相談の設置情報や感染予防のポイントなどを何度となく広報しているところでもご

ざいます。また公共施設では感染予防を呼びかけるポスター等も掲示し、そしてま

た、町保健センターでも電話相談の対応を重視しているところでもございます。 

 当初、国では鳥インフルエンザが変異した強毒性の新型インフルエンザの流行を

想定しておりましたが、行動計画を策定していることから発症時の対応には混乱も

見られ、経済社会活動にまで大きな影響も見られました。ウイルスの毒性に応じて

の柔軟な対応策が必要であることが今回の新インフルエンザにより明らかになり、

新たなる課題も出てきたわけでございます。流行時における地域の医療体制の整備

も重要な緊急課題でもございます。県内では徐々に整備が進んでおりますが、地域

の実情を加味することも大切でございます。 

 町では先ごろ町内医師の開業医の先生方全員に集まっていただき、検討会を設け

たところでもございます。今後とも一番身近な町内の先生方の協力を得ていくと。

患者が発生した場合に、まず保健所への連絡ということは基本でございますけれど

も、いろいろな事態に備えるには開業医の先生方の、また協力も何よりも大事にな

ってくるわけでございます。流行時に備えました医療体制の整備を進めてまいりた

いと、こんなふうに思っております。町内にはいろいろと諸々の施設がございます。

施設の中におきまして、まずインフルエンザというものの理解を深めるとともに、
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万一に備えての対応をいろいろと怠りのないよう進めるべく指導しているところで

もございます。以上でございます。 

福祉健康課長（中村さん） 新型インフルエンザ対策について順次お答えいたします。 

 過去の新型インフルエンザの流行状況からいったん感染がおさまった後に第２波、

第３波の大流行が見られることが知られております。またウイルスが感染を繰り返

すことにより毒性を強めていくことや強毒性の鳥インフルエンザの流行なども強く

懸念されているところでございます。今後も最新の感染情報を確認する中で決して

軽視することなく、新たな流行に備えて体制整備を図っていきたいと考えておりま

す。 

 次に、保育園・小中学校での対応はと公共施設での対応策についてでございます。 

 大勢の乳幼児、児童生徒の集まる保育園、学校、公共施設などは、流行時におい

て感染が拡大する場ともなり得るので、流行時における適切な対応は大変重要とな

ってまいります。それぞれの施設の特性もあることから、それぞれの施設ごとで平

時より感染予防を含めた対応策を話し合っておくことが大切でございます。また蔓

延防止対策につきましては、新型インフルエンザ対応マニュアルに沿い、状況にあ

わせた対応をしてまいりたいと考えております。 

 次に、対策本部の機能についてでございますが、町の対策本部は海外発生時に、

国、県の対応を踏まえ、設置することとしております。町長を本部長とし、副町長

及び教育長を副本部長に、各課課長等を本部員として構成しております。本部の指

示を受ける中で課ごとにその業務内容に応じて６つの業務班に分かれ、町民の健康

被害を最小限に抑え、生活の維持、支援を目的とした業務を担うように構成されて

おります。具体的な業務内容につきましては、業務対応マニュアルを策定しており

ます。今回、現時点では広報相談活動が主でございますが、ひとたび感染が蔓延し

た際には、その機能が十分生かせるように平時より検討を重ね、意識を高めてまい

りたいと考えております。以上です。 

１２番（柳沢君） 答弁をいただいたわけですけれども、保育園ではどういうふうに

考えているのかというような具体的なお話もない。それから学校でも、その場合に

はどういうふうにしていくんだというものもない。一括ご答弁をちょうだいしたよ

うな気がいたすわけなんですけれども、それでは担当の皆さん方がもう少しこうな

んだという考え方があるのか、ないのか。それを私は質問しているわけなんです。

しかし、時間の関係もあるわけですけれども、もし時間があったらお答えを願いた
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いわけです。 

 この世界に広がっているインフルエンザの致死率は、昭和３２年のアジア風邪並

みの約０．４％で感染力は季節性インフルエンザよりも強いとされ、１人から何人

に感染するかの感染力は１．４から１．６人と推計されると言われています。わず

か１カ月半で世界の感染者は２万７千人を突破しているということであるわけです。 

 そこで、そのような状況の中で先ほども申し上げましたけれども、政府を初め行

政関係者は不要なパニックにならないよう冷静な行動をと言われています。その場

合、感染した当事者は普通の考えるような正常の状況ではないわけなんです。熱と

焦りと早急な対処を求める心理的な状況にあるわけなんです。その心理状況がある

中で皆さん方に藁をもつかむ状況の中で、どうしたらいいかということで行政に相

談に来るわけです。そのときの対応を行政がどのようにされていくのか、それがひ

とつ。 

 それと夜間に頼られて対応を求められた場合に、どのようにそれを対応していく

のかどうか。ただ、その対応の中で長野県の保健福祉事務所に聞いてくださいと、

それだけではだめだと思います。その辺について再度お伺いいたしたいと思います。 

町長（中沢君） 先ほど申し上げましたように、あるとき坂城町にそういった患者が

発生したと。第一義的には保健所関係に連絡する、そこから相談を受けるというこ

とをより指導しているところでもございます。そして、なおかついろいろな状況が

進展してきた場合には、それぞれの患者さんが行くべき病院というものが考えられ

てまいります。それについては千曲医師会等々も話し合いを進めておりまして、そ

れなりの対応をお願いしているところでもございます。先日、開業医の皆さんとお

話しする中で、開業医と町と、そしてまた、医師会等がひとつの認識を持ちながら、

そして対応していく、そういった体制づくりをしていこうじゃないかということで

お話し合いも進めております。保健所の問題、あるいは町といたしましても、保健

センターを通じて学校あるいは保育園等々における対応も研究しているところでご

ざいまして、要するにそういう事態ができた場合には、しなやかに即刻対応できる

そうした組織づくりを急いでいるところでもございます。以上でございます。 

１２番（柳沢君） 当町においては地元開業医の先生方と常に懇談をと。こういう事

態が発生したから懇談ということではなくて、もう既にいろいろと医療福祉の関係

について一生懸命ご努力をされています。そういうようなときに、このようなイン

フルエンザというような見えない敵とも言われる発生が徐々に押し迫ってきている
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わけなんです。そういう中で地元医の先生方がご協力を願っていくわけですけれど

も、夜間の場合にはどのようにされていくのか、そういうような具体的なものまで

いろいろと話し合われているのかどうか、その辺について再度お伺いいたします。 

町長（中沢君） 飯田市における女性が感染したことに対しましては、現地の保健所、

あるいはまた県は終日２４時間体制を整えて指導に当たっているところでもござい

ます。そういう状況のときには常に２４時間体制ということを念頭に置き、万全を

期してまいりたいと思います。以上でございます。 

１２番（柳沢君） 今、町長の方からご答弁があって、２４時間体制でそれに対応し

ていくというようなお考えであること、これは町民の皆さん方も本当に安心ができ

るのではないかということで、行政の信頼もまたひとつ高まっていくのではないか

と思います。そのようにやっていっていただきたいと思います。 

 新型インフルエンザの対策行動計画というものは私もわかっておるわけです。そ

ういう中で、それを本当に実効性あるものにしていくというふうにしていただきた

いと思います。私の今回の質問は、森林の問題とインフルエンザ、大事な問題であ

るので質問をいたしたわけですけれども、町民が安心できるような行政対応をとっ

ていかれるよう願いまして私の一般質問といたします。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後２時３０分～再開 午後２時４１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、６番 入日時子さんの質問を許します。 

６番（入日さん） １．子育て支援について 

 イ．チャイルドシートのリサイクルを 

 チャイルドシートの着用が義務づけられてから今年で１０年目になります。先日、

全国の使用率は５４．８％と発表がありました。チャイルドシートはゼロ歳から１

歳用と、１歳から６歳用と、最低でも２種類が必要です。費用も５万円から２万円

という高額で、子育て世帯にとっては大変な出費です。それらがネックになり、使

用が伸びないのではないかと思われます。過去にもチャイルドシートのリサイクル

の質問があり、町も広報などで呼びかけましたが、始まったばかりでリサイクルに

出す人はあまりいませんでした。取り組みから１０年が経過し、チャイルドシート

が不要になった家庭も多いと思います。ごみの減量や子育て世帯の応援のためにも

取り組む必要があると思います。家庭で不要になったチャイルドシートを寄附して
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もらい、リースできないか、お聞きします。 

 ロ．出産祝金について 

 坂城町も今年度から第３子の出産祝金を３万円に増額し、出生率向上や子育て支

援に努力しています。若いお母さんたちに意見を聞くと、出産費用が高い、子育て

にもお金がかかる、夫の残業がなくなり、収入が減って困っていると言われました。

青木村のように第１子３万円、第２子５万円、第３子１０万円と多く出せればよい

のですが、財政難の中、そんな無理は言いません。せめて今、第１子、第２子に１

万円のところを第２子を２万円にできないか。昨年、第２子の出生は４７人だった

そうです。５０万円ほどの予算で対処できます。若年世帯は不況で収入が減って困

っています。ぜひ増額し、子育て世帯を応援してほしいと思います。出生率向上の

ためにもほんの少しの努力ができないか、お聞きします。 

 ハ．待機園児について 

 不況で夫の収入が減り、母親も幼い子供を預けて働かなければならない状況があ

ります。今、各保育園では待機児が１０数名いると聞いています。特に２歳児は、

どの園もいっぱいで、希望しても断られてしまいます。町は定員より１割ぐらいオ

ーバーしても受け入れるように指示していますが、今でも１～２歳児６人、３～４

歳児２０人、５歳児３０人を１人で受け持ち、子供の数からいっても幼児という点

でも小学校の先生よりきついと思います。定員オーバーでの対応でなく、保育士を

増やし、待機児を出さない努力をすべきだと思います。今後どのように対応するの

か、お答えください。 

 ニ．乳幼児医療費無料化の拡大を 

 この問題は何回も取り上げられ、町長も「自主財源が３０％の町村が中学生まで

無料化しているのに、６０％の坂城町ができないことに矛盾を感じる」と答弁して

います。限られた財源をどう使うかは首長の姿勢次第だと思います。町長がやる気

があれば医療費無料化の拡大はできるはずです。長和町のように高校生までのとこ

ろも増えてきました。軽井沢や立科町も中学生までです。上田市も入院は小学校６

年生まで無料です。小学校に入るとけがも多くなり、インフルエンザなどの集団感

染にもかかりやすくなります。せめて小学校３年生までの拡大はできないか、町長

に答弁を求めます。 

 ホ．学校の備品について 

 小中学校は義務教育で無料のはずですが、運動服や上履き、算数セット、リコー
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ダー、ピアニカ、給食着、書道セット、辞書などいろいろ買わなくてはなりません。

その他学年費や給食費など毎月かなりお金がかかります。特に算数セットは短期間

しか使わず、全員が買う必要があるのか疑問です。要らなくなった算数セットを寄

附してもらい、不足分だけ補充するなど学校の備品としてそろえるべきだと思いま

す。給食着も最初のころは当番分だけ学校に用意してあり、交代で使用し、家庭で

洗って返すようにしていましたが、いつの間にか個人で買いそろえるようになりま

した。リコーダーやピアニカも小学校でしか使いません。不要になった家庭も多い

と思います。ごみとして捨てるより寄附してもらい、備品として学校でそろえ、口

の部分だけ個人で買うようにしたら費用もあまりかからないと思います。「もったい

ない」が世界の流行語になっている現在、昔の人に学び、有効活用することが大事

だと思います。町として、もったいない精神を発揮した取り組みができないかお聞

きします。子育て支援については、今まで何人もの人が質問しておりますので、細

かい説明は結構です。答弁は簡潔にお願いいたします。 

住民環境課長（塩澤君） 私からはイのチャイルドシートのリサイクルについてお答

えをいたします。 

 チャイルドシートにつきましては、ご案内のとおり平成１２年４月１日に施行さ

れました道路交通法の改正により、６歳未満の幼児を車に乗せる場合に、その使用

が義務づけられたところでございます。町では不要になりましたチャイルドシート

を登録をしていただき、譲り受けを希望する方に斡旋するというチャイルドシート

リサイクル制度を実施いたしております。 

 この制度の概要ですけれども、譲り渡しを希望する方から私ども住民環境課へ連

絡をいただき、メーカー名、製品名、購入年月日、有料か無料かと、そういった譲

り渡しに当たっての条件ということをお知らせをいただいております。それから、

町では譲り渡し希望者ということで登録をした上で「広報さかき」を通じまして譲

り受け希望者を募集をすると、そういった制度でございます。譲り受けを希望する

方には住民環境課を通じまして登録者と直接交渉をしていただき、リサイクルの推

進を図っていくと、そういったものでございます。 

 なお、広報紙等に掲載後、６カ月を過ぎても譲り受けの希望者がいない場合には、

登録を抹消しているということでございます。 

 ご質問ですが、チャイルドシートを寄附してもらい、レンタルできないかという

ことでございますけれども、寄附を受けたチャイルドシートの安全性の確認ですと
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か、品質の保証、それから、トラブルが発生しないような対応、そういったことが

必要となってまいります。町といたしましては、現行制度の活用を推進してまいり

たいというふうに考えております。 

福祉健康課長（中村さん） ロの出産祝金についてお答えいたします。 

 平成２０年度の出産祝金につきましては、１１２人の方に１万円の商品券を支給

いたしました。１１２人の内訳は、先ほどお話ありましたように、第１子が４７人、

第２子が４７人、第３子以降が１８人という状況でございます。 

 ご提案いただきました第２子にも増額して２万円をということでございますが、

第３子への増額、本年度から３万円になったことでありますので、本年度から３万

円ということを実施しましたので、近隣の市町村の動向にも考慮しながら今後状況

を見てまいりたいと考えております。 

 次に、ニの乳幼児医療費の年齢拡大をにつきましてお答えいたします。 

 福祉医療費支給制度につきましては、支給対象になる区分を乳幼児、障害者、父

子、母子等に分けて所得や年齢要件等がございますが、医療費の自己負担分への助

成を行い、福祉の増進を図るものでございます。町では乳幼児医療費について平成

１８年度に所得制限を廃止すると同時に、小学校就学前までを対象とする年齢の拡

大を行ったところでございます。 

 ご提案いただきました年齢を拡大することにつきまして、家庭への負担軽減と親

が安心して子育てできる環境につながるとは存じますが、財政面から将来にわたっ

て持続可能なものでなければならないと考えるわけでございます。今後の経済情勢

にもよりますが、町の財政状況等を考慮して対応してまいりたいと考えております。 

子育て推進室長（中沢君） ハの待機園児についてお答えします。 

 当町では、児童福祉法に規定する待機児童、いわゆる保護者の就労等により保育

に欠ける家庭の入所を希望する児童については、現在いない状況でございます。福

祉健康課等の窓口にご相談される方は、このところの不景気で世帯の収入が減少し

たために、お母さんが働いて収入増加を図るため保育園に預けられれば仕事を探し

たいという場合で、実際には保育園に入所できる基準には該当しない方でございま

す。一応入所希望があるということで、お名前等はお伺いしております。特に３歳

未満児のお子さんの入所希望でございます。 

 児童の受け入れを決めるクラス数については、園の定員もありますが、毎年１１

月に翌年度の申し込みを受け付け、その申し込み状況でクラス数が決まってまいり
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ます。未満児のクラスもこのときの申し込み状況で決まってまいりますので、それ

以降に申し込みのあった児童については、定員がいっぱいの場合には一時保育によ

り対応できる家庭は一時保育を利用していただいたり、祖父母などで保育をしてい

ただける方がいる場合は、家庭での保育をお願いしております。年度の途中で入所

希望のある方、出産を控えている方にも、あらかじめクラス数を確保するために申

し込み受け付け時に申請をお願いしております。それ以外の保護者が病気で緊急入

院されたとか、お母さんが働きに出なくてはならなくなった場合などは、各園と協

議の上、国の保育士配置基準を下回らない範囲において入園できるよう配慮してお

ります。 

教育次長（塚田君） 私からは学校の備品についてご答弁申し上げますが、学校の備

品につきましては、比較的長期にわたって使用が可能な物品であり、また児童生徒

が学年を通じて共同で使用できる高価なもの、あるいは耐久性のあるものとして、

楽器類、教材、机、椅子などが備品として多く備えられているところです。 

 ご質問の子育て支援の立場から小学校の算数セット、リコーダーやピアニカ、給

食着、運動着など個人で購入するものは最低限度備品として学校で備えることはで

きないかというご質問でございますが、算数セットにつきましては、使用する学年

の時間数が多く、各小学校で常時１００セット以上の数が必要になってきておりま

す。特に１年生の授業での使用頻度が極めて高く、３年生まで使用いたします。細

かいセット内容のために紛失時などの対応として維持管理が困難であり、消耗品的

な性格でもあるため、学校管理としての備品対応としては困難な状況にあります。 

 またリコーダーやピアニカについては、ふだん家庭での練習、また口にするもの

であるという観点から衛生上、個人持ちとするのが妥当であるというふうに考えて

おります。高学年で使用した、いわゆるお下がりの利用も新１年生に用意すること

も考えられますが、整備にかかる費用や他人の使用したものということで、再利用

について敬遠をされる状況にもあります。 

 また給食着等につきましても、低学年につきましては、着用したまま食べるとい

う体制になっておりまして、きれいに使う児童、汚してしまう児童など、個々の使

用頻度も均一ではありませんで、さらに高学年になるに従って個人の成長に応じ、

買い替えることも必要なので、サイズや数などにおきましても学校で対応すること

は経費の負担面、その性格上、備品としてはなじまないものと考えるところであり

ます。 
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 児童の発達段階におけるしつけという面から考えますと、自分のものをはっきり

認識させ、自分で管理することができるようになることが学校での学習習慣や家庭

習慣の基礎となり、集団生活における社会情緒を養う面でとても重要なことである

と考えます。そのために個人で購入し、管理することを通じて物の大切さを知るこ

とも子供たちにとって大切な教育の一環であると思います。いずれにいたしまして

も、児童生徒が専属で使用するもの、これらにつきましては、個人での対応が必要

であるものと思います。以上です。 

６番（入日さん） チャイルドシートについては、１２年度から広報で記載されて

「譲りますコーナー」を出しているんですが、私も広報を見ましたけれども、今ま

で３回ほど記載されただけなんですよね。それ以後記載がないんですが、というこ

とは譲りますという人も譲り受けたいという人もいないということでしょうか。 

 それから、出産祝金については今年度第３子を上げたばかりで、今の経済状況で

はちょっと無理だと。今後の経済状況を見てからということですので、ぜひ早目に

取り組んでいただきたいと思います。 

 待機児については、現在、仕事を探している人ですよということでしたが、ゼロ

歳児については６カ月になったら預けたいという人も何人かいるわけです。仕事を

探している人ももちろん、４人いるとは聞いていますが、そのほかに６カ月になっ

て預けられる月数になったら預けたいという人も何人かいるわけですよね。そうい

う人の対応を、今年の１０月に来年度の募集があるから、それまで待ってください

というのではなくて、やはり状況に応じて柔軟に保育士さんも増やすことで対応で

きないかということを再度お聞きします。 

 乳幼児の医療費については、今後の経済状況を考慮して対応するということです

が、非常に坂城町の場合は、国、県の基準内でやっていて、町独自の施策というの

が非常に少ないんですよね。そういう意味でも、もうちょっと考えられるのではな

いかと、そんなふうに思います。 

 それから、先ほどリコーダーやピアニカは個人で使用するからというので言われ

ましたが、口だけは個人でそろえても本体は学校で備品として置くようにならない

かということを私も質問しているのであって、非常に子供の貧困の格差が広がって

きています。 

 今はもうないんですが、前に長崎県の香焼町という、今は長崎市と合併してない

んですが、そこは本当に町長さんが子供の貧困格差を生ませないということで運動
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着とか修学旅行の費用まで無料にしたという、本当に義務教育はすべて無料だとい

う国の憲法の精神を実現したすばらしい町があったんですが、そういう意味でも、

確かに個人で負担して当然だというのがあるかもしれませんけれども、学年費だと

か給食費だとか、あと非常に不思議だと思うのは、卒業のときに学校の記念品を残

すために積んでいく学年費なんですよね。そういうのも本来なら記念品を残させる

のではなくて、そういう必要なものは、もちろん自治体が学校の設備としてそろえ

るべきだと思うんです。そういうように自治体がお金がないからということで、す

べて家族の個人負担にしてしまっている、そういうところがやはり、もうちょっと

憲法の精神に立ち返って無料だという、そういうことをどのくらい認識して、そう

いう貧困を生まないためにどのような対策をとるのかということを私は聞いている

のです。そういう意味で再度答弁をしていただきたいと思います。 

 それから、これからの若い世代は、やはり暮らしやすい施策のある町に移動しま

す。青木村なども子育て世代に非常に力を入れていて住宅の整備などもあり、若い

世帯の定住者が増えていると聞いています。若い人たちから坂城町に住みたいと思

ってもらえるためにも子育て支援をどう進めるか、再度答弁を求めます。 

議長（春日君） １問１答ではございますが、幾つかの質問が出ましたので、順次答

弁をいただきたいのであります。 

住民環境課長（塩澤君） チャイルドシートにつきましては、譲り受けを希望される

方からの問い合わせ、これは若干あるわけでございますけれども、譲り渡し希望者、

こちらの方がほとんどいないというのが実情でございます。 

福祉健康課長（中村さん） 乳幼児医療費の年齢の拡大をということなんですけれど

も、乳幼児医療費につきましても１８年度に年齢を拡大しております。財政の面か

ら、先ほども答弁しましたけれども、将来にわたって持続可能でなければ、今年だ

けやって財政が厳しくてということもありますので、今後の経済情勢を考えて対応

してまいりたいと思います。 

子育て推進室長（中沢君） 未満児の入所について、特にゼロ歳児の受け入れについ

てのご質問でございますけれども、３園の今後の途中入所の状況について若干申し

上げますけれども、６月以降の入園の申し込みが３園トータルで１３名おります。

南条では８名、うちゼロ歳児が４名、１歳児が１名、２歳児が３名でございます。

坂城３名でございます。１歳児１名、２歳児１名、年長１名。村上では１歳児が２

名、今後入所されてくるということでございます。 
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 入所の月につきましては、６月の途中から入る方、７月あるいは１２月あるいは

翌年の３月ということのように来年３月まで既に入園申請されて預けるということ

で子育てをされている家庭がほとんどでございます。 

 以上のような形の中で１１月あるいは年度内に翌年度の出産を控えている方につ

きましては、申請をいただくように広報等あるいは保健センター等を通じて普及広

報を図っているところでございます。 

教育長（長谷川君） いろいろな教材等の個人負担のことにつきまして、今ご質問を

ちょうだいしたわけでありますけれども、その中で卒業記念品というようなお話も

出ましたけれども、保護者の皆さんが自主的に進めてくださっているものと、そう

でないもの、学校でお願いをしているものとではちょっと区別をしていただければ

ありがたいなと思います。卒業記念品等について、こういうものが欲しいとかとい

う希望をどうでしょうかという話があればすることもございますが、町として、あ

るいは学校としてお願いをしたというような経過は今までないというふうに私は思

っております。 

 それから、給食費につきましてもそうですが、ご存じだと思いますけれども、給

食にかかわる費用の半分は町が施設であったり人件費であるという形で負担をして

おりまして、給食費は食材を購入する費用が給食費としていただいている部分であ

ります。給食は今、学校教育の一環としてやっているんですけれども、修学旅行も

そうなんですけれども、果してそれは憲法で決まっている義務教育は無償であると、

その義務教育の中の文部省で定めた学習指導要領の中には入っていない問題であり

ますので、これについて私はそれを無償にすることが果して憲法の精神であるのか

ということはちょっと疑問のようにも思っております。 

 また学年費につきましても、なるべく保護者の負担が少なくなるように各学校で

努力をしていただいております。ピアニカにしましても、そういうことについてひ

とつ私の記憶として思い当たるのは、まだ教職にあったころ、ＰＴＡのバザーでそ

ういう不用品をお互いに交換しようじゃないかということを計画しまして、そうい

うバザーのコーナーをつくったんですけれども、実際には材料の提供はいただきま

した。だけども、やはり使い古したものはお買い求めいただけなかった、こういう

現状もございます。ピアニカについても１年生から６年生まで６年間使って、そし

て自分の小学校での学習の記録として持っているのもまたひとつだと思いますし、

それ以上、また１年生まで戻して使うだけの耐久力があるかも検討する必要がある
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かなとも思います。 

 ただ、おっしゃっている精神としては保護者の負担がなるべく少なくなるように

努力すべきだということについては十分考える必要もありますし、当然のことであ

りますので、いろいろなところで、どういうふうに保護者の負担が軽減できるかと

いうことについては、今後学校とも協議をしながら進めてまいりたいと思っており

ます。以上です。 

６番（入日さん） チャイルドシートについては譲り受け希望者はあるが、譲り渡し

の希望者がいないということでしたが、ずっとこのところ広報にも載っていなくて、

１２年度の当初のときはそういうコーナーがあったんですが、そういうコーナーが

あることも知らない人が多いのではないかと。そういう意味で再度そういうコーナ

ーがありますということを広報などでＰＲしていただきたいと思います。 

 それから、学校の記念品については強要はしていないと言われましたが、私の子

供が小学校に行っていたときに学校の方からこういうものを記念品に欲しいんだと

いう内々の要求がありまして、それを買ったという記憶がずっとあるので、今もそ

うかなと思ったんですが、子供たちが手づくりで何かをつくったりとか、あるいは

花壇をつくったりとか、そういう記念品なら私は非常に結構だと思うんです。だけ

ど、今年はテントが欲しいんだよと、あるいは紅白幕が欲しいんだよという、そう

いうおねだり的なものがあるとすれば、それはやはりいけないんではないかと。そ

ういうことを再度言っておきます。時間がないので、それはその程度にしておきま

す。 

 ２．健康な長寿社会のために 

 イ．特定健診について 

 ４０歳から７４歳の生活習慣病やメタボ対策として特定健診が義務づけられまし

た。受診率が６５％以下だとペナルティーがかけられます。受診率を上げるには個

人負担を安くすることが必要だと思います。長野市、上田市、千曲市、東御市など、

ほとんどの市は個人負担が１千円です。青木村は１，５００円、長和町は無料です。

坂城町は集団健診２，５００円、個人健診は２，６００円と他町村と比べても非常

に高いと思います。その理由は何でしょうか。答弁を求めます。 

 ロ、歯科健診について 

 先日、信毎健康フォーラムが坂城町の文化センターで開かれ、虫歯と歯周病につ

いて講演がありました。８０２０運動もあるように、健康で長生きするためには自
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分の歯で食べられることがとても大切です。乳幼児や小中学生は歯科健診がありま

すが、大人になると虫歯になってもなかなか治療に行かず、ひどくしてしまいがち

です。特に４０歳台からは歯磨きをきちんとしないと歯周病になりやすく、中高年

の８割以上が歯周病にかかっているそうです。また歯周病菌は糖尿病や心筋梗塞、

認知症、がん、肥満などさまざまな病気を引き起こしたり、悪化させる原因にもな

っています。８０２０推進財団では「体の健康は歯と歯茎から」というパンフレッ

トを出し、啓蒙活動を行っています。私も戸倉の歯医者さんに行って初めて正しい

歯の磨き方を実施していただき、覚えることができました。それ以後、歯茎が腫れ

たり血が出ることもほとんどなくなり、正しい歯の磨き方の重要さを実感していま

す。８０２０運動に沿い、４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の節目に歯科健診を

５００円で行う自治体が増えてきました。節目健診を行うことにより歯周病予防が

できると思います。坂城町も高齢が進み、今後ますます医療費が増えると予想され

ます。医療費を増やさないためにも早期発見、早期治療は最も有効な手段です。誰

もが健康で長生きしたい、そんなささやかな願いに応えるためにも歯科健診が必要

だと思います。前向きな答弁をお願いします。 

 ハ．脳ドックについて 

 先日、福祉健康課から出された資料に、がんや脳血管疾患の医療費が増え、多い

人は１カ月４００万円を超えたとありました。年々がんや脳血管疾患の患者が増え、

高度医療のため医療費も多額になります。また脳血管疾患は後遺症があり、本人や

家族はリハビリでとても苦労します。特に今は治らないうちに退院させられたり、

リハビリを打ち切られたりと医療難民を生み出しています。よくお年寄りと話をす

ると「人の厄介になりたくない。ぴんぴんころりと死にたい」と言われます。誰も

が長く病んだり人に迷惑をかけることを恐れています。特に脳血管疾患の場合は寝

たきりになることも多いと聞きました。早期発見、早期治療は重病人をなくす一番

の早道です。高額医療費の抑制にもなり、まさに一石二鳥にも三鳥にもなります。

上田市や長野市など脳ドックに１万３千円から１万５千円の補助を出す市町村も増

えてきました。この問題は５年前にも質問され、今後の課題としたいと答弁されて

います。５年間十分検討されたことと思いますので、長寿社会を見据えた誠意ある

答弁を期待しています。 

 ニ．人間ドック補助金について 

 ２０年度から社会保険の加入者は補助金が廃止されましたが、町内の小さな企業
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や事業所などに勤めている人はドックの補助金がないところがほとんどです。坂城

町のキャッチフレーズ「ものづくりと安らぎのまち」を確かなものにし、健康な長

寿社会をつくるためにも国保加入者だけでなく、補助金が出ない社会保険の加入者

や家族にも補助金制度を適用してほしいと思います。１度廃止したのだから復活で

きない、町民の負担が増えるという答弁ではなく、住民の命と健康を守る自治体の

仕事の本旨に立った答弁を求めます。 

町長（中沢君） 入日議員のご質問、特定健診について答弁申し上げます。 

 活気ある元気なまちづくりには、町民一人一人が健やかであることが大前提でご

ざいます。町施策の大きな柱のひとつとして健康づくりの推進を挙げ、保健センタ

ーを中心に健康づくり計画、すこやか坂城２１に基づきましてさまざまな健康づく

り事業を展開しているところでございます。妊婦健康検査や乳幼児健診の充実、特

定健康診査、各種がん検診の受診率の向上、健康づくり講演会や健康教育による健

康意識の普及啓発などを中心に据えまして幅広い世代を対象に健康づくりを進めて

いるところでもございます。 

 平成２０年度からは各医療保険者に特定健康診査の実施が義務づけられたわけで

ございます。４０歳から７４歳までの加入者に対しては、特定健康診査が実施され

ているところでもございます。町は国民健康保険加入者を対象に集団、個別、人間

ドックの３方式で特定健康診査を実施しております。受診勧奨を繰り返し行う中で、

４２．８％の受診率でございます。３５％の目標に対してそれなりの成果を上げて

いるところでもございます。今後はますます健康づくりの重要性が高まるという観

点から、将来を展望し、いろいろ住民のニーズに沿った健康づくり事業を展開して

まいりたいと考えております。 

 各種の健診に係る負担額についてのお話もございました。各種その内容がいろい

ろございます。同一ではございません。それぞれ起因する原因もあるわけでござい

ます。できるだけ、より充実させてまいりたいなと考えておりますが、個別の問題

につきましては、福祉健康課長の方から答弁させます。以上でございます。 

福祉健康課長（中村さん） ご質問の特定健康診査の自己負担金につきましては、平

成２１年度集団健診は心電図を含んで２，５００円、個別健診は心電図が含まれて

おりませんが、２，６００円と設定して現在実施中でございます。県下市町村の状

況を見ますと、自己負担金を１千円から２，５００円程度に設定している市町村が

多いわけでございますが、当町は検査項目に心電図を含めて実施しており、心疾患
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の予防により力を入れているわけでございます。町では長年、健診料金の約半分を

受診者に自己負担していただき、残り半分を町が負担するという形で実施してきて

おります。特定健康診査につきましては、受診率の向上を目指して集団健診の場合

は健診項目に心電図を含む形で健診料金の約３５％を受診者負担とし、残り６５％

を国、県、町の負担としております。また個別健診の場合も約３５％に当たる

２，６００円を自己負担とさせていただいております。ただ、個別診査の場合、心

電図が含まれていないため、心電図実施の場合は自己負担率が上がってしまう状況

でございます。 

 次に、ロの歯科健診の実施についてでございますが、健康増進法により胃、肺、

大腸、子宮、乳房のがん検診の実施とともに骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診、歯

周疾患検診の実施に努力するよう定められております。町では年次を追うごとに町

民の皆様の要望に応え、健診制度の充実や受診率の向上を図るべく、肺がん検診の

ＣＴ化、マンモグラフィー検診、前立腺がん検診、骨粗鬆症検診の導入、子宮がん

の個別検診の実施等を行ってまいりました。歯科健診につきましては、現在、乳幼

児を対象とした歯科健診、歯科指導の充実を図っており、ここ数年は乳幼児の虫歯

罹患率が低い傾向となるなど効果を上げております。しかし、成人を対象とした歯

周疾患対策は現在のところ年数回の健康教室を実施している程度の現状でございま

す。歯や口腔の健康管理は、長寿社会を迎えた今日、大変重要な健康課題であるこ

とは言うまでもございません。今後、町内歯科医師の先生方のご指導をいただく中

で検討してまいりたいと考えております。 

 次に、ハの脳ドックに補助金をということでございますが、現代は高血圧、高血

糖、高脂血症が増大し、さまざまな疾病を引き起こす要因とされております。この

中で高血圧は脳細胞にも大きく影響し、生命にかかわる重大な疾病を引き起こすと

言われております。脳疾患の予防に脳ドックの健診は効果が高く、年々受診者が増

加していることも事実でございます。近隣の状況を見ますと、上田市が補助事業と

して一律１万３千円を制度化しておりますが、千曲市、東御市は、まだ補助制度が

整っていないという状況でございます。町は健康づくりを推進する立場からも大き

な課題であると認識しており、今後検討させていただきたいと考えております。 

 次に、ニの人間ドック補助金についてでございます。 

 平成２０年度の医療制度改正により、従来の基本健康診査から生活習慣病の改善

を目的とした特定健康診査の実施を各医療保険者に義務づけております。町は国民
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健康保険加入者に対する受診を積極的に勧奨し、その受診率の向上に努めておると

ころであります。平成２０年度における特定健診の中には、人間ドックの受診者、

３時間ドック２２３人、１泊６５人が含まれております。 

 社会保険加入者家族へ補助をということでありますが、各医療保険者に特定健診

が義務づけられたことに伴い、平成２０年４月から補助制度を廃止いたしたもので

ございますので、ご理解をいただきたいと存じます。以上です。 

６番（入日さん） 坂城町の健康スクリーニングなどを見ましても、大体町の補助が

半額だと、半分は町が補助しているというのは私も知っております。先ほどの心電

図を、集団検診では心電図が入って２，５００円だと。だけど個別健診では心電図

が１，５００円とられて、合わせると４，１００円になってしまうんです。長和は

心電図なんかはしないんですが、公民館でやると無料だとか、立科、軽井沢なども

無料というようなところもあるわけです。やはり何を重点に町の施策としていくか

と。ばらまきはできないよと。町長も、財源が限られているので、ばらまきはでき

ないよと、よく答弁でおっしゃいますが、これからやはり高齢に伴って医療費の伸

びをどうやって抑えるかという点では非常にそういう予防というのが大事になると

思うんです。 

 政府が推し進めた介護保険や後期高齢者医療制度は、お金のない人からも保険料

を取り、医療や介護サービスも制限されるなど、長寿社会と逆行し、長生きを喜べ

ない日本社会にしてしまいました。しかし、長年働き、年をとれば体も傷んできま

す。旧沢内村の深沢村長や佐久の若月院長が進めた予防医療は、健康な長寿社会を

つくり、高額医療費を減らし、自治体の医療費負担を大幅に減らしたことは既に実

証済みです。上山田日赤がなくなり、地元に緊急病院がないということで、多くの

町民は今大きな不安をかかえています。だからこそ予防に力を入れた取り組み、大

病をさせない、早期発見・早期治療の体制づくりが必要だと思います。やすらぎの

まち坂城、町民がそれを実感できる施策を実現するように再度町長の答弁を求めま

す。 

町長（中沢君） 広範な面で先ほどからいろいろ質問をいただいているわけでござい

ます。高齢者あるいは子供の医療費等々のお話もございます。そういう中で予防し

ていくこと、これがいろいろと医療費の削減に通じていることも事実でございます。

国では一般的にはいろいろな診療に対する補助制度もあるわけでございます。それ

がひとつの国、県の責任かと。それにあわせて各町村でということでもございます
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が、それぞれみんな頑張って働いておられ、それなりの収入も得ているわけでござ

います。そういう中で、できるだけ健康づくりには最大の意を用いて頑張ってほし

いなと、こんなふうに請い願うところでもございます。町といたしましても、でき

るだけのことはしてまいりたいと、こんなふうに考えております。以上でございま

す。 

６番（入日さん） 先ほどひとつ言い忘れましたが、結核レントゲンと特定健診を一

緒に組み合わせてできないかということをお聞きしたかったんですが、時間がない

ので、今後の検討課題としてぜひ取り組んでいただきたいと思います。 

 ３．消防団員確保のために 

 イ．事業所への援助について 

 過疎化や少子化に伴い、消防団員が全県的に減少し、その対応として県は消防団

活動協力事業所応援減税を実施し、今年３月で終了のところ、２３年度まで延長さ

れました。資本金も１千万円以下から３千万円以下と緩和され、対象となる企業も

増えると思います。消防団活動協力事業所応援減税が発表されたとき、消防団に入

っていた息子は２人以上でなく、１人からにしないと適用になる会社が少なく、意

味がない。現場を知らな過ぎると言って怒っていました。特に坂城町のように小さ

な会社が多いところは消防団員が２人以上という規定に当てはまる事業所は少ない

と思います。今、町の小さな会社は仕事がなく、本当に困っています。週休３日や

４日というところもあります。このまま仕事がない状況が続けば「工業の町坂城」

というキャッチフレーズも消えてしまいます。坂城町の実態にあわせ、消防団員が

１人でもいれば事業税減税を実施する施策をぜひとってほしいと思います。町長の

英断ある答弁を求めます。 

 ロ．出動交付金について 

 規律や総合防災訓練、ポンプ操法大会、出初式には出動交付金が支給されるが、

火災や行方不明者の探索には全く支給されません。勤務先によっては欠勤扱いにな

ったり、忙しくて職場を抜けられない状況もあると思います。事業所に出動協力金

のような形で交付すれば事業所も快く消防活動を優先するような体制がとれるので

はないでしょうか。それにより消防団員も気兼ねなく消火活動や捜索活動ができる

と思います。消防団員が少ない現状があり、一人でも多くの人が消防団活動に参加

できる体制づくりが必要だと思います。消防団活動をバックアップする協力金への

取り組みについて答弁を求めます。 
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 ハ．団員確保と地域防災組織について 

 消防団員確保のために町も企業に協力をお願いしたり、広報などでＰＲしていま

すが、地元に残る青年が減少しており、団員確保に苦慮しています。今年は久々に

４人も入った分団もあり、とてもうれしく思っています。団員が勧誘にいっても親

がその場で断ってしまい、本人と話ができないとこぼしていました。今後、消防団

員確保にどのようにしていくのか。分団任せではなく、町としてどう努力するのか

答弁を求めます。 

 今後、認知症による徘徊なども増えると思います。行方不明者の捜査は見つかる

まで続けられ、１日で終わらないときもあります。勤めていれば何日も休めません。

町の有線などで協力を呼びかけ、町民の協力を得ていますが、各地区には自主防災

組織もあります。捜索が長引く場合は地域の防災組織にも呼びかけ協力してもらい、

消防団員の負担を軽減できる体制がとれないかお聞きします。 

住民環境課長（塩澤君） 消防団員確保のためにということで、３点ほどご質問をい

ただいております。 

 最初に、事業所への援助についてということでお答えを申し上げます。 

 消防団員の減少や、いわゆるサラリーマン団員の増加に伴い、地域における消防

力の低下が危惧されていることから、消防団が活動しやすい環境整備を促進するた

めに、長野県では消防団の活動に協力する事業所等を応援する県税の特例に関する

条例を制定をいたしまして、消防団活動に協力している事業所等を事業税の減税な

どにより支援をしておるところでございます。町におきましても、同様の趣旨から

坂城町消防団協力事業所の表示制度というものをつくっております。県の減税措置

を受けるためには、要件としまして市町村の消防団協力事業所として認定されてい

ること、それから消防団員を２人以上雇用していることというようなことで、４点

ほどの要件が必要となっております。 

 ご質問にもございましたけれども、今までは従業員２人以上ということで、その

対象にしておるわけでございますけれども、要件の緩和ということで、本年４月１

日から緩和が図られまして、事業主あるいは役員である消防団員についても団員数

に算入することができるようになったということでございます。ご質問では１人以

上にというお話でございますけれども、２人以上という中に、そういった認定要件

の緩和もございますので、個人事業所等におきましては、そういった事業主あるい

は役員等の方も消防団員数に算入することができるようになったということでござ
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います。 

 それから、出動交付金についてでございますけれども、現在、支給要綱に基づき

まして、その支給範囲を各種訓練、それからポンプ操法大会及び出初式、それとそ

の他団長が認めた出動という定めがございます。火災や不明者の捜索出動について

は、３番目の要件に当てはまるということも可能と考えますけれども、予算の範囲

内での支給ということでございます。現状では火災等の出動までは対応いたしてお

らないのが実情でございます。また団員の勤務時間中等の消防活動に対しまして、

消防団長名で出動証明書を交付しまして、団員が欠勤扱いにならないよう、企業に

協力をいただいておるという状況でございます。 

 協力金というご質問でございますけれども、こういった出動証明書ということで、

できるだけ企業の皆さんにご協力をいただけたらというふうに考える次第でありま

す。 

 それから、ハの団員確保と地域防災組織についてでございますけれども、ご案内

のとおり、消防団員がどこの地区も不足しておるということの中で、団員確保の取

り組みとしましては、行政協力委員会等に協力を依頼しまして、地元の区にも多大

なご協力をいただいているということでございます。また各分団では勧誘パンフレ

ットの配布、ポスターの掲示等を行いまして団員確保に努めているところでござい

ます。地域内の同級生等が消防団に入っている、あるいは入るというようなことに

なりますと、また新たな確保につながっていくということも多いわけであります。

地域を地域の青年が守るという、そんな姿をご家族の皆さん、あるいは地域の皆さ

んにも支えていただきたいというふうに存じます。 

 いずれにいたしましても、消防団の勧誘には地元区、企業等の皆さん、あるいは

自主防災会の皆さん、そういった皆さんのご協力が不可欠でありますので、今後と

も、より一層の力強いご支援をお願いしたいというふうに存じます。 

６番（入日さん） 出動交付金については、予算があるのでということでしたが、緊

急出動に対して幾らかなりでも企業の方に、もし協力金という形でやれれば、企業

の方も仕事が忙しくて外せないようなときも「ちょっと、おまえ、火事になったか

ら早く飛んでいけ」というような、そういう声かけができるのではないかと。そう

いうことを期待して、できればそういう取り組みができないかなというお願いなん

です。 

 それから、先ほど区にも協力してもらっているということでしたが、実際に勧誘
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に行くと、親がその場でうちの子はだめというふうに断ってしまって、それが一番

頭に来るというので、区の行政協力員ももちろんですが、その人たちに言って区会

や何かでも、そういうことでなくて、先ほども言いましたように地域で守っていく

ということで、ぜひともお子さんがいたら入ってもらえないかというような呼びか

けをしていただきたいと思います。消防団はいろいろな年齢や職業の人がいるので、

交流する中でお互いが成長できる貴重な場所です。また役場の職員の採用条件に消

防団に入団して活動するということを明記してあるのかどうか。もしなかったら、

ぜひ明記して活動して地域のボランティアとして活躍していただきたいと思います。 

 時間になりましたので、これで終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後３時４０分～再開 午後３時５１分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 ここで会議時間の延長を申し上げます。 

 本日の会議時間は、本日の議事日程が終了するまで、あらかじめ会議時間を延長

いたします。 

 次に、１番 田中邦義君の質問を許します。 

１番（田中君） 最近の町内における動向と町の対応など３項目の質問を行いますが、

時間の制約がありますので、質問も簡潔に行いますので、できる限りわかりやすく、

かつ簡潔にご答弁をお願いをしたいと思います。 

 １．経済危機による小中学生などへの影響と町の対応について 

 百年に１度の世界的な金融経済危機で町内企業や工場は受注が大幅に減少し、生

産活動が大きくダウン、この状態が既に約８カ月にも及んでおります。特にこの景

気の悪化では、派遣切りなど非正規雇用を中心に失業や休業など雇用の収縮が大量

に行われており、この結果、給与所得がかなり減少しております。この雇用収縮に

伴う所得の減少に関連して、町の動向等２点について質問を行います。 

 イ．生活保護の申請状況や町税等の滞（遅）納状況は 

 所得の大幅な減少で、昨年度の国民健康保険税の収納率は全国平均で約９割を切

るという過去最低となりそうでありますが、世帯主などの雇用調整が続く中、町内

における生活保護の申請の状況と住民税や固定資産税、国民健康保険税などの収納

状況及び町の対応について説明を求めます。 

 ロ．就学援助費の申請状況及び学校や放課後活動等の動向について 



 －７７－

 学用品代や修学旅行費、給食費など学校でかかる費用を町が支援する就学援助費

について、新学期に入ってから申請状況はどのように動いているのか。また、この

制度への引き合いや従来の動向との違いなども踏まえて説明を求めます。 

 また、保護者の失業や休業等に伴い、小学生が学校や放課後の活動あるいは生活

面などで、どのような変化が見られるのか、あわせて教育委員会や学校の対応につ

いても説明を求めます。 

 この不況の先行きが不透明で長期化が予想されており、経済的に恵まれない子供

たちが就学や進学の意欲が低いと言われております。こういう貧しさの世襲とでも

いう、こういう問題が社会問題として懸念されております。全国一斉の学力テスト

においても、就学援助費を受けている割合が高い地域の学校は平均正答率が低い傾

向にあると言われておりますが、このような世襲化を起こさない取り組みが望まれ

ます。教育長の決意もあわせて伺い、第１回の質問といたします。 

教育長（長谷川君） 田中議員さんからのご質問のロの就学援助費の申請状況及び学

校や放課後活動等の動向についてということについて、まずお答えをさせていただ

きたいと思います。 

 就学援助費の申請状況ですが、これは４月時点での状況でございますけれども、

結論的に申しますと、少し増えております。年度当初の就学援助費は４月末日まで

に学校を通して申請をしていただくことになっておりますが、ここ２年間を見ます

と、平成１９年が９８件、平成２０年が９０件、今年は１０１件ということで、一

昨年に比べて３件増という状況であります。経済危機の影響というふうに判断する

かどうか、ちょっとまだわかりませんが、６月の教育委員会で詳しい中身と審査を

行いますので、その中でどういうことで申請が行われたかということがわかります

ので、そこで判断させていただければというふうに思います。 

 これにつきましての町の予算措置についてでありますが、厳しい町財政の中であ

りますけれども、今年度の予算につきましては、教育委員会でお願いをしましたと

おりの額を認めていただきました。苦しい中で大変ありがたいなと思いますし、児

童生徒の育成を大事にしてくださっているなということで喜んでいる次第でありま

す。ほぼこの予算の中で対応できるのではないかという見通しはあるんですけれど

も、先ほどのお話のように今後の動向は全く流動的でありまして、できる限り保護

者の方の要望に沿うよう、今後も努力を続けていきたいなというふうに思います。 

 次に、学校とか放課後活動についての影響がどうかということでありますけれど
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も、給食費や学年費の納入等に支障をきたすということは想像できるわけですけれ

ども、まだそれが表に出てきているという状況ではないと思います。しかしながら、

こういう給食費や学年費等のことで学校の教育活動に支障が出たり、あるいは該当

する児童が寂しい思いをするようなことは絶対あってはならないということで、そ

ういうことについては十分配慮をし、保護者と学校との連絡を密にし、支障をきた

さないようにしていきたいと。場合によっては、途中から申請をしていただくとい

うような措置もとってまいりたいと思っております。 

 そのほか影響が出ていると考えられることにつきましては、外国籍の児童、これ

が昨年１２月時点では２０名を超える該当者がいたんですけれども、１月以降、本

国へ戻るという事例が５名ほどございました。これは経済危機の影響かなと思われ

ます。この外国籍児童の減少で、中学校では今年、日本語教室がいったんはできそ

うだったんですけれども、人数が減ってしまいまして認可されませんでした。あと

南条小学校と村上小学校にあります日本語指導教室は今年度は存続できるというふ

うに思いますが、今後、外国籍の児童の帰国等がありますと、この辺はちょっと懸

念される段階であります。 

 放課後児童教室に関しては、まだ特に問題を聞いておりません。報告いただいて

おりません。 

 最後に質問をいただきました貧困の世襲の防止の取り組みについてでございます

が、学校教育という場において、この問題にどう対応するかというのは、実は非常

に難しい問題であるかなと思っております。ただ、社会情勢がどうであろうと、学

校は児童生徒にきちんとした基礎学力をつけて生きる力を育む、そういう教育をし

っかりやっていく、計画的に進めていくことによって未来を背負う子供をちゃんと

育てていく、この任務をどういう状況であってもしっかり果たしていく、これが学

校の使命だと思いますし、そのためには目先のことに揺れ動くのではなく、しっか

り地面に足をつけた学校教育を推進していきたいと、こういうふうに思っておりま

す。以上であります。 

総務課長（宮下君） 町税の状況についてお答えをいたします。 

 主な町税につきまして、いずれも平成２０年度現年度課税分についての状況でご

ざいます。個人の住民税につきましては、課税額の合計であります調定額は８億

７，９１８万円、納入されました税の合計であります収入済額は８億６，０９７万

３千円となっております。これは前年度と比較しますと、収入済額で１，５８２万



 －７９－

６千円の増でございます。収納率、これは調定額に対する収入済額ですが、０．０４

ポイントの増、９７．９３％となっております。 

 次に法人町民税でございますが、調定額が４億６，６１０万６千円でした。これ

は前年度、平成１９年度と比較しますと、調定額で３億２６７万５千円の減となり、

収納率でも０．３６ポイント減の９９．４９％となっております。固定資産税は調

定額が１５億５，２１３万３千円、前年と比較しますと、調定額で１億７，３０７

万７千円の増でございます。収納率で０．５９ポイントの増、９８．０８％となっ

ております。 

 以上主な税目の収納状況を申し上げましたが、収納率を対前年度比で比較します

と、大変厳しい状況の中ではありましたが、町民の皆様のご理解とご協力によりま

して、法人町民税を除きまして前年を上回ることができました。 

 ご質問の滞納状況ということでありますと、収納率が上がったものにつきまして

は、若干ではありますが、滞納状況が改善したと思っております。 

 次に、国民健康保険税でございますが、同じく平成２０年度現年度課税分の状況

ですが、後期高齢者医療制度がスタートし、制度が大幅に改正された中で単純に比

較はできませんが、前年と比較しますと、一般被保険者について調定額で６１０万

６千円の減となりましたが、収納率では０．１８ポイントの増、９２．０９％とな

っております。また退職被保険者は、調定額が５，２９５万２千円で収入済額が

５，１３９万２千円、前年と比較しますと、調定額で１億４５万２千円の減となっ

ておりますが、収納率で見ますと、０．２２ポイントの増、９７．０５％となって

おります。 

 ご質問にもございましたが、全国の国民健康保険の保険料の収納率を見ますと、

景気後退と後期高齢者医療制度の導入を原因として２００８年度に９割を割り込み、

過去最低の水準に悪化するとの見通しの報道もございました。いずれにいたしまし

ても、昨年度後半からの急激な経済変化により税の徴収も大変厳しい状況にござい

ます。このような中で退職や休職をされて収入が減少された方々への対応といたし

ましては、個々に納税相談に応じ、収入状況等細部にわたってお話をお聞きし、

個々に分納等の納付計画を作成し、その計画に基づき納付をしていただいていると

ころでございます。 

福祉健康課長（中村さん） イの生活保護の申請状況についてお答えいたします。 

 平成２０年度３件、２１年度４～５月分で２件の申請となっており、現在の生活
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保護世帯数は１７世帯であります。昨年、今年の主な申請理由は、疾病、障害等に

よるものでございます。 

 次に、町税、健康保険税の滞（遅）納状況と対応策に関連しまして国民健康保険

税の納入の相談指導に応じていただけないなどの場合、審査委員会において滞納者

個々の状況等を勘案して資格証明書の交付を行っております。資格証明書の交付状

況でございますが、平成２１年５月時点の交付数は２４件でございます。 

１番（田中君） 景気が悪い、悪いという中で、今お話を聞いてみますと、そんなに

町の数字の上では心配したほどじゃないというか、ほっとしたところもあるんです

けれども、まずひとつ町税がらみの関係ですけれども、そうすると、収入未済額と

いうのは１９年度に比べて２０年度は若干向上するという見方で、いわゆる収入未

済額そのものは減るということでよろしいかどうかということです。それから、生

活保護についても疾病とかそういうようなことで直接雇用等の影響、あるいはそう

いう失業等によっての収入減ということで影響を受けているというか、ではないと

いうような感じを受けたんですが、いずれにせよ、まだまだこの先景気が、一部に

底入れなんて言っていますけれども、まだまだわからない状況でございますので、

常に町民の皆さんの暮らしや動向に気を配っていただいて、適切な対応をお願いし

たいと思います。 

 それから、教育長さんでございますけれども、一応２１年度の就学援助費は教育

委員会が計上した額を満額認められたということでございますけれども、ただ、去

年１０月から急激に落ちていて、予算編成期は１月、２月のころ、もう既に落ちて

いたのに去年より４６万４千円、小学校は特に５１万２千円減っているんですね、

予算額が。要求額が。なぜその辺を、どうして減らしていたのかということをお聞

きしたいと思います。 

 それから、ただいまの答弁の中では、そういうことはないというお話だったんで

すけれども、よその県では就学援助費が増えたというようなことで基準を少し上げ

たりしたという例もあるようでございます。新聞等によると。いわゆる就学援助費

を出す基準額を今までの条件より少し上げて出す対象を絞ったというような事例が

あるんですけれども、そういうことはないということでよろしいでしょうか。その

点をお願いします。 

 総務課長には、収入未済額は去年よりも、去年２億２千万円ほどあったんですけ

れども、それは絶対額で減るのかどうかという見通し、それからあと教育長には、
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その２点をお願いしたいと思います。 

教育長（長谷川君） 今ご質問いただきました件につきましてでありますけれども、

就学援助費につきましては、昨年より４６万円ほど減額になっていることは確かで

あります。この予算要求は１２月の時点でするわけですけれども、策定をしている

のは１１月後半の時点での策定であります。 

 もうひとつ、就学援助費の中には、いわゆる生活が苦しくなってきた就学援助と

特別支援学級へ入っている子供への就学援助と含まれた合計の金額であります。 

 策定の仕方でありますけれども、一応現在いる児童が来年スライドしてひとつ学

年が上がるときにどういう分布になるかということですが、学年によって就学援助

費は違います。これは必要な経費が違いますので、例えば１年生、小中ともにです

が、入学のためのいろいろな準備品が必要ですので高くなっております。６年生に

は修学旅行の費用も含まれていますので高くなっております。そういう形で今の学

年の子供たちが次の年にスライドしていったらどういうふうな構成になって、どの

くらいの予算が必要であるかと。それから、小学校１年生につきましては、保育園

との連絡をとりながら保育園時点での動向はどうであるか、それから、母子家庭の

数がどうであるかというようなことで査定をさせていただきまして、平成１９年は

８３９万円、２０年は８５６万円、２１年は８１０万円という形で、これはいずれ

もお願いをして予算を全部お認めいただいたわけであります。 

 ただ、経済危機につきまして、これはちょっと正直なところは読み切れなかった

という部分もあるかと思っております。就学援助費の策定で今、子供の数がだんだ

ん減ってきておりますので、少しずつ減るという傾向であってほしいと思っている

んですが、母子家庭等が増えるというか、減らないという状況で、このところ子供

の数の減少よりも、こちらの減少は少し歩みが遅いかなという状況であります。 

 それから、基準についてはどうかという点でありますが、ひとつ大きな基準とし

ては、母子手当を支給対象になっているかということが基準のひとつにあります。

そういう点については、ハードルの上下は外部的な要因であることはちょっと詳し

く調べていなくてわかりませんが、あるかもしれませんけれども、それ以外の部分

で、こういう状況だからハードルを高くする、つまり収入限度を下げるというよう

なことは今のところ考えておりません。この辺も状況等が今後どう変わるかによっ

ては含んでおりますが、できればそうしたいという願いを持っております。以上で

あります。 
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総務課長（宮下君） ただいま現年度分についてお答えをさせていただきました。ご

答弁をさせていただいたわけですが、わずかではありますけれども、数字的には解

消に向かっているということであります。これはあくまでも現年分ということでご

ざいます。滞納分等につきましては、依然として厳しい状況にあることは変わりは

ございません。未済額につきましても、今までも増加傾向にあるということであり

ますので、それにつきましては幾分現年度がよくなりますというか、幾分数字がよ

くなっている分、若干伸び率が下がるかという状況であり、それが解消されていく

という状況にはございません。 

１番（田中君） わかりました。いずれにせよ、ただいま教育長のお話にもありまし

たが、少子化がどんどん進む中で、やはり国や地域や町の宝である子供たちが将来

に向かって伸び伸びと、しかも将来の希望を持って勉強するような、そういう環境

を、やはり行政なり町の社会人として責務として取り組んでいかなくちゃいけない

と思いますので、一層よろしくお願いしたいと思います。 

 最後に、１問の最後でございますが、町長にちょっとお考えをお聞かせいただき

ますけれども、５月１１日の松本の『信濃毎日新聞』では、松本市が、いわゆる定

額給付金を交付するときに、要らない人は寄附してくださいよという制度で呼びか

けたところ、１５３万円ほど今のところあいたんだそうです。それを基金にして、

生活保護世帯が申請した場合、給付を受けられるまでに県へ上げたりするから２０

日ぐらいかかっちゃうと。手持ち資金がない人のために、そのお金を使って当面貸

すと。そして生活保護費がおりてきたところで返してもらうということを取り組ん

だという、非常に住民と直結している基礎的自治体として弱者の視点に立った自治

体らしい取り組みをしてくれたなという、ほかにはないそうですけれども、そうい

う取り組みをしたんですけれども、町長、これは町長としてはどう思うか、ちょっ

と聞かせていただきたいと思います。 

町長（中沢君） 定額給付金につきましては、いろいろな論議があったわけでござい

ます。辞退したいとか、いろいろありましたけれども、ほとんどの町村において

９０％を超える面があったと。私もそういう辞退者等については、そういうことは

個人だけれども、いただいた定額給付金などは遠慮なく、例えば先ほどお話の防災

警報器等に目的で買っていただければと、こんな思いでいろいろな話し合いもした

こともございます。松本市でそういったことの１６８万円が多いか少ないかという

のは端へ寄せておいて、そんなに多くはないわなと。町でいろいろな皆さんが、あ
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る時期に医療費などいただけない分をどうするかというような場合には、社会福祉

協議会等において１０万円前後の、より以下のものについては、１週間前後でそう

いったものが対応できる仕組みがございますので、そういった今までの既存のそう

いうものをより使っていく、勉強して使っていくということが先に求められること

かなと、こんな感想でございます。 

１番（田中君） 松本は、県の社会福祉協議会でやると、お話のとおり１週間ぐらい

かかっちゃうから、そこでリアルタイムにやるということで定額給付金の基金化し

たものを使うということだそうでございましたので。わかりました。 

 それでは時間の関係もございますので、次の第２質問、防災の協働でございます。

協力して働くコラボレーションでございますけれども、防災の協働態勢について。 

 これは先ほども防災の関係が出たんですけれども、私は協働という視点で建設事

業者との防災活動について絞って質問を申し上げたいと思います。 

 ６月は土砂災害の防止月間でありまして、近年は異常気象などでゲリラ豪雨など

が梅雨時から秋にかけて多発しておりまして、全国では毎年犠牲者が出る災害が起

きているわけでございます。このような災害の恐れがあるときや不幸にして災害が

発生したときなど、消防団員とともに町内の建設事業者が現場へ駆けつけて土嚢積

みや風倒木の処理や、あるいは水路や道路の確保、排水などの緊急かつ防災的な措

置を献身的に行っていただいているわけでございます。まことに大事な、ありがた

い、公共の、公共というのは民間と行政で担い合うものが公共なんですけれども、

公共の大きな役割を担っていただいているわけでございます。 

 しかし、近年、町内の建設事業者の皆さんが廃業などで閉鎖して廃止しておりま

して、この担い手が足りないのではないか、また緊急時に応急的な防災措置に当た

ってくれる人たちが地域におられるのかという大変心配があります。この面から町

内の建設事業者の育成対策とあわせ、２点について質問を行います。 

 イ．集中豪雨等異常気象時の緊急防災態勢への対応は万全か 

 水害等の恐れが起きたときの防災態勢は確保されているかであります。 

 申し上げるまでもなく、町は町民の生命と財産を守る最大の責務があります。こ

の公共は行政と民間の協力して働いて担い合って成り立つものであります。豪雨な

ど災害の恐れがあるとき、今までと同じように従来のように協働態勢が、あるいは

役割機能が町内全域に確保されているのかどうか、説明を求めます。 

 また、この協働態勢の課題等についても、どのように把握しているか、あわせて
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伺います。 

 ロ．町内建設事業所の経営支援策について 

 町内地域の建設事業所は、防災に、申し上げるまでもなく、大事な役割機能を担

っていただいているわけでございますが、この経営基盤は国や地方の公共事業費の

減少傾向のもと、受注競争の激化、受注機会や受注工事量が減って年々厳しくなっ

ており、町内の事業所が大分減っております。ちなみに町の防災会議が編集してあ

ります、定めてありますこの「坂城町地域防災計画」、実は私もざっとしか見ないん

ですけれども、非常に見直さなければいけないものがいっぱいあるんですね。町の

組織自身が違っている、そういうこと。それから、その中に資料の欄に２８と２９

に町内建設事業者の一覧表と重機所有の一覧表というのがあるんですけれども、こ

れを見ると、ここには１９の事業者名が載っているわけなんです。ところが、私が

どう数えても３割、６事業所はもう既にこの載っている業者名から消えておやめに

なっていらっしゃる。そういう状況であります。 

 一方で、これからは現在の建物とか道路とか橋など公共の基盤施設の維持管理と

か安全性を高める改修工事などが重要になってきておりまして、これらを適切にタ

イムリーに行うことが必要であります。このためにも地元地域に専門的な専門家で

ある建築建設関係の事業所の存在が不可欠ではないかと思います。 

 このような状況を総合的に考えると、町内事業所の存続へ向けて育成が必要であ

り、このため近隣自治体などでは地元事業者を優先する地域要件を工事等の請負入

札などで取り入れております。町としても町内の事業者が受注機会や受注量を確保

して比較的安定した経営基盤をつくり、存続育成するために、ほかの町村と同じよ

うに地域要件や、あるいは小規模事業者枠をもっと拡大、広げたり、入札時に下請

等の見積書を添付してもらう、あるいは分割発注する、ひとつの案件を何社かで分

け合って仕事をする、そういう地元事業者の育成に向けた入札制度の見直しや地域

の除雪等を含めた、あるいは防災時の出動を含めた、そういう貢献度を加味した発

注などの経営支援策、こういうものを取り組むべきだはないかと考えますが、町長

の所見をお願いしたいと思います。以上で２番目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 防災の協働態勢という中で、町内建設事業所の経営といったものを

支援できないかというお話でございます。 

 長引く経済不況や不透明な景気動向といった大きな波は今、官民問わずその建設

投資を大きく減少させていると。特にオリンピック需要のあった長野県では、その
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傾向が著しいところでもございます。地域の建設業の皆さんには、災害時や降雪期

において住民生活への影響を最小限にとどめて副次的な災害を防ぐために、緊急、

かつ応急の措置等非常に大きな役割を担っていること、これまた事実でございます。

このような地元業者さんの地域への貢献度、これを工事の入札等に反映させようと

いうのが総合評価方式という入札制度でもあるわけでございます。市町村における

簡易的な総合評価方式では、入札において従来の価格と価格以外の要素、具体的に

は施工能力や技術者の能力、地域への貢献、安全環境への配慮などいろいろそれを

点数化し、その総合点数で落札者を決めるということでもあるわけでございます。

頭の中ではこういった方式は実施できるかもしれませんけれども、私どものような

規模の中で従来の入札手順に加え、入札前に評価項目と評価基準の設定、学識経験

者の意見を聞く評価方式の決定には公平性を要する等々いろいろ出てくるわけでご

ざいます。 

 評価方式の実施状況については、都道府県とか都市、指定都市という大きなとこ

ろでは計数的にそれが出るわけでございますが、県内の町村を見ますと、５町村、

要するに下伊那地域あるいは木曽地域で広いところに業者がおられる、土木が。と

いう特殊なようなところでの貢献的なものであろうかなと、こんなふうに思ってお

ります。我々のような自治体にとって価格以外の評価をするということは、人員の

問題あるいは体制整備、さまざまなデータの蓄積、第三機関の意見聴取等々大変負

担が重いもので、導入にはハードルが高いということを言わざるを得ないわけでご

ざいます。大規模な工事の際には、当町といたしましても地元業者さんを構成員と

する共同企業体方式を採用しているのは、そういった観点からでございまして、競

争の中でも地元の業者さんになるべく参入していただけるよう一定の配慮をしてい

るところでもございます。公共事業の品質確保の促進という法律の理念あるいはそ

こに加えて地域貢献度をどのように評価すると、諸々のことはございますが、まず

適切な工事をより適切に、そして安くやっていただくというものもまた行政の課せ

られた責務でもございます。いろいろな手法も考えられますが、四囲に及ぶ危険性

もまたあるわけでございます。そういう中で地元の業者の皆さんもいろいろと勉強

し、そしてまた力をつけながら、より上の事業に参画、競争の中で進んでいただき

たいと、こんなふうに思う次第でございます。 

建設課長（村田君） 私からは２の防災の協働態勢についてのイ、集中豪雨等異常気

象時の緊急防災態勢への対応は万全かというご質問についてお答えを申し上げます。 
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 緊急時の防災措置態勢につきましては、対応が急に必要になってくることも考え

られることから、建設業協会の態勢が整っている場合は上田市あるいは千曲市のよ

うな災害時における応急措置に関する協定、いわゆる災害協定を結んでおくことが

望ましいと考えられます。が、坂城町では建設業協会に加入していない業者も多い

ため、協定は結んでいない状況でございます。 

 実際の対応といたしましては、台風等で災害が起こり得る危険性が予測される場

合、各業者さんに電話連絡をいたしまして、災害の予想される状況を詳しく説明を

申し上げまして、重機、資機材等の準備ができるのかを確認をいたしまして、可能

な業者様には準備をいただいておる状況でございます。 

 なお、災害が発生し、出動していただいた場合には、重機の借上料等でかかった

経費については精算させていただき、応急措置が必要になった場合には契約をして

対応していただくことになっております。地域の状況をよく知っている地元の建設

会社の災害時における早急で適切な対応は、被害を最小限にとどめるため、必要不

可欠なものと考えておるものでございます。また、冬期間の除雪につきましては、

地元業者１３社と委託契約を締結し、除雪路線を地域ごとに分担して積雪時の除雪

対応をしていただいております。 

 町内業者の状況といたしましては、建設投資の減少等に伴い、近年廃業された業

者もあるわけでございますが、以前は土木工事しか行っていなかった業者が業種を

拡大して入札参加してきたり、下請け工事だけを行っていた業者が、また入札に参

加してきておる状況でございまして、業者数としては微減にとどまっているかなと

感想を持っている次第でございます。今後も安全で安心なまちづくりを進めるため、

緊急時の防災措置の対応について建設会社と連携を図ってまいりたいと考えており

ます。 

 あわせまして課題があるのかというようなご質問もいただきました。 

 先ほども答弁させていただきましたが、災害が起こり得る状況となりましたとき

に、よくその状況を説明して、その現場に一番近い最寄りの地元の業者さんに資材

あるいは重機等準備ができるかというようなことで対応をしていただいております。

特に課題はないと考えるところでございますが、ただ、土嚢設置についての砂等に

つきましては、町外から購入をしなければならないというような状況でございます

ので、早目の対応が必要なのかなというふうに考えておりまして、そういう早目の

対応について万全な態勢をとっていきたいというふうに考えております。以上でご
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ざいます。 

１番（田中君） 入札については、いろいろ町の規模だと難しいということでござい

ますけれども、私ちょっと調べたところによると、長和町なんかは町内の企業を優

先に発注を出しているというようなことで、なければ東信に広げるというような形

でございます。いずれにせよ、課長は問題ない、課題ないと言ったんですけれども、

災害が起きそうなときは電話して最寄りの業者さんにお願いと。ふだん仕事をもら

っていないで、あおらあおらと言っちゃ失礼ですけれども、仕事が少なくて困って

いるのに、そういうときだけというのはちょっと行政として虫がよすぎるんじゃな

いかなという思いもします。 

 いずれにせよ、この問題は大事な社会の、この地域の機能でございますので、も

っと地域の企業の皆さんが元気を出して仕事をやっていけるような経営環境をつく

っていっていただきたいなと思います。 

 それにつけても、私は分割して発注するということが一番受ける人たちも何社か

も渡るし、いいと思うんですね。去年、中之条の住宅団地、そしてこの間の契約し

た食育・学校給食センター、みんな一括発注なんですけれども、普通は建築本体、

電気設備、そして外溝と大体３つぐらいに分けるんだけれども、なぜ一括発注した

かというその理由だけ、時間がないので、それだけ第２質問でお聞かせいただきた

いと思います。 

建設課長（村田君） ご答弁申し上げます。 

 私からは大型建設工事の分割発注ができないかというようなことでご答弁申し上

げます。 

 この大型工事につきましては、国の補助金あるいは交付金を受けて事業がされる

ものでございまして、この発注内容が適切であるかというようなものも会計検査の

対象になるものでございます。お話にありました、確かに受注機会というようなお

話の中で、外溝工事あるいは電気設備工事、それから躯体工事等々あるわけでござ

いますが、そんな中で設計上考えたときに、そういうものを個々に発注いたします

と、積算上の金額が過大になってしまうということでございます。個々には積算上

案分はいたしますが、例えば共通管理費ですとか現場管理費、個々に見積もらなき

ゃいけないということで、一括発注に比べて設計額が過大になってしまうという会

計検査の指摘を受けるものでございます。 

 確かに受注機会ということは大切なことでございますが、先ほど町長の答弁にも
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ございましたとおり、町内業者を構成員とする共同企業体方式でということで現在

はやっておるというようなことでございます。また、そういう下請業者様の育成と

いうような観点からは、元請け様に発注の際に、できるだけ町内業者を利用してい

ただきたいというようなお願いをする中で、間接的に地元業者の育成あるいは受注

機会の支援を図ってまいりたいということでございますので、よろしくお願いしま

す。 

１番（田中君） いずれにせよ、地域の安全を地域で対応していくという面から、建

設事業者さんをしっかり頑張っていけるような発注形態なども前向きに検討をして

いただきたいと思います。 

 時間等の関係がございますので、３項目めに入ります。 

 ばら祭りの開催運営についてであります。 

 第４回のばら祭りが昨日まで１６日間にわたって行われ、４万人という大きな来

場者がばらを観賞し、楽しんでもらうことができたというようでございます。期間

中また第１８回の全国ばら制定都市会議ばらサミットも行われて内外に発信できた

ことは大変喜ばしいことであります。私も薔薇人の会の会員の一人として運営要員

に携わりまして、この祭りが現場で実感できたわけでございますが、今後この祭り

が持続発展していくために必要と感じた３点について質問、要望を行いたいと思い

ます。 

 イ．開催運営に関する意見集約と来場者の要望等の把握は 

 今年はバラ園が１万㎡に拡張され、開催運営には薔薇人の会の会員、オーナー、

団体企業、それから役場の職員のほか、初めて緊急雇用として交通誘導、駐車場整

理員をシルバー人材センターへ委託して、この４者で現場を運営してきたわけでご

ざいます。本来の無償のボランティアスタッフと有償のシルバー人材センターから

の派遣要員ということが同じ作業や用務を行ったことについて異論も聞かれました。

また、薔薇人の会の会員の出役が多い、私も実は５回ほど出ています、この期間中。

現場サイドの苦情や意見というものが聞かれました。このイベントをより住民に愛

されて、そして持続して発展して充実していく、そういうためには現場を担ってき

た要員の意見集約、意見や要望、考え方、それから来場者の要望等について、どの

ように把握して今後に反映していくのか、簡潔に伺いたいと思います。時間がない

ので。申しわけございません。 

 それからあわせて、この１６日間、先ほど言いました薔薇人、オーナー企業、役
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場、それからシルバーさん、そういう形の団体別の延べ出動人員は一体どのくらい

になっているのか、わかったら教えてください。 

 さらにそういう人件費相当も含めて費用対効果などもどう考えているか、所見を

伺います。 

 それから、次にロでございますが、ばら祭りを町民祭りへ向けて実行委員会への

町民参加を広げたらどうかという問題でございます。提案でございます。 

 バラ公園が広くなって祭りの規模も年々大きくなって知名度も上がり、ばら祭り

が大がかりになっていく中で、薔薇人の会とオーナーや団体企業、それから町の職

員だけによる実行委員による開催運営では負担が大きく、賄いきれなくなって担い

きれなくなっているのではないかと思います。これだけの祭りに発展したからには、

町民祭りとしての位置づけで町民みんなの全町挙げてのお祭りとして広く参加を運

営に携わるイベントにすることが必要と考えますが、町長の所見を伺います。 

 ハ．ばらサミットの意義は 

 ６月５日、６日に開かれましたばらサミット、これはばらモニュメントも坂城技

術研究会の皆さんに制作してもらうなど、かなり公園の装いもグレードアップしま

した。３年前からの受け入れ準備が形にあらわれてきたところでありますが、当日

の参加状況を見ますと、加盟している２２の自治体のうち、参加したのは１２市と

町だけ。約６割。しかもサミットといいながら、サミットは頂上とか首脳会議なん

ですけれども、参加した市長、町長は、我が町を入れて４市と町だけという非常に

物足りないものでありました。どうして少なかったのか、理由がわかればちょっと

示していただき、サミットの意義が薄いように感じましたが、これについても町長

の所見を伺って３つ目の質問を終わります。 

町長（中沢君） ばらサミットに係るご質問と、あわせてばら祭りの関係でございま

す。 

 田中議員も薔薇人の会員として頑張っていることは十分承知しております。バラ

公園の運営あるいは管理等につきましては、すばらしい技術を持ったリーダーを中

心にここまで進んできたということで、その過程を大切にしてまいりたいなと、こ

んなふうに思う次第でございます。より多くの皆さんにご参加をいただければとい

うふうに考えております。 

 一概に町民祭りといいましても、いろいろな角度から論じなければなりません。

町内を対象にするような美術展とか坂城どんどんとか運動会とかそういった面、あ
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るいは町外を対象にする歴史と匠の町とか、あるいは花と緑のばら祭りとか、ある

いは特産物と、いろいろそういうふうにあるわけでございます。そこに求められる

のは、特色でございまして、専門性とか、あるいは発信性とか、そしてまた象徴性

とかいろいろございますので、それを出していくには、それぞれ特色あるものを進

めていくということが大事だなと。春はばら、夏は歴史と鉄の展示館とか、あるい

は秋は特産物とかというふうに分けていかないとまずいなと。ここについては、そ

れぞれ特色ある人がその部分を分担してもらうということが大事だなと。町の職員

も今回の場合には相当出動したはずでございます。このイベントを通じて自分たち

でいろいろと体験することについて、さらに進むということではなかろうかと、こ

んなふうに思っております。 

 ばらサミットにつきましては、副町長、副市長、あるいは部長等の参加もありま

したけれども、九州から北海道まで１２市長が集まったということは極めて意義が

あるわけでもございます。とりわけ私どもの、先ほどモニュメントの話が出ました

けれども、坂城町の取り組みというものにも評価してもらっておりますし、特に記

念碑の中で諸々と対応した、こういうものはわしらのところではできないわという

ようなお話もあって、ひとつの方向を示したものじゃないかと、こんなふうに考え

ております。湯さん館における夕食懇談会にいたしましても、地のものを使うとい

うことに徹底したということで発信の意味もあったなと。これからばらを誇りとし

ながら、よりよいまちづくりに頑張ってまいりたいと、こんなふうに思いますので、

皆さんともども町民の皆さんが役割をいろいろ担うことを期待するところでござい

ます。 

建設課長（村田君） 私からはイの開催運営に関する意見集約と来場者の要望等の把

握はということでご答弁申し上げます。 

 ばら祭りの運営につきましては、薔薇人の会を中心として関係の団体の皆さんに

よる実行委員会を組織して運営を行っております。実行委員会は、観光部会、総務

部会、販売ふれあい部会、技術部会の４部会により構成し、事前に当番表を作成し

てそれぞれの委員が交代で任務に当たりました。 

 ご質問にありましたばら祭り期間中の来園者の皆さんの声の集約については、ば

ら祭り反省会においてその場でお聞きしていろいろ意見、苦情等やご自身が感じた

改善点を書面により持ち寄って全体会の中で集約し、次期のばら祭りに生かしたい

と考えております。実行委員会内で十分検討し、来期の実施に生かしてまいる予定
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でございます。 

 あわせまして延べ人数というご質問もございました。かいつまんで申し上げます

と、交通整理、駐車場が１７８人、総合案内係で延べ人数で６０．５人、技術指導

につきましては、５月３０日から６月７日まででございますが、３１．５人という

ことになっております。多くの皆様方のご協力があって成功ができたということで

大変感謝申し上げている次第でございます。以上でございます。 

１番（田中君） 時間がなくて本当に満足な答弁をいただけなくて申しわけございま

せん。 

 イギリスの有名な自然科学者のダーウィンは、この世の中に生き残る生物として、

強い種でも大きな種でも頭のいい種でもないんだと。環境の変化に敏感に順応対応

できるものだけが残ると言っている言葉があります。この６月１日、世界の政治経

済のトップを走っていたアメリカの代表する産業である自動車産業の、しかも世界

のトップ企業のゼネラルモータース、ＧＭが破産しました。燃料効率のいい小型車

や環境対策など消費者のニーズや社会の変化に適応できなかった経営体質が最大の

原因と言われております。どんな優良企業や組織でも自己変革しなければ自分で変

わっていかなければ没落することを如実に物語っているものであります。 

 町もこういう少子高齢化の大変厳しい環境であります。こういう視点に立って、

まちづくりへ向けて住民の暮らしやニーズ、要望を住民の目線で的確、適切に取り

組み、取り入れ、最少の経費で最大の効果を上げるという無駄のない効率的な行政

を一層進めていってもらうことを願い、要望し、自己変革の仕組みや機能をしっか

りと実践する組織であることを強く要望して私の一般質問を終わります。ありがと

うございました。 

議長（春日君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 明日１６日は午前１０時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後４時５１分） 
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６月１６日本会議再開（第３日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

（１）地上デジタルテレビの整備についてほか       安島ふみ子 議員 

（２）住民の安心、安全の創出についてほか        山 城 賢 一 議員 

（３）火災で死亡事故を無くすにはほか          中 嶋 登 議員 

（４）食育・給食センター建設に関連してほか       円尾美津子 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「一般質問」 

議長（春日君） 最初に、７番 安島ふみ子さんの質問を許します。 

７番（安島さん） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、

一般質問を始めます。 

 １．地上デジタルテレビの整備について 

 まず初めに、平成２３年７月に地上デジタル放送への完全移行に向けての町の取

り組みについてお聞きいたします。 

 テレビ放送のデジタル化の大きな目的のひとつに電波の有効利用があります。放

送や通信に使用できる電波は、ある一定の電波に限られ、日本では昭和２８年にス

タートしたアナログ放送技術は白黒テレビから基本的に変わっておらず、テレビ放

送に使用可能な周波数帯域は現在、隙間のないほど過密に使われており、限界に達

しております。 

 地上デジタル放送は１９９８年にイギリスでスタートされて以来、アメリカを初

め２０カ国以上で開始し、今や世界の潮流となっております。 

 デジタル放送のメリットとしましては、高品質な画像や音質、また音声の速度を

遅くしたり字幕や解説放送を充実できるなど、高齢者や障害者の方にやさしい利用

環境を提供できます。また、データ放送や通信回線の接続で双方の通信が可能にな
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りました。クイズやアンケートなど視聴者が参加して番組を楽しんだり、坂城町の

天気予報やリアルタイムのニュースを見ることができるようになりました。このデ

ジタル放送が本格化することで、町民にタイムリーな情報、例えば災害時の避難勧

告等重要な緊急情報も伝達できるようになりました。その上将来的には自宅にいな

がら医療や介護申請などの行政サービスを受けることのできるなど、新たなサービ

ス拡大が期待されております。 

 以上の観点からいたしますと、全町的にこのデジタル化の取り組みを推進してい

かなければなりませんが、今回は交付金の関係で教育施設についてお伺いしたいと

思っております。 

 イ．学校ＩＣＴ環境整備について 

 国は今回の補正予算で、学校施設における耐震、エコ、ＩＣＴ化の推進、つまり

スクール・ニューディール構想に国庫補助金と地方の臨時交付金で総額１兆円を計

上しました。その中の学校ＩＣＴ――ＩＣＴというのは昔はＩＴと言いましたが、

今はインフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー。「コミュニ

ケーション」が入りました。つまり情報通信技術の環境整備事業についての当町の

取り組みについてお尋ねいたします。 

 この事業の目的は、学校等に設置されているアナログテレビの買い替え等の環境

整備、教育用及び校務用パソコン、校内ＬＡＮなどの整備を行うためのものであり

ます。補助率を見ますと、国２分の１、地方２分の１で１００％、つまり町の負担

なしで取り組める非常に有利な事業で、自治体によっては６月議会の補正予算で既

に上程されているようでございます。坂城町ではどのようにこのデジタル化につい

て整備に取り組むのか、概要と計画を明らかにしていただきたいと思います。 

 それでは答弁を求めます。 

教育長（長谷川君） 安島議員さんからのご質問にお答えを申し上げます。 

 学校ＩＣＴ環境整備事業は、今お話のございましたように、２１世紀の学校にふ

さわしい教育環境の整備ということで、学校の情報通信施設の整備を進める事業で

あります。このたび国の経済危機対策のひとつとして取り上げられた事業でありま

す。 

 中身も今お話があったかと思いますが、デジタルテレビの設置、電子黒板の導入、

パソコンの充実、校内ＬＡＮの設置、こういうものを進めまして教育機器を使って

わかりやすい事業を実現していこうと、そのための環境整備を図るものであります。
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文部科学省ではスクール・ニューディール構想と呼んでおりまして、耐震化事業、

エコ化事業、理科備品の充実等とあわせて、ＩＣＴ環境整備事業が最重要施策のひ

とつとして、このたび取り上げられました。 

 町で今考えております中身は、文部科学省の計画に沿いまして５０型以上のデジ

タルテレビを導入するということ、それから児童生徒用のパソコンを充実させるこ

と、それから先生方のパソコンを１人１台配備していくこと、それから、すべての

教室へのパソコンの校内ＬＡＮ、これを設置するという４つのことについて今検討

を進めております。 

 町の現状は、とても充実しているという段階では今ございませんので、今回のこ

の事業、国の補助金等を利用して、できる限り整備を進めて学校ＩＣＴ環境整備を

進めていきたいと考えておりますが、今、国の施策を精査したり学校でどういう要

求があるかなども勘案しながら具体的に検討を進めているところでありまして、で

きるだけ文部科学省が目指す方向に近づいていきたいというふうに考えて進めてい

る段階であります。以上です。 

７番（安島さん） 簡単なご答弁でしたので。 

 文部科学省では学校教育における地上デジタルテレビ放送の効果的な活用方法を

開発し、その普及促進を図るため、地上デジタルテレビ放送の教育活用促進事業を

平成１７年度より実施し、地上デジタル放送における高画質、高音質、インターネ

ットの連携などの特徴を生かした授業での効果的な活用についてモデル事業などを

行っているようです。 

 また、総務省の「地上デジタル放送への移行完了のためのアクションプラン

２００８」では、テレビが災害等の緊急時の情報入手手段として重要な役割を果た

すものであり、特に学校、公民館など重要公共施設と位置づけ、平成２２年１２月

までに整備を完了することが目標であると言われております。 

 しかし、デジタル化することには財政的に非常に難しかったわけで、今まできま

した。でも今回、補正予算がこのようについたわけですので、また、この補助は最

初で最後であるというふうに聞いておりますので、ぜひ対応を急ぎ、取り計らって

いただきたいと思います。 

 まずアナログテレビをデジタル化するのに対象となる台数などは把握されていま

すでしょうか。それをまずお聞きしたいと思います。 

 それと今回私は教育施設の部分での質問にとどめましたが、一般家庭でのテレビ
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の地デジ化対応についてちょっと要望ですが、お願いいたします。 

 町民の皆様はアナログ放送が平成２３年７月２４日までに終了するということを

ご存じない方がまだまだたくさんおられるというふうに思います。テレビを楽しみ

にしておられるひとり暮らしの高齢者が、ある日突然我が家のテレビが映らなくな

ったりという、そういう困ったことのないように、町といたしましても対策が必要

になってきております。このことについても対策を早急に立てていただきたいと要

望しておきます。既に町当局としてお考えがあるようでしたらお聞かせ願いたいと

思います。 

教育長（長谷川君） まず学校のテレビ放送についてでありますけれども、現在はア

ナログで進んでおります。学校はテレビを電波として受信して直接見るという活用

の方法と、今は学校で放送室からテレビ映像を流して子供たちが共有した情報を見

るという２つの方法をとっておりますけれども、校内放送の方はアナログでこれか

らもずっと続けていく形になるかと思います。全部デジタル化することはとても難

しいことだと思っております。 

 もうひとつは、デジタル放送そのものを受信して授業の中でどう使うかという問

題ですけれども、こちらも直接受信をして即その場で使うという使い方は非常に少

なくなりまして、ＤＶＤであるとかＣＤとか、そういう形でいったん保存をされた

ものを授業にあわせて使うという形になってきております。 

 テレビの台数はというご質問でありますが、文科省で言っているテレビは５０型

以上のという非常に高いテレビでありまして、これをどのくらい入れられるか、で

きるだけ入れたいんですけれども、どれだけ入れられるかということは今、検討し

ておりますが、そんなにたくさんというわけにはどうもいかないかなと。補助金も

文科省の方は１００％だというふうにいつも説明をされるんですが、自分の方で文

科省自身は５０％で、あとは総務省等の交付金という形で参りますので、手を挙げ

たら全部入るというわけにはなかなかいかない現状であります。そういう今の学校

の状況等を見た中では、先ほど申し上げたようにコンピュータの方へ少しウエート

をかけた整備を進めていこうというのが今の計画であります。 

 ただ、ご指摘いただきましたように、避難場所として各学校が指定されておりま

して、これにつきましては、デジタル化をしておいた配線を体育館なりの避難場所

へ設置をすることは必要であります。その点については今回の事業で対応していき

たいと今考えております。以上であります。 
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議長（春日君） 家庭の地デジ化について町の対応はというようなご質問でございま

したが、通告にはございませんが、おわかりになれば担当課でご答弁願います。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 町民の皆さん方への周知といいますか、それにつきましては、過去にも広報等で

お知らせはしてきておるところですが、議員さんのおっしゃるように、高齢者世帯

ですとかひとり暮らしの方について、まだ十分でないというようなご指摘がござい

ますので、８月に行政協力委員会がございます。区長さん方にもお願いをしたり、

また福祉部門の方とも相談する中で、高齢の単身者の世帯等について、また方法を

検討して周知に努めてまいりたいというふうに考えております。 

７番（安島さん） ただいま教育長からデジタルテレビというよりもパソコンの方に

力を入れて今回整備したいというお話でございました。かつては１人１台のパソコ

ン教室の生徒対応のできるような環境整備をということで私も何度かこれまで質問

してまいりまして、１人１台という環境は整っているんだけれども、なかなかリサ

イクルのパソコンなので故障が多くて修理等で使えなかったりするというのはお聞

きしたことがありますので、ぜひ今回の事業を利用してパソコンの整備、パソコン

教室で１人１台生徒たちが使えるような環境整備を努めていただきたいと思います。 

 それでは２つ目の質問に入ります。 

 ２．地域活性化の我が町の取り組みは 

 イ．経済危機対策臨時交付金の活用について 

 昨年の経済危機以来、政府与党は総額７５兆円の経済対策に取り組んでおります。

あれほどばらまきだと騒がれた定額給付金もスタートしてみれば９０％に迫る支給

率となり、高速道路の大幅値下げも長野県にも大きな観光客増の効果を上げ、エコ

ポイントやエコ減税などの環境対策で少し景気悪化も緩やかになってきたとも報道

されております。しかし、町では雇用状況から見て企業の景気が好転したというふ

うなニュースはなく、依然厳しい現状が続いております。 

 さて、５月２６日、国会では補正予算が成立いたしまして、経済危機対策臨時交

付金が１兆円予算化されました。町長の今回の議会の招集あいさつでも、我が町に

も約１億３千万円が交付されるというお話がありました。 

 この交付金につきましては、ひとつとして地球温暖化対策、２つとして少子高齢

化社会への対応、３として安心・安全の実現、４として、その他という４つの柱を

中心に内閣府が活用事例集を出し、積極的な活用を促しております。この厳しい経
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済状況下、町はどこへどのような事業に優先的に配分し、取り組んでまいるのか、

町長から答弁を求めます。 

町長（中沢君） 安島議員さんの質問、経済危機対策臨時交付金等についてお答えい

たします。 

 国の補正予算におきまして、経済危機対策として地域活性化経済危機対策臨時交

付金と公共投資臨時交付金の２つの制度が創設されたわけでございます。経済危機

対策臨時交付金につきましては、地球温暖化対策、少子高齢化社会への対応、安

心・安全の実現やその他将来に向けての地域の実情に応じたきめ細かな事業を対応

していくということでございまして、交付金の要領も５月２９日示されたところで

もございます。 

 また公共投資臨時交付金につきましては、地域における公共投資が円滑に行われ

るように対応がなされたものでございまして、公共事業等追加に伴う地方負担が軽

減される制度となっております。公共投資臨時交付金の制度については、交付要綱

がまだ明らかにはされておりませんが、国土交通省からの通達で今回、補正予算に

計上いたしました事業費４億の下水道事業につきましては、国庫補助金が２億円、

起債が２億円の計４億円でございますが、この１０分の９につきましては、後日に

公共投資臨時交付金として交付されるということにもなっているわけでございます。

従いまして、実質的には町の負担は事業費の約５％程度になるかなと、こんな思い

をしておりますので、手厚い制度でもございます。 

 町におきまして、この２つの交付制度をよりよく利用したいということで、国の

補助制度のいろいろを調査し、早急に対応し、検討しているところで、できるもの

については事業化を図ってまいりたいと、こんなふうに考えるところでもございま

す。 

 現段階におきましては、安全・安心の実現を図るために、既に耐震診断の済んで

おります坂城小学校の耐震補強、それと大規模改修事業、教育環境の向上を図るた

めの学校施設における地上デジタル放送受信対応やパソコン整備事業、また農地等

整備保全にもつながるということ等の事業を主として検討しているところでもござ

います。 

 地球温暖化対策と環境学習の向上を図るために新設する食育・学校給食センター

に太陽光パネルを設置できないかということで、文部科学省といろいろ直接要望し

てまいったところでもございますが、国の補助金の採択ができるというような連絡
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も受けておりますので、これを実施してまいりたいと。この際、特に教育関係を重

点に対応してまいりたいと考えておるところでございます。以上でございます。 

総務課長（宮下君） 経済危機対策臨時交付金の活用、準備状況についてお答えをい

たします。 

 経済危機対策臨時交付金につきましては、今お話がありましたが、５月２９日付

で交付要綱が示されました。交付金の活用は、国の平成２１年度補正予算に計上さ

れました国庫補助事業の地方負担分、あるいは今年、平成２１年４月１１日以降に

町の補正予算に計上される地域活性化等に資する事業とされ、交付予定額は約１億

３千万円でございます。これまでに各課に臨時交付金を活用しての事業調査を行い

ました。 

 一方、公共投資臨時交付金につきましては、国において１兆３，７９０億円が補

正予算に計上され、その算定は経済対策における公共事業等の追加に伴う地方負担

総額の約９割程度という骨子までは示されております。 

 両交付金を活用しての町の事業につきましては、ただいま町長から申し上げた事

業が中心になろうかと思いますが、町で進めたい小学校の耐震補強工事や太陽光パ

ネル設置事業については、安全・安心な学校づくり交付金という国庫補助事業の活

用を予定しておりまして、この補助裏となる地方負担、町負担につきましては、経

済危機対策臨時交付金の活用も可能である。もう一方では、公共投資臨時交付金の

活用も可能であるというような状況が想定されております。 

 現段階では、公共投資交付金の要綱が示されるのを待って対応することがよいの

か、あるいは要綱が定まっている経済危機対策臨時交付金について当面対応を進め

ていくことがいいのか、また学校耐震化の事業化につきましては、必要な工事期間

も確保しなければならないという中で、その部分を考慮しながら今、調整を図って

いる状況でございます。 

 経済危機対策臨時交付金の交付見込額は、先ほど申しましたが、１億３千万円で

ございます。町の交付金、県下市町村の中では決して多い交付額ではございません

が、町にとっては貴重な財源でございます。国、県からの情報を得ながら、より有

効な活用を図り、準備作業が整い次第、事業化に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

７番（安島さん） ただいま１億３千万円の使い道ということで、大まかな説明があ

りました。もう少し具体的に答えていただけるんだろうかと期待しておりましたが。 
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 食育・学校給食センターの太陽パネルの設置につきましては、町長から招集あい

さつで、前回私が質問したときは、予算的に今の補助率では無理だという答弁でし

たが、今回採用されるということで設置するということで答弁をいただきました。

国でも２０２０年までの温室効果ガス削減の中期目標が２００５年対比１５％削減

ということに決まりました。非常に時宜を得た施策ではないかと、今回評価してお

ります。 

 それともう１点でございますが、１億３千万円の使い道ということで、非常に大

きな額でありますし、大きな施設を建てるぐらいの規模でございます。それを各課

に配分されてどのように使っていくかということでございますが、今詳しい内容に

は追求しませんが、ぜひ臨時会を招集して議会の議決を経て内容についてお決めい

ただきたいというのが希望でございます。専決でいつの間にか決まってしまったと

いうことがないようにしていただきたい。議会の招集権は町長のみに与えられた専

属権でございます。私たち議員には請求することはできますが、決めることはでき

ませんので、ぜひ町長に臨時会で取り決めていただきたいと思いますが、その点１

点町長にお聞きいたします。 

町長（中沢君） 先ほど申し上げましたように、国の制度の方向は決まったんですが、

具体的な手法というものが指示が遅れているということで、取り組みに時間がかか

っているわけでございます。９月議会でそれができるということになりますれば９

月議会、そしてなおかつ、それより先でなければ事業が達成できないというような

事情が生じた場合には議会を臨時に招集して対応してまいりたいと、こんなふうに

思う次第でございます。以上でございます。 

７番（安島さん） それでは次の質問に入ります。 

 ３．女性特有のがん検診推進事業について 

 イ．実施概要と計画は 

 がんは昭和５６年から日本の死亡原因の第１位であり、がんによる死亡者数は年

間３０万人を超えております。しかし、日本におけるがんの検診受診率は、先進国

で最低レベルでございます。特に女性特有のがん検診の受診率が低いことが問題に

なっております。子宮頸がんの検診受診率を挙げますと、アメリカでは８４％であ

るのに対し、日本では２１％、特に２０代の女性は１１％と極めて低いのが現状で

あります。私は昨年の１２月議会におきましても子宮頸がんの予防について質問さ

せていただきました。当時の塚田健康福祉課長から町在住の女性で平成１９年度子
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宮がんの検診を受けた方は６３７名で、全体の２６．８％に当たる。特に２０代、

３０代の若い世代の受診率が低いという答弁をいただいております。２６．８％と

いうことで、日本の平均の受診率が２１％ですので、それに比べますと超えてはい

ますが、まだまだ５０％には達しておりません。 

 以上のように女性特有のがんの検診受診率が低いことから、また未来への投資に

つながる子育て支援の一環として、今般の経済危機対策として２１年度補正予算に

国はこのがん検診を計上しております。女性特有のがん、つまり子宮頸がんと乳が

んについて、女性全員ではありませんが、当該年齢の方に検診手帳を配付し、がん

に対する正しい知識を持っていただき、検診の無料クーポンを配付するということ

でございます。対象者は乳がんは４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、子宮

頸がんは２０歳、２５歳、３０歳、３５歳、４０歳と５歳刻みでございます。女性

にとりまして乳がん、子宮がんの検診というのは常に後回しにされがちでございま

すが、無料クーポンが家に届くとなれば意識も変わりますし、必ず検診受診率のア

ップにつながってまいります。国の単年度の事業でありますし、定額給付金と同じ

で、そのクーポン券は６カ月期限付だというふうに聞いております。町といたしま

しても、一日も早く具体的な計画を立て準備を進める必要があると考えますが、今

後の計画についてお尋ねいたします。 

福祉健康課長（中村さん） 女性特有のがん検診推進事業についてお答えいたします。 

 近年、子宮頸がんは２０歳から３０歳代の若い世代に急増しており、乳がんの罹

患率、死亡者数いずれも増加傾向にあります。しかし、今ご質問の中にもありまし

たように、検診受診率につきましては、諸外国と比較すると大変低い状況でござい

ます。これらの状況を踏まえる中で、この５月２９日に国の補正予算が成立し、女

性特有のがん検診推進事業が開始されることになりました。 

 この事業は、市町村が実施するがん検診において特定の年齢に達した女性に対し、

子宮頸がん及び乳がん検診の受診促進を図り、がんの早期発見と正しい健康意識の

普及啓発、健康の保持増進を図ることを目的としております。２１６億円の予算づ

けがされ、国庫補助率、今お話ありましたように１０分の１０で検診費、事務費等

にも充てられることになっております。ただし、２１年度限りの措置とされており

ます。検診対象年齢につきましても、今お話のあったとおりでございます。事業の

推進に当たって対象者台帳の整備、無料クーポン券及び検診手帳の発行などが必要

とされております。 
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 現在この事業につきまして市町村への国県からはまだ正式な文書が届いておりま

せん。詳細については不明な点が多々ございます。正式文書が届きましたところで

実施要綱と確認の上、対象者の皆様がより受診しやすい検診体制を整備し、受診率

の向上及び健康意識の啓発に努めてまいりたいと考えております。以上です。 

７番（安島さん） 厚生労働省のホームページの方に詳しくＱ＆Ａが載ってくると思

いますので、ぜひまた早急に取り組んでいただきたいと思います。 

 まず最初に取り組まなければいけないのは、無料クーポン券を配付する対象者の

掌握と台帳づくりであると思います。それからクーポン券の印刷等についても町の

仕事となりますので、早急に実施していかなければなりません。また大切なことは

坂城町で５歳刻みの対象者の人がどの医療機関で検診を受けることができるかとい

うことでございまして、町長にもぜひ広域利用についての協議を千曲市、上田市さ

んとお話ししていただいて、早急に坂城在住の対象者の女性がどの医療機関で検診

を受けられるかということをご協議していただきたいと思います。それが決まりま

したら町のホームページですとか「広報さかき」で町民の方に周知徹底をしていた

だきたい。 

 また私のように人間ドックでもう既に受けてしまったという方ですね、４月１日

以降が対象になると思うんですが、クーポン券配付以前に対象者が自己負担金を払

って検診を受けた場合の返金の対応、そういったものもしっかり決めていかなけれ

ばならないと思います。女性の健康を守る坂城町のいち早い対応を願っております

ので、それらの点よろしくお願いいたします。 

 非常に今回はスムーズに進みまして、質問が全部終わってしまいましたので、最

後に、かつてない、約４万人が来園してくださったばら祭り、ばらサミットについ

て私のコメントを述べさせていただきたいと思います。 

 平成１３年１１月に薔薇人の会が発足いたしまして、翌年１４年、さかき千曲川

バラ公園が開園いたしました。私も微力ではございますが、当時からかかわってま

いりました。ばらサミットの開催、今年を目標に薔薇人の会の皆様、特に成澤会長

さんですとか、池田さんが本当に骨身を惜しんで地道に継続してくださいまして、

公園の面積を拡張し、ばらの種類、本数を増やしてまいりました。今年のばら祭り

も私は総合案内で来園者の皆様にご案内をしました。そこで印象に残った方の声を

紹介したいと思います。 

 ある県外の女性は、５～６人のグループでいらっしゃいまして、３度目の来園だ
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そうです。「今年は友達をつれてきました」といううれしいリピーターの声でござい

ました。また県内のバラ公園をはしごされていろいろなバラ公園を回ってこられた

方、坂城のバラ公園の場所が一番わかりやすかった、町の人も親切に案内してくれ

て気持ちがよかったというお褒めの言葉もいただきました。また、その他坂城高校

のボランティアの皆さんが障害者の補助をしてくださったり、企業からのボランテ

ィアの皆さんが非常に意欲的に働いてくださったのが感謝でいっぱいでございます。 

 いろいろと課題は残りましたとしましても、今までこれという観光資源がなかっ

た当町にメーンの観光名所が完成したということは喜ばしいことでございます。こ

れから策定される総合計画にもばらによるまちづくりを継続し、より一層のアイデ

アでやすらぎの町の創出のための資源につながっていけばと感じております。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１０時４１分～再開 午前１０時５２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、５番 山城賢一君の質問を許します。 

５番（山城君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従いま

して一般質問をさせていただきます。 

 昨日ですけれども、経済産業省は全国の景況判断を「低迷しているものの一部に

持ち直しの動きがある」として、日本では９地区は改善してきていると報道されま

した。在庫調整が進み、企業の生産活動に明るい兆候が見られるが、設備投資は低

迷が続く中で雇用情勢は厳しさをましており、それに次いで個人消費も低調という

ことでございます。一部の経済指標では底打ちとの動きを見せておりますけれども、

そんな中、楽観はできませんが、環境分野におけるエコポイント効果などによりデ

ジタル家電やエコカーなど増産にシフトをしていることも事実でありまして、今後

期待するところでもございます。 

 しかしながら、雇用不安が心配されます。完全失業率５％ということ、特に製造

業の坂城におきましてもそうですが、求人の落ち込みが厳しい状況にありまして、

景気の回復による雇用がひとつのかぎを握っていると言えましょう。 

 長野県は０９年度、国の補正予算を受けて、地域活性化・公共投資臨時交付金、

地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用して、環境、産業・雇用、健康・子育

て、安全・安心の４分野からなる新経済対策を決めたところでございます。先ほど
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も同僚の議員の質問に、また定例会の招集あいさつにございましたけれども、町も

この制度を受けて１億３千万円余の試算がされたところでございますが、これらの

事業にこれから対応していくということになります。 

 それでは質問に入らせていただきます。 

 まず、昨日も同僚議員から同じような質問がございましたけれども、よろしくお

願いしたいと思います。 

 １．住民の安心・安全の創出について 

 イ．連続した町内の火災発生を教訓にして 

 まず質問に入る前ですけれども、不慮の火災により罹災されました世帯並びにご

親族に対しまして心よりお見舞いを申し上げます。図らずも尊い命を亡くされまし

た方のご冥福を衷心よりお祈りを申し上げます。 

 昔から言っておりますけれども、「災害は忘れたころにやってくる」という言葉が

あります。誰の身の回りにも生じ得るリスクであります。また、これも昔からの言

葉ですが、「地震、雷、火事、おやじ」という言葉がございますが、私たちにとって

地震、雷など自然現象による被害や火災などは極めて身近なこととして対応に心が

けておかなければなりません。 

 さて、２１年に入りまして５月１９日現在でございますが、町内において住宅等

火災が７件連続して発生いたしました。そして、かつてなかった３人の方がお亡く

なりなるということが発生をいたしました。この１０年間で建物火災で見ますと、

死者の約９割は住宅火災による犠牲者となっておりまして、そのうちの約６割を

６５歳以上の高齢者が占めているということでございます。今後、高齢化が進む中

におきまして、火災による犠牲が懸念されるわけでございますが、住宅火災による

死亡原因では、約６割が逃げ遅れということになっておりまして、早期の火災の発

生を覚知することが犠牲者を少なくする上で重要と思います。 

 安全の確保のために消防法では、いわゆる予防に重きを置いているわけでありま

す。この予防に係る法規制の弱点は着実に克服されておりますが、安心な生活確保

のためには私たち生活者にもそれなりの自覚が求められております。新しい地域づ

くりとして安全がこれからの生活の大きな要素でありまして、それぞれが自立、参

画、創造について自らを問い直す予知・予防に対する手段の取り組みであると思い

ます。災害は必然的に私たちの周りに潜んでおりますが、ゼロにしていくにはどの

ようにして安全を守っていくのかという目標がなければなりません。住民の皆さん
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への周知や手段について、どういった対応を考えているか、どういった認識を持っ

ておられるか、お伺いをしたいと思います。 

 ロ．災害に強いまちづくりを 

 近年においては、住宅、高齢者グループホームなど比較的小規模な建築物への火

災の対処について注目をされております。高齢社会の到来や施設の多様化・複雑化

など時代の変化に対応して火災リスクも多様化してきているわけであります。消防

用設備等のハード面の新たな義務づけ、立入検査や違反是正の充実、法令遵守状況

の表示等による積極的な情報提供、原因調査の強化など防火安全確保の充実を図る

べき新たな局面を迎えていると思います。このたびの連続しての火災は、焼死とい

う犠牲者が発生した異常事態と認識する中で、発生事例から住民への注意喚起を促

し、災害に強いまちづくりを進めていかなければならないと考える次第であります。 

 消防署の分析によりますと、それらの共通点としまして６５歳以上の高齢者、足

が不自由で歩行が困難な方、発見、通報の遅れによる逃げ遅れということを紹介し

ております。そして出火防止並びに焼死者防止対策として、まず住宅用火災警報器

の設置及び防炎製品使用の普及促進、高齢者、ひとり暮らし老人の死傷防止対策の

推進、それから天ぷら油からの出火など、うっかり火災の防止、それから火気使用

設備機器及び電気設備機器からの出火の確認の防止の徹底を望まれております。住

宅火災警報器の設置の義務づけを推進する中で、警報による周囲への発信していく

方策とか、それを取り巻く地域での大切な課題があると言えます。 

 毎年、防災の日にあわせて町における総合防災訓練を実施しております。防災意

識の高揚、危機のときの行動の確立など体験することによって緊急の備えを学んで

おります。また、身近な自治区において消火栓の訓練や災害予防に対し、共存する

生き方を求めていくこと、新しい今日的なスタイルを創出していかなければなりま

せん。いくら立派な防災計画や対策をつくっても、その必要性が住民に理解されな

ければ実効性の薄いものとなるわけでありますが、これについて町のお考えをお伺

いをいたします。 

 ハ．セーフコミュニティの取り組みの推進を 

 安全・安心まちづくりのセーフティコミュニティの取り組みは、地域のイメージ

アップ、地域の再生等を図ることに期待がされております。セーフコミュニティと

は、コミュニティとは、けがや事故など日常生活の中で私たちの健康を阻害する要

因を予防することによって、住民の手により安全で安心な社会をつくろうというコ
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ミュニティ活動の手法を体系化したものであります。核家族により高齢化世帯やひ

とり暮らし世帯の進展する中で一層の地域連携の充実が求められます。さまざまな

データや記録に基づいて、いつ、どこで、どのように発生したかについて調べ、原

因を追求し、それを取り除くとともに、多様に進められている安全・安心に関する

取り組みを横断的に連携、地域の安全・安心という共通の目的に向かって協働して、

いわゆる顔つなぎの場を進めていこうというものであります。住民の安心・安全の

創出の媒体としてコミュニティ活動に積極的な後押しが必要ではないかと思います

が、これについても町のご認識をお伺い申し上げます。以上で１回目の質問を終わ

ります。 

町長（中沢君） 山城議員の質問にお答えしてまいります。 

 住民の安心・安全の創出という中で、私の方からはセーフコミュニティの取り組

みの推進についてお答え申し上げます。 

 お話のありましたように、最近、坂城町では火災が幾つかございました。そうし

た中で老人の皆さんが命を落とされたということ、極めて遺憾であり、こういった

ものに対する対応を新たなる教訓として進んでいかなければいけないなと、こんな

思いもするわけでございます。事故やけがというものが、それは偶然にあったとい

うことではなくて、そこにはそれなりの原因があり、予防できるという理念、これ

が大事でございます。 

 地域の住民と行政などが協働して地域の誰もがいつでも健康で暮らせる町、こう

いったことの取り組みが、お話のございましたセーフコミュニティでもございます。

こうした中では、人と人とがお互いに信頼し合える地域を創造していくこと、安心

で安全な暮らしができるということを目標にいたしているわけでございます。人と

人とのつながりや地域の力が強化されるという効果、これを生み出すことが何より

も大事であるわけでございます。高齢化社会、あるいはひとり暮らしが多くなって

いる昨今においては、こういったものの考え方がより大事であり、重視していかな

きゃならないなと考えているところでもございます。 

 ご承知のとおり、各自治区が自律と協働のまちづくりに向けて各区の創意と工夫

がなされているというのが当町の特色でもあるなと、こんな思いもいたします。子

供から高齢者まで区民が総出で地域の環境整備を行ったり、区民広場や花壇の整備、

地域の伝統文化、あるいは行事等を通じて住民の世代を超えた交流の場づくりが行

われていると。それぞれの特色ある活動によりまして、地域をよりよくしよう、そ
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してまた、地域住民の交流を深めようと、こんな試み、努力が方々でなされている

ところでもございます。また、自治防災組織も立ち上げられております。地震や自

然災害による被害から地域住民の命と安全な暮らしを確保するということで、災害

時住民助け合いマップというものもつくったりして、住民間のコミュニティを深め

ようという活動も自治区によっては進められておるところでもございます。 

 町といたしましても、このような地域の活動に対しまして、地域づくり活動支援

事業による支援を行っているところでもございます。補助限度は３０万円というこ

とではございますが、今年は１４区から申請があり、いろいろ実績等を見つめなが

ら、さらにこれを充実させていきたいなと、こんなふうに思っております。これら

の活動が、そしてまた、他の自治区に参考になるようにということで、地域づくり

活動の支援事業選考会をいろいろと一般公開もいたし、そうした中で地域を決定し

ていくということでもございます。区長会においても事例発表もしていただく、あ

るいは自主活動に対するきめ細やかないろいろな取り組みのきっかけ等をご紹介し

ていただいているところでもございます。 

 さらに地域が主役ということになる地域づくりでございますが、県の事業でござ

います地域発元気づくり支援金等にも取り組んでおりまして、団体を含め、また町

としてもいろいろと支援しているところでもございます。都市化、核家族化、そし

て高齢化といろいろと進む中で、コミュニティということが何より大事でございま

すし、人間の社会の規範でもあろう、こんなふうに思っております。人と人とのき

ずなをより造成いたしまして、安全で安心なまちづくりを進めていくということ、

地域と行政が、そしてまた、坂城町の場合は企業を含めて積極的に取り組む課題と

考えているところでございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からはイの連続した町内の火災発生を教訓にして、それ

とロの災害に強いまちづくりについてお答えをいたします。 

 坂城町では今年に入り、２月から火災が続いておりまして、残念ながら３人の方

の尊い命が奪われました。被害者の共通点といたしまして、６５歳以上の高齢者、

足が不自由で歩行が困難、発見や通報の遅れによります逃げ遅れ、そういったこと

が挙げられます。ご質問にもございますとおり、火災統計を見ましても、住宅火災

により死に至った原因の約７割が逃げ遅れであり、死者の約６割が６５歳以上の高

齢者となっております。 

 こうした状況から推察しまして、危険予防、周知の有効手段のひとつとして、ま
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ず火災報知器の設置が挙げられます。実際に住宅用火災警報器の設置によって住宅

火災の死者数が３分の１程度に減少したという消防庁のデータもございます。いず

れにいたしましても、火災警報器などにより火災にいち早く気づくことが被害を最

小限に抑えることになるわけでございます。 

 ご案内のとおり警報器の設置は既に義務化されておりますが、住宅火災対策の切

り札としまして、各種講習会、防火座談会、有線放送や街頭広報、広報紙による設

置指導を町、消防署、消防団が協力しまして引き続き推進してまいります。 

 このほかの取り組みとしまして、上平区では上平地区自主防災会が主体となり、

ひとり暮らしや寝たきり状態、高齢者や障害を持つ方、いわゆる支援が必要と思わ

れる方を対象にしまして、住民支え合いマップの作成に着手しております。このよ

うな取り組みも火災を含めた住民の安否確認の有効な手段と考えております。町と

しましても、ご期待を申し上げるところであります。 

 次に、火災発生事例に対する住民への注意喚起ですが、町と消防組合では、有線

放送や広報車、広報紙による啓発、講習会、座談会での注意喚起を行っております。

消防団につきましても、毎月１日と１５日の消防の日の火災予防広報、春先３月か

ら５月、連休明けまでの土曜、日曜、祝日合わせて本年度は２５日行っております

けれども、山火事予防広報の際にも火災予防の注意喚起としまして各分団が積極的

に広報を行っております。今後も引き続き予防消防活動を徹底してまいりたいとい

うふうに考えております。 

 火災には必ず火元がございます。コンロの火からは目を離さない。ストーブの周

りには燃えやすいものを置かない。電気器具のコンセントは定期的に掃除する、こ

ういった日ごろからの火災の起きない環境づくりが大切というふうに考えておりま

す。 

 次に、火災警報器の警報を外部に知らせる方策ということでございますが、１カ

所の部屋の異常を同時に他の部屋の警報器でも鳴らすことができる連動型の警報器

がございます。また、警報器と連動してブザー、ランプ等で知らせるものも販売を

されておりますので、こういった火災警報器の設置推進指導の際にあわせて説明等

もしてまいりたいというふうに考えております。 

 それから地域での消火栓訓練でございますが、今年のように火災が多発している

事態を踏まえまして、例年以上に各地区で消火栓訓練が行われております。６月７

日には横町区、四ツ屋区、それから同じく１４日ですが、坂端区、戌久保区という
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ふうに、それぞれ消防署あるいは地元の消防団、婦人消防隊と連携をしまして消火

栓の訓練を行いました。今後も各地区で消火栓訓練が予定をされております。また

８月末の町総合防災訓練、防災週間や火災予防週間中に実施をされます防火座談会

等にも大勢の皆さんの参加をお願いをいたすものであります。 

 訓練に参加することは自分たちの地域は自分たちで守るという強い意識のあらわ

れでもあります。災害に強いまちづくり、地域づくりを考える上でも大変重要なこ

とと認識をいたしております。いずれにいたしましても、消防署、消防団との連携

のもと、防火意識の啓発、さらなる向上に努めてまいりたいと存じます。 

５番（山城君） それぞれ答弁いただきました。 

 今回の場合は人災ということで、特別異常事態ということですが、町側のお考え

もお聞きしました。 

 火災につきましては、やはり災害対応は、ご承知のとおりでございますけれども、

すべてがこれは行政機関でカバーすることは当然できないわけであります。自分の

ことは自分で守ると、また、そういう自助努力ですね。それからお互い、また助け

合う共助と、それから最後に公的機関による公助が相まって実効性ある対応ができ

てくるというふうに思います。 

 そこで今回、お三方がお亡くなりになったわけですが、やはり高齢者の方のお世

話されている、例えば民生委員さんとか、それからヘルパーさんがお世話をされて

いる、お宅ヘも伺うわけですけれども、そういった方々への周知とか、今回のあれ

に対する連携でもないですけれども、知識の向上については対応されたでしょうか、

それについてお聞きをしたいと思います。 

 それから住宅火災警報器、これは義務づけが始まりまして本当に初期消火に十分

発揮するわけでございます。私も調べてみましたら、県内普及率は２４．８％、全

国平均でいくと４５．９％だそうです。長野県でも須坂は一番高くて、須坂市の消

防本部管内ですけれども、４３．９％、一番低いところで佐久広域連合消防本部管

内、これが１１．９％ということでございます。昨日もお話ございましたが、坂城

はどのくらいかと。これについて義務づけの広報なり、それなりの情報を発信する

のはいいんですけれども、普及率によって各地区で消防署との連携で取りつけの説

明会をやったらどうかというふうに感じるわけですが、これについてもお聞きをし

たいと思います。 

 先ほども答弁にございましたが、総務省の関係では、報知器があるとないとでは、
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やはり３分の１に減るということでございますね。これも６年度の火災１００件に

当たった視察部のデータでございますけれども、火災警報器が設置している場合は

２．７人ですが、未設置の場合は７．７人ということで３分の１に減るということ

でございます。そんなことで今申し上げましたが、それについてのお答えをいただ

ければと思います。以上です。 

住民環境課長（塩澤君） 再質問にお答えをいたします。 

 民生委員さんですとかヘルパーさん、こういった皆さんについては、地域のひと

り暮らしの方ですとか、障害をお持ちであるとか、そういった方の一番身近なとこ

ろにおられる方でありまして、そういった皆さんの事情等をよくふだんから知って

おられると、身の回りのお世話をしたり、そういった事情をよく知っておられると

いうことがあろうかと思います。 

 そういったことで、火災予防の面につきましても、私ども消防担当の方から、ま

た民生委員会等を通じまして、火災報知器の設置ですとか、火災予防に関する、防

災に対する指導等行っていければというふうに考えております。 

 それから火災報知器の設置率、普及率については、どうしても全町調査等、非常

に困難であるということがありますので、数字の把握等は今のところできませんけ

れども、これについても、できるだけ普及率を上げるということで設置義務であり

ますので、罰則規定はありませんけれども、できるだけ早急に設置をいただくよう

なことで広報を強化していきたいというふうに考えております。 

 火災予防期間中が主なことになろうかと思いますが、防火座談会等も各地区で開

催をされますので、そういったところで設置の仕方、そういったことも消防署の方

の指導等受けていかれればというふうに考えております。 

５番（山城君） ホームセンターへ行けばいくらでも売っているわけですけれども、

やはり知識を得るためには業者さんを呼べばいくらでも来てくれるということがあ

ります。当地区１０分団ですけれども、消防の皆さんが注文をとっていって業者さ

んにお願いすると。消防団の方もお宅へ行って設置するという活動をやっています。

うちもその一例なんですが、そういうことが、なかなか事情が異なりますので町内

の消防団に全部というわけにはいきませんけれども、そういう活動も大切ではない

かなと思います。時間があれなので、次に入らせていただきます。 

 ２．松くい虫対策について 

 イ．プロジェクトチームの立ち上げを 
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 町の６７％を占める森林は、環境保全、災害防止、景観といった多面的機能を生

かすために森林資源の保全は大変重要と考えるわけでございます。松くい虫対策と

して費用対効果を勘案する中で、昭和６０年から農薬の空中散布を実施して防虫対

策に対応されてまいりました。本年度は上平地区と苅屋原地区の２０haの防除散布

するため、今年度、当初予算１５０万円の予算を計上されたところでもございます。

空中散布は明らかに効果があるものの、地球温暖化の影響や高速交通網の進展もあ

って拡大の途にある状況にもあるわけでございます。 

 しかしながら、住民からの健康被害のかかわりを受ける状況を認識しつつ、上田

市、青木村が本年度は松くい虫防除対策協議会において中止をされました。当町に

おきましても、６月３日の協議会におきまして、上田市や青木村の決定を考慮し、

本年度の松くい虫対策の農薬空中散布の中止を決定されました。松くい虫の被害木

についての伐倒駆除、燻蒸処理により拡大を食い止めていこうということは、当町

において急斜面の場所にあっては、とても危険を伴うことでございます。予防する

薬剤散布は散布する時期がありますので、中止すれば被害を抑えることができない

わけでありまして、また枯れ木による急斜面における崖崩れも心配になるわけであ

ります。 

 新聞報道にございましたが、町長は空中散布の健康への被害を否定する判断材料

はなく、本年度は代替案がないか検討する期間にしたいと申されておりました。プ

ロジェクトチームの設置について、当然規定があるわけでございますけれども、森

林組合、山林所有者、林務専門員とか、医務などの学識経験者、地元自治区住民な

どによるプロジェクトチームの立ち上げによって、どういう方向性を出していくの

か検討すべきと思いますが、これについてお考えをお伺いをいたします。１回目を

終わります。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からはプロジェクトチームの立ち上げをという項目につ

いてご答弁させていただきます。 

 松くい虫防除対策事業のうちの空中散布につきましては、隣接している上田市、

青木村が健康被害を受けて本年度の事業を中止したことや、町内にもこれで苦しん

でいる方がいるということを踏まえて今年度は凍結し、代替案を検討するというこ

とにさせていただいたところでございます。 

 今後の方向としましては、空中散布を実施してまいりました苅屋原、上平両地区

の松林が保安林に指定されておりますので、急傾斜地で人家等への影響がある恐れ
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のある箇所につきましては、治山事業の導入を県に要望してまいりたいと考えてご

ざいます。その他の箇所につきましては、伐倒駆除を基本としながら森林組合や地

域の皆さんのご協力いただき、県の支援を得ながら間伐による松林の健全化や樹種

転換などの複合的な対策を検討していければと考えるところでございます。 

 松くい虫の防除対策につきましては、ただいまプロジェクトというようなお話も

ございましたけれども、プロジェクトチームの設置につきましては、実は庁内の規

定でございまして、行政全般にわたる対応というよりは、森林政策として、申し上

げました先ほどの施策等の組み合わせを検討するということだろうと思いますので、

これについては行政内部では当課が中心となって進めていくと。対外的にはプロジ

ェクトという本来のご趣旨であろうかと思いますけれども、松くい虫防除対策会議

もございますので、必要に応じてこれらを開催し、対応していきたいと、こういう

ふうに考えるところでございます。以上でございます。 

５番（山城君） プロジェクトチームの設置をということで申し上げましたが、今の

答弁では対策協議会を中心でやっていくというお話の内容でございました。昨日お

話がございましたけれども、健康への因果関係、なかなかつかみにくいということ

です。また、坂城の場合に、上田市さんとか低いなだらかな部分と違って、やはり

坂城の場合は、これは無理だと。これについて健康への因果関係について、お金は

当然かかります、県とのお話し合いですね、協議はなされたのかどうか。 

 それから私たち生活領域に及ぼす空散でございますけれども、昨日もお話ござい

ました、薬剤濃度の検証、これも町独自ではなくて、県に対応願ってやっていくと

か、それから、先ほど課長の方からもお話がございましたけれども、伐倒駆除につ

きましても、やはり費用対効果となると空中散布が一番いいと私は思いますし、反

対はいたしません。これはどんどん進めてもらってと、私はそういう考えでおりま

すが、今年は一応代替案ということでございますが、来年に向けての、ぜひ再開の

検討を今年度お願いしたいと思いますが、それについてお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） ２回目のご質問に順次ご答弁させていただきたいと思いま

す。 

 ひとつは空中散布の安全確認にかかわる濃度調査というようなお話をいただきま

した。これにつきましては、調査という部分になりますと、山城議員さんのお考え

の空中散布を再開した場合については調査できるわけですけれども、凍結しており

ますので、今年度等については、その調査はできないと。そうなると、やはり県等
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の支援をいただきながらということになろうかと思います。それについては、仮に

そういう事態になったときについては考えてまいりたいというふうに思います。 

 いずれにしても近隣市町との、昨日のご質問等でも申し上げてございますけれど

も、やはり情報交換なり連携なりというのが非常に大事でございます。ただし、上

田市と青木村さんについては、県の出先機関、地方事務所の管轄が違いますので、

これは私どもが直接いろいろな部分で今まで進めてまいりました。ただ、本年度、

千曲市さんは実施されますけれども、本来私どもが所属している長野地方事務所管

内においては、そういうことを地方事務所に間に入っていただきながら、千曲市さ

んとこれから、自在山の尾根の北側については、千曲市さんは今年予定どおり空中

散布していただいてございますので、そこら辺については地方事務所と連携しなが

ら間に入っていただいていろいろな対応をしていきたいと思います。 

 いずれにいたしましても、来年度実施するようにということでございますけれど

も、今年度は凍結ということで、そこら辺の状況等踏まえる中で、来年に向けては

町長が申しましたように判断材料の年にしていきたいと考えておりますので、ご理

解をいただきたいと思います。以上でございます。 

５番（山城君） 近隣市町村の連携を深めて情報交換していただきたいと思います。

私も実は青木村の担当の方のお話を聞く機会を持ったわけですけれども、やはり青

木さんもそれなりの考えを持って、はっきりとはお話、今年は中止すると。中止す

るんだけれども、坂城もやはり伺っているような様子で、はっきりしたお話はでき

ませんでしたが、いずれにしても困ったなという状況ではありました。 

 次にいきたいと思います。 

 ３．さかきっ子応援事業について 

 イ．第３子より就学報奨制度の導入を 

 定例会招集日のごあいさつにございましたように、坂城町次世代育成支援行動計

画の前期計画は、平成２１年度が最終年度となります。次世代育成支援対策推進法

は、平成１７年から１０年間の集中的・計画的な取り組みを促進するために制定を

されたものであります。後期計画については平成２２年から２６年度までの５年間

で、前期計画との整合性を図りながら、次代を担う子供と子育て家庭への支援策と

して１人の子供が生まれ、健やかに成長していくよう、総合的に支援していくため

に策定するものであります。２００８年の合計特殊出生率は１．３７となり、前年

から０．００３増え、３年連続の伸びということでありました。 
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 しかし、少子化と人口減少には歯止めがかからず、出生数から死亡数を引いた自

然増減数から見ますと、２００８年は前年に比べ、全国で５万１千人余の大幅なマ

イナスということであります。これは出産期の女性人口が減ってきているというこ

とも一因ということでありますが、今年の４月より坂城町の出産祝規則が第３子以

降１人につき３万円、商品券ですが、支給される項目が加わりました。子育て支援

の大きな後押しをいただきましたことに、前向きな姿勢に敬意を申し上げる次第で

あります。 

 そこで今回、坂城町次世代育成支援行動計画の後期計画の策定に当たりまして、

第３子以降について小学校就学時に就学おめでとうという報償金を支給する規則に

ついて取り組んでいただくよう、提案するものでございます。子育て家庭に報い、

奨励していく、子供を産みやすい環境づくりや教育に力を入れていくこと、加えて

定住促進、転入者の増に策定いただくものでございますが、お考えをお伺いいたし

まして１回目を終わります。 

福祉健康課長（中村さん） さかきっ子応援事業についてお答え申し上げます。 

 現在、小学校就学支援につきましては、福祉の増進に寄与するため、母子、父子

の一人親の児童対象にお祝いに１千円の図書券及び激励祝金５千円を支給する制度

がございます。次世代育成支援行動計画の基本施策の中に経済的な支援の取り組み

といたしまして、０歳児から小学校６学年修了まで児童手当を支給しているところ

でもございます。小学校の入学は子育ての大変な時期であり、多子世帯におかれま

しては、さらに経済的な負担も増える時期でもあります。 

 ただいま第３子より就学おめでとう報奨金のご提案をいただきましたが、次世代

育成支援後期行動計画を策定する中で、近隣の状況などを考慮し、財政状況もござ

いますので、その中で検討してまいりたいと考えております。 

５番（山城君） 次の計画の中で検討してまいりたいということでございます。そう

いう回答をいただきました。 

 それでは、町内でなかなか３人以上のご家庭はいないと思うんですけれども、３

人以上のこれから就学されるご家庭、わかりましたら、お答えいただきたい。 

 前期計画で、それぞれのご家庭で子供を育てる理想数は何人がいいですかとい

うアンケートでは、やはり３人が一番多かったですね。それは就学前。就学前は

５２．５％、それから小学校就学時のご家庭では５２．９％と半数以上の方が３人

は子供さんを育てたいと言っているんですけれども、先ほど課長がおっしゃられた
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ように、いろいろと経済環境が厳しい中で、思いはあるんだが、なかなか難しいと

いうことのようです。今回も後期計画に当たってアンケートをとられたようですが、

この集計については、まだわからないと思いますけれども、今言った点、ちょっと

お答えいただきたいと思います。 

福祉健康課長（中村さん） 来年度小学校に入学する児童のうち、第３子以上の世帯

は、今、住民票でおおむね１５世帯でございます。以上です。 

５番（山城君） なかなか線引きが、それぞれ転入生もありますので難しいと思うん

ですが、私もお聞きした中で大体あっても２０人いかないということです。例えば

２０世帯で、それぞれ金額によってもまた違うと思いますけれども、予算づけする

にしても、例えば１万円ですと２０万円ですし、これは３人以上のご家庭には大き

な助け船になるのではないかなと。これはあえて言うと、２人は育てたんですが、

じゃあ、もう１人頑張るかという家庭も出てくるかと私は思います。本当に小学校

に上がる方、３人以上で、保育園から小学校に上がられて活動費というのもかなり

負担になるようでございます。それについては私も、それは親の義務だよという話

もいたしましたけれども、それぞれ子供さんが多いと経済的負担は多くなるわけで

す。ぜひこの点、後期計画の中で前向きに検討をお願いしたいと、こんなふうに思

います。 

 それでは、それぞれ答弁をいただきましたけれども、最後に。 

 今回、第４回のばら祭り、また第１８回のばらサミットは、内外から多くの愛好

者が、またお客様が訪れていただきまして、内外に発信することができました。せ

っかくサミットをやったから、ばら街道はいいところでハーフマラソンとか子供さ

んの駅伝とか、これはやったらいいなと。千曲市の一輪のあれに負けるわけじゃな

いんですけれども、そんなことも思いながら私もちょっと交通整理をお手伝いしま

した。 

 今回、住民の皆さんの安心・安全の創出について質問をしたわけでございますけ

れども、やはり火災によって命を失うということは、やはりそれだけの危機感を持

った対応が求められると思います。地域連携が一層必要だなということを私も痛感

いたしました。最終的な、さっきも申しましたけれども、ご家庭での自分の命は自

分で守るということでしょうけれども、そのためには、やはりふだんから町におい

ても地域においても関心を持ち、接することによって防災への賢さ、それから知恵

もつける必要があると思います。防災においては、関係機関がそれぞれの役割を認
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識し、お互いに連携することが大切であります。一体行政は何ができるのか、何が

できないのか、これはそれぞれすみ分け、地域もそうですし、すみ分けを認識する

必要があります。松くい虫につきましては、やはり地域の皆さんの説明と理解を得

る中で林業の振興に努めていくべきと考えます。 

 それから最後になりましたけれども、さかきっ子応援事業でございますが、子供

は、やはり町の宝でございます。少子化の流れを変えるために地域全体で住み、育

て、見守っていく、もう一段の対策をやはり進めていく必要があるのではないかな

と思う次第でございます。今日持ってこなかったんですけれども、前期計画のキャ

ッチフレーズにあります「地域みんなで子育てサポート、子供すくすく、家庭にこ

にこ、地域いきいき」これは本当に飾ったぼた餅ではなくて、実際にやはり一歩一

歩進めていくことが、また坂城から発信していくことが大事だと思います。以上を

もちまして私の一般質問を終わります。 

議長（春日君） ここで昼食のため午後１時３０分まで休憩をいたします。 

（休憩 午前１１時４７分～再開 午後１時３０分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、２番 中嶋登君の質問を許します。 

２番（中嶋君） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従い、

一般質問をさせていただきます。 

 さて、少し前のお話でございますが、私も中之条第２自動車分団で分団長をし、

１０数年間消防団員として坂城町の安心・安全に携わり、分団長会長もやらせてい

ただいた時代もございました。当時「大きな火事といえば中之条だな」と言われ、

汚名を着せられたときもありました。また、そういうときは重なるもので、大きな

工場火災があったと思ったら商店火災があり、取り灰などによる住宅火災など立て

続けに火事が起こった時代でもありました。今思えば１軒そっくり燃えてしまい、

数時間にわたって水を打っていて、夜の火事が朝になっていたなんていうようなこ

とも何度かありました。また、法被が濡れてしまい、家へ着替えに行き、火事場に

戻り、消火活動をしたこともありました。今思い出しても火事というものは身震い

のする恐ろしいことでございます。が、当時、焼死者が出たということはほとんど

ありませんでした。 

 １．火災で死亡事故をなくすには 

 イ．高齢者を守るには 
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 最近の町内における住宅火災で２月２５日、３月１９日、４月１９日と３人の高

齢者の尊い命が亡くなる異例事態が発生してしまいました。心よりご冥福をお祈り

いたします。 

 この間の全協の場で緊急事態である旨の発言を私はいたしましたところ、議会を

通じて町当局も速やかに動き、次の日から有線放送による啓蒙活動を行っていただ

いたことに対して敬意を表するものであります。 

 さて、人類が経験したことがない未曾有の高齢化が始まってきたあらわれだと思

います。昨年より団塊の世代の定年退職であるリタイアも始まり、今後もっともっ

と大勢の老人が増えてくることは、これはもう間違いありません。高齢者を守るた

めの施策をお尋ねいたします。 

 ロ．防火対策について 

 核家族化が進み、１人、また２人だけの老人世帯が多くなってきているので、防

火加工された布団やシーツ、難燃加工されたカーテンなどにするよう指導はできな

いか。また、補助金を出すことにより交換しやすくなると思うが、このことに対し

てお尋ねをいたします。 

 ハ．火災報知器について 

 今盛んに報道されており、県下でも命を守るために６月より義務づけとなりまし

たので、全老人世帯に補助金が出せないかと質問する予定でございましたが、昨日

の答弁で助成はできないとのことでしたので、助成をするよう要望をしておきたい

と思います。ご答弁はよろしゅうございます。 

 さて、今議会におき、火災の質問が４人、松くい虫の質問も４人と大勢の議員が

質問をしておりますが、緊急を要することであり、また、重要な事項でありますの

で、重複答弁でも構いません、ご答弁をお願いして私の１回目の質問といたします。 

町長（中沢君） 中嶋議員のご質問にお答えしてまいります。 

 火災で死亡事故をなくすためにということで、とりわけ高齢者に思いをはせたご

質問でございます。 

 町では今年に入り、多くの火災事故が発生し、３名の尊い命が失われたというこ

とでもございます。心からご冥福をお祈りするとともに今後このような火災が起こ

らぬよう、より一層関係機関と連絡を密にして予防消防に徹してまいりたいと考え

ておるところでございます。 

 ご質問の高齢者を守るためにでありますが、消防庁の火災原因統計によりますと、



 －１１９－

住宅火災の死亡原因の約７割が逃げ遅れであり、死者の約６割が６５歳以上の高齢

者ということでもございます。危険周知の有効手段として、まず火災警報器の設置

が挙げられているわけでもございます。既に設置が義務づけられておりますが、ま

だまだ普及率が半数にも満たないという状況でもあるわけでございます。高齢者世

帯を含め、火災警報器の設置の啓発や設置のお手伝い等について、町、消防署、消

防団あるいは婦人消防隊それぞれいろいろと連携をしまして、その普及に努めてま

いりたいと考えるところでございます。 

 また、町ではひとり暮らし老人宅に緊急通報システム、いわゆる安心電話を設置

しております。このシステムは、病院のナースコールのようなものでございまして、

何かトラブルが発生した場合に、昼間は夢の湯へ、夜間は美里園に連絡がつながる

ということでございます。このシステムには熱の感知式の火災警報器もセットされ

ているわけでございます。高齢者を守る有効な手段というふうに考えております。

こういったものをより利用して、機能が果たせるよう、いろいろと努力してまいり

たいと思っております。 

 地区の取り組みといたしましては、上平区では自主防災会が主体となりまして、

ひとり暮らしの老人や寝たきりの状態の高齢者や障害者、いわゆる要介護者を守る

ために災害時の住民支え合いマップを作成したとのことでもございます。区内の各

地区におきまして、自主防災会サポーターをいろいろ選出いたしまして、災害時の

安否確認等を行う組織づくりが必要であり、そのように努めているところでもござ

います。こうした地区の取り組みは、災害に強く、高齢者を守るというまちづくり

の先進的なモデルにもなるということでもございますので、町内にいろいろ普及す

るよう努めてまいりたいと思います。 

 今後とも高齢化が進みます。町や関係機関、地元が連携し、隣人のよしみをより

深め、住民の皆さんが安心して暮らせるような防災体制を目指してまいりたいと考

えているところでございます。以上でございます。 

住民環境課長（塩澤君） 私からはロの防災対策についてお答えを申し上げます。 

 防災対策につきましては、自分の身の回りから火災を防ぐ環境づくりが大切であ

ります。こういったことから、ご質問にもございますように、布団あるいはカーテ

ンなどの防災製品を使用することが効果的というふうに考えるところです。最近は

パジャマなどの寝具類ですとかキッチンウェアあるいは仏壇マットというようなも

のまで防災製品が出てきております。こういったものは老人世帯に限るものではな
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く、一般家庭においても必要ではないかというふうに考えるところであります。防

災製品等について消防本部では防災訓練等の際にコーナーを設けまして啓発、展示

を行っております。 

 最近は、各メーカーからさまざまな防災用品、防炎製品が出されておりまして、

特に高齢者向けの製品はあらゆるものが出回っておるというような状況であります。

難点を申しますと、普通の製品に比べますと若干価格が高い面がございます。また、

数多く製品が存在するという中で、どれがよい製品なのかということで判断しにく

い面もあろうかと思います。 

 防炎製品の補助金というお話がございましたけれども、町の財政的な面からも考

えますと、大変厳しい状況があるわけでございます。寝具類や衣類からの火災予防、

防炎製品の交換等に当たりましては、自分の命は自ら守るという、こういったこと

を基本としまして、まずは町と消防署等で連携をし、高齢者宅あるいは関係施設等

に推奨をし、普及を図っていくのが効果的ではないかというふうに考えております。

以上であります。 

２番（中嶋君） ただいまご答弁をいただきました。 

 町長のお話では、いろいろな施策が行われていると、そういうことがよくわかり

ました。課長にも防火加工された布団、シーツなどいろいろ広報活動をやっていた

だいているということがよくわかりました。 

 ただいま課長が言われましたように、値段が高いと。実際やはり難燃剤の入った

防火加工された製品は何割か高いかもしれませんが、その高いところを補助を出し

ていただければいいなと。せめて場合によってはシーツぐらい、先ほど言いました

ように、１人、２人のお年寄りのところに町からおあげしたらいいなと、そんなこ

とも感じました。 

 今言いましたように、いろいろな施策があるわけでございますが、私からももう

ひとつ提案がございます。今、住宅革命とまで言われておりますＩＨレンジに変え

れば、ガスを使わなくてもよくなります。まさに火のないところには煙は立ちませ

ん。これは都会の話でございますが、高齢者向けのマンションではＩＨレンジは常

識であります。冷暖房はすべてエアコンを使用とし、家の中では火を使わせないと

いうことであります。ということは、例えば８階建てで８０世帯が入居しているマ

ンションなどでは、すべての家庭からマッチを追放したということでございます。

たばこの火以外では火災は起きません。もちろん内装の壁やカーテンも難燃加工さ
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れていることは言うまでもありません。築１０数年たったマンションで火災は起き

ていないとのことであります。また、たばこを吸っている人は、みんなベランダに

出てホタル族になっているようでございます。 

 このことからも言えるように、火事の原因は台所のガスの火の不始末が大変多い

のであります。ガスレンジをやめてＩＨレンジに交換をすれば、多くの高齢者の命

を救うことは言うまでもありません。ＩＨレンジに補助金を出してほしいと思いま

す。ここのところだけで結構でございます、町長よりご答弁をお願いいたします。 

町長（中沢君） 我々が生活する場合には、いろいろな手法があり、さまざまな形態

で行われているわけでございます。田舎は田舎らしく、また、都会は都会、その中

においてもそれぞれの生きざまがあるわけでございまして、ひとつのこういった機

能があるから、これはいいよと、それは理解いたしますけれども、それを応援する

ということまでには至らないと、こんなふうに考えております。 

２番（中嶋君） 町長にご答弁をいただきました。全くそのとおりです。田舎は田舎

の文化があります。東京は東京の文化があります。私も同級生の課長がここにいっ

ぱいいたんですが、もうすべて去りました。えらい年になりましたなと思います。

町長が言われるように、昔はかまどでかやんの手伝いをしながら御飯を炊いた記憶

もあります。山へぼや取りに行ってきたり、りんごの剪定のぼやを炊いたりして、

みそ汁や御飯、やったという記憶もございます。 

 でも、ＩＨのレンジというのは、町長、大変失礼でございますが、都会もそうで

ございますが、田舎でも皆さんお使いになっております。ちなみに町長、うちへ遊

びにきていただければ、私の家も既に１０年前にＩＨは入っているという、こうい

うことでございますので、命にかかわることでありますから、できたら少し補助を

出していただいて、ガスレンジをやめてＩＨレンジに切り替えていただけるような

お手伝いが、坂城の命を守るというところでお考えをいただければありがたいなと

いうふうに思った次第でございます。町長の頭の中へ入れておいていただいて、ご

答弁は結構でございます。 

 第２質問に入ります。 

 ２．今後の松くい虫対策は 

 イ．空中防除について 

 水田の空中防除は、人家の近くであったり、また自然の生態系を壊してしまうな

ど多くの理由により大分以前に中止となりました。さて、松くい虫の方も上田市、
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青木村に次いでいち早く取りやめたことに対しては一定の評価はいたします。 

 というのは、最近ごく微量の化学物質にも対応してしまう子供たちが全国的に増

えているのでございます。この子らは、カナリアの子供たちとも言われております。

炭鉱の中で微量の有毒ガスに感知するカナリアのように、ごく微量の物質を感じ取

ってしまう子供たちであります。物質に反応すると胸が苦しくなり、頭が締めつけ

られ、不整脈が起こり、もがき苦しむ症状が出ます。子供だけに親も見ていられな

いような状態となるようでございます。まだ正式な医学用語はついておりませんが、

化学物質過敏症とも言われております。 

 最近、ヘリコプターによる空中防除がカナリアの子供たちを急増されているとい

うことも指摘されております。一回この病気になると花粉症やアレルギーと同じよ

うに、すぐ反応してしまうために、空気のきれいな環境のよいところにいなければ

ならないということであります。こういう問題も現実に起きているということでご

ざいます。 

 しかしながら、坂城町にこういう子供がいるかどうかは、まだ私は調べてはおり

ません。ですから、一定の評価はいたしますが、また一方においては、苅屋原であ

りますとか、上平地区のように絶壁などがあり、大変危険な箇所であるところは、

私もこうしろ、ああしろということは言えません。今後町としてどのように対処し

ていくのかをお尋ねをしたいと思います。 

 ロ．生物防除について 

 ばら祭りのとき、講演会で鳥の話をしていただき、平成１１年より千曲川の水辺

を考える懇話会などで大変お世話になっている鳥類の世界的権威者であります信大

の中村先生に相談をして、キツツキに、これはアカゲラでございますが、カミキリ

ムシの幼虫を捕食させるために鳥の誘致や定着を指導していただき、今後も研究し

てもらえるよう、働きかけができないかをお尋ねいたします。以上で１回目の質問

といたします。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは今後の松くい虫対策について、イとロについて順

次ご答弁させていただきたいと思います。 

 松くい虫防除対策としての空中薬剤散布につきましては、当町で初めて松くい虫

被害が確認された昭和６０年以来、保安林で公益的機能の高い苅屋原地区及び上平

地区の松林２５haについて地域住民の皆様方のご要望に基づいて実施してまいりま

した。隣接の上小地区におきましては、以前より反対の運動があったとお聞きして
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おりますけれども、当町におきましては、特に反対意見もございませんでしたけれ

ども、昨年１０月に初めて町民から中止の要望をいただいたというようなことでご

ざいます。 

 県、上田市、青木村と連絡をとりながら、今年度の実施に向けて検討してきたと

ころでございますけれども、今年５月の上田市の休止、青木村の先送りの決定とい

うようなことの中で、当町につきましては、熟考を重ねてきたところでございます

けれども、子供の未来と健康を考える会のメンバーも町民にいらっしゃるというよ

うなことや、健康との因果関係という立証の難しいというようなさまざまなことを

考慮する中で、６月３日に開催した坂城町松くい虫防除対策会議において空中散布

の凍結を決定したところでございます。 

 会議の中でも代替策の導入を強く求められたところでございますけれども、町内

で実施していた２カ所とも保安林に指定をされていますので、特に急傾斜な箇所に

つきましては、県の治山事業の導入を要望してまいりたいと考えてございます。ま

た、それ以外の箇所につきましては、当面、伐倒駆除を優先的に実施をしてまいり

ますが、厳しい財政状況の中で限界もございます。県を初め森林組合や対象の区の

皆さんのご協力いただく中で間伐による松林の健全化や樹種転換など複合的な対策

を検討していきたいというふうに考えているところでございます。 

 次に、生物防除ということでございますが、松くい虫被害につきましては、その

被害のもととなる線虫が松のマダラカミキリムシによって被害木から健全な木へ運

ばれることによって広がっていきます。この松のマダラカミキリムシを駆除できれ

ば被害は少なくなるというふうに考えられます。森林には多くの野鳥が生息してお

りまして、多くの野鳥はカミキリムシも餌にしておりまして、特にキツツキ類の中

でもアカゲラはカミキリムシの幼虫を捕食する能力が高く、アカゲラの生息密度の

高い地域では木の中の幼虫のほとんどが捕食されたという例もあるに伺ってござい

ます。 

 しかしながら、アカゲラは主に広葉樹類の枯れ木等に自ら穴を掘って巣穴とする

ために、ある程度太い広葉樹のある林でないと繁殖できない。また、夜は樹洞とい

います、木の穴でございますが、それをねぐらとしているために安全な樹洞が多く

あることが適地というようなふうにお聞きしてございます。 

 アカゲラの生息区域は本州や北海道等森林に多く分布しており、都市部では平地

の公園などにも姿を見ることができます。しかし、県内の生息状況につきましては、
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標高が高く、ブナ林の隣接している針広混合林に多く生息しておりまして、町内の

生息状況については比較的標高が高い地域に生息しているというふうに考えられま

す。松くい虫の防除に対して、このアカゲラを利用というか、使用していくとなり

ますと、松くい虫被害が出ている町内の松林にはアカゲラはあまり生息していない

ようでございますので、まずアカゲラを誘致というか、そこへ生息させなければい

けないということでございます。 

 そのためにはどうするかということでございますが、これは専門家のご指導が必

要というようなことになるわけでございます。繁殖用の巣丸太とねぐら用の巣箱が

必要だとも言われているわけでございますけれども、それぞれ何かノウハウがある

ということで、巣丸太についても、どうもそこにはすぐ住まないということで、そ

れが腐ってしまうと、またこれもいけなくなるということや、ねぐら用の箱につい

ては、その習性で底があってはいけないというようなことも言われています。そう

は言っても巣箱や巣丸太になるものをそこへ設置すればいいかというと、これは地

域の林の状況によっても異なるというようなことで、やはり本当にこの地域でどう

なのかというのは研究を要するというふうになると思います。 

 このようなことを考えてまいりますと、時間と、例えば多くの人手や費用という

ものも必要となりますし、現状の町の政策体系の中へ取り込むというのは非常にい

かがなものかなというような考えでございます。鳥類につきましては、大変広域的

な取り組みが必要じゃないかと。トキの関係を見ても予想外のところへ飛んで行く

というようなことでございますので、例えば環境ですとか、長期的な息の長い森林

づくりだとか、そういうような中で、やはりこういったことの対応がいいんじゃな

いかなというふうに考えているところでございます。特にこういう営巣とかそうい

うことを考えていくと、１０年とかそういう非常に息の長い取り組みにもなります

ので、県等へのそういった提案等についても機会あるごとに今後進めていきたいと

考えるところでございます。以上でございます。 

２番（中嶋君） 最初にも申し上げましたように、何人もの方が松くい虫の質問をし

たわけですが、課長、一番いい答弁をいただいておると思って感謝を申し上げます。 

 ただ、ちょっと思いますのは、今、上田市ですとか青木村、それから千曲市なん

かとかいろいろご相談をしながらというお話でございますが、もう少し広げて他市

町村、また場合によっては先進地があるかもしれませんので、そういうところへも

行ってご研究を重ねていただき、一番よい方法を考えていただければいいなという
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ふうにも思います。また、松林のアカゲラは難しいとの学術的な博士のようなお話

もしていただき、感謝するわけでございます。 

 ただ、私が調べた部分のところでは、まさにアカゲラの話は冗談のように思われ

ますが、１匹で１日当たり６４匹のカミキリ幼虫を捕食し、５haに１匹の密度で枯

れし率、松を枯らす率ですね、１％の松であれば９０％のカミキリムシの幼虫を食

べてしまうとの、このデータが林野庁から出されております。 

 ですから、そういうことを考えれば、ぜひ当町出身である中村先生に研究してい

ただき、長期的な研究になるかと思いますが、先生もいろいろな世界的な権威者で

ございますので、これはまさにアカゲラなんていうお話をすれば飛びついてくると、

ましてや町長が言えば待ってましたというような、私は話になるのではないかと思

います。町長に勇気ある答弁をお願いいたします。 

町長（中沢君） 松くい虫の空中防除ということから各般にわたり、また未来に通ず

るような論議にもなったわけでもございます。行政といたしましても、山の緑を守

るということ、これは大事なことであるわけでございます。いろいろな皆さんが今

まで歴史の中で育て上げた、その自然を守るということの中で、松くい虫の退治と

いうこと、これは大事だなと。 

 しかしながら、今までの過程を見るときに、例えば坂城町が苅屋原の方、あるい

は鼠の方いろいろ見ましても松くい虫が少ないと、比較的少ないというのは、千曲

市も頑張り、上田市も頑張っている、広域で対応しているということであって、こ

の点をしっかり見つめなければいけないなと、こんなふうにも思うわけでございま

す。長野広域地域でも坂城等は特にいろいろそういう面では力を入れているなと。 

 要は大事なことは、松くい虫の防除剤の毒性がどうだかということの観点が一番

大事なわけでございます。国の補助金の中で、そういう空中防除もいいよと、それ

はそれなりに毒性はあるであろうけれども、人体にという前提の中で補助金がいろ

いろ取り扱われると、これも事実ではなかろうかと思うわけでございます。 

 しかし、一部の研究者の中で、それであるけれども、人体にあるよというお話、

一人一人の学者の先生のお話を聞いていたら行政は進まないと。この１～２年のう

ちで、こういった対応についてどうするかということの中で、中止でなくて凍結だ

よと。そして、この１年の中で考えていくんだよと、こういうことでございます。

こういった問題は広域的でもあり、行政としても国、県、町を通じ、そしてまた、

この地域での行政もあるのですから、そういう中でひとつの方向を見出さない限り、
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みんなであれだ、これだと言っているだけで混乱するのみではなかろうかと、こん

なふうにも思っている次第でございます。 

 そういう観点において、県などが市町村に対応を任せるということでなくて、県

としては、こう考えるんだけれども、どうだろうかと、その具体的な対応は町に求

めるとか、そういうことでないと、こういった補助金そのものの活用ということが

できないわけでございます。そういう観点から広くいろいろ連携をしながら、より

よい手法を選んでいくと。そしてまた、来年に向けてはどうするかということを考

えていくと。早急な問題だというふうに理解しているところでございます。 

２番（中嶋君） 町長の言わんとすることはよくわかりました。伝わってきました。

そうは言いましても、自然のことは自然に任せるのが本当は一番いいんじゃないか

なというふうにも思いますので、その辺は町長、お心にとめておいていただきたい

と思います。 

 さて、最後の質問でございます。 

 ３．町内商業活性化対策は 

 イ．プレミアム付商品券について 

 ３月２日より発売されたプレミアム商品券は、総額３，３００万円売り出されま

したが、大人気を博して１週間であっという間に完売したのは皆様ご周知のとおり

でございます。お店側からも、また消費者側からも大勢の町民の皆様から第２弾を

行ってほしいとの要望が聞こえてまいります。「買いに行ったら売り切れてしまって

いた。まだ売っていると思ったに、もう終わっちまっただかいや。１０万ぐらい買

ってみたかっただがな」と、そんなような声が１カ月、２カ月ぐらいの間に出てお

りました。だから私は、思いました。やはり町長、いいことは速やかに第２弾、第

３弾があっても私はいいと思っております。決してこれは国のばらまきのような施

策だとは私は思っておりません。やはり金額的なことを考えても、何千万円や何億

円もかかることだったら難しいかもしれませんが、１００万円なり数百万円のとこ

ろで町民の皆様がこんなに喜んでくれるようなことは、この景気の悪い時代でござ

いますからこそ、早目に第２弾、第３弾を打っていかれたらと私は思いますが、こ

れもやはり町長より心あるご答弁を期待しているものでございます。 

産業振興課長（宮﨑君） プレミアム商品券について私からご答弁させていただきま

す。 

 ご案内のとおり、今回、商工会において発売をいたしましたプレミアム付商品券
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は、３月２日に発売いたしまして、議員さん言われるように、１週間程度で完売し

てございます。その商品券の換金率につきましても、６月５日現在で７３．６％、

２，４３０万円ほどが換金されたということで、町内の商店で利用されるというこ

とでございますので、経済効果からすると、これはすべて町内で消費されたという

ことですから、大変有効であったというように考えてございます。 

 このプレミアム付商品券の第２弾ということでのご提案でございますけれども、

プレミアムということを考えますと、財源をどうしていくのか。１００万円、２００

万円ぐらいならというようなご提案もいただいたわけでございますけれども、なか

なか政策として持っていくには大変難しいというふうに考えるところでございます。

これにつきましては、商工会でもプレミアム分の３００万円のうち２００万円を捻

出していただいているということで、さらなる財源ということになりますと、これ

また大変厳しいというふうに考えているところでございます。 

 しかし、通常の商品券についてでございますけれども、現在、商工会において７

月上旬にデザインの変更を予定しております。この商品券につきましては、漫画家

の矢口高雄さんの全面的なご協力をいただいてデザイン画や文字に矢口先生にかか

わっていただいておるということで、矢口高雄さんのデザインの商品券の販売によ

りまして、プレミアム付というわけにはまいりませんけれども、商工会等に協力す

る中で利用促進を進めるようＰＲ活動等そんなことを進めながら、より多くの人に

ご利用いただくような努力をしてまいりたいと考えております。以上であります。 

２番（中嶋君） さすが我が町の役場でございますね。すばらしいフォローでござい

ました。町長にご答弁を求めましたら、課長が見事な答弁をいただきまして、よく

わかりました。今度また新しくなると、すばらしいですね。 

 ただ、私のお尋ねしたかったのは、プレミアム制ですかね、ちょっと英語はまた

安島さんにでも聞いて勉強しておきますが、１割だか２割余計とつけてお客さんに

喜んでもらうというような、今の１割か２割とつけるところの話を町長からご答弁

を願いたいと思いますが、お願いいたします。 

町長（中沢君） 町と商工会がプレミアムのそういった面に取り組んだという過程の

中では、まず定額交付金がございまして、これがタンスへ入らなくて消費に早く回

してほしいということのきっかけとしてやったわけでございます。それが各市町村

のレベルで早いというようなことから、それなりの成果があり、そういったものが

誘導できたかなと、こんなふうに、まず第１点と思います。 
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 プレミアムの問題は今、議員が申されるように、何らかの恩恵がなければならな

いわけでございます。そうした面では財政的にもいろいろございます。長い目で見

ますと、それは行政もさることながら、商工団体も、そしてまた、商業の当事者も

互いにいろいろと資金を出し合って消費者が１割なりの恩恵を被ると、こういうシ

ステムがいいんじゃないかなと私はそういうふうに思っております。いろいろ関係

団体との協力を得ながら、そういった趣旨から、それなりに取り組む課題であるな

と、こんなふうに考えております。以上でございます。 

２番（中嶋君） 町長、今おっしゃられたように、さすが我が町長ですね。県下で１

番、２番にやったと。立派です。拍手したいぐらいですが、議場では拍手できない

ことになっておりますので。 

 もし、町長、そういうお話でございましたら、いろいろ事情はございましょうけ

れども、また県下で一番をねらっていただきたいと思うんです。坂城は第２弾をや

ったかと。今度は農協と組んでやったとか。いろいろまたお考えをいただきたいと

思います。これも心にとめておいていただきたいと私は思います。 

 さて、ばらサミットで大勢のお客様が全国から我が町に来ていただき、バラ公園

には何と４万人ものお客様が訪れたとのことであり、私は大成功のばら祭りであっ

たと思っております。また、祭りの間だけでも不景気のことを忘れ、皆さん、ばら

の花に酔いしれ、心豊かになり、ばらに元気をもらったと思います。 

 株が戻り調子となってきて１万円台を回復してきたのは大変よいことであり、明

るい兆しが少し見えてきたかなと思いますが、坂城の町はまだまだ底が見えていな

いという人もあります。早く景気回復を祈るとともに、町長に期待を込めて一句添

えます。「税金を上手に使って人助け」。これで私の一般質問を終わりとさせていた

だきます。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午後２時１６分～再開 午後２時２８分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１１番 円尾美津子さんの質問を許します。 

１１番（円尾さん） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従

い、一般質問をいたします。 

 １．食育・給食センター建設に関連して 

 イ．管理、運営態勢は 
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 ６月議会開催日の８日には食育・学校給食センターの請負契約の締結が議決され、

いよいよ建設がスタートします。多くの人の意見を集約し、知恵を集めて最新の給

食センターが形となっていくわけで、期待をしたいと思います。 

 初めに、請負契約では入札差金も多かったので、それを財源にすればと考え、太

陽光発電の設置について質問を考えたのですが、町長の招集あいさつで実施してい

く方向が示されましたので、それを了としまして、建物に魂を入れていく作業につ

いて、つまりセンターの管理、運営態勢はどうなるのか、基本的な考え方をお聞き

します。 

 特に調理業務の職員態勢について、どのような検討がされてきたのでしょうか。

結論を出していく時期が来ていると思います。どんな方法をとっていくのか、まず

お伺いいたします。 

 ロ．保育園給食について 

 給食の提供ということで、給食センターの態勢として、関連して保育園給食につ

いても考えられているかと思います。それとは別にして保育園給食の現状について

質問します。 

 常勤的非常勤職員や正職員が定年退職して２１年度は３園とも給食担当の職員が

すべて臨時職員になりました。臨時職員の任用が適用されるので、一定期間間を置

かなければなりません。その間仕事を頼む人にも任用が適用されるので、働く日数

や時間に制限があります。給食センターと違って２人から３人の少数で業務をこな

さなくてはなりません。人材確保に苦慮している様子がよくわかります。誰か働い

てくれる人がいればいいということでなく、経験や知識も必要な仕事です。このよ

うな不安定雇用の中で安全・安心の給食の提供が保証できるのか、大変心配になり

ます。この現状をどう考えるか、まず伺います。 

 また、臨時職員の雇用態勢を含めて現状の打開策をどう考えているのか、お聞き

いたします。 

企画政策課長（片桐君） 食育・給食センター建設に関連をいたしまして、管理、運

営態勢についてお答えを申し上げます。 

 先ほど議員さんがおっしゃいましたように、本議会初日に食育・学校給食センタ

ー建設工事請負契約の締結について議決をいただきました。これによりまして来年

２月２６日までの工期により建設工事を進めてまいるということでございます。そ

して来年４月から業務を開始する予定であります。 



 －１３０－

 この給食センターは、給食の提供業務のほか食育機能をあわせ持つ施設でありま

す。町教育委員会では、食育関連施設を含めまして町民の皆さんや小中学校等が使

いやすい管理運営を検討しているものと考えております。 

 現在の学校給食センター調理員の状況でございますけれども、１年単位の継続雇

用の方と１年単位の雇用で非雇用期間のある雇用の方の２通りがございまして、全

員の方が常勤的非常勤職員、いわゆる臨時職員でございます。また、昨今の新鮮で

安全・安心な食べ物を求めるニーズの高まりや地域で生産された農産物を地域で利

用する地産地消を進める観点から、学校給食に対する期待や要望も高まってきてい

るというふうにも考えております。平成１９年度から坂城中学校の給食の時間が

１２時５０分開始から１１時５５分の開始となりました。調理業務の午前中への集

中度も高くなってきております。このような状況の中で、重労働や業務の忙しさ等

も加わりまして、給食センターでは調理員の確保に苦慮していると聞いております。 

 ご質問の件でございますけれども、町教育委員会及び町では、より安全・安心な

給食の提供、調理員の雇用安定等を図るために、職員による内部検討組織を設置を

いたしまして、調理業務の方法につきまして検討を行っておるところでございます。 

 現在のところでございますけれども、株式会社坂城町振興公社に調理業務を委託

することができないのかどうかということで、現在検討を続けているところでござ

います。しかしながら、委託に当たっての委託料の算定、現在の調理員で希望する

方の継続雇用、また、雇用条件の整備等についても検討を行っております。受託側

である坂城町振興公社の受け入れ態勢など、実際に委託が可能かどうかも含めまし

て、詳細についての検討は、まだ十分にできておりません。検討はこれからという

ことでございます。今後、調理業務のあり方につきまして、なるべく早い時期に事

務局レベルの案を作成してまいりたいというふうに考えております。 

総務課長（宮下君） 保育園の給食担当職員につきましては、町内３つの保育園で１

年契約の職員が７名、短期契約及び契約代替の職員を６名、計１３名の非正規職員、

いわゆる臨時職員を雇用しております。この臨時職員と町の栄養士により保育園給

食を受け持っております。 

 臨時職員の雇用態勢につきましては、町の任用方針に基づき雇用しているところ

でございます。平成１７年、国の行政改革大綱に基づきまして、坂城町を初め全国

の市町村で作成し、公表いたしました集中改革プランの推進計画の中で定員管理の

数値目標を定め、人件費の削減に取り組み、毎年その達成状況を国に報告するとと
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もに、公債費負担適正化計画にも反映されている状況の中で正規職員を増やしてい

くことは大変厳しい状況にあることを、まずご理解いただきたいと存じます。 

 臨時職員につきましても継続的な雇用となりますと、正規職員と同様に職員定数

にカウントをされます。現在、最長１年契約とし、再雇用に当たっては、お話もご

ざいましたが、雇用関係が中断されていると認められると思われる一定期間を設け

ることが必要になります。そのため保育園の給食担当職員に限らず、年間を通じて

臨時職員を雇用する場合においては、雇用契約終了後、再雇用までの間、人員確保

などに苦慮している状況でございます。平成８年に現在の雇用体系に移りました際

には、再雇用までの間の人員確保が課題になることは理解しております。雇用期間

をずらすなどにより雇用の中断を挟みながら２人分の仕事量を３人で行う方法、今

では一般的となりました、いわゆるワークシェアリングとして継続した雇用を提案

してきた経過もございます。臨時職員の雇用につきましては、私たちは地方公務員

法や労働基準法等の制約がございます。現状における課題を整理する中で、この中

ではありますけれども、よりよい方法がないか研究をしてまいりたいと思います。 

１１番（円尾さん） それぞれお答えをいただきました。２回目の質問をさせていた

だきます。 

 管理、運営については、今の検討の中では振興公社への業務委託をしていくんだ

という話がありました。まだ決定ではないでしょうけれども、そういう方向が出さ

れたということは、ほとんど決まりに近いんじゃないかと思うんですけれども、学

校給食ということは教育の一環として子供たちの成長を保証する大事な内容を持っ

ているんですよね。そんな中で基本的には町の直営にすることが必要ではないかと

思いますが、調理業務の外部委託を選択していくことへの町長の見解を求めたいと

思います。 

町長（中沢君） ご指摘のように、町に関連する施設もあわせて町で直営で公務員と

してやっていただければ、それにこしたことはございませんが、そういった事例は

ないわけでございます。それぞれがその場に立って、どんな雇用形態を進めていく

かということの中で考えざるを得ないと。その結果が現在のような、結局働いてい

る皆さんの雇用が十分に確保されないという労働条件にも相成ったということでも

ございます。 

 現在のようにいろいろな保育園あるいは給食センター等については雇用形態が研

究されております。その一環といたしまして、あくまでも町だということになると、
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これは人員配置が今までどおりのようなことにならざるを得ないよと。働く人にも

う少し安心感を与え、その諸君に一生懸命頑張ってもらうというには、まず雇用を

安定させる方法はないかということをみんなで研究していきたいということから、

そのひとつとして町の振興公社にという、これもひとつの私の頭の中には描いてお

りますけれども、まだ振興公社の組織決定の中では論議されていない問題でござい

ます。 

 いずれにいたしましても、給食センターが発足するわけでございますので、秋ご

ろまでには、その体系をしっかり決めていかなきゃならないと、こんなふうに考え

ております。以上でございます。 

１１番（円尾さん） 今の給食センターの働いている人たちのことを考えると、業務

委託をいたし方ないのではないかなというような気もいたしますけれども、その中

で、やはり今、頭の中だけにというお話がありましたけれども、今回初めてこうい

う公の場で振興公社という話が出てきましたので、恐らくそういう方向が決まって

いくんだろうなというのが、私は、そうとりました。その中で管理、運営は教育委

員会を中心として食育がかかるから、そういう意味で町がやっていくのかなという

ふうにも思いますけれども、その辺について確認をしておきたいと思います。 

 それから、先ほど課長が今働いている人たちが云々というお話もありましたけれ

ども、現在、調理業務をしている人たちがそのまま移行をさせていけるのか、それ

から今よりもやはり待遇がちゃんとしてこなければ、やった意味がないと思うんで

すよね。そういう意味で現行よりも後退しないということを考えていいのかどうか、

それを確かめておきたいと思います。 

 それからもうひとつは、保育園給食としての関連はどのように考えているのか。

これは担当課の企画政策課長さんの今の事務レベルでのお話を答弁願いたいと思い

ます。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 現在働いている方を基本として今考えておりまして、その方たちの意向を尊重し

なければなりません。それにつきましても、先ほども言いましたように、勤務条件

等の整備も考えております。先ほど町長の答弁でも、そういった趣旨のことをお答

えしたかと思います。そういった条件等決めた中で今働いている方々の意向を尊重

した中で移行できれば移行をお願いしていきたいということが考えております。 

 それから保育園の給食については、今現在は学校給食センターの調理業務につい
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てということでございますので、それは切り離して考えていきたいということでご

ざいます。 

１１番（円尾さん） 今の答弁の中で、じゃあ、食育を冠になった管理、運営という

のが教育委員会とかそういう形になっていくんですけれども、その点では、どうい

う形を考えているのか。管理というのはこういうふうにこちらでやりますよ、じゃ

あ、調理業務は業務委託ですよというようなことがはっきり考えられているのかど

うか、その辺もう１度確認したいと思います。 

町長（中沢君） 給食センター、これからの中では、食育教育という面のひとつの柱

があります。それと給食をつくって、よりよいものを提供していくということがご

ざいます。さらに今度、太陽光線を入れながらの施設ということになって、環境教

育も入れると国の方へも約束してあるわけでございまして、ここら辺が３つの柱に

なるかなと、こんなふうに思っております。 

 今ご質問の中で、例えば振興公社と給食センターとのかかわりでございますけれ

ども、給食の計画的なもの、そのものについては、給食センター、そしてまた保健

センター等も一緒になって物を考えていくという仕組みづくりかなと。それと給食

センターというのは今まで材料提供が外からということで固定している面がござい

ます。そうした中では、それも生かさなければいけないし、という問題、あるいは

地場産品を使うと、そういう面についての材料は給食センターなりで主体的に心配

するということにもなろうかなと。そしてさらに、そのつくる製造の場というのは、

当然給食センターでございます。 

 じゃあ、振興公社はということでございますが、物をつくるために職員がいるん

だよというひとつの設定をしないと委託するわけにはいかないわけでございます。

ただ人が来てくださいというわけにはいきませんので、振興公社としてそれをする

には、製造をする過程は私どもに委託してくださいよということになろうかなと。

あわせて時によったら配達、そしてまた、いろいろな工程における諸々の段取り等

もあるわけでございますが、これはそれぞれの分野でそれ相当に進めていくという

ことにもなるかなと。現在のところは相互に連携し合っての仕組みがどういうふう

に立てられるかということを鋭意検討してまいりたいと。何回も申すようでござい

ますが、そこに働いている人たちがそれなりに雇用という中で安定的なものをまず

求めていこうじゃないかということが原点にあるということもご理解いただきたい

と思います。以上でございます。 
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１１番（円尾さん） 給食センターがどのような形でなっていくのかなというのが大

体見えてきたのかなという感じはします。そんな中で、いわゆる給食をつくってい

く業務、それに関連するのは振興公社に委託していくんですよという理解でいいか

と思うんですけれども、その辺で私がちょっと気になるのは、やはり委託をすると

いうのが今、振興公社だという話がありましたけれども、そうすると、委託をする

町の責任者が町長であって、委託を受ける側のトップ、振興公社の社長さんが同じ

中沢さんという方なんだと思うんですけれども、例えば委託をする方では、できる

だけ安くというふうに考えるのは自然だと思うんですよね。受ける側とすれば少し

でも高く受けたいと思うのが自然だろうと思います。大変そんな中でやりづらいも

のがあるんじゃないかと気にかかるところですけれども、やはり町民感情としても

実務的なやりづらさをなくすためにも、この際こういう形で給食センターも振興公

社へというようなときに、振興公社の社長の交代ということは考えられるかどうか、

町長の見解をお聞きしたいと思います。 

町長（中沢君） 行政を担う者として行政の立場から、そしてまた、受託する場合に

受託の立場から、こういった小規模な町ですと、たまたま両者を一人で担っている

ということが普通でもございます。しかし、市の大きいところへ行きますと、それ

ぞれ分離しているということは分離がよりベターだなということもあろうかなと。

そこに無駄をなくし、また少ない人数で対応するにはどうかということにもなろう

かと思います。 

 より具体的に申し上げますと、私は振興公社、そしてまた、町の行政の中にござ

いますが、給食センターそのものは教育委員会の所轄に入るわけでございます。教

育委員会で主体的に頑張っていただく中で、より連携をとりながら効果を上げてい

くことがベターかなと、こんなふうに考えておるところでございます。以上でござ

います。 

１１番（円尾さん） 学校給食を提供していくということで、教育委員会が責任を持

つというのは当たり前のことだと思うんですよね。その中で、やはり振興公社とい

う形をとっていくときに、そのトップと今の町のトップと同じだというところで私

はやはりやりにくいというところがあるだろうと。一人の方にそれだけ重いものを

負わせていいのかなということもひとつはあります。それから民間の中できちんと

したものが成就されていくためには、私はそれは別な人の力を発揮してもらう方が

よりベターじゃないかと思うんです。そんな点で、やはりやっていくべきではない
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かと思います。 

 特に今の振興公社の中には町の職員も入っているわけですよね。企画政策課長と

いう任務を持って入っていますけれども、そういうこともやはりひとつ第三セクタ

ーというような形で指定管理者という形で出していくときには、やはりそこの辺は

すみ分けをしていくべきだろうと思うんです。その辺たまたま給食センターを振興

公社へという話がありましたので、その辺もぜひ検討していただきたいと思います。

それは振興公社が検討することでしょうし、それとやはり町がこのことについては

どうしていくのかということ、それから指定管理者でありますので、町の意見が全

然通らないわけではないんですよね、お金も出していくということになりますので。

そういう点でも、やはり考えていく必要はあるんじゃないかと思うんです。組織が

大きいから、小さいから、町が小さいから、大きいからという問題ではなくて、や

はりより活発に動けるようにということを考えていただければと思います。 

 この問題については、恐らく何回やっても同じ答えだろうと思いますので、答え

を求めませんけれども、やはり子供の食を提供するセンターという形で利益を追求

するところではないわけですよね。誇りを持って安心して働ける職場のために、費

用の節約ありきから出発ではなく、委託料のあり方も含めて十分な検討をして早い

うちに結論を出していただきたいと思っています。 

 それでは保育園給食について質問をします。 

 先ほどの中で臨時の職員が何人だというような形を出されて、その中で任用を使

っているんだというお話もありました。さて、その現状、今、保育園でどんな問題

が起きているのか、どんな勤務状態の中で苦労をされているのか、その辺はリアル

につかんでいらっしゃいますでしょうか。その辺を総務課長にお尋ねします。 

総務課長（宮下君） リアルにつかんでいるかと言われると、なかなか難しい部分が

あろうかと思いますけれども、先ほども申し上げましたけれども、雇用されている

期間と非雇用の期間を設けなければならないという状況の中では、当然この短い時

間のところに雇わなきゃならない方という方を出している限りは大変厳しい状況が

あるというふうに思います。 

 ですから、私どもの方は、先ほど申しましたけれども、今で言うワークシェアリ

ング、２人分の仕事分を３人で分けていただくことによって、例えばお１人が１５０

万円とします。そうすると合計で３００万円の人件費がかかるものを３人で割るこ

とによってお１人が１００万ずつのお仕事に分けていただくことによって、そうい
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った対応もできるんではないかなということで、ご提案をしてきた経過はございま

す。 

 また、現在そういった中での短期間での雇用が非常に厳しい、そういったところ

で働く方も「この短い間だけ働くんですか」というような状況があろうかというふ

うに思いますので、そういった形の中で雇用される方、現場で雇用する方、そうい

ったことが、そういった認識を深めて運用方法を考えていかなければならないので

はないかというふうに考えます。 

１１番（円尾さん） それでは、臨時職員の任用についてというのが今一番ネックに

なってくるかと思うんです。この制度を考え出されてから今までも何度もこのこと

については質問もしてきましたけれども、もう１０年を過ぎているわけですよね。

その中で、この間法律の変更もありました。そんな中で、この制度が一体どういう

ふうに利用されてきたのか、どういうふうな変遷を持ってきたのか、どんな問題が

生じてきたのか。特に保育園などの現場の状況はどうだったか。影響を受けること

は、そこで働く人はもちろんですけれども、要は子供の成長にも影響を及ぼすこと

だと思います。実に保育園の中でも人を確保していくということが大変難しいとい

う話をされていました。特に食育というような形が給食の中には課題として出てく

るんですけれども、現実には日々の給食を提供していくことが精一杯で、それ以上

のことを求められないというような状況も伺いました。 

 そんな状況を見てきたときに、やはり任用方針ということの、今まで使ってきて

どうだったかということの検証というのはどうしてもしていく必要があるんじゃな

いかと思うんですけれども、その辺について。 

 ただ、なぜこういう問題が起きてきたかということは、要は法律の権利の外へ臨

時の職員の人たちを置いていったというのが最初の出発点だと思うんですよね。そ

ういうことも含めながら、やはりこんなことでいいのかなということを一番感じる

わけですけれども、検証をしていただいて、どうだったか、どこに問題があったか、

次にどうすればこれを解決していけるのかというふうな考えを持っておいでになる

か、お聞きしたいと思います。 

総務課長（宮下君） 先ほどの答弁の中でも、私どもの雇用の関係につきまして、地

方公務員法というのが大きなものになります。この中では基本的に臨時職員の採用

につきましては、まず６カ月間、この中で優秀な成績をおさめた方について１回限

り６カ月間の延長が認められているというものでございます。まずこの部分が基本
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になっています。先ほど申しましたが、雇用が継続している場合につきましては、

当然ですが、町職員としてのカウントになります。現在そのカウントされている方

もおる中で、その方を含めて定数管理の数字が設けられているというものでござい

ます。 

 もともと出始めたのは、もちろん労働者の権利等の問題ございますけれども、私

どもの雇用につきましては、まず一番最初にかかってくるのが地方公務員法という

形になります。この問題をどうやってクリアしていくのかというものがあって、例

えば労働基準法なりもちろん引っかかってきますし、ですから、今現段階では、例

えばパート労働法ですとか、派遣法ですとか、そういうものは直接には影響はない

わけですけれども、そういった雇用の部分につきまして、今申しましたように、例

えば１年を９カ月と３カ月に分けていただいて、これをお２人の分を３人で組み合

わせることによって仕事の継続、連絡等もできるんではないかなと、そういうよう

な形は考えられるということで、今後そういった中で３カ月だけ来てくださいと、

１年に３カ月だけ来てくださいというような形の雇用は大変厳しいものではないか

なと。そういう中では雇用される方、そしてまた、雇用する側の方が、そういった

ワークシェアリングというものを十分理解する中で雇用を確保していくと。そうい

うことが求められてくるのではないかなというふうに考えます。 

１１番（円尾さん） 地方公務員法の中、あるいは労働基準法、パート労働法、派遣

法などいろいろ法律の中でそれをクリアしていくということは承知しています。そ

の中で今こういう任用制度を採用したと。だけれども、この制度がどういうふうに

変わってきているのか、そのことによって、どういう職場ではどういうことが起き

ているのか、そういうことを検証していただきたいということを言っているんです

よね。その中で、またほかの方向が見えてくるかもしれない。そういうことをやる

気はないんでしょうか。その辺をお聞きします。 

総務課長（宮下君） 先ほども答弁の中で、臨時雇用の関係につきまして地方公務員

法だとか労働基準法等々制約はある中ですが、現状におけます課題等整理して、よ

りよい方法を研究してまいりたいということで答弁をさせていただきました。 

１１番（円尾さん） それでは、そのことについてはしっかり検討していただきたい

と思います。今までこうだったから、このとおりというような結果が出ないように、

ぜひその辺は頭の中にしっかりと置いていただきたいと思います。 

 構造改革の中で人件費を減らすことがターゲットになってきました。町でも１割
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の職員を減らすことが目標になって進められていますが、人が減ったから仕事が減

るという状況ではありません。むしろ仕事が煩雑になったり、量的にも増加してい

ると思います。そこで臨時職員をということになります。働き方は別として、現在

短期であろうが、何であろうが、正職員の人数に匹敵するくらいの臨時職員によっ

て町の業務が成り立っている。結局そこは安く働くことになるわけですよね。 

 今、官製ワーキングプアということが問題になっています。雇用のあり方は、本

来同一労働、同一賃金が基本だと考えますが、正職で仕事をすることが本来の人間

の姿だろうと思います。現状はそれも難しいようですから、せめて自治体がワーキ

ングプアを出さない努力をしていただきたいと思います。このことについては、時

間もありませんので、次の項に進みます。 

 ２．雇用対策について 

 イ．坂城町の現状は 

 経済危機のもとで非正規切りが進められ、正社員の人員整理が行われ、全国の失

業率が５％を超えました。製造業を中心とした坂城町への影響は大変なものがあり

ます。大手の希望退職を初めとして多くの会社が退職者を出しています。また、最

近になって仕事を失う人が見受けられ、深刻さが増しています。坂城町での失業の

状況はどうでしょうか。失業率はつかめているでしょうか。上田職業安定所管内の

有効求人倍率が県下で一番低く、職を求める人であふれている様子が報道されまし

た。坂城町での有効求人倍率も上田とあまり変わらないのではないかと思いますが、

どうでしょうか。特に若い人たちの雇用が心配されます。高校新卒者の就職率はど

うだったでしょうか。以上の指標から見て坂城町における雇用の実態をどのように

把握しているか伺います。 

 ロ．制度の活用状況は 

 国の２００８年度補正予算による緊急雇用創出事業交付金、ふるさと雇用再生特

別交付金による雇用の創出にかかわる事業展開が今されています。ばら祭りでの駐

車場の案内など目に見える雇用の状況はありましたが、全体として、どれだけの雇

用の創出ができたでしょうか。制度の活用が十分できているのでしょうか。この事

業は緊急避難的な一時しのぎの雇用と言えるものでして、制度利用にも制限や条件

がありますので、なかなか思うようにいかないという声も聞かれます。問題点をど

のように感じていますか、お聞きします。 

 また、１４兆円にもなる国の補正予算が成立しました。経済危機対策と言われま
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すが、今すぐ必要でない大型公共事業への大盤振る舞いは選挙目当てのばらまき予

算と批判が集中しています。補正予算の中には緊急雇用創出事業交付金の補正と言

えるものがあります。それは離職した非正規労働者や中高年齢者等への一時的な雇

用、就業機会の創出等を行う事業の拡充を図ることも目的に、県に創設した緊急雇

用創出事業の基金に３千億円を積み増ししたことです。全国で３千億円ですから、

どの程度坂城町で利用できるか、大変疑問ですけれども、町が県に申請することで

利用できるものです。早い対応が必要と思います。これまでと同じ就業期間は原則

６カ月未満とされていますが、仕事の内容によっては、更新ができ、実質１年間に

変更されています。どのような雇用創出を考えられるでしょうか。有効利用をして

いただきたいと思いますが、そのことについてお伺いいたします。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは雇用対策について順次ご答弁させていただきます。 

 まず、坂城町における有効求人倍率というご質問でございますが、町を管轄区域

とする篠ノ井公共安定所ハローワークにお聞きしたところ、町としてのデータの集

計は行っていないということでございまして、管内の坂城、千曲市、長野市南部と

いう管内の中で答えさせていただきますと、４月の有効求人倍率は０．３４倍とい

うことで、これは前年度と比較してマイナス０．５３ポイントという非常に厳しい

状況でございます。県の全体の平均が０．４１倍と比較しても、さきに議員さんか

ら上田の話が出ましたが、上田、飯山、伊那、須坂の管内に次いで低い数字という

ことでございます。 

 失業率についてですけれども、こちらについても、町としてのデータはございま

せんが、先日発表された全国の完全失業率は、議員さん言われたように５．０％と

いうことで、都道府県ごとの完全失業率の発表は月ごとの発表ではなくて、四半

期ごとの発表ということで、県の直近については１月から３月期ということで、

３．４％ということでございます。この時点での全国平均は、４．６％ということ

でございますので、雇用情勢が非常に悪化しているということがわかります。 

 続いて、若い方、高校生の新卒者の就職率ということでございます。長野県の今

春卒業した高校生の３月末の時点の就職内定率は９７．１％ということで、前年同

期を２．５ポイント下回って３年ぶりに低下をし、記録のある１９９３年以降で最

低の数字というふうになっています。町内に在留する高校生の把握は、データとし

てございません。そんなことで地元の坂城高等学校に状況をお聞きしたところ、今

年３月に卒業した生徒の約３２％が就職いたしましたけれども、最終的に希望した
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生徒の皆さんのほとんどが就職できたということで、さらにそのうちの３割の生徒

の皆さんが町の企業に就職していただいたということで少し安堵したところでもご

ざいます。 

 しかしながら、例年と比較して非常に厳しい雇用情勢であったために、就職先を

選択する余地があまりなくて、また、専門的な知識を身につけるために技術専門校

等への進路を切り替えた生徒も数名いたというようにお聞きしてございます。 

 続きまして、次の制度の活用状況ということでございますが、国の経済対策によ

りまして雇用情勢が厳しい状況にある中で、離職を余儀なくされた非正規労働者、

中高年齢者等の雇用、就業機会を図るために、ふるさと雇用再生創出事業と緊急雇

用創出事業が新たに制度化されたところでございます。 

 町でも、この春から小中学校の学習支援やフレンドリールームの講師、ばら祭り

の駐車場担当等５事業１１名の方の雇用をこれで創出し、今後も林道や作業道の環

境整備、町有林の枝打ちや下草刈り等の事業により、さらに１５名の雇用というよ

うなことを予定しているところでございます。 

 この制度の活用により、これまで財政的な理由により事業化できなかった事業を

行うことが可能となったわけですけれども、対象となる分野の制約や県から交付さ

れる補助金が当初予定したものよりもかなり額が少なかったということで割り当て

というような部分もございまして、実施する事業を絞り込まざるを得なかったとい

う事情もあります。求職活動を行っている皆様については、先ほどもちょっと関連

で出ましたけれども、できる限り正社員としての採用を求めて就職活動を行ってい

るということで、現在、失業保険をもらっている方が失業保険を打ち切り、原則と

して半年以下の雇用であるこの事業の仕事に勤務していただくというのは実際には

厳しい部分があるというのが実情でございます。 

 今回３千億円の緊急雇用創出事業が国の補正予算で予算化されたということでご

ざいますが、このうち６月、長野県議会では市町村分として８億５千万円が予算計

上されておりますので、今後改正された交付要綱とともに町への交付額が確定して

くると思われます。この補正予算への対応につきましては、第１次の緊急雇用創出

事業の検討の際に候補が挙がった事業や現在の町の課題等を勘案いたしまして、幅

広く可能性を探りながら、町内で十分検討して事業選択等をしてまいりたいと考え

てございます。住民の皆さんの雇用確保、町にとって有益に活用できるような、そ

んな事業ができればというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。



 －１４１－

以上です。 

１１番（円尾さん） 町の有効求人倍率とか就職率、それが大変厳しいということは

数字の中にもあらわれていたかと思います。それと同時に、失業保険をもらってい

る方がそろそろ切れていくという状況があるわけですよね。そんな中で、やはり再

就職ということを考えたときに、今なかなかそれができない、就職がない。仕事が

なければ本当に雇う方も雇っていけないんですから当たり前なんですよね。そんな

中で、やはり制度的に本当に部分的なものであったり、条件がかなり厳しかったり、

緊急一時避難的なものであったりしても、やはりそれを活用していくということが

うんと大事だろうと思うんですよね。 

 今度の新しい制度の中でも直接雇用ということも可能ということを明記されてい

るんですけれども、今いろいろなことで今まで該当していなかったものを入れてい

きたいんだというお話もありました。じゃあ、具体的には大体こんなことを予想し

ていますよというようなことが、目安があるんでしょうか。その辺についてお尋ね

します。 

産業振興課長（宮﨑君） ただいま具体的にはどういう取り組みがあるのかというご

質問でございますけれども、先ほどのご答弁の中でも申し上げましたけれども、私

ども当初も本当に幾つかの事業を選びまして、より多くの申請をすることによって、

より多くの雇用が図れればという取り組みをしてきたところでございます。そうい

う中で現在の対策になっているわけですけれども、ここで具体的にどうという部分

は正直言いまして、ここで言うとなかなか固まってしまいますので、本当に坂城町、

幾ら来るんだということが、ある程度見えてこないと、ちょっと言ったはいいけれ

ども、そういう事業が採択できなかったというとまた誤解を招くもとになりますの

で、この場でのご答弁は避けさせていただきますけれども、いずれにしても、でき

るだけ広い可能性を拾う中で検討していきたいと考えておりますので、ご理解をお

願いしたいと思います。以上です。 

１１番（円尾さん） 課長がおっしゃるとおりだろうと思うんです。ただ、製造業が

多い企業の町ですから、そういう中で、やはり県から来るお金がどうなんだという

んじゃなくて、やはり県への積極的なアプローチが必要だろうと思うんですよね。

そういう点をしっかりやっていただきたいというのが私の本心なんですけれども、

その中で、やはりいいものをできるだけ皆さんが少しでも潤うような仕事を提供で

きればということを考えていました。 
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 時間の関係もありますので、３問目に入りたいと思います。 

 ３．基金について 

 イ．基金の見直しを 

 この問題については、何年も前から感じていました。たまたま監査委員の任務も

ありましたので、今までは避けてきました。今回は質問したいと思います。 

 言うまでもなく、財源を有効に使っていくことが何より求められるのが行政だと

思います。しかし、踏襲していくことが多く、見直しがなかなかできないのも行政

だと思います。世界的な経済不況の中で財政が大変厳しい状況は誰も否定しません。

今後もっと厳しい状況が予想されます。そこで財源の有効利用という観点から基金

のあり方を検討し、見直していく必要があると思いますが、見解を伺います。 

 それぞれ目的を持って基金が創設されていますが、利子のみを利用して事業展開

をする基金の中には残高が少額のため果実運用が不可能に近いものもあります。そ

して今の利率は大変低いわけですから、その果実運用というのはなかなか大変だろ

うと思います。また、ここしばらく活用されていない基金や役割が終わっているの

ではないかなと思われるものもあります。内容によっては、一般会計の中で対応で

きるものもあるように思います。半面、将来を見通して、もっと増額が必要だと思

われる基金、例えば３小学校の全面改築に向けての文教施設整備基金など、それに

該当するのではないかと思います。そんなことを考えながら財政調整基金や減債基

金、特別会計にかかわる基金を除いて目的基金のあり方を検討していくいい機会で

はないかと思いますが、見解をお聞きいたします。 

町長（中沢君） 基金の見直しについてお答えいたします。 

 基金につきましては、地方自治法と条例の規定によりまして、特定の目的のため

に財産を維持し、その運用を図ってきたところでもあるわけでございます。現在、

一般会計に属するものが１８基金あるわけでございます。町の今後の取り組みを考

えたとき、子供たちの安全な教育環境の整備が不可欠でございます。２０年度の最

終補正予算で文教施設整備基金に５千万円を積み立てた、そして近い将来に備えた

ところでもございます。 

 お話のとおり基金残高が少額であるというものも出ておりますし、この数年、積

み立てや取り崩しが行われていない基金もございます。老人福祉センター設備基金

のように設置当初は有効に活用した実績がありますが、一定の役割を担ってきたと

ころで、現在は積み立てる財源の確保が難しいというものもあるわけでございます。
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今後も諸設備の更新ということは想定されることから、廃止までには至っていない

けれども、基金でなければだめかなということもまたひとつの手法として考えられ

ることでもございます。地域で初めての環境ボランティアグループが組織されまし

て、町の環境美化の推進に携わっていただいた環境美化基金も、歴史は古いんです

けれども、現在、固定されているというものもございます。また、１０年かけて中

心市街地まちづくり計画等がございまして、この交付金事業を利用しての取り組ん

だ坂城駅周辺整備に係る基金についても、本年度からまちづくり交付金事業の最終

年度ということから考えますと、基金についていろいろ役割を終わったもの、ある

いはまた類似なもの等はグループ化する必要があるかなと、こんなふうにも考えて

おります。 

 基金全体につきましては、その設置の目的等があるわけでございますが、現状に

即しまして残高の少量なもの等については、他の基金とグループ化していくという

こともあろうかなと。一案として、ふるさとまちづくり基金とか環境美化基金とか

坂城町周辺整備基金とかはひとつのグループのものかなと。あるいはまた、水資源

対策基金とか、ふるさと農業集落基金などもいろいろとひとつの流れにあるかなと。

社会福祉基金あるいは老人福祉センター基金等もそれぞれ少額のまま残っておりま

すので、そういったグループ化も含め、また、役割の終わったものについてはなく

していくということで、新年度予算に向けて対応してまいりたいと考えております。

以上でございます。 

１１番（円尾さん） 基金については、新年度予算に向けて何らかの形が出てくるだ

ろうと、今の答弁の中で思いました。そんな中で、やはりきちんと整理をしていく、

それはもちろん条例や、いろいろなもので成り立って、議会の議決も必要になって

きますし、そんなところでありますけれども、やはり早い時点で見直していくとい

うことが有効利用をしていくということに対して大切だろうと思っています。 

 今回は給食センターがいよいよできますので、そのことについてお尋ねしていき

ました。やはり皆さん、新しい建物ができるということについては、目の前にそう

いうのがあらわれてきますから大変いろいろな意味で「ああ、そうなんだ」という

こともあります。ところが、中でどういう形がとられていくのかということは、な

かなか見えない部分なんですよね。そういう中はしっかりと検討していただいて、

そして町民の皆さんにこういう雇用体制ができますよ、こういう管理をしていきま

すよ、こういうこともできます、町民の皆さんもこういうふうに利用してください
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というようなアピールをぜひしていただきたいと思いますし、それから、やはり皆

さんの持っている知恵を最大限に出していただきたい。それを思うところです。 

 保育園については、私、ひとつ質問を落としてしまったわけなんですけれども、

今現状の保育園給食がこんな形になっているので、ただ、ワークシェアリングをや

っているからというお話がありました。しかし、ワークシェアリングの中でも、そ

のことが狭間ができてくるわけですよね。その中で本当にこの１年間給食が安全な

ものが提供していけるかどうかということは大変心配なわけです。そういう点につ

いては、やはり本当に現実をきちんと見ていただいて、その辺で何か対応があるの

ではないか、ほかに手をかすことができるんじゃないか、そのことはやっていくこ

とが大事だろうと思います。そのことについては、ぜひ総務課のところで、雇用と

いうことを主にやっていますので、その辺でぜひ検討していただきたい。そのこと

が私は強く望むところです。 

 そのほか雇用についても質問いたしましたが、雇用については坂城町の独自のこ

とがありますので、なかなか制度の利用とか行政が雇用をつくり出すということに

ついては非常に限界があります。そのことは私も承知をしながら言っているんです

が、今こんな状況だから行政がしっかりと防波堤になっていただきたいなというと

ころがあって質問をしているわけです。そういう意味で、しっかりと対応していた

だきたいと思います。 

 そして皆さんばら祭りのことが多く話されました。私は薔薇人の会にも残念なが

ら協力はしていませんけれども、何度か見せていただきました。ゆっくりと人が少

なくなった時間に行ってばらとの対話というのも経験したりしていました。 

 その中で何よりも私は感動したのは、やはり工業部会の方がつくってくださった

モニュメントです。やはりこれが坂城の工業の技術なんだなというのを非常に誇り

を持って見ました。そして夜にも行って光を観察してきましたけれども、やはり太

陽光の中で本当にやわらかい光が出されているというような点で、これは坂城の工

業を前面に出していくいい機会だなと、いい宣伝になるなということを深く感じま

した。そんなこともぜひＰＲの中で位置づけていただいてやっていっていただけれ

ば坂城の町のばら祭りプラスアルファという形が出てくるんじゃないかなというこ

とを感じていました。 

 多くの皆さんが努力をされて、それに参加されたことについては、本当に感謝す

るところですけれども、経済が厳しいときに何でこんなことをするんだなんていう
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お話もよく聞きますけれども、今だからこそ、こういうことが必要なんだというこ

とをアピールしていく中で成功したことを私もうれしく思いますし、今後にどうい

うふうにつなげていくかということをしっかりと考えていただきたいと思っていま

す。そんなことを願いながら質問を終わります。 

議長（春日君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 １７日は午前１０時から会議を開き、引き続き一般質問を行います。 

 本日は、これにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後３時２８分） 
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６月１７日本会議再開（第４日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 
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６．議事日程 

第 １ 一般質問 

（１）学校給食の地産地消促進についてほか        林 春 江 議員 

（２）緑の松林を守りたい                柳 澤 澄 議員 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「一般質問」 

議長（春日君） 最初に、８番 林春江さんの質問を許します。 

８番（林さん） ただいま議長より発言の許可をいただきましたので、通告に従って

一般質問を行います。 

 １．学校給食の地産地消促進について 

 昭和４８年に建設されてから３０年以上の経過により施設設備は老朽化し、また

耐震基準も満たされていなかった学校給食センターでありましたが、このたび食

育・学校給食センターとして建設されることになりました。これを機に、現在、食

の安全・安心志向を追い風に一段と重要性が増している学校給食の地産地消が促進

されることを望むところであります。今議会開会初日、食育・学校給食センター建

設の請負契約の議決に対し、町長は未来を担う児童生徒に安全・安心の学校給食を

提供し、また、地産地消にもつながる施設にするとの説明がありました。今後の展

開に期待し、次の質問をいたします。 

 イ．地元食材の利用状況は 

 生産者の顔が見える食材が、より安全・安心であるという地産地消の取り組みは、

坂城町の学校給食センターにおいても既に進められており、種類や量についても増

加傾向にあることは承知いたしておりますが、学校給食の食材のうち地元食材の利

用状況についてお伺いいたすところであります。この地元食材というのは、あくま

で町内産に限定してお聞きいたします。 
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 まず、目標とする利用量及び利用実態はどのようであるのか、お聞きいたします。 

 また、地産地消を進める上で、課題としては、どのように把握しているのか。そ

の対策はどのように取り組んでいるのか、あわせてお伺いいたします。 

 ロ．利用量拡大の取り組みについて 

 次に、現在、町内で調達している食材の種類や量はどのような状況であるのか。

また、それらに余力はあるのか、まずお伺いいたします。 

 さらに町内産の食材がより多く活用されるということは大変好ましく、利用量の

拡大体制も必要ではないかと考えるところであります。そして新たな生産者づくり

としては、特に地域社会に大勢復帰された団塊の世代の皆さんたちのお力と、一方

では、増加し続ける遊休農地との両者を連携した協力体制やＪＡなど農協関連との

タイアップ体制が考えられますが、そういった取り組みについてはいかがお考えで

しょうか。あわせてお聞かせ願います。 

 ハ．子供たちによる食材づくりの取り組みを 

 学校給食の食材は、地域でつくった農産物をできるだけ多く取り入れ、さらに子

供たちが自ら手がけた野菜や果物などを食することができれば、それは最良の地産

地消であると考えるところであります。しかし、カロリー自給率が４０％という我

が国の農業生産状況にありながら、最近は農作業体験から遠のいている子供たちが

多いという実態でもあります。種をまき、作物を育て、収穫の、そして、それを食

するというその喜びを学ぶことは何よりも心豊かな人間づくりにもつながり、まさ

に新築される食育・学校給食センターが求める食育の最たるものであると私は考え

るところであります。そのような体験を町内小中学校においても一部行っている学

級もありますが、より積極的に１学年１作物づくりを目標とした取り組みが望まれ

ますが、どうお考えでしょうか。以上で１項目の学校給食の地産地消促進について

の１回目の質問といたします。 

教育長（長谷川君） 林議員さんからの学校教育での地産地消促進について、今、ハ

のところでご提案をいただきました子供たちによる食材づくりの取り組みをという

提案についてお答えをしたいと思います。 

 ご指摘いただきましたように、坂城中学校の生徒がじゃがいも、たまねぎ、ねず

み大根等をつくって、それを学校給食の食材として使っているということでありま

すし、また南条小学校の児童の皆さんが、ねずみ大根をつくって販売したりもして

おります。児童生徒が自分たちがつくった野菜を給食で町内の児童生徒の皆さんに
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食べていただこうと汗水流して野菜づくりに取り組む、これは喜びと成就感を感じ

ることのできる教育活動でありまして、まさにご指摘のように立派な食育でもあり

ますし、地産地消の教育でもあると思います。 

 しかし、これを１学年１作物づくりという目標という形にして取り組んではとい

うことになりますと、幾つかの難しい問題が発生してまいります。第１は、給食セ

ンターで食材として使う野菜は、ある程度の範囲での規格に合わなければ使いにく

いという問題があります。これは給食をつくる上で、能率であるとか経済性という

点では避けて通れない問題であると思いますし、ご理解をいただけることかと思い

ます。機械を使ってじゃがいもを処理するには、同じ形のじゃがいもを使うのは一

番能率的であります。ですから、坂城中学で生徒がつくったじゃがいもも一定の大

きさのものだけが給食センターに納入されていまして、極端に小さいものや大きい

ものは先生方に買っていただいたりして処理をしているという現状であります。今

申し上げたように、規格に沿った野菜を児童生徒がつくることは大変難しいことで

はないかというふうに思っておりますし、先生方の力だけではちょっと大変で、地

域の皆さんのご指導も、あるいはお手伝いも仰がなければならないだろうと。さら

に先生方の負担も相当増えるものと懸念するところであります。 

 ２番目の問題は、栽培ということをする学校の活動時間をどう確保するかという

問題であります。 

 学校での学習活動というのは時間単位ですべて計算しておりまして、教科、道徳

の学習が１年間に、これは一番多い６年生あるいは中学生の場合ですけれども、

８４０時間以上とりなさいということになっておりますし、しかも内容も学習指導

要領できちんと決められております。そのほかに学級活動として３５時間、総合的

な学習の時間として１０５時間を学習するようにというふうに定められていますが、

こちらは学習する目的は決まっていますけれども、内容につきましては学校で決め

ることができるようになっております。 

 坂城町の小中学校では、さまざまな特色ある教育活動を展開していただいており

ますけれども、その学習時間の大部分は、うちの総合的な学習の時間を使っている

のが現状であります。内容としては、ご存じのように草花や野菜、菊、ばらなどの

栽培活動、学有林の活動、保育園や福祉施設を訪問しての交流活動、地域のお年寄

りとの交流、あるいはこの間のばら祭りの開会式で披露されました太鼓演奏のよう

に地域の伝統文化を学習するというような活動を通して地域の皆さんとの連携の上
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で特色ある学校づくりが行われておりまして、児童生徒にとっては、ふるさと坂城

というものを心に焼きつける貴重な時間として今使われております。 

 ところが、この総合的な学習の時間は今まで１０５時間でしたけれども、今度、

英語活動が入りますと、このうち３５時間はそちらに使わなければいけなくなりま

して、ふるさと坂城に根ざした特色ある学校づくりは今までよりも時間が短縮され

て、今までどおりに進められるだろうかという問題に今突き当たっております。 

 ご提案いただきました１学年１作物づくりという活動をもし取り上げるとすれば、

この７０時間、残った７０時間の総合的な学習の時間をこれに充てるということに

なってくるわけであります。学校教育活動で学校の裁量に任されている部分、この

部分は児童生徒にどんな力をつけてやりたいかとか、そのためにどんな学習活動を

させればよいかということを、児童の実態、地域の特性、それから教える先生方の

専門性なども考えながら、それぞれの先生が英知を集めて立案して校長先生の許可

をいただいて計画的に進めております。 

 現在、坂城町の各学校で行われている教育活動は、いずれもふるさと坂城を意識

づけて、ふるさと坂城への思いを高めることのできるすばらしい活動であると思っ

ております。もちろんご提案いただいた地産地消の教育も、その範疇として取り上

げる価値は十分あるということは認めるわけでありますけれども、先ほど申し上げ

ましたように、総合的な学習の時間などの学校で裁量できる学習活動での目的に沿

った内容については、学校の先生方を信頼してお任せいただき、温かく見守り、ま

た、ご協力いただきたいと、こんなふうに願っておるところであります。以上です。 

教育次長（塚田君） 私からは、イの地元食材の利用状況はについてからお答えを申

し上げます。 

 地産地消の精神につきましては、近年、各地域の学校給食において取り組みが進

められてきております。当町におきましても、平成１５年度から良質で安心・安全

な地元の農産物を学校給食に提供するために地産地消の推進を始めてきております。

学校給食に地域の農産物を活用することは、児童生徒に地域の産業や文化に関心を

持たせたり、地域において農業等に従事している方々に対する感謝の気持ちを抱か

せるなど、食文化に対する教育的効果があると考えます。加えて顔の見える生産者

により供給される食材は、安心で安全性が高いと言われており、さらに地産地消は

郷土への思いにつながっていくものというふうに考えております。 

 坂城町での地産地消の目標とする利用量のご質問ですが、文部科学省の政策目標
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としまして、学校給食における地場産における県内産の使用割合については、平成

２２年度までに３０％以上にしていくという目標がございます。坂城町は１９年度

の金額においての野菜、果物の坂城産に占める割合は８％、長野県産の割合は

２７％、合わせて３５％を達成しております。また同じく１９年度の重量比の割合

から見ますと、坂城産で１０％、長野県産２４％、合わせて３４％となっておりま

す。文部科学省の目標は達成しておりますが、できるだけ多くの地元産の食材をこ

れからも多くの子供たちに提供していきたいというふうに考えております。 

 町の学校給食センターの地産地消の推進を始めた当初におきましては、坂城産の

食材は、ねずみ大根、大豆、巨峰、小麦粉、小麦粉はユメセイキ等の６種でござい

ました。しかし、年々地域の理解も得られる中で、さらに新たな協力も得られるよ

うになってきておりまして、納品量、食材の比量は確実に多くなってきております。

現在の坂城産の食料の利用につきましては、先ほどの６種類に加え、野菜ではじゃ

がいも、大根、アスパラガス、ブロッコリー、ゴボウなどが加えられておりますし、

果物では、あんず、プルーン、ぶどうではピオーネ、りんごでは秋映、信濃スイー

ト、信濃ゴールドなどが納品されておりまして、地産地消を始めたころに比較しま

すと、格段に食材の種類、納品量が増加している状況になってきております。 

 地産地消を進める上での課題でございますが、給食センターでは短時間で町内小

中学校の児童生徒の給食を調理しなければならないということが課題であります。

ある程度規格がそろったものであることや、１度に多くの量が必要とされます。効

率性が重要になってくるということで、先ほど教育長の答弁にもありましたが、効

率性・経済性の問題が重要になってまいります。じゃがいもですと、小さ過ぎたり

大き過ぎたりすると調理に手間がかかってしまいます。さらに献立によっては１度

に１００㎏近くのじゃがいもを必要とするときもございます。また、給食実施日よ

り２カ月前に作成される献立立案時に食材の種類、納品量の確定が必要となってま

いります。ですので、生産者とは食材の大きさの確認、納品量、それから納品日、

納品時間の確認等十分に打ち合わせを行う中で献立の作成を行っていかなければ納

品に係るものについてのスムーズな状況が得られないという状況になっております。 

 それから、ロの利用量拡大の取り組みについてでございますが、先ほども申し上

げましたが、給食実施日の２カ月前に作成される献立立案時に食材の種類、納品量

の確定が必要となっておりまして、そのときに決まっていなければなりません。で

すので、献立立案時までに生産者が栽培し、収穫予定の食材の種類や量がわかれば
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献立に取り入れることは可能でございます。 

 昨年度は子供たちに新米を食べてほしいという申し出がございまして、関係機関、

炊飯委託業者と協議する中で村上産こしひかりを生産者から納品していただきまし

た。また、今年度、中之条では大根を納品できるとの定年を退職した方々を中心に

したグループからの申し出もございまして、現在打ち合わせを進めております。ま

た、農協につきましても、毎年１月末に開催されております地産地消推進会議にお

いて、昨年新たに生産を始めた果物の紹介、それから供給可能な果物の提案をいた

だいているところでもございます。 

 今後につきましても、現在納品されている坂城産の食材に加え、多くの品目の野

菜、果物を取り入れ、取り扱っていかれればというふうに思います。また、計画

的・安定的に食材が供給されるとするならば、地域の方々のご理解ご協力をいただ

きながら、毎日の献立の中に、より多くの坂城産の食材を取り入れた献立を考え、

地産地消を推進してまいりたいというふうに考えております。以上です。 

８番（林さん） ただいま教育長からご答弁いただいたことについてお伺いいたしま

す。 

 １学年１作物づくりについては、食材が規格に合わなければ能率的な作業ができ

ないとか、そういうことで、子供たちのできたものについても消化をしかねる場合

が出てきて、それはちょっとどうかというお話がありました。それについて、今、

次長の方からもご答弁いただいた中にも、やはり規格という問題が出てきました。 

 規格ということは以前も聞いたことがありますけれども、やはり規格に合わなけ

れば能率的な作業ができないから短時間でやるには大変だというようなことと受け

とめているんですけれども、この立派な食育・学校給食センターが新設されるとい

うことは、ある意味今までできなかったこともクリアできるような対応にして新し

い食育につながるような設備になるのではないかと。また、そういうせっかくの新

しい施設ですから、そういうところにも力を入れた設備が必要ではないかというふ

うに思います。今までだめだったことが、まただめでは、ちょっと私らは「ああ、

そうですか」というような形に受けとめるのもちょっとだめになっちゃいます。そ

んなわけで、もう１度その辺、せっかくの新しい設備でもだめなのか、その辺を何

かクリアできるような秘策は考えていただけないのか、その点についてご答弁いた

だきたいと思います。 

教育長（長谷川君） 今ご指摘をいただいた点についてでありますが、大変申しわけ
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ありませんが、詳しくはちょっとまだ把握をしておりませんけれども、今新しい食

育・学校給食センターにどういう機械を入れるかで大体の検討が終わっております

けれども、その中でじゃがいもの皮むき機が今までよりもどれだけ性能が上がった

かということはちょっと、すみません、把握をしておりません。 

 今回の中で一番改良を加えたところは、食べた後の食器を洗う部分とか、それか

ら今までなかった蒸すというような工程を取り入れる部分とか、そういうところで

は随分新しいものを入れてありますけれども、ちょっと皮むきのところは、また調

査をしてからお答えをしたいと思いますが。いろいろなものが入ってきて、そのひ

とつひとつに対応して皮をむく厚さを調節できるような機械があるという話は今ま

での検討の中ではちょっと聞いておりません。ちょっとその辺、また機会があった

らお伝えをしたいと思いますが、よろしいでしょうか。お願いいたします。 

８番（林さん） 先ほども申し上げましたけれども、せっかくの新しい設備では、今

まで課題とされたものがクリアできるような体制を強く望んでおります。また、だ

めだというようなことは、先ほども栽培時間が確保で難しいというような答弁でも

ありました。やはりこれもちょっと工夫していただければ、土曜日とか日曜日とか

子供さんの家族の方たちも交えての対応も今の時期、とても親が参加するというこ

ともいい方法ではないかと考えますけれども、その点はいかがでしょうか。教育長

からまたご答弁いただきます。 

教育長（長谷川君） まず最初にですが、今、課長の方に聞きましたら、皮むき機に

ついては厚さを調節する機械は今のところ入れる予定はないと、そういう機械はで

きていないということで、今までどおりの機械を入れるという形だそうです。 

 それから、今お話をいただきました土曜日、日曜日にというお話もございますけ

れども、これはもちろん地域の皆さん方にお手伝いをいただいてということも十分

可能であればということを思いますが、先生方の勤務の問題とか、そういう問題も

ここには絡んでくるかと思います。ですので、私どもの方で、教育委員会として、

こういうことをやってくださいというふうにお願いを申し上げるというよりも、先

生方が、それならやってみようよということでやっていただけることについてはい

いかと思うんですけれども、そこまでお願いすることは、ちょっと現在の状況では

難しいかなと思います。ご存じのように土曜日に参観日をやれば月曜日がお休みに

なるというようなことは今の学校の勤務体制でいいますと、とらざるを得ない部分

がありますので、ご理解いただければというふうに思います。 
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８番（林さん） なかなか食育ということも地産地消を目指す対応の中で難点は考え

れば考えるほど出てくるような気がいたします。先生が大変でしたら地域の人たち

がかかわって、教育界とあと地域の人たちの連携の中で、ある程度は地域の人たち

が率先して指導いただくというような方法もあろうかと思いますけれども、その辺

もご検討いただきたいと思います。 

 次に聞きたいことなんですけれども、今、次長の方から、新米ができたので、そ

のお米を使ったことが報告されました。そのお米について質問いたしますけれども、

１１０㎏の新米が使われたということですけれども、どんな形で使われたのか、そ

の辺ちょっとお聞かせください。 

教育次長（塚田君） お答えをいたします。 

 先ほどもご答弁の中でお答えいたしましたが、ぜひ地元産のお米を食べてみたい

ということで、２０年度、１１月になりますが、１１０㎏、個人の方から坂城産の

こしひかりを手配いただきまして、白米として給食に出させていただいたというこ

とでございます。以上です。 

８番（林さん） 私の質問の仕方が悪かったのかと思いますけれども、どういう形で

ということは炊飯の状況をお聞きしたかったんです。今まで学校の場合は炊飯をで

きる業者の方へ委託しているというようなことをお聞きしておりますけれども、そ

ういう形だったのか。 

 それとその炊飯の形については、今後も外部へ委託していくのか、その辺も一緒

にお答えいただきます。 

教育次長（塚田君） お答えをいたします。 

 現在お米につきましては、週３回御飯の日を設けております。パンの日が２日。

それから今後におきましては、ソフト麵が入ってくるというような状況にあります

が、今ご質問の新米、御飯につきましては、炊飯業者の方へ委託をしてございます。

今３回をやっておるんですけれども、今後の利用については、また増やしていく、

利用する云々につきましては、また炊飯業者と協議をしていかなければというふう

に考えておりますが、ご質問の利用については炊飯業者に委託しているということ

でございます。以上です。 

８番（林さん） 今までどおりの炊飯の形態というように受けとめましたけれども、

この点についても、私は町内でもお米が大分つくって余って提供いただけるような

方もあるのではないかと思います。そういう人たちのお米も売っていただいて、町
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内のお米を使わせていただきたいということを強く思っております。 

 町内産は全体のうち８％で、あと県内産、お米に限らず全部の治山のものが。あ

と県内産を合わせて文科省の目標には達成しているというご答弁でしたけれども、

坂城町産のものをもっと増やすことが望まれます。そのためには、まずお米が一番

ではないかと思っております。お米を坂城産のものを増やして、炊飯形態について

も、高知県のある自治体で取り入れておりますけれども、学校へ炊飯器を持ってい

って学校でほかほかの御飯が炊けて、それを子供たちがいただくというような取り

組みがされており、大分評価されております。 

 ついこの間の報道によりますと、やはり国でも２００９年度の補正予算で農水省

からの新たな地産地消の産直緊急推進事業として、学校給食における地場産物の利

用拡大、米飯給食の推進に特に取り組んでいるという報道がありました。米飯の学

校給食回数を増加することに支援をするということであります。そのために家庭用

の電気炊飯器の購入費用を助成して、自校炊飯を進めているというような報道もあ

りました。今こういう時代が来ているということであります。やはりよその業者に

頼んだのを子供たちがいただくのではなくて、炊飯器を用意して、１クラスに家庭

用の１升炊きか、１升５合炊きとか、その程度のものでしたら、そんなに数は要ら

ないのではないかと思いますけれども、そういう考え方についてはいかがでしょう

か。ご答弁を求めます。 

教育次長（塚田君） 米飯給食の取り入れを多くしていけというご質問かと思うんで

すけれども、先ほどもお答えを申し上げましたが、現在、週３回、パンが２回、そ

れから１０月から５月においては、またこの中にソフト麵というものが入ってきま

す。パンにおいては上田の製パン製造会社、御飯においては長野市と上田市の炊飯、

先ほどの委託を出しているということで、炊飯加工に委託をしております。お米に

つきましては、坂城産を含め、それから主に更埴地域のお米を利用して、なるべく

地元のお米を利用しているということであります。御飯、パンの委託に加えてにつ

きましては、加工の製造能力、それから配送計画いろいろございますので、坂城町

だけの給食というわけではございませんので、他市町村とのバランスも考え、そう

いった給食、パン、ソフト麵というような状況も含まれて現在おります。 

 それから御飯については、炊飯後から配送までの温度管理、要するに温かいもの

を食べていただきたいという、そういうこと。クラスごとの容器の回収、洗浄等、

パンに比べまして衛生上配慮しなければ、かなり多いこともございますので、現在
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そういった専門の炊飯業者の方へ委託しております。ですから、今後お米の取り入

れについて、子供たちへの米の消費拡大とかそういう面、それから取り入れについ

ては協議をしてまいりたいと思いますけれども、先ほどご質問にありました自校炊

飯という面につきましては、いろいろな課題がございますので、検討をさせていた

だくことになろうかと思いますが、ちょっと現状では難しいかなというふうに考え

ております。以上です。 

８番（林さん） 新しい食育・学校給食センターの展開にとても期待をしているんで

すけれども、設備は新しくなるということですけれども、内容についての進展はあ

まりないのではないかなと、ちょっとがっかりもしております。町長の議案説明の

中でも、この建設により地産地消にもつながる施設にするという、そういうお言葉

がありましたけれども、町長、その点どういうふうに考えているでしょうか。一言

ご答弁いただきます。 

町長（中沢君） 学校給食というものは、坂城町において１中３小学校と多くの皆さ

んの食事を限られた時間でつくり、限られた時間に食べていただくという制約のあ

る中での対応になるなと、こんなふうに思っております。学校教育でふるさとの食

に親しむと、こういうことは大事でございますけれども、それがまた事業等の重荷

になっても、これまた問題が生ずるなと。そういう状況の中で坂城町の場合に地産

地消をより進めて学校給食へということになりますと、供給する側がもっとしっか

りして、それに対応できる仕組みづくりをしないと、そういった機能の中へは入り

込めないなと、こんな思いもございます。 

 また、地産地消そのものということを坂城に限定するのか、あるいは地域に限定

するのか、県内に限定するのかという、これまた課題があるなと。工業製品が地域

で限定されたら坂城の工業はやっていけないなということもあって、その言葉その

ものも時には広い立場で考えることも大事かなという状況の中で、坂城でとれたも

のは、できるだけ坂城でということと、先ほどちょっと気になったお話で、じゃが

いもが一定の規格の中でと、この規格をもう少し手はかかっても広げるという努力、

こういったこと等もしていかないと、この規格じゃなければということになります

と、農産物をより大事にしていくということの方からも離れてしまうなと。坂城町

の学校給食センターが、あえて食育ということをかざして頑張っていくということ

でもございますので、いろいろ研究しながら地産地消の面、あるいは食という面か

ら、より充実してまいりたいと、そんなふうに考えるところでございます。以上で
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ございます。 

８番（林さん） 確かにいろいろと課題がある中で、今のじゃがいもの話もそうです

けれども、新しい施設の中でこういうことができたというようなものが今までの課

題とされたことがひとつでもクリアされるような形になることを望んでおります。 

 それでは２つ目の質問に入ります。 

 ２．暮らしやすい地域づくりについて 

 かつて坂城町土地開発公社が分譲した住宅入居者を対象に行ったアンケート調査

では、坂城町は便利で住みよい町という回答が多かったということもありましたが、

スーパーなどの店舗はなくなり、また買い回りする交通手段にも利便性が欠けるな

ど、この近年で町は生活用品の購入にさえ事欠く事態となっております。生活面で

の不便さに、また不満を漏らす声もあちこちで耳にすることは少なくありません。

とりわけ高齢者を初め車の運転ができない人たちにとっては切実な問題となってお

ります。これらの打開策については、本来民間ベースで行うべきこととも考えます

が、行政の支援、バックアップにより利便性に富み、暮らしやすい地域づくりにし

ていく必要があると考え、次の点について質問いたします。 

 イ．買い物環境の改善策を 

 まず買い物環境を考えてみますと、本来ならば歩いて２０分以内で買い物ができ

る環境が望ましいと言われておりますが、本町のほとんどの地域においては、生活

をする上で最小限必要な生活必需品を歩いて購入することは困難な状況であります。

このことは坂城町だけのことではなく、全国的な現象でもありますが、一方では高

齢化が急速に進んでいるという実情を考えますと、特に高齢者の方々が歩いて買い

物をすることができるような住環境づくりを行政として取り組むべきではないかと

考えるところであります。例えば空き店舗の利活用や資金援助などで新たな店舗づ

くり、また、現存する町内商店街の活性化対策として、町内お買い物運動のバック

アップなど買い物環境の改善に向けた対策が早急に講じられることを強く求め、町

長の見解を求めるところであります。 

 ロ．便利な交通システムの導入を 

 町内には公共交通機関として巡回バスが運行されており、昨年の年間利用数は、

およそ３万７千人、１日平均にして１００人強に当たる人たちが利用されていると

いうことであります。特にびんぐし湯さん館への直行便ができたことが利用増につ

ながっているとのお話も聞き及んでおり、大変結構なことであると理解はいたして
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おります。 

 しかし、一方では、目的地への経路や所要時間等に難点もあり、その利便性には

課題もかかえており、暮らしやすい地域づくりに向けては公共交通機関の現状をし

っかり見つめ、地域の足をどう守ったらよいのか考えてみる必要性を感じておりま

す。わけてもますます進むであろう高齢化社会においては、高齢者の方々が元気に

外出できる地域社会こそ、より豊かな社会と言える点からも、行きたいときに行き

たいところへ乗せていってくれるデマンドバスや相乗りタクシーなどの小回りがき

く便利な交通手段の導入を図るべきではないかと考えるところでありますが、いか

がお考えでしょうか。 

 また、こういう取り組みを関係機関や利用者など関係者にも検討会のようなもの

を立ち上げるべきではないかと考えますが、この点についてのお考えもあわせてお

聞かせいただきます。以上で２項目の１回目の質問といたします。 

町長（中沢君） 今お話の中で、坂城町が住みよいまちづくりの中で大事なことは生

活、生活となると、その買い物ということが大きな課題になるわけでございます。

そういう一時的には大型店が来ればというようなことで地域の商店街が廃れていっ

たというような歴史的な過程がございます。その大型店が今度は自ら商売の成績が

上がらないとやめたということにもなってしまいまして、極めて遺憾な状況にあろ

うかなと。そうした中で商人の皆さんにいろいろやってくれと、これまた無理かね

ることかもしれません。 

 町がこの１０年の中でいろいろな施設をつくってもまいりました。鉄の展示館、

ふるさと歴史館、あるいはけやき横町等々。とりわけ坂城地域が買い物に不自由す

るという状況でもあるわけでございますが、そういうところの利用というものを町

民自身が考えてもらわなければなりませんし、さらにまた、ばらのまちづくりの中

で他の町村から来られる方が相当多いわけでございます。坂城に魅力を感じていた

だいて、坂城で食事、坂城で買い物のできるような、そういう状態づくりをしてい

くことが大事だと常に思っているわけでございます。具体的には、担当課長から説

明させます。 

 そしてまた、私の方からは暮らしやすい地域という中では、交通システムという

ことが大事であることは申すまでもないわけでございます。交通システムといいま

すと、各自でいろいろ自動車による対応もしているわけでございますが、公的な施

設としても、それなりのものを充実していかなきゃならないということでもありま
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す。 

 坂城町の場合には、そういう面から言いますと、しなの鉄道がより利便性を高め

ていくので、そういう２つの駅をよく利用する方法、あるいはまた、巡回バスとい

う面からの対応が当面とっているところでもあるわけでございます。 

 巡回バスにつきましては、１０数年前になりましょうか、福祉バスということで

坂城が最初というか、この地域では最も早い時期に導入した経過がございます。そ

して国の政策等があり、現在は信州観光バスに委託して巡回バスを進めているとい

うことでもあるわけでございます。しなの鉄道による状況等をまず見ましても、そ

れぞれ今、相当に利用されているということでもありますが、巡回バスについて調

べてみますと、１日当たり１２７人でございます。これは１９年あるいは１８年に

比べて１便当たりが１１人ということで、前年の１０人よりも上回っているという

ことでもございます。定期的に町の中が巡回できるということは交通システムとし

てはすばらしい要素だと、そんなふうに理解しているところでもございます。 

 今いろいろな面で工夫を凝らしているわけでございますが、ご指摘のデマンド方

式は自ら求めて、それによって対応すると。それは個人の皆さん一人一人には庭先

までという利便性をよく追求されますけれども、町全体の中で常に動いているとい

うこと、不特定の皆さんが利便できるという面においては、巡回バスの方がよりベ

ターだと私は考えておりますし、とりわけ湯さん館等ができますれば、そういった

面での利便性はさらに増えているなと。そしてまた、経費の面を見ましても、他の

町村より本当に効率的に費用対効果も上げているなと、こんな思いもいたしますの

で、あるところまでは住民の皆さんに歩いていただいて、そしてそれを利用してい

くというような方法をとることが大事かなと、こんなふうに思っているところでも

ございます。 

 しなの鉄道の関係にいたしましても、テクノさかき、あるいは坂城駅ともどもに

受託を受けているわけでございますが、そのもの自身につきましても駅の受託料を

いただいておりますけれども、町自身が負担をしているということにも相成るわけ

でございます。しなの鉄道の皆さんにもよく言うんですけれども、黒字経営になっ

たとは言いますけれども、例えば坂城の場合には委託駅であるがために常に負担は

しているんですよと、そういうものを解消すべきであるということ等も大事でござ

います。 

 ちなみにテクノ駅の利用者は年間で３６万６，９２０人ということでございます。
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１日に１，００５人と、坂城駅では７０万４，８２５人、これは延べ数でございま

すが、１日に１，９３１人ということでございます。テクノ駅については若干前年

より増えておりますが、坂城駅の場合は、若干減っているということでもございま

す。こうしたものと、また巡回バス等をうまくつなげまして進めていくことが大事

かなと。 

 先日、東部町の方が巡回バスに乗られました。夫婦で来られました。そして一言

声をかけましたら、どうしてこの利用ができたんですかというお話の中で、うちの

妻がよく情報を知っていて、時間表の中に坂城の巡回バスに係る時間表もあったと。

それをつなげて来ると、坂城でおりて、そして湯さん館へ行って、そこで湯につか

り、その次のバスを組み立てると本当に利便でありますと、こんな温かいお言葉も

いただいたわけでございます。こういった仕組みをより有効に生かす方法でと私は

考えております。ご理解をいただきたいと思います。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは買い物環境の改善策についてお答えいたします。 

 林議員さんのご指摘のとおり、町内における住民の皆様、消費者の皆様の買い物

環境につきましては、利便性が高いとは言えない状況であることは十分認識してい

るところでございます。このような状況の一端として、先ほど町長からも話ござい

ましたし、１２月の議会でもご答弁申し上げたわけですけれども、町内の大型商業

施設の撤退も原因のひとつというふうに思います。この大型商業施設が町内に進出

する以前は、各地区において商店などが営業を行っておりましたけれども、大型店

の支出がすべてというふうには申しませんけれども、多くの店舗が時間の経過とと

もに廃業や事業規模の縮小などといった状況になったと考えております。そうした

中で町内の大型施設も撤退したということで、より身近な商店などの店舗が減少し

て地域の皆様の買い物環境が良好でなくなったというふうに考えるところでござい

ます。 

 ご提案の中で空き店舗の活用など、そういう身近なところで商業の活性化という

お話もいただいたわけでございますけれども、私ども商業インキュベーターとして

けやき横町等の入居を進める中で、商工会等が中心になっておりますまちづくり坂

城の中でも一生懸命進めた経過もございます。そういう中でお店を営むと、業とし

てやっていくということは大変厳しいというようなことの中で、なかなか新たな店

舗等を誘致といいますか、そこで業として成り立たせるというのは非常に厳しいと

いうふうにも、これまた認識するところでございます。 
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 そういう中で町内でのお買い物運動の展開ということでございますけれども、商

工会の商業部会におきましても、大きな課題として取り組んでおります。そういう

中で坂城町瓦版商人駅伝というような名前で町内の事業所の広告のチラシを新聞折

り込みにより配布してＰＲすると。独自のチラシを企画してつくってＰＲしていき

たいというようなことも今、企画されています。これは先ほども申しました商人駅

伝と名を打っておりますとおり、その１から始まり順次各事業所の広告のチラシを

つくって住民の皆さんに配布をすると。この商人駅伝の効果も得る中で商工会を中

心に１１月にお客様感謝デーを実施し、町内の商店などの事業所の利用が促進され

ればと考えてございます。私どものイベント等秋にはねずみ大根フォーラムのよう

なものも企画しておるわけでございまして、そういうものとのタイアップもこれま

た大切なことだろうというふうに考えてございます。 

 中嶋議員さんにもお答えいたしましたように、７月上旬を目途に坂城町商品券の

図案も矢口高雄さんの協力により変更されます。この商品券は町内の商店などを中

心に９２店舗が加入、加盟しておりまして、町内事業所においてのみ利用可能です

ので、この商品券の販売によって町内事業所の利用が進むことも期待するところで

あります。 

 いずれにいたしましても、ご案内のとおり車社会の進展などによりまして近隣の

大型商業施設への流出など、町内事業においては非常に厳しい状況が続くと思われ

ますけれども、商工会と連携する中で試行錯誤しながらも一歩ずつ地道に進めてい

きたいと考えております。 

 また、ご質問の中で町内スーパーがなくなりというようなお話もございましたけ

れども、大型店なくなりましたけれども、町内で頑張っておられる方もありますの

で、そこら辺を含めてこういう宣伝活動等通じて振興できればと考えているところ

でございます。以上であります。 

議長（春日君） 簡明にご答弁願います。 

建設課長（村田君） 私からも便利な交通システムの導入をということでご答弁させ

ていただきます。 

 巡回バスの利用状況につきましては、先ほどもご質問の中にありました３万７千

人強ということで推移しております。ご質問のデマンドバス、相乗りタクシーでご

ざいますが、これは先ほど町長の答弁にもありましたとおり、コストの問題がござ

います。基地局の整備、情報機器類の整備、通信システムの導入、オペレーターの
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人件費というような問題が出てくるわけでございます。 

 いずれにいたしましても、それぞれの地域にどんな公共システムがふさわしいの

か、検討会の立ち上げについてもご質問をいただきましたが、坂城町の場合、地形

的にも面積的にもひとつのエリアとしてとらえられる規模の中では、巡回バスをま

ず運行しながら、利用者のニーズにどのように対応できるのか研究していくことも

大切ではないかと考えております。まず町担当部局において事業費的なものも含め、

他市町村の状況をよく調査させていただいて利便性と費用とバランスを考慮しなが

ら研究を進めてまいりますので、よろしくお願いをしたいと思っております。以上

でございます。 

８番（林さん） ただいまのご答弁をいただきましたわけですけれども、お店のこと

にしても車のことにしても、このテレビをご覧に、またお聞きになった方たちは何

か希望が持てたのかどうかなと私は思いました。 

 昨年１１月の西友坂城店の閉店は本当に私たち町民にとっては打撃のことでした。

１２月議会で、西友の閉店というその痛手を機会に、今後の商店街の方向はどう位

置づけていくのかと、その対策についてのお考えをお伺いいたしました。そのとき

の町長の答弁では「従前、上田や長野に商店があってもやむを得ないんだよと思っ

たけれども、これからは坂城町で何とかお買い物展開ができるような施策展開をや

っていく」という心強いお言葉をいただいております。それに大変期待しておりま

して質問いたしました。これからもその希望は捨てずに頑張っていきますので、町

長、よろしくお願いいたします。以上で質問を終わります。 

議長（春日君） ここで１０分間休憩いたします。 

（休憩 午前１１時０１分～再開 午前１１時１２分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 次に、１３番 柳澤澄君の質問を許します。 

１３番（柳澤君） ただいま議長より発言の許可を得ましたので、通告に沿い、一般

質問を行います。 

 １．緑の松林を守りたい 

 実は昨晩、今日ここで申し上げる内容を知った娘から「人の健康は大事だ。松林

とどちらが大事なの」と叱られましたが、私は娘を心底愛しています。同様に地域

の人々や亡き父が、山の中は気持ちがいいなと、そう言っていた山林を心から愛し

ています。今、森林セラピーも盛んであります。雨上がりに山々の緑が気持ちよい
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季節であります。 

 ところが、その中に点々と火事で焼けたかのような松の木が、この春は特に目立

ちました。ことに岩井堂山南面の裾などは部分的に焼け跡のようです。それも木は

ちゃんと立っており、葉は美しく赤茶けて、この世の終わりのような感じさえいた

します。松の緑を守りたい、このことは今回何人かの同僚が取り上げました。それ

だけ我が町でも大変な状況ということであります。繰り返しになる点が多いと思い

ますが、私なりに町長と一緒に考えたいのであります。 

 イ．松枯れの現況は 

 平成８年９月の『朝日新聞』に「森林の立ち枯れ、全国で急増」という記事が掲

載されました。酸性雨やカシノナガキクイムシによるようだが、はっきりしないと

いう内容でした。それ以前からアカマツの立ち枯れが目立ち始め、これは松の材線

虫によるもので、これが松のマダラカミキリの体内に入って運ばれるということで、

６０年代から防除対策が進められてきたことは承知しております。この町の松枯れ

が特にここ数年、どのように広まってきたか。そして現在、全体のどのくらいが被

害を受けているかを把握しておられるか、お聞かせ願いたいのであります。 

 また、松の立ち枯れは今後どのように広がると予想されているか、これもお聞か

せください。 

 松枯れがこれ以上広がると、枯れ木の根は根元の土をぼろぼろにし、当然土砂崩

れ等の災害を発生させます。災害が起きる前の対策をお考えでしょうか。 

 ロ．松くい虫駆除事業について 

 町は、この事業に当初予算で２，４３６万５千円を計上、伐倒は１千㎥、薬剤散

布は２５haが予定されました。伐倒は何本を予定したのか。それは緊急に伐倒する

必要な本数の見込みと同じ程度の本数だったのか、お尋ねをいたします。 

 また、伐倒する木１本の㎥は０．７から１㎥くらいとのことであります。１千㎥

はおよそ１，２００本ぐらいになります。これの処理された確認はどうされている

かと、対象にする木をどう決めているかです。というのは、単に㎥だけでなく、こ

の付近をという考えがないと、すぐ近くに被害木があっても、それは予定外だとい

うことで切り残す場合があるようであります。処理の確認と切り残す、そういった

事情についてお聞かせをいただきたいと思います。 

 なお、線虫が侵入して活動し始めていても松枯れし始めないとわかりません。侵

入していてもわかりません。伐倒駆除というのは後始末、戦後処理だと言わざるを
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得ません。このことをどうお考えか、お聞かせください。 

 次に、薬剤による駆除事業であります。 

 ５月２７日の『信濃毎日新聞』が上田市の空中散布中止を報道、その中に坂城町

の「上田市の決定は考慮せざるを得ない」とのコメントがありました。６月３日の

防除対策会議を経て坂城町も中止決定と同じ紙上で報じられました。関係住民には

突然という感じでありました。この会議は非公開だったとのことです。わざわざ非

公開と報じられたわけであります。その理由をお聞かせください。 

 もちろん上田市等の中止決定だけが事業転進の根拠ではなかったと思いますが、

薬剤散布中止を選択した内容と決意を改めてお聞かせください。 

 「本年度は代替策がないか検討する期間にしたい」とのコメントもありました。

検討はよいとして、その間にも被害は広がっていきます。１１日、岩井堂山の尾根

の北側をヘリコプターが飛びました。坂城町として苅屋原や岩井堂山などの急傾斜

で伐採の困難なところや尾根近くは空中散布、人家に近い麓からは伐採をしていく

という組み合わせの選択肢はなぜなかったのか、お尋ねをいたします。 

 ハ．松枯れ防止は諦めるか 

 住民の健康に確実に影響するとなると、緑の松林が地域から消え去るとしても薬

剤の空中散布は実施できません。かつて農業が今より元気だったころ、田畑に多く

の薬剤が盛んに使われました。イナゴやタニシは話題になりましたが、人の健康は

ほとんど話題になりませんでした。生物の生態への影響が問題提起され、農薬の危

険が問題になり、一斉防除は行われなくなってきましたが、虫の食べ残しの、食べ

た跡のある野菜が売れないため、今もある程度の農薬は散布されています。昨日カ

ナリアの子供たちということについての話もありましたが、今、空中散布には毒性

が弱く改良されてきたスミパインが使われています。防除が始まって２５年の間、

特にここ数年、森林への空中散布で町民からの健康被害という訴えや指摘が具体的

にあったのか、お聞かせください。 

 一昨日はそういうことに関心のある運動グループに参加している人はお１人おい

でになるがというお答えでした。昨日は被害の訴えが１人あったというふうにお答

えがあったように聞きました。その辺再度お聞かせをいただきたいと思います。 

 松枯れの主たる原因は線虫でないという説の学者先生もいます。４月に上田創造

館で行われた農薬空中散布を考える集会の資料の中に、約２万本のうち３０％がマ

ダラカミキリの害を受けていたが、枯れた松は５８本だったと、５８本にすぎなか
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ったと。また、枯れた松の線虫によるものと感染していなかったものとの枯れた率

はほとんど差がなかったというような調査結果もありました。が、松林の近くに住

む人たちは薬剤による被害防止の効果を強く感じています。県も森林組合も線虫の

被害木伐採は効果に限界があり、被害を抑える効果は農薬の空中散布だという考え

であるようであります。殺虫剤も殺菌剤も決して生物の生存によくないことは否定

できません。また、逆に人間の生存のため、自然環境を守るため、必要悪的な面も

あり、どこで折り合えるかが問題であるとは思います。原因にも異論があり、防止

方法にも確たるものがない中ではありますが、緑の松林が消えていくのを座視して

いるわけにはまいりません。今後の事業について諦めざるを得ないのか、どんなふ

うな内容を考えておられるのか。対策、また同時に町内関係地域の理解と連携をど

うしていくか、お聞かせください。以上で１回目の質問を終わります。 

町長（中沢君） 緑の松林を守りたいという観点からの柳澤澄議員のご質問にお答え

してまいります。 

 私は常々申しておるのは、坂城町の四方の山々が緑であるということが誇りなん

だと。その緑の中に千曲川が流れ、そこに工業があって生活が安定し、そしてまた、

そこに諸々の文化があることが大事なんだということで、緑についてはそれなりに

人一倍関心を持ち、大事にしている、そういう自負はございます。 

 田中知事時代でございましたが、急遽空中散布はやめるというお話があったわけ

でございます。そういう席上で私がかみついたというか、お話ししたのは、急にそ

ういうことであるならば、緑が消えてアカマツ林に、荒れたときはどうなるんだと

いうお話を申し上げました。そうしたところが、当時の知事は、「いや、それはやむ

を得ない。そうすると５０年たったらまた出てくるから」と。それは誰のお話です

か、学者のお話ですかということの中で、そうは言ったっていろいろ伐倒等いろい

ろ方法はあるけれども、急峻なところは大変なんですと。それなりの薬剤というも

のの毒性等をよく見ながらやる方向でというお話もしたわけでございますが、一応

はそれは停止されたと。その後、空中散布のひとつの方法ということで助成の道も

出てきたわけでございます。 

 私どもがこういった中で緑の松林を守りたいということで、町では副町長の栁澤

を中心に産業振興課が、より具体的に対応しておりますけれども、先ほどの質問す

べてに答えるには無理なご質問もあったかなと、こんなふうに思います。基本的に

今緊急課題でございます松くい虫の駆除という形の中で何人かの皆さんがご質問い
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ただきましたので、その面に絞ってお答えしてまいります。 

 松くい虫の防除事業でございますが、ご指摘のように昭和６０年に坂城町でも松

くい虫が確認され、そして伐倒駆除と空中散布の２つの柱建てをしながら進めてき

たということでもございます。長野地域と上小地域の接点に当たる町でございます。

よく言うんですけれども、千曲市も頑張って上田市も頑張ってもらわないと、おら

一人で松くい虫の駆除、駆除と言ってもどうにもならない話だから、ともにやろう

じゃないかということは常に申し上げているところでもございます。 

 松くい虫については、財政事情はございますが、今年でも２，４３６万円を計上

しているということでもございます。 

 ちなみに２０年度の長野広域における松くい虫対策に対する予算を申し上げます

と、長野市では１，５１７万円、それと須坂市では１，０６１万円、そして千曲

市では１，５６２万円、それと飯綱町では５３０万円という中で、坂城町は何と

１，９００万円を投じているということで、精一杯頑張っているということだけは

ご理解いただきたいなと、こんな思いもするわけでございます。 

 いろいろの報道の中で坂城町が今回そういった空中防除を凍結したというのは、

これはまず上田市とか青木村が凍結したというのは健康の面からとのお話もありま

すが、加えて空中防除は坂城町がやるからといって１町でやると大変な額になって

しまうわけです。これはできない話で、すべてみんなが頑張ろうというネットワー

クでなければ効果が上がらないということでもあろうかなと、こんなふうに考えて

おります。 

 また、松くい虫の空中防除そのものについては、国、県の方でそういった面での

ひとつの空中散布の方法もあるよということでございますので、これから県といろ

いろお話しする中では、この許容範囲ならいいよと、健康にもそんなに害がない、

そのためには周辺の人とも組んでという指針が出してもらわない限り、一人私はや

りますわといっても、これは無理かなるお話でもあるわけでもございます。そうい

った面と、先ほど申し上げました広域的な面での対応があると。 

 じゃあ、今年度どうするかというお話の中では、早速県とお話をし合っていると

ころでもございます。現在、坂城町で１，９００万円ばかりの予算、２０年度です

が、そのうち松くい虫を中心にした経費というのは５％で、残る９０％余は一般的

なお話で対応しているところでもございます。皆さん、松くい虫の空中防除と、そ

れに絞って申し上げますが、予算的にはそういう状況であると。県と話す中で坂城



 －１６８－

町がこれだけ一生懸命やっているならば、今回幾らかでも空中防除の分について、

できるだけの応援はするから、それもできたら１０分の１０で応援してくれないか

という要望の中で、そのような方向も考えられてきているわけでございます。６月、

７月という限定の中での空中防除はもちろん凍結ということにいたしますが、年を

通じてそういうことで知恵を絞りながら対応していくということで、何度も申し上

げますが、坂城町はそういった松林を守る、緑を守るということに精一杯頑張って

いることをご理解いただきたいなと、こんなふうに思う次第でございます。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは緑の松林を守りたいという表題のご質問に対しま

して、項目に沿って順次ご答弁させていただきます。 

 まず、松枯れの現況はということでございますけれども、原因につきましては、

松の材線虫によるもののほか、排気ガスによる大気汚染や気象の変化、森林の手入

れ不足、他の害虫による加害など、いろいろな説があり、これらが複合して起こっ

ているという意見もございます。県においてサンプル調査として枯れた松から検体

を採取して分析した結果、松の材線虫が検出されていることから、これが松枯れの

原因とされております。また、この松の材線虫と松のマダラカミキリムシの共存関

係も解明されておりまして、これにより周囲に被害が広がっていくと考えられてお

ります。 

 松くい虫被害量の把握につきましては、森林巡視員に委託をし、毎月２回パトロ

ールを実施し、発見した被害木を伐倒駆除して駆除量を被害量として把握しており

ましたが、昨年から駆除量が大きく上回る発生が認められることから、現在では巡

視員の目視により被害量を推定しております。 

 これら市町村からの報告をもとに県で被害量を取りまとめておりますが、それに

よると全県では昭和５６年の発生以来、平成７年度をピークにいったん減少します

が、平成１２年度から再び増加傾向に転じ、平成２０年度は夏の高温少雨の影響か

ら５万７千㎥とピーク時に匹敵する被害量となっております。 

 当町を含めた長野地域についてはどうかということでございますが、昭和５７年

の発生以来、平成７年度に３万３千㎥の被害量を記録しましたが、その後大幅に減

少し、近年ではおおよそピーク時の６分の１の５千㎥程度で推移しておりましたが、

平成２０年度には８，７００㎥と再び拡大しております。 

 一方、当町が接点となっております隣接の上小地域では、逆に平成６年度ぐらい

から急激に被害量が増加し、近年では上田市のみで県全体の４０％を占めるにいた
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っております。両地域の影響を受けると思われる当町では、昭和６０年に被害が確

認されて以来、平成に入って一時鎮静化したものの、再び増加傾向が続き、平成

１４年ごろから横ばいという状況が続いておりましたけれども、平成２０年度には、

やはり拡大し、２４年間の中で最大の２，４００㎥となり、赤く枯れた松が目立っ

てしまうという状況となっております。 

 今後につきましては、気象条件に大きく左右されることから、はっきり申し上げ

られませんけれども、地球温暖化が進行していることを考えますと、拡大傾向にな

るのではないかと懸念するところでございます。 

 次に、松くい虫駆除事業に関してでございますが、当初予算計上時の見込み量で

ございますけれども、伐倒駆除で１千㎥を予定しておりましたので、ここ数年の実

績から推察すると、松の大きさという部分もあるわけですが、１，２００本ぐらい

ということになります。伐倒駆除については、国、県の補助事業でございまして、

内報いただいた９００㎥で発注をし、４月下旬から実施をしております。保安林な

ど公益的機能の高い箇所を保全すべき松林といたしまして優先順位をつけ、指示を

しておりますが、業者によっては何班かに分けて一斉に駆除に入る場合もございま

して、調整はしているというふうには考えておりますけれども、どこかの箇所では

予定量に達してしまったということもあるかと思います。 

 また、地形や周辺の状況から伐倒が困難な松やその後新たに枯れたものもかなり

ございまして、切り残し等も見える部分も想定されるわけでございます。入札差金

も含め、予算残額につきましては、県と協議をし、追加発注をしてまいりたいと考

えております。 

 今後さらに枯れてくるということも考えられるわけでございますので、現予算で

すべて処理をするというのはちょっと難しさもあろうかと思われますが、こういっ

た夏枯れの松は、これから松のマダラカミキリムシが産卵をしますので、来年の春

までには駆除するよう考えていきたいと思います。その際には県等の支援もお願い

していきたいと考えているところでございます。 

 処理した後の確認ということでご質問がございました。 

 業者には一本一本写真を撮影していただき、提出させております。そういう中で

抽出で職員が現地にて立会い検査を実施しているというのが実態でございます。 

 防除対策会議についてでございますが、これを非公開とした理由というご質問が

ございましたが、昨年まで特に公開、非公開を議論せずに開催してまいりましたが、
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今回公開できるかという問い合わせが直前で実はございまして、近隣との関係の中

で、やはり空中散布の凍結等に対するいろいろな議論をするというのが私どもわか

っておりましたので、委員の皆様、地元の委員さんもおられますし、自由にご意見

をいただくよう非公開とさせていただきました。 

 次に、急傾斜地は空中散布、人家に近いところは伐倒というような選択肢はなか

ったのかということでございます。 

 国の指導基準でもそのように定められております。以前から人家や畑に近い場所

も空中散布をしてほしいという要望をいただいているわけですが、これもできない

ということで、人家から離れたところのみ空中散布として実施してきたということ

であります。 

 しかし、今回健康被害を訴えておられる母親グループの皆さんは、化学物質過敏

症の場合、空気の対流によってかなり離れたところでのわずかな量でも影響がある

と、そういうふうに訴えておられます。これに対して影響がないという裏づけを持

ち得ていないことから、凍結という選択をさせていただいたと。それも一因という

ようなことで考えてございます。 

 次に、ハの松枯れ防止は諦めるのかというようなご質問でございますが、６月３

日に開催をいたしました２１年度の坂城町松くい虫対策会議におきまして、今年度

の空中散布凍結の方針が出されたわけでございますが、当然その議論の中で代替対

策を求める意見が多数ございました。もとより町といたしましても、防災、環境、

景観等の公益的機能の高い森林を守りたいという気持ちに変わりはございません。

ご指摘のように費用対効果という面からは、空中散布に変わる防除対策は現在ない

かなというふうに考えるところでございます。また、厳しい財政事情の中で、他の

対策を大幅に増強するということに対しても難しさもあるというのも、またこれも

ご理解いただきたいというふうに思うわけでございます。空中散布を実施しないこ

とにより今している苅屋原及び上平地区において松くい虫被害が増加することが、

今までの効果ということから考えますと予想もされるわけでございますけれども、

町内の他の地区においては、伐倒駆除のみで対応してきております。しかし、その

結果、はげ山になったというような箇所は急傾斜地を含めてもそれほどはないとい

うこともございます。 

 今後、気象条件によっては松枯れが爆発的に増加する可能性を否定することはで

きませんので安易なことは申し上げられませんけれども、町全体の中で重点的に対
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策を進める箇所を選定し、伐倒駆除を中心に対応し、その後の被害の拡大状況を慎

重に把握しながら今後の方向を検討してまいりたいと考えております。 

 また、関係地域との関係につきましては、区長さん等と連携しながら対応してい

くことが治山という面からも重要と考えています。苅屋原地区を初め急傾斜地で土

砂災害により住宅等が危険にさらされる恐れのある箇所につきましては、この治山

という部分の対応について県に強く要望していきたいと考えています。上平地区に

おきましては、地域として松茸山の再生なども検討し、地域住民による松くい虫防

除対策も考えているというご意見もいただきましたので、県や森林組合の支援、協

力を得る中で間伐による松林の健全化等を検討してまいりたいと考えております。 

 このほか新たな防除対策の開発についての県等への働きかけや過去に空中散布を

中止した自治体におけるその後の状況や対応などの情報収集なども行っていきたい

と考えています。 

 今年度東北信においては唯一隣接の千曲市が空中散布を実施いたしますけれども、

来年度以降、さらに厳しい事態になるというふうにも考えられますので、県に広域

的な対策についてリーダーシップを求めていくということとともに、近隣市町とも

連携をして進めていきたいと考えておるところでございますので、ご理解いただき

たいと思います。以上であります。 

１３番（柳澤君） お答えいただきました中で２点先にお尋ねをするわけであります

が、先ほど申し上げましたように、県森林組合もそんなふうに話をしましたら認め

ているんですが、伐倒駆除というのは、もう虫がほかへ移っちゃっているかもしれ

ない木を切っているんだと。線虫が入っても枯れてこないと、少し葉の色が変わっ

てこないと切る対象にならないから、伐倒駆除というのはなという、こういう話で

あったわけであります。町長さんが言われたとおり、２，４００万円の中の大部分

が、１，９００万円が伐倒費用だということで、それだけ真剣に考えていただいて

いることは十分わかるわけでありますけれども、そういう点でも伐倒ということに

ついてどうなのか、どういうふうにお考えか、お聞かせをいただきたいと思います。 

 それと関連してでありますけれども、その伐倒が坂城町中の松枯れの始まった松

を一気に切ってしまうなら価値が相当あるんだろうと思うんですが、これはお金の

関係もあるから仕方がないといえば仕方がないわけでありますけれども、幾つかに

分けて切っていく、それだけならまだしも、例えばこの部屋、廊下から向こうへち

ょっとないから、この部屋だという、こういう考え方で切ればいいんですが、この
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机のここまでが何㎥の部分だからといって、そこに２、３本あっても残していって

しまっているという実情を地域では見ているわけなんで、そういう意味での確認と

いう、そういうことを先ほどのお話の意味の確認でなくて、あれは切って山にして

覆ったという確認であろうと思うんですが、そういう伐倒の価値を少しでも高める

ための、そういう確認という点での確認されているのか、これからされるか、その

２点についてお聞かせをいただきたいと思います。 

産業振興課長（宮﨑君） まず２点ご質問いただいたわけでございますけれども、伐

倒駆除のあり方といいますか、効果ということでございます。 

 確かにご指摘のとおり、もう既に松に虫が入ってという、それで赤くなっている

ものを伐倒しているという部分でありますので、事前の予防というわけではないん

で、その辺の効果というと、事前に予防的なものができれば一番いいんですけれど

も、現実的にはそういう中で今、伐倒駆除という方法しかとり行われていないとい

うようなのが実態でございます。 

 そうはいっても、効果云々といっても専門家等のお話を聞くと、やはりそれなり

によそへ広がらせないという部分の中で効果があると。ですから本来は松林そのも

のが健全で丈夫な松が育てば、それにこしたことはないわけでございますけれども、

少しでも広がりを抑えていくというような部分の中での対応、一般的に言われてお

りますのは、前年と同じ水準を維持するには最低でも９割は伐倒していかなきゃい

けないというようなお話もあるようでございますけれども、そんなところで私ども

とすれば、町長も申し上げましたとおり、一生懸命取り組んできていると。特に空

中防除、これで今年凍結という部分でございますが、少なくとも今年度分について

は、時期的にはちょっと課題もありますけれども、できれば全量駆除に向けて県等

と連携をしていきたいというふうにも考えているところでございます。 

 それと今言ったように、今の伐倒駆除の確認という部分で、今おっしゃっている

のは被害木になるのに途中でやめたというようなお話をいただいているわけでござ

いますが、基本的には業者委託という部分でございまして、予算の中で動いている

ことは事実でございます。そうはいっても、私の認識する限り、本当にそれでやめ

るという例がどれくらいあるかというと、業者からお聞きになったのかあれですけ

れども、私からすれば、基本的な部分からすれば、それなりの駆除はしているとい

う認識でございます。 

 もちろん私どもについても、検査体制については、より厳重にするようにという
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指導はしてまいりたいと思うわけでございますけれども、そうはいっても、やはり

予算で動いてしまっているということと、それと今回についても、これは入札でや

っている話でございまして、さきの答弁でも申し上げましたが、入札差金について

も私どもとすれば、じゃあ、その時期で効果はどうなのかという部分がありますけ

れども、少しでも被害の拡大を防ぐために、それについても使いながら全量駆除に

向けて、目的に頑張っていきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

１３番（柳澤君） 真剣に大きなお金を投じて取り組んでいただいているということ

からしても、薬剤を使わないもうひとつの残された方法が伐倒であるとすれば、そ

のお金を無駄にならないように少しでも使わなきゃならないという意味で今２つの

点を申し上げたわけであります。たとえ１本でも２本でも残るという、近くで残る

というのは、それがもとでまた飛ぶという、カミキリが飛ぶという、そういう可能

性があるということで、目先にあったらついでに切ってしまう、㎥を超えていよう

が、お金が超えていようが、そのぐらいの配慮をするよう指導をしていただきたい

と、そんなふうに思うわけであります。 

 限られた時間の中でマダラカミキリがあちこち飛び回るように、そんな内容にな

りましたので、町長からいろいろですべてについてはとも言われたんですが、それ

にしてもいろいろお答えをいただいている中で、やはり自分なりには薬剤散布をで

きないとすれば、松の枯れていくのを見ているしかないのか、広がっていくのをた

だ見ているしかないのかというような気持ちになってきてしまうわけであります。 

 防除対策として県や森林組合でも空中散布、伐採のほか、先ほど課長も触れられ

ましたが、松を強くするための土壌改良あるいは幅２㎞あけて被害防止帯とか、そ

れからまた、松林の間に２㎞の広さの松以外の森林をつくる、盛んに樹種転換とい

って奨励されていますが、これには補助率１０分の７以内の補助金を出すというよ

うなことも県では言っていますが、今申し上げたいずれを考えても、労力や費用、

それから、この町の地形といったようなものを考えた場合には、簡単ではありませ

ん。県が地域でグループをつくってそういうことをやるとすれば、それを指導する

ための改良普及員をいつでも派遣しますよと、こんなことも言いましたけれども、

いろいろな点を考えると大変難しいことになろうかと思います。 

 千葉県の森林研究センターは、地上部での薬剤散布がどうしてもというか、極め

て効果的だということで、その方法をいろいろ言っていますが、地形によっては無
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理だから空中散布ということになるわけであります。それと同時に、虫の名前まで

記録してありませんが、天敵の微生物があって、これをヘリコプターで布の塗りつ

け、塗りつけるというのか、布にあれしてヘリコプターから森林の上に落とす、そ

うすると大変効果があるという結果が出ているようですが、まだ実用化にはどうも

なっていないようであります。 

 いずれにいたしましても、空中散布あるいは何らかの形の薬剤を使うことを考え

ていただくか、松枯れがどんどん広がっていくのを見ているか、そのどちらを選ぶ

のかというような感じになってしまうのでありますが、あまり決めつけることでも

ないんですが、ただ、対流する空気によって薬が広く飛散するという、これもきち

んとした調査結果があるわけでないようであります。いろいろ考えると判断は確か

に難しくなってくるわけであります。 

 どうも、繰り返しになりますが、いかんともしがたいかというような思いになっ

てしまうんですが、町長の顔を見ていると、本当は空中散布を中止はしとうはなか

ったんだわというふうにも見えるわけであります。いったん決めたことをもとに戻

すということはなかなか困難なことです。ただ、今年はいったん凍結というふうに

言われました。凍結した氷はちょっと温まると解けます。社会的には凍結というの

は一時保留というような意味があって、多く再開もしています。今まで申し上げた

ようなことをお考えいただいて、方法はいろいろ工夫するにしても、あるいは隣接

県とも連携と同時に強く主張して、来年は方法を考えてということに当然なります

が、何とか空中散布なり薬剤を使ってという、そういう方向で検討するという決断

を表明されませんか。町長にお伺いいたします。 

町長（中沢君） 柳澤議員の高い見識の中でいろいろなご提案もあったわけでござい

ますが、それは行政というよりも研究機関、国でいろいろ指針を出していただかな

ければ私は困っちゃうなと、これまた実感でございます。先ほども申し上げました

ように、坂城町は松くい虫あるいは松林を守るということで精一杯やっていると、

予算もできるだけということで、限界に近い対応をしているということは自負して

いるわけでございます。 

 そういう中で、今お話がありましたように、国、県が補助金という制度を持って

おり、それを空中散布もいいよと言っていることであるから、そういう手法がある

わけでございますが、たまたま市町村お任せだということでなくて、こういう薬品

でこういう濃度だったら毒性はこうだと、例えば農業の場合におきましても農薬は
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利用されているわけでございますので、そういった研究データによって、こういう

ことをすれば空中散布もいいんじゃないかという方向を出してもらわないと、この

１市町村でということは極めて難しいなという思いがいたします。 

 もうひとつ毒性とあわせて、空中散布となると坂城町ひとつということでは経費

がかかり過ぎまして、ほんのわずかだということにもなりますし、従来自然現象の

中でのお話でございますので、県が集中的に、この地域はこういうことをやらざる

を得ないから、こういった手法でやれば、より安く効果的にできるんじゃないかと

いうことも見立てないと、その決断はなかなかできないなと、そんな思いがいたし

ます。 

 そうした面については、私自身個人的にも行政関係者には申し上げておりますし、

また地域の懇談会等の中でも問題は提起していきたいと思いますけれども、研究の

分野の関係というのは、そこまで私どもが、こういう虫をやったらどうだとかこう

だとかというのではなくて、こういうことがあれば効果的だよという、その指針の

中で行政は対応せざるを得ないなと、こんなふうに思っているわけでございます。 

 凍結という、その言葉そのものも心して使ったわけでございます。今までこうあ

ったけれども、中止だと。おい、ちょっと待てよと。中止じゃないよと。考える時

間が欲しいんだと、これが１年になるか２年になるかは別として、こういう期間の

中で空中防除というものができて、そういう薬品が開発されないかということもな

かなか難しいけれども、期待しながら対応していくことが大事だなと、こんなふう

に思っております。要は命にかかわる話ということがおじょうさんのお話の中でも

出たように、それも原点でございますので、そういうことを踏まえながら対応して

まいりたいと、こんなふうに考えております。以上でございます。 

１３番（柳澤君） 今議会の一般質問の中で何人かがばら祭りに触れました。私も薔

薇人の会の片隅に籍がありまして、何日かお手伝いをしたわけです。町長さんの言

われる緑の山の真ん中でばらを背にして来る車、帰る車、私は意識して「ありがと

うございます」と。口も動かしながら「ご苦労さまでした」と声をかけました。そ

うしましたら、４割ぐらいの車が帰りには手を上げたり、こっちより先に頭を下げ

たり、中にはとまって窓をあけて「ご苦労さん」という声をかけてくれたり、それ

から中には「湯さん館へその橋を渡って行けないかな」とか「鉄の展示館はどっち

へ行ったらいいかな。地図を見たけど、よくわからない」とかいろいろな会話もで

きたわけであります。 
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 ところが、ふっと顔を上げると、千曲川の向こうの松のところに点々と赤い色が

見えるわけであります。薬剤を使うか、枯れていくのを見ているだけかというふう

にどうしても。短絡的に考えてしまうことはよくないのかもしれませんけれども、

いずれにしても今、方法がまだ見つかっていない、いいやり方ができていない、ど

うしようもない、それを聞きながら、と言っている間にも松枯れは広がっていくわ

けであります。 

 そういう意味でマダラカミキリの発生期は１期目は６月の初め、２期目は６月の

中旬ということで、今年はもう枯れた木を切るだけでしか効果はないのかというふ

うに思いますが、ぜひ人体に限りなく安全な方法を考えていただかなきゃなりませ

んが、薬剤を使ってという選択を、先ほど町長さん、あちこちのいろいろな関係の

ことをお話しになりましたが、そういう中で、ぜひ町長のすぐれた能力でのリーダ

ーシップで「おい、そんなのんきなこと言ってないで、こういうふうにするじゃな

いか」というような形で話が前へ急いで進むようにご努力をいただきたいと思いま

す。いずれにいたしましても、来年の今ごろ、まだこんな話をしていなくてもいい

ような英断を心から期待して一般質問を終わります。 

議長（春日君） 以上で通告のありました１１名の一般質問は終了いたしました。 

 本日の議事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 ただいまから１８日までの２日間は委員会等調査のため休会にいたしたいと思い

ます。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、ただいまから１８日までの２日間は委員会審査等のため休会とすること

に決定いたしました。 

 次回は６月１９日、午前１０時より会議を開き、補正予算案等の審議を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後１２時０７分） 
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６月１９日本会議再開（第５日目） 
 

１．出 席 議 員   １４名 

１番議員  田 中 邦 義 君  ８番議員  林   春 江 君 

２ 〃  中 嶋   登 君  ９ 〃  宮 島 祐 夫 君 

３ 〃  塚 田   忠 君  10 〃  池 田 博 武 君 

４ 〃  大 森 茂 彦 君  11 〃  円 尾 美津子 君 

５ 〃  山 城 賢 一 君  12 〃  柳 沢 昌 雄 君 

６ 〃  入 日 時 子 君  13 〃  柳 澤   澄 君 

７ 〃  安 島 ふみ子 君  14 〃  春 日   武 君 

２．欠 席 議 員   なし 

３．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者 

町 長  中 沢   一 君 

副 町 長  栁 澤   哲 君 

教 育 長  長谷川   臣 君 

会 計 管 理 者  中 村 忠比古 君 

総 務 課 長  宮 下 和 久 君 

企 画 政 策 課 長  片 桐   有 君 

まちづくり推進室長  塚 田 陽 一 君 

住 民 環 境 課 長  塩 澤 健 一 君 

福 祉 健 康 課 長  中 村 清 子 君 

子 育 て 推 進 室 長  中 沢 恵 三 君 

産 業 振 興 課 長  宮 﨑 義 也 君 

建 設 課 長  村 田 茂 康 君 

教 育 次 長  塚 田 好 一 君 

収 納 対 策 推 進 幹  春 日 英 次 君 

総 務 課 長 補 佐  

総 務 係 長  
青 木 知 之 君 

総 務 課 長 補 佐  

財 政 係 長  
柳 澤   博 君 

企画政策課長補佐  

企 画 調 整 係 長  
山 崎 金 一 君 

４．職務のため出席した者 

議 会 事 務 局 長  吾 妻 忠 明 君 

議 会 書 記  金 丸 惠 子 君 

５．開   議   午前１０時００分 
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６．議事日程 

第 １ 陳情について 

第 ２ 議案第２８号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第１号）につい

て 

第 ３ 議案第２９号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第１

号）について 

追加第 １ 発委第 ４号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通

省地方出先機関の存続を求める意見書について 

追加第 ２ 閉会中の委員会継続審査申し出について 

７．本日の会議に付した事件 

前記議事日程のとおり 

８．議事の経過 

議長（春日君） おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので、これよ

り本日の会議を開きます。 

 なお、会議に入る前にカメラ等の使用の届け出がなされており、これを許可して

あります。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 
 
 

◎日程第１「陳情について」 

議長（春日君） 総務産業常任委員会に審査を付託しました陳情について、委員長か

ら審査結果の報告がなされております。 

 お手元に配付のとおりであります。 

 「陳情第２号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通省の地方出先

機関の存続を求めることについて」 

 「質疑、討論なく（委員長報告賛成、挙手多数により）趣旨採択」 
 
 

議長（春日君） 日程第２、議案第２８号以下日程に掲げた議案につきましては、す

べて去る６月８日の会議において提案理由の説明を終えております。 

◎日程第２「議案第２８号 平成２１年度坂城町一般会計補正予算（第１号）につ

いて」 
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議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ３点ほどちょっと説明をお願いします。 

 まず歳入の関係でございますけれども、ページは１０ページ、教育費の関係、前

ででもいいんですけれども、この財源なんですけれども、コミュニティ助成金とい

うのはどういう助成金だか、どういう背景・根拠が財源にあるのか。諸収入のコミ

ュニティ助成金２５０万円。これをちょっと歳入の関係で説明をお願いいたします。 

 それから、７ページでございます。歳出の関係でございます。 

 農地費の関係でございますけれども、これが町単事業７００万円の当初予算に関

して８７万４千円、１割強減額するわけでございます。これはどういうことなのか

ということをちょっと説明をお願いします。 

 そして、その７ページの上の方でございますが、０１０６１３の農道等基盤整備

町単事業、２２０万円増えているわけでございます。当初予算の１６５万８千円に

比べて倍ぐらいになるんですけれども、これは追加というか、どこを整備するとい

うことでこんなに当初予算の倍も補正をするかということをちょっと説明をしてく

ださい。 

 それから、もう１点でございますけれども、ごめんなさい、さかのぼっちゃって。

５ページでございます。いわゆる中央組合の追加費用の１の総務費の一般管理費でご

ざいますけれども、５８０万円も共済費が増えるわけです。当初予算でも６，５１２

万円計上してある、さらに１割近い増額の理由というか、説明を。以上３点をお願

いします。 

教育次長（塚田君） コミュニティ助成の助成金の内容ということですが、これは財

団法人自治総合センターの方で行っているものでありまして、この事業は宝くじの

普及及び広報事業の一環として、宝くじですね、その一環として行われているとい

う事業であります。この事業を受けた施設または備品等には宝くじで受けたんだよ

ということを明確に表示して市町村の広報紙等へ広く普及していくと、そういった

助成の事業でございます。今回うちの方では坂城陣太鼓がかなり傷んできたり、備

品が足りなくなってきているもので、そちらの方へ対応はしていきたいなというふ

うに考えております。以上です。 

産業振興課長（宮﨑君） 私からは７ページの町単補助事業と農道等基盤整備町単事

業についてご答弁させていただきます。 

 まず町単補助事業の減額８７万４千円、これについてはどういうことかというこ
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とと、それと今の農道基盤整備の関係、倍ぐらいに増えているというご指摘でござ

いましたが、これにつきましては、歳入の方にもございますが、地域発元気づくり

支援金をいただくことができたと。いただくことができたというのは、地元の皆さ

んがいろいろ手を出す中で事業を進めるという、町単事業の中にそういう事業もあ

るんですけれども、その部分について元気づくり支援金をいただけたというような

ことで、財源を振り替える中で、ひとつは農道等基盤整備町単事業を今まで町単事

業だったんですけれども、これを外へ出す中で町単補助事業としての取り組みを進

めていくと、こんなことで、財源の関係で町単補助事業８７万４千円減額とはなっ

ていますが、上の今回補正させていただいた部分も町単事業ということでありまし

て、総枠とすると町単事業そのものは増えているというようなことで、８３２万円

というようなことで増えているということでご理解いただきたいと。 

 箇所については農道等基盤整備町単事業については平沢線等のオーバーレイと今、

上平地区の七曲線のコンクリート舗装があるんですけれども、これらの改修という

ことで、町単から抜き出したその２事業について対応する予定でございます。以上

です。 

総務係長（青木君） 私の方から共済組合の追加費用ということでご説明させていた

だきます。 

 共済組合の追加費用につきましては、現在の共済年金が昭和３７年に現在の方法

に制度化されておりまして、それ以前につきましては、全額税による恩給制度とい

うものでやっておりました。昭和３７年度に恩給制度から共済制度への切り替え時

におきまして、既に公務員という形で勤務されていただいた方につきましては共済

組合へ自動的に切り替えがされたという経過がございます。共済組合と恩給制度の

両方に加入していた方、この方につきましては、退職した時点に共済組合へ加入し

ていたということで、恩給制度分についても共済年金の給付の対象ということで計

算をされております。そのためには共済組合へ切り替えた以降、以前の分につきま

しては、年金の積み立てがないということで、その部分につきまして地方が負担し

ている部分がこの共済組合への追加費用分ということでございます。 

 共済組合の追加費用分の負担につきましては、地方公務員等の共済組合法施行規

則によりまして毎年総務大臣が負担率を定めるということになっております。今年

度の負担率につきましては、給与分の１千分の５０．２というのが負担率というこ

とで、この４月１日に告示されたということを受けまして、今予算に不足分を追加
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上程させていただいた分でございます。以上でございます。 

１番（田中君） ただいまの共済組合についてはわかりましたけれども、これはこの

先、そうすると恩給が積み立てていない人、３７年から共済制度になっているんで

すけれども、もう既にその人たちは退職しているんだけれども、まだ積み立て不足

ということは、国における恩給を共済に振り替えた、その財源がないから、それを

地方でずっと負担していくという考えでいいんですかね。ちょっとそこだけ。 

 それから、ちょっとついでに産業振興課長にちょっとお伺いしますけれども、そ

うすると、いわゆる県の地域発元気づくり支援金が入ったから振り替えたという、

財源を振り替えたんだけれども、だけどやることは一緒だということでいいんです

ね。当初した町単の分は。さらに増えたということで。 

 そこで、そういうことであればしようなくて、むしろ少し増高になるということ

でいいんですかね。 

 それと課長にちょっとひとつ落としちゃったんですけれども、次の８ページの商

工振興補助金３２０万円、これは今年の当初では、たしか２００万円減らしていた

んですけれども、ここで３２０万円復活するということは、どういう事業をやろう

としているか、その説明もちょっとお願いしたいと思います。 

産業振興課長（宮﨑君） ご質問に対して順次ご答弁させていただきます。 

 まず、町単の補助の関係でございますけれども、これにつきましては、従前のも

のよりも、より多く短期間でできるというようなことで拡充させていただいたとい

うご判断でよろしいかと思います。 

 続きまして、商工業振興補助金でございますけれども、これは企業等が設備投資

したものの固定資産税相当額を振興条例に基づいて助成するというようなことでご

ざいまして、３月の当初予算の時点では、その金額が固まっていなかったと。要は

前年度の１月１日付ということでございますけれども、固まっていなかったという

ことで、当初予算ではそんな関係もあって若干減っていたという部分もあったと思

うんですけれども、これで額が確定いたしましたので、ここで全額について、それ

が３２０万１千円不足分を計上させていただいたというようなことでございます。 

 これについては、商工業振興審議会等を開催する中で、これから交付等について

は正式に決定をいただくわけでございますけれども、今の積算の中で、固定資産相

当額、これはもう額が固まっていますので、その分を計上させていただいたという

ことでございます。今年のところは、現在の中では企業さん等から２４件、それと
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指定施設等で、指定施設というのは公害防止関係の部分でございます。それが１件

ということで、２５件についての申請をいただいておりまして、それについて交付

の予定でございます。以上です。 

総務課長（宮下君） 昭和３６年以前にお勤めになっていらっしゃった公務員の方に

対する負担につきましては、ただいま係長の方から申し上げましたとおり、地方公

務員等の共済組合施行令で負担の割合が決まっております。ですので、その方々に

つきましては、行政といいますか、町、地方がそういった分まで負担をするという

ふうになっております。 

 ちなみに昨年度の負担率が１千分の４０．２というものが今年度の負担が１千分

の５０．２ということで、負担率が高くなっております。支給にかかります追加費

用につきましては、いろいろな事情で当然年々減る傾向にはなっておりますけれど

も、一方では、現職でおります職員数というのも集中管理の改革プラン等によりま

しても、やはり職員数も減ってきているというような状況もありまして、増加する

場合もございます。２１年度分の追加費用につきましては、今年の給付の見込みの

追加額と前々年度、１９年度の精算分も含めて精算をされているということで、こ

こで金額が定まったということでありますので、今回こういうことでご提案をして

いくというものでございます。 

６番（入日さん） ３ページの歳入で款１３国庫支出金項２国庫支出金目４の説明で

００２安全・安心な学校づくり交付金３７３万９千円となっていますが、給食セン

ターのソーラーの補助金にしては少ないのですが、給食センターの会議費とあれに

使われてはいるんですが、これはどんなあれで。ソーラーの補助金は載っていない

んですが、それはどうなっているのでしょうか。 

 それから５ページの民生費の中で隣保館の修繕料が４３万５千円になっています

が、この修繕料はどんな修繕をするんでしょうか。以上です。 

教育次長（塚田君） 歳入の質問の中で教育費の国庫補助金３７３万９千円、安全・

安心な学校づくり交付金ですが、これは学校給食センター建設における交付金の増

額分というふうに考えていただければいいです。一昨年からの国の経済対策等いろ

いろな事業の中で、国で、余ったというと変になるんですが、国の方から配分でき

る金額が多くなってきましたもので、その分が余計に交付されてきたということで

す。 

 それからソーラーの金額については、今現在、国の方と申請をしておりまして予
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算等出しておりまして、町長からも答弁がありましたが、臨時なり補正なりで今後

の対応ということになろうかと思います。やっていくという位置づけで今、対応は

進めております。以上です。 

企画政策課長（片桐君） お答えいたします。 

 民生費の隣保館運営費の修繕料ですが、１階の奥の２０畳の畳の間のエアコンが

建築当時のままで今まで使っておったんですが、これが壊れまして、エアコンの修

理代ということでございます。 

６番（入日さん） かなり隣保館も古くなってきていて、使用頻度もすごく高いんで

すよね。あそこは坂端区の第１次の避難場所にもなっていて、ああいう公民館とか

集会所関係の耐震や何かは学校の耐震が済んでからということでしたが、そういう

意味で非常に頻度の関係と密集地であり、本当に外壁の修理だとかいろいろな修理

が今までなされているんですが、あのところを今後どうするのか。また、ずっと隣

保館として使っていくんなら、耐震だとかそういうこともきちっと早目にして避難

所として危なくない施設にしなきゃいけないと思うんですが、その辺の展望はどん

なようになっていますでしょうか。 

企画政策課長（片桐君） 避難所にもなっておりますけれども、隣保館以外にも各地

区の公民館なりが１避難所というような対応になっております。 

 隣保館につきましての耐震の計画でございますが、小学校をまず大優先というこ

とになっておりますので、その後の計画になろうかというふうに思っています。隣

保館につきましては、当面、隣保館として使っていくという考えで私の方では考え

ております。 

１１番（円尾さん） １点だけお尋ねします。 

 ５ページ、歳出の総務管理費に関連してお尋ねしますが、議会初日の日に繰越明

許費の報告がありましたが、その中で定額給付金の関係の繰越明許があるんですけ

れども、過日の新聞報道などで、どの程度のものが給付されたかというような状況

が発表されましたけれども、その中で特に気になったのは、宛先が不明なんだとい

う件数がかなり坂城町は多かったわけですよね。その辺についてご説明いただきた

いと思います。 

総務係長（青木君） 定額給付金の宛先不明ということでございますが、５月３１日

現在、定額給付金を申請を受け付けた割合が９１．４２％、これは新聞等に載った

とおりでございます。その際宛先不明ということで一応６９件まだ宛先不明という
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ことで載ってございました。 

 その内訳でございますが、ほとんどが外国人の方でございまして、外国人の方が

６４件、これは１人１世帯ということで出ておりますので、同じ世帯にいても１人

当たり１世帯ということで出ておりますので、一応６４人分。それとあと日本人の

方が５名、この方は単身世帯ということで、一応宛先不明ということでこちらの方

へ戻ってきたということになっております。 

 現在、私どもの方で常に住所の移転等の確認をいたしまして、住所届、移転届が

出たものにつきましては、新しい移転先へ送付をしているという状況でございまし

て、１８日現在、全部で５４件、約６９件から５４件ということで件数は減ってき

ておりまして、内訳につきましては、日本人の方が２件、外国人の方が５２件とい

うような形で、毎日住所等の移転を確認しながら新しい住所先がわかったものにつ

いてはお送りするような形にしておるような状況でございます。以上でございます。 

１１番（円尾さん） 中身的にはわかりましたけれども、要はこの表を見たときに、

外国の方が多い地域はそうなんだなというふうに私も理解をしたんですけれども、

できるだけ皆さんが権利として受けられるようにというふうに思うわけですよね。

それで宛先が向こうへ行ってしまったというような状況の中で、向こうで手続をし

ている場合というのなんかもあるんでしょうかね。そんな点がちょっと気になると

ころなんです。 

 それと一緒に坂城町の中では定額給付金を辞退された方がありましたでしょうか。

その辺についてもお尋ねします。 

総務係長（青木君） 宛先不明の方につきましては、一応基準日が２月１日というこ

とで基準日になっておりますので、宛先不明の方につきましても坂城町の方で給付

対象というような形になりますので、できるだけ連絡がとれ次第やっております。

ただ、外国籍の方につきましては、国外へ出てしまっているという方も何名かいら

っしゃるというようなことで、その方については対象にもならないというような状

況でございます。 

 それともう１件、辞退された方がいるかということでございますが、現時点で確

認されている方は２名、坂城町の場合は確認してございます。以上でございます。 

議長（春日君） これにて質疑を終結いたします。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 

議長（春日君） 審議の途中ですが、ここで１０分間休憩いたします。 
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（休憩 午前１０時２４分～再開 午前１０時３５分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

 ただいまお手元に追加議案の提出がありました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま提出された議案を日程に追加いたしたいと思います。 

 ご異議ありませんか。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認め、日程に追加することに決定いたしました。 
 
 

◎日程第３「議案第２９号 平成２１年度坂城町下水道事業特別会計補正予算（第

１号）について」 

議長（春日君） これより質疑に入ります。 

１番（田中君） ４ページ、歳出の関係でございますけれども、２点ちょっと説明等

お伺いします。 

 まず１点は委託料の関係でございますけれども、管渠工事委託料、工事の委託料

というのはどういうことなのか、ちょっと説明をお願いしたいと思います。 

 それから、１５の工事請負費３億１千万円、今回、懸案の管渠が伸びるというこ

となんですけれども、当初予算に１億９，１００万円あって、さらに３億１千万円、

５億も消化できるのかどうかということを、ちょっと見通しというか、説明をお願

いしたいと思います。 

建設課長（村田君） ご答弁させていただきます。 

 まず４ページの管渠工事委託料でございますが、この補正予算の中で計画してお

ります幹線管渠の延長でございますが、塚田踏切を渡る工事が計画をしておるわけ

でございますが、これについては推進工でございまして、この部分については、し

なの鉄道さんへ工事の委託をしていかなければならないという内容でございます。 

 それから工事請負費のご質問でございますが、当初予算でお願いしました面的整

備については、ただいま発注の準備を進めておりまして、昨年より早く発注をする

中で完成に向けて施工していきたいということでございまして、今回の補正予算に

つきましても、工区を何工区かに分けまして単年で鋭意工事をする予定でございま

す。よろしくお願いします。 

１番（田中君） 管渠工事の委託ということについてはわかりました。 
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 問題は、しなの鉄道の線をまたぐということで、それはしなの鉄道が工事をやる

という、いわゆる鉄道の安全を考えているのかと思うんですけれども、問題は委託

料の価格の関係なんですけれども、これは通常町が発注するとした場合とそんなに

遜色ないというか、価格的に、しなの鉄道が工事をやるわけですよね。その場合、

向こうの言いなりの価格なのか、その辺は委託の積算について、例えばそういう工

事を町が発注した場合と比べて遜色ないのかどうかということ。妥当な価格かどう

かということ、しなの鉄道の言い分にならないのかどうかという、その辺の考えと

いうか、状況を説明していただければと思います。 

 それから管渠工事について５億という大きな工事予算になったわけでございます

けれども、ただいま工区を何区かに分けてということでございますので、そういう

場合の町内の建設業者がかかわれるのかどうか。いわゆる受注機会の分担について、

どう考えているかもちょっと説明をお願いしたいと思います。 

建設課長（村田君） ご答弁させていただきます。 

 管渠工事の工事委託料のご質問でございますが、しなの鉄道さんに委託するのと

町が発注していくのはどうかということでございますが、その積算の内容について

は同等というふうに考えております。町がやるにしても、やることができないわけ

でございますが、列車見張り員ですとか、いろいろな条件がついてございます。そ

ういう中で、しなの鉄道がそういう部分を全部完全にやっていただけるということ

で、仮にそれが町ができるとしても、そういう積算をしてやらなきゃいけないとい

うことですから、同等というふうにご理解をお願いしたいと思います。 

 それから、何工区にも分けてということのご質問の中で、町内業者というご質問

がありました。ただ、この中では推進工事というものが出てまいりますが、特に谷

川の推進でございます。これにつきましては、専門的なそういう工事になりますの

で、今後発注については検討してまいることになりますが、そのほかの開削工事に

つきましては、町内の業者を構成員とする共同企業体方式をとってまいりたいとい

うことでございます。よろしくお願いします。 

議長（春日君） ほかにございますか。 

 「質疑終結、討論なく（原案賛成、挙手全員により）可決」 
 
 

議長（春日君） 次に追加議案の審査に入ります。 

 追加日程第１「発委第４号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通
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省地方出先機関の存続を求める意見書について」を議題とし、議決の運びまでいた

します。 

 職員に議案を朗読させます。 

（議会事務局長朗読） 

議長（春日君） 朗読が終わりました。 

 趣旨説明を求めます。 

７番（安島さん） 発委第４号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通

省地方出先機関の存続を求める意見書について、意見書の朗読をもって趣旨説明に

かえさせていただきます。 

 政府の地方分権改革推進委員会は、昨年１２月８日に国の出先機関の事務・権限

及び組織の見直しなどをもり込んだ第２次勧告を公表するなど、地方移譲の議論が

活発化してきている。 

 ２００４年度から実行された三位一体の改革では、地方は約６兆円もの財源不足

に陥るなど、地方財政は非常に厳しい状況にあり、税源の偏在に伴う都市と地方の

公共サービスの格差が拡大しつつある状況となっている。 

 今後、地方分権改革推進委員会は、２００９年５月に具体的な人員の移管や財源

をもり込んだ第３次勧告を行うとしており、政府は２００９年秋の臨時国会で新地

方分権一括法（案）を提出するとしている。国土交通省の関連では、地方整備局が

管理している河川・道路を地方に移譲することとしているが、これまで北陸地方整

備局が果たしてきた役割を踏まえ、重要な河川、道路、砂防などは、これまでと同

様に国が責任を持ち、すべての国民に安全・安心で平等・公平なサービスを提供し

ていくことが必要である。そのためにも北陸地方整備局及びその出先機関である千

曲川河川事務所、戸倉出張所は重要である。 

 近年、千曲川では平成１６年及び平成１８年の出水により内水被害や堤防漏水被

害及び無堤箇所での浸水被害が発生している。また、ゲリラ豪雨による被害がいつ

何時起こるかわからない状況である。地域住民の安全・安心な生活を確保するため、

千曲川は引き続き国の直轄事業として現在の体制を維持していくことが不可欠であ

ると考える。 

 よって、国会並びに政府におかれましては、下記の事項について必要な措置を行

うよう強く要望する。 

 記。１、国民の生命・財産を守るために必要な公共事業については、引き続き国
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がその責任において実施することとし、地域間格差の拡大につながる直轄事業の地

方移譲は行わないこと。 

 ２、国土交通省地方出先機関の北陸地方整備局、千曲川河川事務所、戸倉出張所

の統廃合は行わないこと。 

 ３、坂城町において重要な河川である千曲川は国の直轄管理とすること。 

 以上よろしくご審議の上ご協賛を賜りますようお願い申し上げまして、趣旨説明

といたします。 

議長（春日君） 趣旨説明が終わりました。 

 ここで議案調査のため、暫時休憩いたします。 

（休憩 午前１０時４８分～再開 午前１０時４９分） 

議長（春日君） 再開いたします。 

◎追加日程第１「発委第４号 地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通

省地方出先機関の存続を求める意見書について」 

「質疑、討論なく（原案賛成、挙手多数により）可決」 
 
 

◎追加日程第２「閉会中の委員会継続審査申し出について」 

議長（春日君） 各委員長から会議規則第７５条の規定による閉会中の委員会継続審

査、調査の申し出がありました。お手元に配付のとおりであります。各委員長から

の申し出のとおり、閉会中の委員会継続審査、調査とすることにご異議ありません

か。 

（異議なしの声あり） 

議長（春日君） 異議なしと認めます。 

 よって、各委員長からの申し出のとおり閉会中の継続審査、調査とすることに決

定いたしました。 
 
 

議長（春日君） 以上で本日の議事日程は終了いたしました。 

 ここで町長から閉会のあいさつがあります。 

町長（中沢君） 平成２１年第２回坂城町議会定例会の閉会に当たり、一言ごあいさ

つを申し上げます。 

 ６月８日に開催されました本定例会は、本日までの１２日間の長きにわたり、審

査を賜りました。提案いたしました専決処分事項、教育委員等の人事案件、建設工
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事請負契約の締結、一般会計、特別会計補正予算等すべて原案どおりご承認をいた

だき、ありがとうございました。 

 今議会の一般質問におきまして、何人の議員から松くい虫特別防除についてのご

質問もあったわけでございますが、こういった問題は一般的に広域的な課題であり、

広域的な対応によって効果が上がるものと考えております。近隣市町と連携をとり

ながら、県、国に対しましての対応を、より進めてまいりたいと考えておるところ

でございます。 

 １６日の午後、上平、坂城、平沢地区に降雹がありました。農作物への被害が懸

念されたわけでございますが、いろいろ調査の結果、りんご、ぶどうに打撲等によ

る品質低下は認められるものの、樹木の損傷等の被害はなく、今後の生育状況や栽

培管理の徹底により改善も見込まれるなど被害額の積算までには至らない状況でも

ございます。 

 また、南日名山間部の遠入と住山の連絡路が決壊し、通行止めにさせていただい

ております。 

 また、本日までのインフルエンザの関係でございますが、松本、長野、飯田、上

高井等で６例目ということでもございました。一般質問でもお答えしましたが、感

染病ではございますが、疑いのある場合は当面、県保健福祉事務所への連絡という

ことが基本ですが、一般に熱があるということになりますと、開業医の先生方のご

協力も大事だという観点から連携を深めてまいりたいと、こんなふうに思う次第で

す。こういった状況になりますれば、いろいろな状況に注意を払うとともに、まず

沈着な対応がより求められてくるなと、こんな思いでございます。 

 経済危機対策臨時交付金や公共投資臨時交付金に伴う事業の予算化につきまして

は、現在いろいろと具体的につめている段階でございます。国、県とのいろいろ折

衝する中で事業規模等を精査し、７月の中下旬にはいろいろな目鼻をつけまして、

臨時会を招集し、いろいろお諮りしてまいりたいと、そんなふうに思っております。 

 ２３日の火曜日には食育・学校給食センターの起工式もございます。また、２８

日の日曜日には坂城町消防団のポンプ操法も開催されるわけでもございます。議員

各位におかれましては、こういった諸行事に参加していただき、そしてまた、健康

にもご留意されまして、ご活躍されんことを心からお祈り申し上げます。以上をも

ちまして閉会のごあいさつといたします。 

議長（春日君） これにて平成２１年第２回坂城町議会定例会を閉会いたします。 
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 ご苦労さまでした。 

（閉会 午前１０時５６分） 
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発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

４ 

１．子育て支援について 

イ．チャイルドシートのリサイクルを 

ロ．出産祝い金について 

ハ．待機園児について 

ニ．乳幼児医療費の年齢拡大を 

ホ．学校の備品について 

２．健康な長寿社会のために 

イ．特定健診について 

ロ．歯科健診の実施を 

ハ．脳ドックに補助金を 

ニ．人間ドック補助金について 

３．消防団員確保のために 

イ．事業所への援助について 

ロ．出動交付金について 

ハ．団員確保と地域防災組織について 

６ 番 

入 日 時 子 

町    長 

 

教 育 長 

 

住民環境課長 

 

福祉健康課長 

 

子育て推進室長 

 

教 育 次 長 

５ 

１．経済危機による小中学生等への影響と町の対応について 

イ．生活保護の申請状況や町税等の滞（遅）納状況は 

ロ．就学援助費の申請状況及び学校や放課後活動等の動向につ

いて 

２．防災の協働態勢について 

イ．集中豪雨等異常気象時の緊急防災態勢への対応は万全か 

ロ．町内建設事業所の経営支援策について 

３．ばらまつりの開催運営について 

イ．開催運営に関する意見集約と来場者の要望等の把握は 

ロ．ばらまつりを「町民まつり」へ向け実行委員会への町民参

加の拡大を 

ハ．ばらサミットの意義は 

１ 番 

田 中 邦 義 

町    長 

 

教 育 長 

 

総 務 課 長 

 

福祉健康課長 

 

建 設 課 長 

 



 

発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

６ 

１．地上デジタルテレビの整備について 

イ．学校ＩＣＴ環境整備について 

２．地域活性化の我町の取り組みは 

イ．経済危機対策臨時交付金の活用は 

３．女性特有のガン検診推進事業について 

イ．実施概要と計画は 

７ 番 

安島ふみ子 

町    長 

教 育 長 

企画政策課長 

総 務 課 長 

福祉健康課長 

７ 

１．住民の安心、安全の創出について 

イ．連続した町内の火災発生を教訓にして 

ロ．災害に強いまちづくりを 

ハ．セーフコミュニティの取り組みの推進を 

２．松くい虫対策について 

イ．プロジェクトチームの立ち上げを 

３．さかきっ子応援事業について 

イ．第３子より就学報奨制度の導入を 

５ 番 

山 城 賢 一 

町    長 

 

住民環境課長 

 

産業振興課長 

 

福祉健康課長 

８ 

１．火災で死亡事故を無くすには 

イ．高齢者を守るには 

ロ．防火対策について 

ハ．火災警報器について 

２．今後の松くい虫対策は 

イ．空中防除について 

ロ．生物防除について 

３．町内商業活性化対策は 

イ．プレミアム付商品券について 

２ 番 

中 嶋  登 

町    長 

 

住民環境課長 

 

産業振興課長 

９ 

１．食育・給食センター建設に関連して 

イ．管理、運営体制は 

ロ．保育園給食について 

２．雇用対策について 

イ．坂城町の現状は 

ロ．制度の活用状況は 

３．基金について 

イ．基金の見直しを 

１１番 

円尾美津子 

町    長 

 

企画政策課長 

 

総 務 課 長 

 

産業振興課長 

 



 

発言順位 要        旨 通 告 者 答弁を求める者 

１０ 

１．学校給食の地産地消促進について 

イ．地元食材の利用状況は 

ロ．利用量拡大の取り組みについて 

ハ．子どもたちによる食材づくりの取り組みを 

２．暮らし易い地域づくりについて 

イ．買物環境の改善策を 

ロ．便利な交通システムの導入を 

８ 番 

林  春 江 

町    長 
 

教 育 長 
 

教 育 次 長 
 

産業振興課長 
 

建 設 課 長 

１１ 

１．緑の松林を守りたい 

イ．松枯れの現況は 

ロ．松くい虫駆除事業について 

ハ．松枯れ防止は諦めるか 

１３番 

柳 澤  澄 

町    長 

 

産業振興課長 

 



地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通省 

地方出先機関の存続を求める意見書について 

 

 上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第１０９条第７項及び坂城町議会会議規則

第１４条第３項の規定により提出する。 

 

（別紙） 

地域間格差を拡大する地方移譲に反対し、国土交通省 

地方出先機関の存続を求める意見書 

 

 政府の地方分権改革推進委員会は、昨年１２月８日に国の出先機関の事務・権限及

び組織の見直しなどを盛り込んだ「第二次勧告」を公表するなど、地方移譲の議論が

活発化してきている。 

 ２００４年度から実行された「三位一体改革」では、地方は約６兆円もの財源不足

に陥るなど、地方財政は非常に厳しい状況にあり、税源の偏在に伴う都市と地方の公

共サービスの格差が拡大しつつある状況となっている。 

 今後、地方分権改革推進委員会は、２００９年５月に具体的な人員の移管や財源を

盛り込んだ「第三次勧告」を行うとしており、政府は２００９年秋の臨時国会で新地

方分権一括法案を提出するとしている。国土交通省の関連では、地方整備局が管理し

ている河川・道路を地方に移譲することとしているが、これまで北陸地方整備局が果

たしてきた役割を踏まえ、重要な河川、道路、砂防などは、これまでと同様に国が責

任を持ち、全ての国民に安全・安心で平等・公平なサービスを提供していくことが必

要である。そのためにも、北陸地方整備局及びその出先機関である千曲川河川事務所、

戸倉出張所は、重要である。 

 近年、千曲川では平成１６年及び平成１８年の出水により、内水被害や堤防漏水被

害及び無堤箇所での浸水被害が発生している。また、「ゲリラ豪雨」による被害がいつ

何時起こるかわからない状況である。地域住民の安全安心な生活を確保するため、千

曲川は引続き国の直轄事業として現在の体制を維持していくことが不可欠であると考

えている。 

 よって、国会並びに政府におかれては、下記の事項について必要な措置を行うよう

強く要望する。 



記 

１ 国民の生命・財産を守るために必要な公共事業については、引き続き、国がその

責任において実施することとし、地域間格差の拡大につながる直轄事業の地方移

譲は行わないこと。 

２ 国土交通省地方出先機関の北陸地方整備局、千曲川河川事務所、戸倉出張所の統

廃合は行わないこと。 

３ 坂城町において重要な河川である千曲川は、国の直轄管理とすること。 

 

 以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 

 

   平成２１年６月１９日 

 

内 閣 総 理 大 臣  麻 生 太 郎 

総 務 大 臣  佐 藤   勉 

行政改革担当大臣  甘 利   明 

財 務 大 臣  与謝野   馨  殿 

国 土 交 通 大 臣  金 子 一 義 

北陸地方整備局長  吉 野 清 文 

 

長野県埴科郡 

坂城町議会議長  春 日   武 



 

 


